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口``□-ニ―1--------」
令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和8年度補正第4号）
（歳出）

（単位：千円）

（款項目）
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・事＂．．．．．．．．．嚢",....．．．菜'................．．．．．，......，.

補正額 説 明

（主管課）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）スポーツ振興費 I I I I 6,570 ....................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................ 
温水プール管理運営経費

6,570 
屋内温水プールにおける外壁及び歩道タイル修繕、機械室動力盤内イン

（スポーツ推進課） バーター交換及び更衣室プール出口防火シャッター危害防止装置の修繕を
行うことに伴い、修繕料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 l 地方債 I その他 I 一般財源
（目）児童福祉総務費 2, 5751 1, 2881 I I 1,289 ....................................................................................................... 

養育医療給付事業費
5,152 
入院を必要とする未熟児に対し養育に必要な医療を給付する養育医療給付

（こども政策課） 費について、当初の想定を上回る利用件数の増加に伴い、手数料、扶助費
を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）農林水産業費（項）農業費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）農業振興費 9, 8661 I I I ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

物価高騰対応重点支援事業費
9,866 
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、種苗費、農具

（農業水産課） 費、農薬衛生費、諸材料費等の価格の高騰の影響を受けている農業を営む
者に向けた支援を行うことに伴い、負担金補助及び交付金を増額するも
の。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）商工費（項）商工費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）商工振興費 31,3001 I I I .......................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................ 

物価高騰対応重点支援事業費
31,300 
国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、商店街の活性化

（産業銭光課） 等を図るため、商店会等が実施するプレミアム商品券事業に対する支援及
び地域経済を支える物流機能の維持を図るため、中小貨物運送事業者に対
する支援を行うことに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）土木費（項）道路橋りょう費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）橋りょう維持費 I I 27,0001 I 3,000 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

橋りょう等長寿命化推進事業費
30,000 
梅田橋の伸縮装置が破損し、補修工事を実施することに伴い、工事請負費

（道路建設課） を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）
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議案第 10 3号

令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和8年度補正第5号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

99999999999 999999999999999999・事'99999  9・葉'’”'99999忍゚．．．．．．．．．．．．．．．●0,..
補正額 説 明

番
（主管課）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）広報広聴費 I 101 I I 1,320 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

広聴活動事業費
l, 330 
犯罪被害者等見舞金について、当初の想定を上回る申請件数の増加に伴

1 
（市民相談課） い、扶助費を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）企画費 41, 0871 I I I ................................................. ・・・・・・・・"・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............ 

システム標準化関連経費
41,087 
後期高齢者医療システムについて、国の標準仕様に準拠したシステムに入

2 
（デジタル推進課） れ替えるため、データ移行等の作業を実施することに伴い、委託料を増額

するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）総務費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源

（項）戸籍住住民基本台帳費 4, 3831 I I I 
（目）戸籍民基本台帳費 4,383 ....................................................................................................... 

個人番号カードの交付事務について、窓口での待ち時間短縮のための予約
3個人番号カード等交付事務管理経費

制の導入及び支所や出張所においてもカードの受け取りを可能とするた

（市民課） め、支所等ヘカードを配送することに伴い、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 I 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 I I I I 23,540 ..................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・........................................................ 

国民健康保険事業特別会計繰出金
23,540 
子ども。子育て支援事業費補助金の返還に要する経費について、一般会計

4 
（保険年金課） から国民健康保険事業特別会計へ繰り出すことに伴い、繰出金を増額する

もの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 l 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 I I I I △ 16 ............................................................................................. 

介護保険事業特別会計繰出金
△ 16 
介護保険事業特別会計において、新たに国庫補助金である介護事業費補助

5 
（介護保険課） 金の採択を受け、財源更正を行うことに伴い、繰出金を減額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 I 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 I I I I 3,232 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．..............................................●...............●................. 

介護保険低所得者保険料軽減負担金返
3,232 
令和 7年度に収入した介護保険低所得者保険料軽減負担金の過配分を返還

6還金
することに伴い、償還金利子及び割引料を増額するもの。

（介護保険課）

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方僚 I その他 I 一般財源
（目）老人禍祉費 1, 906I I I I ......................................．．．下●●.....................................................

高齢者福祉計画 □介護保険事業計画策
1,906 
国庫補助金を活用し、認知症あんしんガイドの改訂及びチームオレンジ

7定事業費
（認知症サポーターが中心となって認知症の人や家族を地域で支える取り

-l | （晒齢福祉課） 組み）の地域活動への定着を目的とした研修会等を実施することに伴い、
報償費、消耗品費、通信運搬費、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）
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令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和8年度補正第5号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．毒゚．．．．．．．．業．．．．．．．．．．．忍゚．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

補正額 説 明
番
（主管課）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）老人福祉費 I I I I 60,441 ................................................................................................. .. 

神奈川県後期高齢者医療広域連合関係
60,441 
神奈川県後期高齢者医療広域連合関係経費について、市町村定率負担金の

8経費
年間支出額が当初の見込みを上回ること及び令和7年度分の精算金を納付

（保険年金課） することに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）母子福祉費 5, 7101 1,5901 I I 854 ............................................................................................ 

低子家庭父子家庭高等職業訓練促進給
8,154 
母子家庭父子家庭高等職業訓練促進給付金等の支給について、当初の想定

9付金等事業費
を上回る申請者の増加に伴い、扶助費を増額するもの。

（こども政策課）

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）衛生費（項）保健衛生費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）予防費 4, 973I I I 2901 2,356 ..................................................................................................... 

感染症患者医療費
7,619 
結核患者医療費について、当初の想定を上回る公費負担の増加及び令和7

10 
（保健予防課） 年度結核医療費国庫負担金の精算に伴う過配分を返還することに伴い、扶

助費、償還金利子及び割引料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）土木費（項）道路橋りょう費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）橋りょう新設改良費 I I I 8,9201 19,755 ......................................................................................... 

浜園橋橋りょう整備事業費
28,675 

浜園橋橋りょう整備工事（護岸工）において、地中障害物への対応でエ期
11 
（道路建設課） を延長したことにより、令和7年度から 8年度へ繰越を行った家屋等事後

調査業務及び調査結果を受けて実施する建物補償の年度内での完了が困難

（繰越明許費） になったことに伴い、委託料、補償補填及び賠償金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）
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項
番

1 

口ーロ第[o4二JI 
令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

国民健康保険事業特別会計（令和8年度補正第1号）
（歳出）

（単位：千円）
（款項目）

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．寧＂●●●●●●●●●棄名．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
補正額 説 明

（主管課）
（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 | その他 I 一般財源
（目）一般管理費 I 7,0401 I I ...................................................................................................... .. 
一般管理経費

7,040 
末就学児軽減措置拡大による国民健康保険システム改修に伴い、使用料及

（保険年金課） び賃借料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）諸支出金 国庫支出金 1 県支出金 l 地方債 | その他 I 一般財源
（項）償還金及び還付加算金 | | | 23,5401 
（目）償還金........................................................................................................ 23,540 

令和7年度に収入した子ども・子育て支援事業費補助金の過配分を返還す
2返還金 ることに伴い、償還金利子及び割引料を増額するもの。

（保険年金課）

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）
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項
番

議案第 10 5号

令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

後期高齢者医療事業特別会計（令和8年度補正第1号）
（歳出）

（款項目）
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．事”....．．．．嚢＂．．．．．．．．．忍"”"”..............，．．，.，．．．

補正額 説
（主管課）

明

（款）後期高齢者医療広域連合納付金 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 . I その他 I 
（項）後後期高齢者医療広域連合納付金 I I I 154,4581 
（目） 期高齢者医療広域連合納付金 154,458 
........... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......... 

（単位：千円）

一般財源

後期高齢者医療広域連合納付金について、保険料収入が当初の見込みを上
1後期高齢者医療広域連合納付金

回ること及び令和7年度分の精算金を納付することに伴い、負担金補助及

（保険年金課） び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）
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令和8年第3回定例会補正予算の主な事業の概要

介護保険事業特別会計（令和8年度補正第1号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．可f.........．菓゚．．．．．．素．．．．．．．．．．．．．．＂．．．．．．．．．．．．．．．
補正額 説 明

番
（主管課）

（款）介護保険運営基金 国庫支出金 I 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（項）介護保険運営基金 5,0201 3, 0821 I 506,9871 
（目）介護保険運営基金 515,089 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

保険給付等の財源として収入した介護保険料のうち、保険給付等への充当
1介護保険運営基金積立金

がなされなかったもの等について介護保険運営基金に積み立てるため、積

（介護保険課） 立金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）

（款）諸支出金 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（項）償還金及び還付加算金 I I I 132, 9101 
（目）償還金 132,910 ........................................................................................... 

令和 7年度に収入した国庫支出金、支払基金交付金の過配分を返還するこ
2償還金

とに伴い、償還金利子及び割引料を増額するもの。

（介護保険課）

＊決定過程理事者調整（令和8年7月24日）



-11-

--0123456789

呵

議案第 10 7号 j ' 

茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

地方税法の改正に伴い、家屋及び償却資産に係る固定資産税の免税点を改めるととも

に、個人の市民税に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限を延長する等のため提案

する。

2 根拠法規

地方税法（昭和 25年法律第 22 6号）第 3条第 1項

3 条例の概要

(1) 固定資産税の免税点について、家屋にあっては 300, 000円に、償却資産にあ

っては 1, 800, 000円に引き上げることとした。 （第 37条関係）

(2) 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合における個人の市民税の医療費控除の特

例について、その適用期限を撤廃することとした。 （附則第 2条の 3関係）

(3)個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除の適用期限について、令和 25年度まで

延長すること等とした。 （附則第 2条の 6関係）

(4)優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る個人の市

民税の課税の特例について、譲渡した土地等がその譲渡をした時において地すべり防

止区域内等にあるときは、当該譲渡は優良住宅地等のための譲渡等に該当しないもの

とみなすこととした。 （附則第 21条の 3関係）

(5) 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に特定暗号資産に係る譲渡所得等を有する

場合には、当該譲渡所得等は他の所得と区分し、前年中の所得等の金額として計算し

た金額に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額の 10 0分の 3に相当する

金額に相当する個人の市民税の所得割を課することとした。 （附則第 21条の 8関係

(6)所要の規定を整備することとした。 （第 25条の 9、附則第 2条の 7、附則第 2条

の8、附則第 2条の 13、附則第 21条の 9から附則第 21条の 11まで関係）

(7) この条例は、一部の規定を除き、令和 9年 1月1 日から施行することとし、所要の

経過措置を設けることとした。
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茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後

（寄附金税額控除）

改

（寄附金税額控除）

正 ‘’ 
目IJ

第25条の 9 所得割の納税義務者が、前年中に法 第25条の 9 所得割の納税義務者が、前年中に法

第31 4条の7第1項第1号若しくは第2号に掲 第314条の7第1項第1号若しくは第2号に掲

げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を

支出した場合には、同項に規定するところにより

控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第

2項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場

合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額

を加算した金額。以下この項において「控除額」

という。）をその者の第25条の4及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除するもの

とする。この場合において、当該控除額が当該所

得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所

得割の額に相当する金額とする。

(1)所得税法第78条第2項第2号及び第3号に

掲げる寄附金のうち、神奈川県内に事務所又は

事業所を有する法人又は団体に対する寄附金

(2)所得税法施行令（昭和40年政令第96号）

第21 7条第1号に規定する独立行政法人（神

奈川県内に事務所又は事業所を有するものに限

る。）に対する寄附金（出資に関する業務に充

てられることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る

。）

(3)所得税法施行令第21 7条第1号の2に規定

ずる地方独立行政法人（神奈川県内に事務所又

は事業所を有するものに限る。）に対する寄附

金（出資に関する業務に充てられることが明ら

かなものを除き、当該法人の主たる目的である

業務に関連するものに限る。）

(4)所得税法施行令第21 7条第2号に規定する

法人（神奈川県内に事務所又は事業所を有する

ものに限る。）に対する寄附金（法第31 4条

の7第 1項第2号に掲げるもの及び出資に関す

る業務に充てられることが明らかなものを除き

、当該法人の主たる目的である業務に関連する

ものに限る。）

支出した場合には、同項に規定するところにより

控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第

2項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場

合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額

を加算した金額。以下この項において「控除額J

という。）をその者の第25条の4及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除するもの

とする。この場合において、当該控除額が当該所

得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所

得割の額に相当する金額とする。

(1)所得税法第78条第2項第2号及び第3号に

掲げる寄附金のうち、神奈川県内に事務所又は

事業所を有する法人又は団体に対する寄附金

(2)所得税法施行令（昭和40年政令第96号）

第21 7条第1号に規定する独立行政法人（神

奈川県内に事務所又は事業所を有するものに限

る。）に対する寄附金（出資に関する業務に充

てられることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る

。）

(3)所得税法施行令第21 7条第1号の2に規定

する地方独立行政法人（神奈川県内に事務所又

は事業所を有するものに限る。）に対する寄附

金（出資に関する業務に充てられることが明ら

かなものを除き、当該法人の主たる目的である

業務に関連するものに限る。）

(4)所得税法施行令第21 7条第2号に規定する

法人（神奈川県内に事務所又は事業所を有する

ものに限る。）に対する寄附金（法第31 4条

の7第1項第2号に掲げるもの及び出資に関す

る業務に充てられることが明らかなものを除き

、当該法人の主たる目的である業務に関連する

ものに限る。）
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(5)所得税法施行令第21 7条第3号に規定する

公益社団法人及び公益財団法人（いずれも神奈

川県内に事務所又は事業所を有するものに限る

。）に対する寄附金（出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き、当該法人の

主たる目的である業務に関連するものに限る。

） 

(6)所得税法施行令第21 7条第4号に規定する

学校法人（神奈川県内に事務所又は事業所を有

するものに限る。）に対する寄附金（出資に関

する業務に充てられることが明らかなものを除

き、当該法人の主たる目的である業務に関連す

るものに限る。）

(7)所得税法施行令第21 7条第5号に規定する

社会福祉法人（神奈川県内に事務所又は事業所

を有するものに限る。）に対する寄附金（法第

314条の7第1項第2号に掲げるもの及び出

資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。）

(8)所得税法施行令第21 7条第6号に規定する

更生保護法人（神奈川県内に事務所または事業

所を有するものに限る。）に対する寄附金（出

資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。）

(9)所得税法第78条第2項第4号に規定する公

益信託（神奈川県知事の認可を受けたものに限

る。）の信託財産とするために支出した当該公

益信託に係る信託事務に関連する寄附金

(10) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号

）第41条の 18の2第2項に規定する特定非

営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に

特別の利益が及ぶと認められるもの、出資に関

する業務に充てられることが明らかなもの及び

次号に掲げる寄附金を除く。）のうち、神奈川

県内に事務所を有する法人に対するもの

(11) 別表に掲げる特定非営利活動促進法（平成

1 0年法律第7号）第2条第2項に規定する特

定非営利活動法人に対する当該特定非営利活動

(5)所得税法施行令第21 7条第3号に規定する

公益社団法人及び公益財団法人（いずれも神奈

川県内に事務所又は事業所を有するものに限る

。）に対する寄附金（出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き、当該法人の

主たる目的である業務に関連するものに限る。

） 

(6)所得税法施行令第21 7条第4号に規定する

学校法人（神奈川県内に事務所又は事業所を有

するものに限る。）に対する寄附金（出資に関

する業務に充てられることが明らかなものを除

き、当該法人の主たる目的である業務に関連す

るものに限る。）

(7)所得税法施行令第21 7条第5号に規定する

社会福祉法人（神奈川県内に事務所又は事業所

を有するものに限る。）に対する寄附金（法第

314条の7第1項第2号に掲げるもの及び出

資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。）

(8)所得税法施行令第21 7条第6号に規定する

更生保護法人（神奈川県内に事務所または事業

所を有するものに限る。）に対する寄附金（出

資に関する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。）

(9)所得税法第78条第2項第4号に規定する公

益信託（神奈川県知事の認可を受けたものに限

る。）の信託財産とするために支出した当該公

益信託に係る信託事務に関連する寄附金

(10) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号

）第41条の18の2第2項に規定する特定非

営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に

特別の利益が及ぶと認められるもの、出資に関

する業務に充てられることが明らかなもの及び

次号に掲げる寄附金を除く。）のうち、神奈川

県内に事務所を有する法人に対するもの

(11) 別表に掲げる特定非営利活動促進法（平成

1 0年法律第7号）第2条第2項に規定する特

定非営利活動法人に対する当該特定非営利活動
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法人の行う同条第1項に規定する特定非営利活

動に係る事業に関連する寄附金であって同表の

右欄に定める期間内に支出されたもの（その寄

附をした者に特別の利益が及ぶと認められるも

のを除く。）

2 前項の特例控除額は、法第31 4条の7第11 

項（法附則第5条の6第3項又は第4項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）に定め

るところにより計算した金額とする。

（固定資産税の免税点）

法人の行う同条第1項に規定する特定非営利活

動に係る事業に関連する寄附金であって同表の

右欄に定める期間内に支出されたもの（その寄

附をした者に特別の利益が及ぶと認められるも

のを除く。）

2 前項の特例控除額は、法第314条の7第 11 

項（法附則第5条の6第2項 の規定に

より読み替えて滴用される場合を含む。）に定め

るところにより計算した金額とする。

（固定資産税の免税点）

第37条 同一の者について市の区域内におけるそ 第37条 同一の者について市の区域内におけるそ

の者の所有に係る士地、家屋又は償却資産に対し の者の所有に係る土地、家屋又は償却資産に対し

て課する固定資産税の課税標準となるべき額が士 て課する固定資産税の課税標準となるべき額が士

地又は家屋にあっては300, 000円

ー、償却資産にあっては

1, 800, 000円に満たない場合においては

固定資産税を課さない。

附則

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医

療費控除の特例）

地 にあっては300, 000円、家屋に

あっては200, 000円、償却資産にあっては

1, 5 0 0, 0 0 0円に満たない場合においては

固定資産税を課さない。

附則

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医

療費控除の特例）

第2条の3 平成30年度以後 の各第2条の3 平成30年度から令和9年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の5 年度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の5

第3項の規定に該当する場合における第25条の

3の規定による控除については、その者の選択に

より、同条中「同条第1項」とあるのは「同条第

1項（第2号を除く。）」と、 「まで」とあるの

は「まで並びに法附則第4条の5第3項の規定に

より読み替えて適用される法第31 4条の2第1

項（第2号に係る部分に限る。）」として、同条

の規定を適用することができる。

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除）

第3項の規定に該当する場合における第25条の

3の規定による控除については、その者の選択に

より、同条中「同条第1項」とあるのは「同条第

1項（第2号を除く。）」と、 「まで」とあるの

は「まで並びに法附則第4条の5第3項の規定に

より読み替えて適用される法第31 4条の2第1

項（第2号に係る部分に限る。）」として、同条

の規定を適用することができる。

（個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除）

第2条の6 平成22年度から令和25年度までの 1第2条の6 平成22年度から令和20年度までの

各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義 I各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第4

1条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた

場合（同法第41条第 1項に規定する居住年が平

成21年から令和 12年までの各年である場合に

限る。）には、法附則第5条の4第5項（同条第

7項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）に規定ずるところにより控除すべき額を、

務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第4

1条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた

場合（同法第41条第l項に規定する居住年が平

成21年から令和7年 までの各年である場合に

限る。）には、法附則第5条の4第5項（同条第

7項の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）に規定するところにより控除すべき額をし
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当該納税義務者の第25条の4及び第25条の8

の規定を適用した場合の所得割の額から控除する

2 略

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

当該納税義務者の第25条の4及び第25条の8

の規定を適用した場合の所得割の額から控除する

2 略

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第2条の7 第25条の9の規定の適用を受ける市 I第2条の 7 第25条の 9の規定の適用を受ける市
民税の所得割の納税義務者が、法第314条の7

第11項第2号若しくは第3号に掲げる場合に該

当する場合又は第25条の4第2項に規定する課

税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所

得金額を有しない場合であって、当該納税義務者

の前年中の所得について、附則第20条第1項、

附則第21条第1項、附則第21条の2第 1項、

附則第21条の5第1項、附則第21条の6第1

項、附則第21条の7第1項、附則第21条の8

第 1項又は附則第21条の9第1項の規定の適用

を受けるときは、第25条の 9第2項に規定する

特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則

第5条の5第2項（法附則第5条の6第3項又は

第4項の規定により読み替えて適用される場合を

含む。）に定めるところにより計算した金額とす

る。

（令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除）

第2条の8 令和6年度分の個人の市民税に限り、

法附則第5条の8第4項及び第5項に規定すると

ころにより控除すべき市民税に係る令和6年度分

特別税額控除額を、前年の合計所得金額が 18, 

050, 000円以下である所得割の納税義務者

（次条において「特別税額控除対象納税義務者」

という。）の第25条の4、第25条の8から第

2 5条の 11まで、附則第2条第2項、附則第2

条の4第1項、附則第2条の6第1項、前条及び

附則第2条の 13の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。

民税の所得割の納税義務者が、法第31 4条の7

第11項第2号若しくは第3号に掲げる場合に該

当する場合又は第25条の4第2項に規定する課

税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所

得金額を有しない場合であって、当該納税義務者

の前年中の所得について、附則第20条第1項、

附則第21条第1項、附則第21条の2第1項、

附則第21条の5第1項、附則第21条の6第1

項、附則第21条の7第 1項又は附則第21条の

8第1項 の規定の適用

を受けるときは、第25条の 9第2項に規定する

特例控除額は、同項の規定にかかわらず、法附則

第5条の5第2項（法附則第5条の6第2項

の規定により読み替えて適用される場合を

含む。）に定めるところにより計算した金額とす

る。

（令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除）

第2条の8 令和6年度分の個人の市民税に限り、

法附則第5条の8第4項及び第5項に規定すると

ころにより控除すべき市民税に係る令和6年度分

特別税額控除額を、前年の合計所得金額が 18, 

050, 000円以下である所得割の納税義務者

（次条において「特別税額控除対象納税義務者」

という。）の第25条の4、第25条の8から第

2 5条の 11まで、附則第2条第2項、附則第2

条の4第1項、附則第2条の6第1項、前条及び

附則第2条の 13の規定を適用した場合の所得割

の額から控除する。

2 前項の規定の適用がある場合における第25条 12 前項の規定の適用がある場合における第25条

の9第2項、第28条の 10第 1項及び前条の規 の9第2項、第28条の 10第 1項及び前条の規

定の適用については、第25条の9第2項及び前

条中「法附則第5条の6第3項又は第4項」とあ

るのは「法附則第5条の6第3項又は第4項及び

附則第5条の8第6項」と、第28条の 10第1

定の適用については、第25条の9第2項及び前

条中「法附則第5条の6第2項 」とあ

るのは「法附則第5条の6第2項 及び

附則第5条の8第6項」と、第28条の 10第 1
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項中「課した」とあるのは「附則第2条の8第1

項の規定の適用がないものとした場合に課すべき

」と、 「の前々年中」とあるのは「の同項の規定

の適用がないものとした場合における前々年中」

と、 「、前々年中」とあるのは「、附則第2条の

8第1項の規定の適用がないものとした場合にお

ける前々年中」とする。

項中「課した」とあるのは「附則第2条の8第1

項の規定の適用がないものとした場合に課すべき

」と、 「の前々年中」とあるのは「の同項の規定

の適用がないものとした場合における前々年中」

と、 「、前々年中」とあるのは「、附則第2条の

8第1項の規定の適用がないものとした場合にお

ける前々年中」とする。

第2条の 13 当分の間、所得割の納税義務者が前 1第2条の13 当分の間、所得割の納税義務者が前

年中に特例控除対象寄附金を支出し、かつ、当該 年中に特例控除対象寄附金を支出し、かつ、当該

納税義務者について前条第3項の規定による申告

特例通知書の送付があった場合（法附則第7条第

1 3項の規定によりなかったものとみなされる場

合を除く。）には、法附則第7条の2第4項」迄

附則第7条の3第3項又は第4項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）に規定すると

ころにより控除すべき額を、第25条の9第1項

及び第2項の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例）

納税義務者について前条第3項の規定による申告

特例通知書の送付があった場合（法附則第7条第

1 3項の規定によりなかったものとみなされる場

合を除く。）には、法附則第7条の2第4項＿

に規定すると

ころにより控除すべき額を、第25条の9第1項

及び第2項の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例）

第21条の3 昭和63年度から令和11年度まで 第21条の3 昭和63年度から令和11年度まで

の各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税 の各年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税

義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得 義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡所得

の基因となる土地等（租税特別措置法第31条第

1項に規定する土地等をいう。以下この条におい

て同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。

以下この条において同じ。）をした場合において

、当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則

第34条の2第1項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡をいう。）に該当するときにおける前条

第1項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を

受ける譲渡所得を除く。次項において同じ。）に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税

の所得割の額は、前条第1項の規定にかかわらず

、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める金額に相当する額とする。

(1)課税長期譲渡所得金額が20, oo,o, 00 

0円以下である場合 当該課税長期譲渡所得金

額の100分の2. 4に相当する金額

(2)課税長期譲渡所得金額が20, 000, 00 

の基因となる土地等（租税特別措置法第31条第

1項に規定する土地等をいう。以下この条におい

て同じ。）の譲渡（同項に規定する譲渡をいう。

以下この条において同じ。）をした場合において

、当該譲渡が優良住宅地等のための譲渡（法附則

第34条の2第1項に規定する優良住宅地等のた

めの譲渡をいう。）に該当するときにおける前条

第1項に規定する譲渡所得（次条の規定の適用を

受ける譲渡所得を除く。次項において同じ。）に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市民税

の所得割の額は、前条第1項の規定にかかわらず

、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める金額に相当する額とする。

(1)課税長期譲渡所得金額が20, 000, 00 

0円以下である場合 当該課税長期譲渡所得金

額の100分の2. 4に相当する金額

(2)課税長期譲渡所得金額が20, 000, 00 
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0円を超える場合次に掲げる金額の合計額

ア 480, 000円

イ 当該課税長期譲渡所得金額から 20, 0 0 

0, 0 0 0円を控除した金額の100分の 3

に相当する金額

0円を超える場合次に掲げる金額の合計額

ア 480, 000円

イ 当該課税長期譲渡所得金額から 20, 0 0 

0, 0 0 0円を控除した金額の 10 0分の 3

に相当する金額

2 前項の規定は、昭和63年度から令和11年度12前項の規定は、昭和63年度から令和11年度
までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の までの各年度分の個人の市民税に限り、所得割の

納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡

所得の基因となる土地等の譲渡をした場合におい

て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための

譲渡（法附則第34条の2第6項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下こ

の項において同じ。）に該当するときにおける前

条第1項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割について

準用する。この場合において、当該譲渡が法附則

第34条の2第12項の規定に該当することとな

るときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡ではなかったものとみなす。

3 略

4 第1項（第2項において準用する場合を含む。

）の場合において、所得割の納税義務者が、租税

特別措置法第31条の 2第2項第13号から第1

5号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものを

したときにおけるその譲渡をした土地等がその譲

渡をした時において地すべり等防止法（昭和33 

年法律第30号）第3条第1項の地すべり防止区

域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律（昭和44年法律第57号）第3条第1項の急

傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成1

2年法律第57号）第9条第1項の土砂災害特別

警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成

1 5年法律第77号）第56条第1項の浸水被害

防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、

第1項又は第2項に規定する優良住宅地等のため

の譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡

に該当しないものとみなす。

納税義務者が前年中に前条第1項に規定する譲渡

所得の基因となる土地等の譲渡をした場合におい

て、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための

譲渡（法附則第34条の2第5項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡をいう。以下こ

の項において同じ。）に該当するときにおける前

条第1項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡

所得金額に対して課する市民税の所得割について

準用する。この場合において、当該譲渡が法附則

第34条の2第10項の規定に該当することとな

るときは、当該譲渡は確定優良住宅地等予定地の

ための譲渡ではなかったものとみなす。

3 略

（上場株式等に係る譲渡所得などに係る個人の市 1 （上場株式等に係る譲渡所得などに係る個人の市

民税の課税の特例） I 民税の課税の特例）
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第21条の7 略 1第21条の7 略

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市

民税の課税の特例）

第21条の8 当分の間、所得割の納税義務者が前

年中に租税特別措宵法第38条の2第1項に規定

する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合

には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得につい

ては、第25条第1項及び第2項並びに第25条

の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前

年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び

雑所得の金額として令附則第18条の6の4で定

めるところにより計算した金額（以下この項にお

いて「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と

いう。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所

得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額（次項第1号の規定により読み替えて適用され

る第25条の3の規定の適用がある場合には、そ

'の適用後の金額）をいう。）の10 0分の3に相

当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

旦前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。

旦）第25条の3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の8に規定する特定暗号資産に係

る譲渡所得等の金額」とする。

盈第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の8第1項の規定

による市民税の所得割の額」と、第25条の9

第1項前段、第25条の 10、第25条の 11 

第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2条

の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第21条の8第1項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第25条の9第

1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第21条の8第1項の規定による

市民税の所得割の額の合計額」とする。

位第26条の規定の適用については、同条中「
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又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の 8第1項に規定す

る特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、

「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林

所得金額若しくは附則第21条の8第1項に規

定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」

とする。

(4) 附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の8第1項に規定する

特定暗号資産に係る設渡所得等の金額」と、同

条第2項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第21条の8第1項の規定によ

る市民税の所得割の額」とする。

（先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の （先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の

課税の特例） 課税の特例）

第21条の9 当分の間、所得割の納税義務者が前 第21条の8 当分の間、所得割の納税義務者が前

年中に租税特別措置法第41条の 14第1項に規 年中に租税特別措置法第41条の 14第1項に規

定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場 定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場

合には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得につ

いては、第25条及び第25条の4の規定にかか

わらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所

得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額とし

て令附則第18条の 7に定めるところにより計算

した金額（以下この項において「先物取引に係る

雑所得等の金額Jという。）に対し、先物取引に

係る課税雑所得等の金額（先物取引に係る雑所得

等の金額（次項第1号の規定により読み替えて適

用される第25条の 3の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）をいう。）の 10 0分の

3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課

する。

合には、当該事業所得、醸渡所得及び雑所得につ

いては、第25条及び第25条の4の規定にかか

わらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所

得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額とし

て令附則第18条の7に定めるところにより計算

した金額（以下この項において「先物取引に係る

雑所得等の金額」という。）に対し、先物取引に

係る課税雑所得等の金額（先物取引に係る雑所得

等の金額（次項第1号の規定により読み替えて適

用される第25条の 3の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）をいう。）の 10 0分の

3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課

する。

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 ところによる。

(1)第25条の 3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは．、 「総所得金額、

附則第21条の 9第l項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額」とする。

(2) 第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

(1) 第25条0)3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の8第1項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額」とする。

(2) 第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び
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附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の9第1項の規定

による市民税の所得割の額」と、第25条の 9

第1項前段、第25条の10、第25条の 11 

第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2条

の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第21条の 9第1項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第25条の9第

1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第21条の9第1項の規定による

市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の9第1項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、 「若し

くは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金

額若しくは租税特別措置法第41条の 14第1

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の9第1項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」と、同条第2

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第21条の9第1項の規定による市民

税の所得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の9第1項

の規定による市民税の所得割の額」とする。

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の8第1項の規定

による市民税の所得割の額」と、第25条の 9

第1項前段、第25条の 10、第25条の 11 

第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2条

の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所得

割の額並びに附則第21条の8第1項の規定に

よる市民税の所得割の額」と、第25条の9第

1項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額及び附則第21条の8第1項の規定による

市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の滴用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の8第1項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、 「若し

くは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金

額若しくは租税特別措置法第41条の 14第1

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の8第1項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額」と、同条第2

項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第21条の8第1項の規定による市民

税の所得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の8第1項

の規定による市民税の所得割の額」とする。

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例） の市民税の課税の特例）

第21条の 10 所得割の納税義務者が支払を受け 第21条の9 所得割の納税義務者が支払を受け

るべき外国居住者等の所得に対する相互主義によ るべき外国居住者等の所得に対する相互主義によ

る所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年 る所得税等の非課税等に関する法律（昭和37年

法律第144号。以下「外国居住者等所得相互免

除法」という。）第8条第2項に規定する特例適

用利子等、外国居住者等所得相互免除法第12条

法律第144号。以下「外国居住者等所得相互免

除法」という。）第8条第2項に規定する特例適

用利子等、外国居住者等所得相互免除法第12条
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第5項に規定する特例適用利子等又は外国居住者

等所得相互免除法第16条第2項に規定する特例

適用利子等については、第25条及び第25条の

4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その

前年中の外国居住者等所得相互免除法第8条第2

項（外国居住者等所得相互免除法第12条第5項

及び第16条第2項において準用する場合を含む

。）に規定する特例適用利子等の額（以下この項

において「特例適用利子等の額」という。）に対

し、特例適用利子等の額（次項第1号の規定によ

り読み替えられた第25条の 3の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）に 10 0分の3

の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の

所得割を課する。

第5項に規定する特例適用利子等又は外国居住者

等所得相互免除法第16条第2項に規定する特例

適用利子等については、第25条及び第25条の

4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、その

前年中の外国居住者等所得相互免除法第8条第2

項（外国居住者等所得相互免除法第12条第5項

及び第16条第2項において準用する場合を含む

。）に規定する特例適用利子等の額（以下この項

において「特例適用利子等の額」という。）に対

し、特例適用利子等の額（次項第1号の規定によ

り読み替えられた第25条の 3の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）に 100分の3

の税率を乗じて計算した金額に相当する市民税の

所得割を課する。

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 1 ところによる。

(1)第25条の 3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の 10第1項に規定する特例適用

利子等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の10第1項の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項前段、第25条の 10、第25条の 1

1第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2

条の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第21条の 10第1項の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第21条の10第1項の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の 10第1項に規定

する特例適用利子等の額」と、 「若しくは山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義

(1)第25条の3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の8第1項 に規定する特例適用

利子等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の8第1項 の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項前段、第25条の 10、第25条の 1

1第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2

条の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第21条の8第1項 の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第21条の8第1項 の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の8第1項 に規定

する特例適用利子等の額」と、 「若しくは山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

若しくは外国居住者等の所得に対する相互主義
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による所得税等の非課税等に関する法律（昭和

3 7年法律第144号）第7条第10項（同法

第11条第8項及び第15条第14項において

準用する場合を含む。）に規定する特定対象利

子に係る利子所得の金額、同法第7条第12項

（同法第11条第9項及び第15条第15項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特定

対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第7

条第16項（同法第11条第11項及び第15 

条第17項において準用する場合を含む。）に

規定する特定対象懸賞金等に係る一時所得の金

額若しくは同法第7条第18項（同法第11条

第12項及び第15条第18項において準用す

る場合を含む。）に規定する特定対象給付補填

金等に係る雑所得等の金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の 10第1項に規定す

る特例適用利子等の額」と、同条第2項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに阻則

第21条の 10第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の 10第1

璽の規定による市民税の所得割の額」とする。

3 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居

住者等所得相互免除法第8条第4項に規定する特

例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第1

2条第6項に規定する特例適用配当等又は外国居

住者等所得相互免除法第16条第3項に規定する

特例適用配当等（次項において「特例適用配当等

」という。）については、第25条第3項及び第

4項の規定は適用しない。この場合において、当

該特例適用配当等については、同条及び第25条

の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、そ

の前年中の外国居住者等所得相互免除法第8条第

4項（外国居住者等所得相互免除法第12条第6

項及び第16条第3項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この

による所得税等の非課税等に関する法律（昭和

3 7年法律第144号）第7条第10項（同法

第11条第8項及び第15条第14項において

準用する場合を含む。）に規定する特定対象利

子に係る利子所得の金額、同法第7条第12項

（同法第11条第9項及び第15条第15項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する特定

対象収益分配に係る配当所得の金額、同法第7

条第16項（同法第11条第11項及び第15 

条第17項において準用する場合を含む。）に

規定する特定対象懸賞金等に係る一時所得の金

額若しくは同法第7条第18項（同法第11条

第12項及び第15条第18項において準用す

る場合を含む。）に規定する特定対象給付補填

金等に係る雑所得等の金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の8第1項 に規定す

る特例適用利子等の額」と、同条第2項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第21条の8第1項 の規定による市民税の所

得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の8第1項

の規定による市民税の所得割の額」とする。

3 所得割の納税義務者が支払を受けるべき外国居

住者等所得相互免除法第8条第4項に規定する特

例適用配当等、外国居住者等所得相互免除法第1

2条第6項に規定する特例適用配当等又は外国居

住者等所得相互免除法第16条第3項に規定する

特例適用配当等（次項において「特例適用配当等

」という。）については、第25条第3項及び第

4項の規定は適用しない。この場合において、当

該特例適用配当等については、同条及び第25条

の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、そ

の前年中の外国居住者等所得相互免除法第8条第

4項（外国居住者等所得相互免除法第12条第6

項及び第16条第3項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用配当等の額（以下この
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項において「特例適用配当等の額」という。）に

対し、特例適用配当等の額（第5項第1号の規定

により読み替えられた第25条の3の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）に 10 0分

の3の税率を乗じて計算した金額に相当する市民

税の所得割を課する。

項において「特例適用配当等の額」という。）に

対し、特例適用配当等の額（第5項第1号の規定

により読み替えられた第25条の3の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）に 10 0分

の3の税率を乗じて計算した金額に相当する市民

税の所得割を課する。

4 略 4 略

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に 5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。

(1)第25条の3の規定の適用については、同条＇

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の 10第3項後段に規定する特例

適用配当等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の10第3項後段

の規定による市民税の所得割の額」と、第25 

条の9第1項前段、第25条の10、第25条
の11第1項、附則第2条の4第1項及び附則

第2条の6第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第21条の 10第3項

後の規定による市民税の所得割の額」と、第

2 5条の9第1項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第21条の 10第3

項後段の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の 10第3項後段に

規定する特例適用配当等の額」と、 「若しくは

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（

昭和37年法律第144号）第7条第14項(

同法第11条第10項及び第15条第16項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する申告

不要特定対象配当等に係る利子所得の金額若し

くは配当所得の金額」とする。

定めるところによる。

(1)第25条の3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の8第3項後段 に規定する特例

適用配当等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の8第3項後段

の規定による市民税の所得割の額」と、第25

条の9第1項前段、第25条の 10、第25条

の11第1項、附則第2条の4第1項及び附則

第2条の6第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第21条の8第3項後

罠の規定による市民税の所得割の額」と、第

2 5条の9第1項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第21条の8第3項

後段 の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の8第3項後段 に

規定する特例適用配当等の額」と、 「若しくは

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額若しくは外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（

昭和37年法律第144号）第7条第14項（

同法第11条第10項及び第15条第16項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する申告

不要特定対象配当等に係る利子所得の金額若し

くは配当所得の金額」とする。

~‘¥~ 
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(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の10第3項後段に規

定する特例適用配当等の額」と、同条第2項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第21条の10第3項後段の規定による市

民税の所得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び，

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の 10第3

項後段の規定による市民税の所得割の額」とす

る。

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の8第3項後段 に規

定する特例適用配当等の額」と、同条第2項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第21条の8第3項後段 の規定による市

疇の靡辱割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の8第3項

後段 の規定による市民税の所得割の額」とす

る。

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例） の市民税の課税の特例）

第21条の11 所得割の納税義務者が支払を受け 第21条の 10 所得割の納税義務者が支払を受け

るべき租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税 るべき租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44 法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44

年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」 年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」

という。）第3条の2の2第10項に規定する条

約適用利子等については、第25条及び第25条

の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、そ

の前年中の同項に規定する条約適用利子等の額（

以下この項において「条約適用利子等の額」とい

う。）に対し、条約適用利子等の額（次項第1号

の規定により読み替えられた第25条の3の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）に1

00分の5の税率から租税条約等実施特例法第3

条の2の2第1項に規定する限度税率（第3項に

おいて「限度税率」という。）を控除して得た率

に5分の3を乗じて得た率（当該納税義務者が同

条第3項の規定の適用を受ける場合には、 1 0 0 

分の3の税率）を乗じて計算した金額に相当する

市民税の所得割を課する。

という。）第3条の2の2第10項に規定する条

約適用利子等については、第25条及び第25条

の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、そ

の前年中の同項に規定する条約適用利子等の額（

以下この項において「条約適用利子等の額」とい

う。）に対し、条約適用利子等の額（次項第1号

の規定により読み替えられた第25条の 3の規定

の適用がある場合には、その適用後の金額）に1

00分の5の税率から租税条約等実施特例法第3

条の2の2第1項に規定する限度税率（第3項に

おいて「限度税率」という。）を控除して得た率

に5分の3を乗じて得た率（当該納税義務者が同

条第3項の規定の適用を受ける場合には、 1 0 0 

分の3の税率）を乗じて計算した金額に相当する

市民税の所得割を課する。

2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める 2 前項の規定の適用がある場合には、次に定める

ところによる。 1 ところによる。

(1)第25条の 3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の11第1項に規定する条約適用

利子等の額」とする。

(1)第25条の3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の9第1項 に規定する条約適用

利子等の額」とする。
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(2)第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の 11第1項の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項前段、第25条の 10、第25条の1

1第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2

条の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第21条の 11第1項の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第21条の 11第1項の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の 11第1項に規定

する条約適用利子等の額」と、 「若しくは山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和44年法律第46号）第3条の2第16項に

規定する特定利子に係る利子所得の金額、同条

第18項に規定する特定収益分配に係る配当所

得の金額、同条第22項に規定する特定懸賞金

等に係る一時所得の金額若しくは同条第24項

に規定する特定給付補填金等に係る雑所得等の

金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の 11第1項に規定す

る条約適用利子等の額」と、同条第2項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第21条の 11第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の 11第1

璽の規定による市民税の所得割の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の9第1項 の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項前段、第25条の10、第25条の 1

1第1項、附則第2条の4第1項及び附則第2

条の6第1項中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額並びに附則第21条の9第1項 の規

定による市民税の所得割の額」と、第25条の

9第1項後段中「所得割の額」とあるのは「所

得割の額及び附則第21条の9第1項 の規定

による市民税の所得割の額の合計額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の9第1項 に規定

する条約適用利子等の額」と、 「若しくは山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額

若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法

人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和44年法律第46号）第3条の2第16項に

規定する特定利子に係る利子所得の金額、同条

第18項に規定する特定収益分配に係る配当所

得の金額、同条第22項に規定する特定懸賞金

等に係る一時所得の金額若しくは同条第24項

に規定する特定給付補填金等に係る雑所得等の

金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の9第1項 に規定す

る条約適用利子等の額」と、同条第2項中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則

第21条の9第1項 の規定による市民税の所

得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の9第1項

の規定による市民税の所得割の額」とする。
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3 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条 I3 所得割の納税義務者が支払を受けるべき租税条
約等実施特例法第3条の 2の2第12項に規定す

る条約適用配当等（次項において「条約適用配当

等」という。）については、第25条第3項及び

第4項の規定は適用しない。この場合において、

当該条約適用配当等については、同条及び第25

条の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、

その前年中の租税条約等実施特例法第3条の2の

2第12項に規定する条約適用配当等の額（以下

この項において「条約適用配当等の額」という。

）に対し、条約適用配当等の額（第5項第1号の

規定により読み替えられた第25条の3の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）に10 

0分の5の税率から限度税率を控除して得た率に

5分の3を乗じて得た率（当該納税義務者が租税

条約等実施特例法第3条の 2の2第3項の規定の

適用を受ける場合には、 100分の 3の税率）を

乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を

課する。

約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定す

る条約適用配当等（次項において「条約適用配当

等」という。）については、第25条第3項及び

第4項の規定は適用しない。この場合において、

当該条約適用配当等については、同条及び第25 

条の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、

その前年中の租税条約等実施特例法第3条の 2の

2第12項に規定する条約適用配当等の額（以下

この項において「条約適用配当等の額」という。

）に対し、条約適用配当等の額（第5項第1号の

規定により読み替えられた第25条の3の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）に10 

0分の5の税率から限度税率を控除して得た率に

5分の3を乗じて得た率（当該納税義務者が租税

条約等実施特例法第3条の 2の2第3項の規定の

適用を受ける場合には、 100分の 3の税率）を

乗じて計算した金額に相当する市民税の所得割を

課する。

4 略 4 略

5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に 5 第3項後段の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。

(1)第25条の 3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の 11第3項後段に規定する条約

適用配当等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の 11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の 11第3項後段

の規定による市民税の所得割の額」と、第25

条の9第1項前段、第25条の 10、第25条

の11第1項、附則第2条の4第1項及び附則

第2条の6第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第21条の 11第3項

饂の規定による市民税の所得割の額」と、第

2 5条の9第1項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第21条の 11第3

項後段の規定による市民税の所得割の額の合計

定めるところによる。

(1)第25条の 3の規定の適用については、同条

中「総所得金額」とあるのは、 「総所得金額、

附則第21条の9第3項後段 に規定する条約

適用配当等の額」とする。

(2)第25条の8から第25条の 10まで、第2

5条の11第1項、附則第2条の4第1項及び

附則第2条の6第1項の規定の適用については

、第25条の8中「所得割の額」とあるのは「

所得割の額及び附則第21条の9第3項後段

の規定による市民税の所得割の額」と、第25 

条の9第1項前段、第25条の 10、第25条

の11第1項、附則第2条の4第1項及び附則

第2条の6第1項中「所得割の額」とあるのは

「所得割の額並びに附則第21条の9第3項後

屋＿の規定による市民税の所得割の額」と、第

2 5条の9第1項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第21条の9第3項

後段 の規定による市民税の所得割の額の合計
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額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の 11第3項後段に

規定する条約適用配当等の額」と、 「若しくは

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法

、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和44年法律第46号）第3条の 2第20

項に規定する申告不要特定配当等に係る利子所

得の金額若しくは配当所得の金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の 11第3項後段に規

定する条約適用配当等の額」と、同条第2項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第21条の 11第3項後段の規定による市

民税の所得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の 11第3

項後段の規定による市民税の所得割の額」とす

額」とする。

(3)第26条の規定の適用については、同条中「

又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は附則第21条の9第3項後段 に

規定する条約適用配当等の額」と、 「若しくは

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法

、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和44年法律第46号）第3条の 2第20

項に規定する申告不要特定配当等に係る利子所

得の金額若しくは配当所得の金額」とする。

(4)附則第2条の規定の適用については、同条第

1項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得

金額並びに附則第21条の9第3項後段 に規

定する条約適用配当等の額」と、同条第2項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに

附則第21条の9第3項後段 の規定による市

民税の所得割の額」とする。

(5)附則第2条の8及び附則第2条の 10の規定

の適用については、附則第2条の8第1項及び

附則第2条の 10中「所得割の額」とあるのは

、 「所得割の額並びに附則第21条の 9第3項

後段 の規定による市民税の所得割の額」とす

る。 I る。

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項の I6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項の
規定の適用がある場合（第3項後段の規定の適用 規定の適用がある場合（第3項後段の規定の適用

がある場合を除く。）における第25条の 11の

規定の適用については、同条第1項中「又は同条

第6項」とあるのは「若しくは附則第21条の 1

1第3項前段に規定する条約適用配当等（以下「

条約適用配当等」という。）に係る所得が生じた

年分の所得税に係る同条第4項に規定する確定申

告書にこの項の規定の適用を受けようとする旨及

び当該条約適用配当等に係る所得の明細に関する

事項の記載がある場合であって、当該条約適用配

当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条約

適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う

所得税法，法人税法及び地方税法の特例等に関す

る法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条

がある場合を除く。）における第25条の 11の

規定の適用については、同条第1項中「又は同条

第6項」とあるのは「若しくは附則第21条の9

第3項前段 に規定する条約適用配当等（以下「

条約適用配当等」という。）に係る所得が生じた

年分の所得税に係る同条第4項に規定する確定申

告書にこの項の規定の適用を受けようとする旨及

び当該条約適用配当等に係る所得の明細に関する

事項の記載がある場合であって、当該条約適用配

当等に係る所得の金額の計算の基礎となった条約

適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び池方税法の特例等に閲ず

る法律（昭和44年法律第46号。以下「租悦条

約等実施特例法」という。）第3条の2の2第1I 約等実施特例法」という。）第3条の 2の2第1
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項の規定及び法第2章第1節第5款の規定により

配当割額を課されたとき、又は第25条第6項」

と、同条第3項中「法第37条の4」とあるのは

「租税条約等実施特例法第3条の2の2第9項の

規定により読み替えて適用される法第37条の4

」とする。

項の規定及び法第2章第1節第5款の規定により

配当割額を課されたとき、又は第25条第6項」

と、同条第3項中「法第37条の4」とあるのは

「租税条約等実施特例法第3条の2の2第9項の

規定により読み替えて適用される法第37条の4

」とする。
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茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例参照条文

0地方税法（地方税法等の一部を改正する法律（令和 8年法律第 2号）の規定による

改正前のもの）

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式）

第三条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課／収について定をす

るには、当該地方団体の条例によらなければならない。

2・ 略

（所得控除）

第三百十四条の二 市町村は、所得割の納税義務者が次の各号に掲げる者のいずれかに該当する場合

には、それぞれ当該各号に定める金額をその者の前年の所得について算定した総所得金額、退職所

得金額又は山林所得金額から控除するものとする。

一略

二前年中に自己又は自己と生計をーにする配偶者その他の親族に係る医療費（医師又は歯科医

師による診療又は治療、治療又は療養に必要な医薬品の購入その他医療又はこれに関連する人

的役務の提供の対価のうち通常必要であると認められるものとして政令で定めるものをいう。

）を支払い、その支払った医療 の金額（保険金、損害賠償金その他これらに類するものによ

り埋められた部分の金額を除く。）の合計 が、前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額の合計額の百分の五に相当する金額（その金額が十万円を超える場合には、十万円）を

超える所得割の納税義務者 その超える金額（その金額が二百万円を超える場合には、二百万

旦

！略

十二

2 

i 略
1 2 

（寄附金税額控除）

第三百十四条の七略

2 

！略

1 0 

旦 —項の特例控除額は、同項の所得割の納税義務者が前年中に支出した特例控除対象寄附金の

額の合計額のうち二千円を超える金額に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た金額の五分の三（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、

五分の四）に相当する金額（当該金額が当該納税義務者の 三百十四条の三及び前条の規定を適用

した場合の所得割の額の百分の二十に相当する金額を超えるときは、当該百分の二十に相当する金

額）とする。

ニ 当該納税義務者が第三百十四条の三第二項に規定する課税総所得金額（以下この項において「
課税総所得金額」という。）を有する場合において、当該課税総所得金額から当該納税義務者に

係る前条第一号イに掲げる金額と当該納税義務者の前年分の所得税に係る所得税法第八十六条第

二項に規定する基礎控除の額（租税特別措置法第四十一条の十六の二第一項の規定の適用がある

場合には、その適用後の額）から四十八万円を控除して得た額（当該控除して得た額が零を下回

る場合には、零とする。）との合計額（次号及び第三号において「人的控除差調整額」という。

）を控除した金額が零以上であるとき 当該控除後の金額について、次の表の上欄に掲げる金額

の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる割合

恒九十五万円以下の金額 恒分の八十五
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百九十五万円を超え＝百＝十万円以下の金額 百分の八十

三百三十万円を超え六百九十五万円以下の金額 百分の七十

六百九十宜万円を超え九百万円以下の金額 百分の六十七

九百万円を超え千八百万円以下の金額 百分の五十七

千八百万円を超え四千万円以下の金額 百分の五十

四千万円を超える金額 百分の四十五

二 当該納税義務者が課税総所得金額を有する場合において、当該課税総所得金額から当該納税義
務者に係る人的控除差調整額を控除した金額が零を下回るときであって、当該納税義務者が第二

百十四条の三第二項に規定する課税山林所得金額（次号において「課税山林所得金額」という。

）及び同項に規定する課税退職所得金額（同号において「課税退職所得金額」という。）を有し

ないとき 百分の九十

二 当該納税義務者が課税総所得金額を有する場合において当該課税総所得金額から当該納税義務
者に係る人的控除差調整額を控除した金額が零を下回るとき又は当該納税義務者が課税総所得金

額を有しない場合であって、当該納税義務者が課税山林所得金額又は課税退職所得金額を有する

二次のイ又は口に掲げる場合の区分に応じ、それぞれイ又は口に定める割合（イ及び口に掲

げる場合のいずれにも該当するときは、当該イ又は口に定める割合のうちいずれか低い割合）

1 2 

工課税山林所得金額を有する場合 当該課税山林所得金額の五分の一に相当する金額について

、第一号の表の上欄に掲げる金額の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる割合

旦課税退職所得金額を有する場合 当該課税退職所得金額について、第一号の表の上欄に掲げ

る金額の区分に応じ、それぞ＿れ同表の下欄に掲げる割合

｛略

1 4 

（固定資産税の免税点）

第三百五十一条 市町村は、同一の者について当該市町村の区域内におけるその者の所有に係る土地

、家屋又は償却資産に対して課する固定資産税の課税標準となるべき額が土地にあっては三十万円

、家屋にあっては二十万円、償却資産にあっては百五十万円に満たない場合においては、固定資産

税を課することができない。ただし、財政上その他特別の必要がある場合においては、当該市町村

の条例の定めるところによって、その額がそれぞれ三十万円、二十万円又は百五十万円に満たない

ときであっても、固定資産税を課ずることができる。

附則

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例）

第四条の五略

2 略

旦 市町村は、平成三十年度から令和九年度までの各年度分の個人の市町村民税に限り、医療保険各

法等の規定により療養の給付として支給される薬剤との代替性が特に高い一般用医薬品等及びそ

の使用による医療保険療養給付費の適正化の効果が著しく高いと認められる一般用医薬品等の使

用を推進する観点から、所得割の納税義務者が前年中に自己又は自己と生計を一にする配偶者そ

の他の親族に係る特定一般用医薬品等購入費を支払った場合において当該所得割の納税義務者が

前年中に健康の保持増進及び疾病の予防への取組として政令で定める取組を行っているときにお

ける前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額に係る第三百十四条の二第一項（第二号

に係る部分に限る。）の規定による控除については、その者の選訳により、同号中「前年中」と

あるのは「前年（平成二十九年から令和八年までの各年に限る。）中」と、 「医療費（医師又は

歯科医師による診療又は治療、治療又は療養に必要な医薬品の購入その他医療又はこれに関連す

る人的役務の提供の対価のうち通常必要であると認めら九るものとして政令で定めるもの」とあ

るのは「特定一般用医薬邑等購入費（租税特別措置法第四十一条の十七第一項に規定する特定―^

般用医薬品等購入費」と、 「医療費の」とあるのは「特定一般用医薬品等購入費の」と、 「前年
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の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額の百分の五に相当する金額（その金額が

十万円を超える場合には、十万円）」とあるのは「一万二千円」と、 「二百万円」とあるのは「

八万八千円」として、同項（同号に係る部分に限る。）の規定を適用することができる。この場

合における同条第六項の規定の適用については、同項中「同項第二号」とあるのは「同項第二号

（附則第四条の五第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」と、 「同項第三号」

とあるのは「第一項第三号」とする。

4 略

（個人の道府県民税及び市町村民税の住宅借入金等特別税額控除）

第五条の四 略

2 

？略

4 

5 市町村は、平成二十二年度から令和二十年度までの各年度分の個人の市町村民税に限り、所得割

の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第四十一条又は第四十一条の二の二の規定の

適用を受けた場合（居住年が平成二十一年から令和七年までの各年である場合に限る。）には、第

一号に掲げる金額から第二号に掲げる金額を控除した金額（当該金額が零を下回る場合には、零と

する。）の五分の二（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、五分の四）に

相当する金額（以下この項において「控除額」という。）を、当該納税義務者の第二百十四条の三

及び第三百十四条の六の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合にお

いて、当該控除額が当該納税義務者の前年分の所得税に係る所得税法第八十九条第二項に規定する

課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額（居住年が平成二十八年から令

和七年までの各年である場合には、当該納税義務者の前年分の所得税に係る同法第八十六条第二項

に規定する基礎控除の額（租税特別措置法第四十一条の十六の二第一項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の額）から四十八万円を控除して得た額（当該控除して得た額が零を下回る場合に

は、零とする。）を加算した額）の百分の三（当該納税義務者が指定都市の区域内に住所を有する

場合には、百分の四）に相当する金額（当該金額が五万八千五百円（当該納税義務者が指定都市の

区域内に住所を有する場合には、七万八千円）を超える場合には、五万八千五百円（当該納税義務

者が指定都市の区域内に住所を有する場合には、七万八千円）。以下この項において「控除限度額

」という。）を超えるときは、当該控除額は、当該控除限度額に相当する金額とする。

ニ 当該納税義務者の前年分の所得税に係る租税特別措置法第四十一条第二項から第五項まで若し
くは第十項から第二十一項まで若しくは第四十一条の二又は阪神。淡路大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律第十六条第一項から第三項までの規定を適用して計算した

租税特別措置法第四十一条第一項に規定する住宅借入金等特別税額控除額（平成十九年又は平成

二十年の居住年に係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかつ

たものとしてこれらの規定を適用して計算した同項に規定する住宅借入金等特別税額控除額）

二 当該納税義務者の前年分の所得税の額（前年分の所得税について、租税特別措置法第四十一条
、第四十一条の二の二、第四十一条の十八、第四十一条の十八の二第二項、第四十一条の十八の

三若しくは第四十一条の十九の二から第四十一条の十九の四まで、災害被害者に対する租税の減

免、徴収猶予等に関する法律第二条又は所得税法第九十五条若しくは第百六十五条の六の規定の

適用があった場合には、これらの規定の適用がなかったものとして計算した金額）

6 略

工 市町村民税の所得割の納税義務者が、居住年が平成二十六年から令和三年までであって、かつ、．

租税特別措置法第四十一条第五項に規定する特定取得又は同条第十六項に規定する特別特定取得に

該当する同条第一項に規定する住宅の取得等に係る同項に規定する住宅借人金等の金額を有する場

合における第五項の規定の適用については、同項中「百分の三」とあるのは「百分の四。二」と、

「百分の四」とあるのは「百分の五。六」と、 「五万八千五百円」とあるのは「八万千九百円」と

、 「七万八工円」とあるのは「十万九千二百円」とずる。

8 略



-32-

--0123456789

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）

第五条の五略

旦第三百十四条の七の規定の適用を受ける市町村民税の所得割の納税義務者が、同条第十一項第二

号若しくは第三号に掲げる場合に該当する場合又は第三百十四条の三第二項に規定する課税総所得

金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合であって、当該納税義務者の前年中

の所得について、附則第三十三条の二第五項、附則第三十三条の三第五項、附則 三十四条第四項

、附則第三十五条第五項、附則第三十五条の二第五項、附則 三十五条の二の二 五項又は附則第

三十五条の四第四項の規定の適用を受けるときは、 三百十四条の七第十一項に規定する特例控除

額は、同項第二号及び第三号の規定にかかわらず、当該納税義務者が前年中に支出した同条第二項

に規定する特例控除対象寄附金の額の合計額のうち二千円を超える金額に、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める割合（当該各号に掲げる場合の二以上に該当するときは、当該各

号に定める割合のうち最も低い割合）を乗じて得た金額の五分の三（当該納税義務者が指定都市の

区域内に住所を有する場合には、五分の四）に相当する金額（当該金額が当該納税義務者の第三百

十四条の三及び第三百十四条の六の規定を適用した場合の所得割の額の百分の二十に相当する金額

を超えるときは、当該百分の二十に相当する金額）とする。

ニ第三百十四条の三第二項に規定する課税山林所得金額を有する場合 当該課税山林所得金額の

五分の一に相当する金額について、第三百十四条の七 十一項 一号の表の上欄に掲げる金額の

区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる割合

二第三百十四条の三 二項に規定する課税退職所得金額を有する場合 当該課税退職所得金額に

ついて、第三百十四条の七第十一項 一号の表の上欄に掲げる金額の区分に応じ、＿それぞれ同表

の下欄に掲げる割合

― 前年中の所得について附則第三十三条の三第五項の規定の適用を受ける場合 百分の五十
阻前年中の所得について附則第三十五条 五項の規定の適用を受ける場合 百分の六十

五前年中の所得について附則第三十三条の二第五項、附則 三十四条第四項、附則第三十五条の

二第五項、附則第三十五条の二の二第五項又は附則第三十五条の四第四項の規定の適用を受ける

麟百分の七十五

第五条の六略

旦平成二十六年度から令和二十年度までの各年度分の個人の市町村民税についての 三百十四条の

七第一項及び第十一項並びに前条第二項（これらの規定を次条第二項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定の適用については、第三百十四条の七第十一項第一号の表百九十五

万円以下の金額の項中「百分の八十五」とあるのは「百分の八十四・八九五」と、同表百九十五

万円を超え三百三十万円以下の金額の項中「百分の八十」とあるのは「百分の七十九・七九」と

、同表三百三十万円を超え六百九十五万円以下の金額の項中「百分の七十」とあるのは「百分の

六十九・五八」と、同表六百九十五万円を超え九百万円以下の金額の項中「百分の六十七」とあ

るのは「百分の六十六•五一七」と、同表九百万円を超え千八百万円以下の金額の項中「百分の

五十七」とあるのは「百分の五十六・三0七」と、同表千八百万円を超え四千万円以下の金額の

項中「百分の五十」とあるのは「百分の四十九・一六」と、同表四千万円を超える金額の項中「

百分の四十五」とあるのは「百分の四十四• O五五」と、前条第二項 三号中「百分の五十」と
あるのは「百分の四十九・一六」と、同項第四号中「百分の六十」とあるのは「百分の五十九・

三七」と、同項第五号中「百分の七十五」とあるのは「百分の七十四・六八五」とする。

（令和六年度分の個人の道府県民税及び市町村民税の特別税額控除）

第五条の八略

2 

！略

5 

旦前二項の規定の適用がある場合における第三百十四条の七第十一項、 三百二十一条の七の八第

一項及び附則第五条の五第二項の規定の適用については、第三百十四条の七第十一項及び附則第

五条の五第二項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額（附則第五条の八第四項及び第五項の
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規定の適用を受ける前のものをいう。）」と、第三百二十一条の七の八第一項中「課した」とあ

るのは「附則第五条の八第四項及び第五項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、

「の前々年中」とあるのは「のこれらの規定の適用がないものとした場合における前々年中」と

、 「、前々年中」とあるのは「、附則第五条の八第四項及び第五項の規定の適用がないものとし

た場合における前々年中」とする。

（個人の道府県民税及び市町村民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等）

第七条略

2 

［略

1 2 

」立 申告特例の求めを行った者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該申告特例の求め

を行った者が申告特例対象年に支出した特例控除対象寄附金に係る申告特例の求め及び前項の規定

による申告特例通知書の送付（第四号に該当する場合にあっては、同号に係るものに限る。）につ

いては、いずれもなかったものとみなす。この場合において、当該申告特例通知書の送付を受けた

市町村長は、当該申告特例の求めを行った者に対し、その旨の通知その他の必要な措置を講ずるも

のとする。

ニ 当該申告特例対象年の年分の所得税について所得税法第百二十一条の規定の適用を受けないこ
ととなったとき。

二~ 当該申告特例対象年の翌年の四月一日の属する年度分の市町村民税の所得割について第三＿百—+

七条の二第一項から第宜項までの規定による申告書の提出をしたとき。

二 当該申告特例対象年に支出した特例控除対象寄附金について、前項の規定により申告特例通知
書を送付した都道府県知事等の数が五を超えたとき。

四 当該申告特例対象年に支出した特例控除対象寄附金について、前項の規定により申告特例通知
書の送付を受けた市町村長が賦課期日現在における住所所在地の市町村長と異なったとき。

1 4 略

第七条の二略

2 略

3 略

」 市町村は、当分の間、所得割の納税義務者が前年中に第三百十四条の七第二項に規定する特例控
除対象寄附金を支出し、かつ、当該納税義務者について前条第十二項の規定による申告特例通知

書の送付があった場合には、申告特例控除額を当該納税義務者の第二百十四条の七第一項及び第

十一項の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。

5 略

6 略

第七条の三略

旦 平成二十八年度から令和二十年度までの各年度分の個人の市町村民税についての前条第四項及び

第五項の規定の適用については、同項の表中「八十五分の五」とあるのは「八十四・八九五分の

五• -0五」と、 「八十分の十」とあるのは「七十九。七九分の十。ニー」と、 「七十分の二十
」とあるのは「六十九。五八分の二十•四二」と、 「六十七分の二十三」とあるのは「六十六。

五一七分の二十三•四八三」と、 「五十七分の三十三」とあるのは「五十六・三0七分の三十三
ゥ六九三」 とする。

（優良住宅地の造成等のために土地等を謡渡した場合の長期誤渡所得に係る道府県民税及び市町村

民悦の課税の特例）

第三十四条の二略

2 

略

4 

5 前項の規定は、昭和六十三年度から令和十一年度までの各年度一分の個人の市町村民税に限り b_＿所
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6 

得割の納税義務者が前年中に前条第四項に規定する譲渡所得の基因となる土地等の譲渡をした場合

において、当該譲渡が確定優良住宅地等予定地のための譲渡（予定期間内に租税特別措詈法第三十

一条の二第二項第十三号から第十六号までに掲げる土地等の譲渡に該当することとなることが確実

であると認められるこどにつき総務省令で定めるところにより証明がされたものをいう。）に該当

するときにおける前条 四項に規定する譲渡所得に係る課税長期譲渡所得金額に対して課する市町

村民税の所得割について準用する。

l 略， 
旦第二項又は第五項の規定の適用を受けた者は、これらの規定の適用を受けた譲渡の全部又は一

部が第二項に規定する予定期間内に租税特別措置法第三十一条の二第二項第十三号から第十六号ま

でに掲げる土地等の譲渡に該当しないこととなった場合には、当該予定期間を経過した日から四月

以内に、総務省令で定めるところにより、その旨を市町村長に申告しなければならない。

1 1 略

1 2 略

0租税特別措置法（所得税法等の一部を改正する法律（令和 8年法律第 12号）の規

定による改正前のもの）

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例）

第三十一条の二略

旦前項に規定する優良住宅地等のための譲渡とは、次に掲げる土地等の譲渡に該当することにつき

財務省令で定めるところにより証明がされたものをいう。

！略

十二

土二都市計画法第二十九条第一項の許可（同法第四条第二項に規定する都市計画区域のうち政令

で定める区域内において行われる同条第十二項に規定する開発行為に係るものに限る。以下この

号において「開発許可」という。）を受けて主宅建設の用に供される一団の宅地（次に掲げる要

件を満たすものに限る。）の造成を行う個人（同法第四十四条又は第四十五条に規定する開発許

可に基づく地位の承継があった場合には、当該承継に係る被承継人である個人又は当該地位を承

継した個人。 五項において同じ。）又は法人（同法第四十四条又は第四十五条に規定する開発

許可に基づく地位の承継があった場合には、当該承継に係る被承継人である法人又は当該地位を

承継した法人。第五項において同じ。）に対する土地等の譲渡で、当該譲渡に係る土地等が当該

一団の宅地の用に供されるもの（ 七号から 九号までに掲げる譲渡に該当するものを除く。）

王 当該一団の宅地の面積が千平方メートル（開発許可を要する面積が千平方メートル未満であ
る区域内の当該一団の宅地の面積にあっては、政令で定める面積）以上のものであること。

旦 当該一団の宅地の造成が当該開発許可の内容に適合して行われると認められるものであるこ

と
゜

土旦 その宅地の造成につき都市計画法第二十九条 一項の許可を要しない場合において住宅建設

の用に供される一団の宅地（次に掲げる要件を満たすものに限る。）の造成を行う個人（当該造

成を行う個人の死亡により当該造成に関する事業を承継した当該個人の相続人又は包括受遺者が

当該造成を行う場合には、その死亡した個人又は当該相続人若しくは包括受遺者。第五項におい

て同じ。）又は法人（当該造成を行う法人の合併による消滅により当該造成に関する事業を引き

継いだ当該合併に係る法人税法第二条第十二号に規定する合併法人が当該造成を行う場合には当

該合併により消滅した法人又は当該合併法人とし、当該造成を行う法人の分割により当該造成に

関する事業を引き継いだ当該分割に係る同条 十二号の三に規定する分割承継法人が当該造成を

行う場合には当該分割をした法人又は当該分割承継法人とする。第五項において同じ。）に対す

る土地等の譲渡で、当該譲渡に係る土地等が当該一団の宅地の用に供されるもの（第七号から第
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九号までに掲げる該渡又は政令で定める士地等の譲渡に該当するものを除く。）

工 当該一団の宅地の面積が千平方メートル（政令で定める区域内の当該一団の宅地の面積にあ
っては、政令で定める面積）以上のものであること。

旦都市計画法第四条第二項に規定する都市計画区域内において造成されるものであること。

△ 当該一団の宅地の造成が、住宅建設の用に供される優良な宅地の供給に寄与するものである

ことについて政令で定めるところにより都道府県知事の認定を受けて行われ、かつ、当該認定

の内容に適合して行われると認められるものであること。

土五 一団の住宅又は中高層の耐火共同住宅（それぞれ次に掲げる要件を満たすものに限る。）の
建設を行う個人（当該建設を行う個人の死亡により当該建設に関する事業を承継した当該個人の

相続人又は包括受遺者が当該建設を行う場合には、その死亡した個人又は当該相続人若しくは包

括受遣者。次号及び第五項において同じ。）又は法人（当該建設を行う法人の合併による消滅に

より当該建設に関する事業を引き継いだ当該合併に係る法人税法第二条第十二号に規定する合併

法人が当該建設を行う場合には当該合併により消滅した法人又は当該合併法人とし、当該建設を

行う法人の分割により当該建設に関する事業を引き継いだ当該分割に係る同条第十二号の三に規

定する分割承継法人が当該建設を行う場合には当該分割をした法人又は当該分割承継法人とする

。次号及び同項において同じ。）に対する土地等の譲渡で、当該譲渡に係る土地等が当該一団の

住宅又は中裔層の耐火共同住宅の用に供されるもの（第七号から第十号まで又は前二号に掲げる

譲渡に該当するものを除く。）

エー団の住宅にあってはその建設される住宅の戸数が二十五戸以上のものであること。
旦 中裔層の耐火共同住宅にあっては住居の用途に供する独立部分（建物の区分所有等に関する

法律（昭和三十七年法律第六十九号）第二条第一項に規定する建物の部分に相当するものをい

う。）が十五以上のものであること又は当該中高層の耐火共同住宅の床面積が千平方メートル

以上のものであることその他政令で定める要件を満たすものであること。

△ 前号口に規定する都市計画区域内において建設されるものであること。

三 当該一団の住宅又は中高層の耐火共同住宅の建設が優良な住宅の供給に寄与するものである

ことについて政令で定めるところにより都道府県知事（当該中高層の耐火共同住宅でその用

に供される土地の面積が千平方メートル未満のものにあっては、市町村長）の認定を受けた

ものであること。

十六略

2 

］略

1 1 

（住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除）

第四十一条 個人が、国内において、居住用家屋の新築等（居住用家屋（住宅の用に供する家屋で政

令で定めるものをいう。以下第三十一項までにおいて同じ。）の新築又は居住用家屋で建築後使

用されたことのないものの取得（配偶者その他その者と特別の関係がある者からの取得で政令で

定めるもの及び贈与によるものを除く。第十九項を除き、以下この条において同じ。）をいう。

以下この項及び第三項、次条第三項第三号並びに第四十一条の二の二において同じ。）、買取再

販住宅の取得（建築後使用されたことのある家屋で耐震基準（地震に対する安全性に係る規定又

は基準として政令で定めるものをいう。第十七項及び第三十五項において同じ。）に適合するも

のとして政令で定めるもの（以下第三十一項まで及び第三十五項において「既存住宅Jという。

）のうち特定増改築等をした家屋で政令で定めるものの当該特定増改築等をした宅地建物取引業

法第二条第三号に規定する宅地建物取引柴者（以下この条において「宅地建物取引業者」という

。）からの取得をいう。以下この項及び第三項、次条第巴項第三号並びに第四十一条の二の＿プに

おいて同じ、')、既存住宅の販得（買取再販住宅の取得を除く。）又はその者の居住の用に供ず

る家屋で政令で定めるものの増改築等（以下同条までにおいて「住宅の取得等」という。）をし

ーて、二れらの家屋（当該増改築等をした家屋については、当該増改築等に係る部分。以下この項

において同じ。）を平成二十九年＿＿月一日から令和＿十二年十二月三十□□旦までの間にその者の居
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住の用に供した場合（これらの家屋をその新築の日若しくはその取得の日又はその 改築等の日

から六月以内にその者の居住の用に供した場合に限る。）において、その者が当該住宅の取得等

に係る次に掲げる借入金又は債務（利息に対応するものを除く。以下この条及び次条において「

住宅借入金等」という。）の金額を有するときは、当該居主の用に供した日の属する年（以下こ

の項、第三項及び第四項並びに次条において「居住年」という。）以後十年間（居住年が令和四

年又は令和五年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が居住用家屋の新築等又は買取再販

住宅の取得に該当するものである場合には、十三年間）の適用年（同日以後その年の十二月三十

一日（その者が死亡した日の属する年にあっては、同日。次項、第六項、第十一項及び 十四項

並びに次条第一項において同じ。）まで引き続きその居住の用に供している各年をいう。）のう

ち、その者のその年分の所得税に係るその年の所得税法第二条第一項第三十号の合計所得金額（

以下この条において「合計所得金額」という。）が二千万円以下である年については、その年分

の所得税の額から、住宅借入金等特別税額控除額を控除する。

ニ 当該主宅の取得等に要する資金に充てるために 八条第一項に規定する金融機関、独立行政
法人住宅金融支援機構、地方公共団体その他当該資金の貸付けを行う政令で定める者から借り

入れた借入金（当該住宅の取得等とともにする当該住宅の取得等に係る 屋の敷地の用に供さ

れる土地又は当該土地の上に存する権利（以下この項において「土地等 という。）の取得に

要する資金に充てるためにこれらの者から借り入れた借入金として政令で定めるものを＾む。

）及び当該借入金に類する債務で政令で定めるもののうち、契約において償還期間が十年以上

の割賦償還の方法により返済することとされているもの

ニ建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条 三項に規定する建設業者に対する当該住宅の

取得等の工事の請負代金に係る債務又は宅地建物取引業者、独立行政法人 市再生機構、地方

主宅供給公社その他居住用家屋の分譲を行う政令で定める者に対する当該住宅の取得等（当該

住宅の取得等とともにする当該住宅の取得等に係る家屋の敷地の用に供される土地等の取得と

して政令で定めるものを＾む。）の対価に係る債務（当該債務に類する債務で政令で定めるも

のを＾む。）で、契約において賦払期間が十年以上の割賦払の方法により支払うこととされて

いるもの

二独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社その他の政令で定める法人を当事者とする当

該既存住宅の取得（当該既存住宅の取得とともにする当該既存住宅の敷地の用に供されていた

土地等の取得として政令で定めるものを含む。）に係る債務の承継に関する契約に基づく当該

法人に対する当該債務で、当該承継後の当該債務の賦払期間が十年以上の割賦払の方法により

支払うこととされているもの

四 当該住宅の取得等に要する資金に充てるために所得税法第二十八条第一項に規定する給与等
又は同法第三十条 一項に規定する退職手当等の支払を受ける個人に係る使用者（当該個人が

法人税法第二条第十五号に規定する役員その他政令で定める者に該当しない場合における当該

支払をする者をいう。以下この号において同じ。）から借り入れた借入金（当該住宅の取得等

とともにする当該住宅の取得等に係る家屋の敷地の用に供される土地等の取得に要する資金に

充てるために当該個人に係る使用者から借り入れた借入金として政令で定めるものを含む。）

又は当該個人に係る使用者に対する当該住宅の取得等（当該住宅の取得等とともにする当該住

宅の取得等に係る家屋の敷地の用に供される土地等の取得として政令で定めるものを＾む。）

の対価に係る債務（これらの借入金又は債務に類する債務で政令で定めるものを含む。）で、

契約において償還期間又は賦払期間が十年以上の割武償還又は割賦払の方法により返済し、＿又

は支払うこととされているもの

旦前項に規定する住宅借入金等特別税額控除額は、その年十二月三十一日における住宅借入金等の

金額の合計額（当該合計額が借入限度額を超える場合には、当該借入限度額）に控除率を乗じて計

算した金額（当該金額に百円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。

旦前項に規定する借入限度額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当諺て各号に定める金額とする

2_  

居住年が平成二十九年から令和三年までの各年である場合（その居住に係る住宅の取得等が特



-37-

--0123456789

定取得に該当するものである場合に限る。） 四千万円

二居住年が令和四年又は令和五年である場合（その居住に係る住宅の取得等が居住用家屋の新築鴫

等又は買取再販住宅の取得に該当するものである場合に限る。） 三千万円

二居住年が平成二十九年から令和十二年までの各年である場合（居住年が平成二十九年から令和

三年までの各 である場合にはその居住に係る住宅の取得等が特定取得に該当するもの以外のも

のであるときに限り、居主年が令和四年又は令和五年である場合にはその居住に係る住宅の取得

等が居住用家屋の新築等又は買取再販住宅の取得に該当するもの以外のものであるときに限る。

L 二千万円
4 第二項に規定する控除率は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める割合とする。
二居住年が平成二十九年から令和三年までの各年である場合 ーパーセント

三居住年が令和四年から令和十二年までの各年である場合 0．七パーセント

豆第三項に規定する特定取得とは、個人の住宅の取得等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消

費税額及び地方消費税額の合計額に相当する額が、当該住宅の取得等に係る消費税法 二条第一項

第九号に規定する課税資産の譲渡等（第十二項において「課税資産の譲渡等」という。）につき社

会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の

法律（平成二十四年法律第六十八号）第二条又は第三条の規定による改正後の消費税法 二十九条

に規定する税率により課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方

消費税額の合計額に相当する額である場合における当該住宅の取得等をいう。

旦個人が、国内において、認定住宅等の新築等（認定住宅等（次に掲げる家屋をいう。以下この項

、第九項、 二十一項から第二十三項まで、 二十六項、 二十八項及び 三十四項において同じ

。）の新築又は認定住宅等で建築後使用されたことのないものの取得をいう。以下この項、次項、

第九項、第十四項及び第十五項並びに第四十一条の二の二において同じ。）、買取再販認定住宅等

の取得（認定住宅等である既存住宅のうち特定 改築等をした家屋で政令で定めるものの当該特定

増改 等をした宅地建物取引業者からの取得をいう。以下この項、次項及び第九項並びに第四十一

条の二の二において同じ。）又は既存認定住宅等の取得（認定住宅等である既存住宅の取得で買取

再販認定住宅等の取得に該当するもの以外のものをいう。次項及び 九項第二号口（2) において同

じ。） （以下この項、第九項及び 三十一項において「認定住宅等の新築取得等」という。）をし

て、これらの認定住宅等を平成二十九年一月一日（第三号又は第四号に掲げる家屋にあっ・ては令和

四年一月一日）から令和十二年十二月三十一日までの間に第一項の定めるところによりその者の居

住の用に供した場合において、当該居住の用に供した日の属する年（次項から第十項までにおいて

「居住年」という。）以後十年間（同日の属する年が令和四年から令和七年までの各年であり、か

つ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新 等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当

するものである場合又は同日の属する年が令和八年から令和十二年までの各年である場合には、十

＝年間）の各年（同日以後その年の十二月三十一日まで引き続きその居住の用に供している年に限

る。以下この項及び次条 一項において「認定住宅等特例適用年」という。）において当該認定住

宅等の新 取得等に係る住宅借入金等（以下この項において「認定住宅等借入金等」という。）の

金額を有するときは、その者の選択により、当該認定住宅等特例適用年における第一項に規定する

住宅借入金等特別税額控除額は、第二項の規定にかかわらず、その年十二月三十一日における認定

住宅等借入金等の金額の合計額（当該合計額が認定住宅等借入限度額を超える場合には、当該認定

住宅等借入限度額）に認定住宅等控除率を乗じて計算した金額（当該金額に百円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。）として、この条、次条及び第四十一条の二の二の規定を適用するこ

とができる。この場合において、第二十一項中「第一項に」とあるのは「第六項に」と、第二十二

項中「の第一項」とあるのは「の第六項」と、 「同項」とあるのは「第一項」と、 二十三項中「

の第一項」とあるのは「の第六項」と、第二十五項中「の同項」とあるのは「の第六項」と、 「同

項の規定は適用せず」とあるのは「第一項の規定は適用せず」と、第二十六項中「の同項」とある

のは「の第六項」と、 「同項の」とあるのは「第一項の」と、第二十八項中「（同項」とあるのは

「（第六項」と、 「）は、同項」とあるのは「）は、 一項」と、第三十一項及び第三十四項中「

（同項」とあるのは「（第六項」と、 「、同項に」とあるのは「、第一項に」とする。
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二住宅の用に供する長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成二十年法律第八十七号）第十

一条第一項に規定する認定長期優良住宅に該当する家屋で政令で定めるもの

二 住宅の用に供する都市の低炭素化の促進に関する法律第二条第三項に規定する低炭素建築物に

該当する家屋で政令で定めるもの又は同法第十六条の規定により低炭素建築物とみなされる同法

第九条第一項に規定する特定建築物に該当する家屋で政令で定めるもの

ニ特定エネルギー消費性能向上住宅（前二号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の合
理化に著しく資する住宅の用に供する家屋として政令で定めるものをいう。次項及び第九項第二

号において同じ。）

盟 エネルギー消費性能向上住宅（前三号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の合理化

に資する住宅の用に供する家屋として政令で定めるものをいう。次項、第九項第三号及び第四号

並びに第二十五項において同じ。）

工 前項に規定する認定住宅等借入限度額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める

金額とする。

二居住年が平成二十九年から令和宜年までの各年である場合（次に掲げる当該居住年の区分に応

じそれぞれ次に定める場合に限る。） 万千万円

1 平成二十九年から令和三年までの各年 その居住に係る住宅の取得等が特定取得（第五項に
規定する特定取得をいう。第五号イにおいて同じ。）に該当するものである場合

三令和四年又は令和五年 その居住に係る家屋が認定住宅（前項第一号又は第二号に掲げる家

屋をいう。以下この項並びに第九項 一号及び第二号口 (2) において同じ。）であり、かつ、

その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当する

ものである場合

― 居住年が令和四年から令和十二年までの各年である場合（次に掲げる当該居住年の区分に応じ
それぞれ次に定める場合に限る。） 四千五百万円

工令和四年又は令和五年 その居住に係る家屋が特定エネルギー消費性能向上住宅であり、か

つ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当

するものである場合

三令和六年から令和十二年までの各年 その居住に係る家屋が認定住宅であり、かつ、その居

住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当するもので

ある場合

― 居住年が令和四年又は令和五年である場合（その居住に係る家屋がエネルギー消費性能向上住
宅であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅賃辺）

取得に該当するものである場合に限る。） 四千万円

四居住年が令和六年から令和十二年までの各年である場合（次に掲げる当該居住年の区分に応じ

それぞれ次に定める場合に限る。） 三千万百万円

工令和六年又は令和七年 その居住に係る家屋が特定エネルギー消費性能向上住宅であり、か

つ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当

するものである場合

三令和八年から令和十二年までの各年 次に掲げる場合

旦Lその居住に係る家屋が特定エネルギー消費性能向上住宅であり、かつ、その居住に係る住
宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合

図その居住に係る家屋が認定住宅又は特定エネルギー消費性能阿上住宅であり、か＿つ、その

居住に係る住宅の取得等が既存認定住宅等の取得に該当するものである場合

五 居住年が平成二十九年から令和七年ま二望）各年である場合（次に掲げる当該居住年の区分に応

じそれぞれ次に定める場合に限る。） 三千互巳

工 平成二十九年から令和三年までの各年 その居住に係る住宅の取得等が特定取得に＿該当する

もの以外のものである場合

三 令和四年又は令和五年 その居住包係互住宅の取得臀＿が既存認定住宅等の〗又得に該当するも

のである場合
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ハ令和六年又は令和七年次に掲げる場合

filその居住に係る家屋がエネルギー消費性能向上住宅である場合
盈その居住に係る家屋が認定住宅又は特定エネルギー消費性能向上住宅であり、かつ、その

居住に係る住宅の取得等が既存認定住宅等の取得に該当するものである場合

六 居住年が令和八年から令和十二 までの各年である場合（その居住に係る家屋がエネルギー消
費性能向上住宅である場合に限る。） 二千万円

旦第六項に規定する認定住宅等控除率は、居住年が平成二十九年から令和三年までの各年である場

合には一パーセントとし、居住年が令和四年から令和十二年までの各年である場合には0．七パー

セントとする。

旦個人で、年齢四十歳未満であって配偶者を有する者、年齢四十歳以上であって年齢四十歳未満の

配偶者を有する者又は年齢十九歳未満の所得税法 二条 一項第三十四号に規定する扶養親族を有

する者（以下この項において「特例対象個人」という。）が、第六項の規定を適用する場合（認定

住宅等の新 等若しくは買取再販認定住宅等の取得をし、かつ、当該認定住宅等の新 等をした認

定住宅等（ 十八項の規定により認定住宅等とみなされる同項に規定する特例認定住宅等を含む。

）若しくは買取再販認定住宅等の取得をした 屋を令和六年一月一日から令和七年十二月三十一日

までの間に 一項の定めるところにより当該特例対象個人の居住の用に供した場合又は認定主宅等

の新築取得等をした認定住宅等（第十八項の規定により認定住宅等とみなされる同項に規定する特

例認定住宅等を除く。）を令和八年一月一日から令和十二年十二月三十一日までの間に 一項の定

めるところにより当該特例対象個人の居住の用に供した場合に限る。）における第七項に規定する

認定住宅等借入限度額は、同項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号

に定める金額とすることができる。

二居住年が令和六年から令和十二年までの各年である場合（その居住に係る家屋が認定住宅であ

り、かつ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に

該当するものである場合に限る。） 五千万円

二居主年が令和六年から令和十二年までの各年である場合（次に掲げる当該居住年の区分に応じ

それぞれ次に定める場合に限る。） 四千五百万円

1 令和六年又は令和七年 その居住に係る家屋が特定エネルギー消費性能向上住宅であり、か
つ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当

するものである場合

旦令和八年から令和十二年までの各年 次に掲げる場合

filその居住に係る家屋が特定エネルギー消費性能向上住宅であり、かつ、その居住に係る住
宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合

盈その居主に係る家屋が認定住宅又は特定エネルギー消費性能向上住宅であり、かつ、その

居住に係る住宅の取得等が既存認定住宅等の取得に該当するものである場合

― 居住年が令和六年又は令和七年である場合（その居住に係る家屋がエネルギー消費性能向上主
宅であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の

取得に該当するものである場合に限る。） 四千万円

匝居住年が令和八年から令和十二年までの各年である場合（その居住に係る家屋がエネルギー消

費性能向上住宅である場合に限る。） 三千万円

l_Q_ 前項の個人若しくは配偶者の年齢が四十歳未満であるかどうか若しくは同項の扶養親族の年齢

が十九歳未満であるかどうか又はその者が同項の個人の配偶者若しくは同項の扶養親族に該当する

かどうかの判定は、居主年の十二月三十一日（これらの者が年の中途において死亡した場合には、

その死亡の時）の現況によるものとする。

旦個人が、住宅の取得等で特別特定取得に該当するものをし、かつ、当該住宅の取得等をした居

住用家屋若しくは既存住宅又は第一項の増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）

を令和元年十月一日から令和二年十二月三十一日までの間に同項の定めるところによりその者の居

住の用に供した場合において、当該居住の用に供した日の属する年（以下この項及び第十四項にお

いて「居住年」という。）から十年目に該当する年以後居住年から十二年目に該当する年までの各
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年（同日以後その年の十二月二十一日まで引き続きその居住の用に供している年に限る。以下この

項及び次条第一項において「特別特定適用年」という。）において当該住宅の取得等に係る住宅借

入金等（以下この項において「特別特定住宅借入金等」という。）の金額を有するときは、当該特

別特定適用年を第一項に規定する適用年とし、その年十二月三十一日における特別特定住宅借入金

等の金額の合計額（当該合計額が四千万円を超える場合には、四千万円）に一パーセントを乗じて

計算した金額（当該金額が控除限度額を超える場合には控除限度額とし、当該金額に百円未満の端

数があるときはこれを切り捨てる。）を当該特別特定適用年における同項に規定する住宅借入金等

特別税額控除額として、この条、次条及び第四十一条の二の二の規定を適用することができる。こ

の場合において、同項中「十年間（居住年が令和四年又は令和五年であり、かつ、その居住に係る

住宅の取得等が居住用家屋の新築等又は買取再販住宅の取得に該当するものである場合には、十＝

年間）」とあり、及び第二十一項中「第一項に規定する十年間」とあるのは「＋三年間」と、第二

十二項中「第一項に規定する十年間」とあるのは「十三年間」と、 「同項」とあるのは「第一項」

と、第二十三項中「第一項に規定する十年間」とあり、並びに第二十八項、第三十一項及び第三十

四項中「十年間（同項に規定する十年間をいう。）」とあるのは「十三年間」とする。

」阜前項に規定する特別特定取得とは、個人の住宅の取得等に係る対価の額又は費用の額に含まれ

る消費税額及び地方消費税額の合計額に相当する額が、当該住宅の取得等に係る課税資産の談渡等

につき社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正

する等の法律（平成二十四年法律第六十八号）第三条の規定による改正後の消費税法第二十九条に

規定する税率により課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消

費税額の合計額に相当する額である場合における当該住宅の取得等をいう。

上立 第十一項の控除限度額は、当該住宅の取得等で特別特定取得（前項に規定する特別特定取得を

いう。次項及び第十五項において同じ。）に該当するものに係る対価の額又は費用の額から当該住

宅の取得等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額及び地方消費税額の合計額に相当する

額を控除した残額として政令で定める金額（当該金額が四千万円を超える場合には、四千万円）に

ニパーセントを乗じて計算した金額を三で除して計算した金額とする。

1 4 個人が、認定住宅等の新築等で特別特定取得に該当するものをし、かつ、当該認定住宅等の新

築等をした家屋を令和元年十月一日から令和二年十二月三十一日までの間に第一項の定めるところ

によりその者の居住の用に供した場合（居住年から九年目に該当する年において当該認定住宅等の

新築等に係る第六項に規定する認定住宅等借入金等の金額につき、同項の規定によりこの条、次条

又は第四十一条の二の二の規定の適用を受けている場合その他の政令で定める場合に限る。）にお

いて、居住年から十年目に該当する年以後居住年から十二年目に該当する年までの各年（当該居住

の用に供した日以後その年の十二月三十一日まで引き続きその居住の用に供している年に限る。以

下この項及び次条第一項において「認定住宅特別特定適用年」という。）において当該認定住宅等

の新築等に係る住宅借入金等（以下この項において「認定特別特定住宅借入金等Jという。）の金

額を有するときは、第十一項の規定にかかわらず、当該認定住宅特別特定適用年を第一項に規定す

る適用年とし、その年十二月三十一日における認定特別特定住宅借入金等の金額の合計額（当該合

計額が五千万円を超える場合には、五千万円）にーパーセントを乗じて計算した金額（当該金額が

認定住宅控除限度額を超える場合には認定住宅控除限度額とし、当該金額に百円末満の端数がある

ときはこれを切り捨てる。）を当該認定住宅特別特定適用年における同項に規定する住宅借入金等

特別税額控除額として、この条、次条及び第四十一条の二の二の規定を適用することができる。こ

の場合において、同項中「十年間（居住年が令和四年又は令和五年であり、かつ、その居住に係る

住宅の取得等が居住用家屋の新築等又は買取再販住宅の取得に該当ずるものである場合には、十三

年間）」とあり、及び第二十一項中「第一項に規定する十年間」とあるのは「十三年間」と、第―

十二項中「第一項に規定する十年間」とあるのは「卜三年間」と、 「同項」とおるのは「第一項J

と、第二十三項中「第一項に規定する十年間」とあり、並びに第二十八項、第三十一項及び第三十

四項中「十年間（同項に規定する卜年間をいう。）」とあるのは「十三年間」とずる。

1 5 前項の認定住宅控除限度額は、当該認定住宅等の新築等で特別特定取得に該当するものに係る

対価の額から当該認定住宅等の新築等に係る対価の額に含まれる消費税額及び地方消費税額の合計
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額に相当する額を控除した残額として政令で定める金額（当該金額が五千万円を超える場合には、

五千万円）にニパーセントを乗じて計算した金額を三で除して計算した金額とする。

上旦個人が、国内において、小規模居住用家屋（住宅の用に供する家屋のうち小規模なものとして

政令で定めるものをいう。次項から第十九項までにおいて同じ。）で令和五年十二月三十一日以前

に建築基準法第六条第一項の規定による確認（第二十五項及び第二十六項において「建築確認」と

いう。）を受けているもの（以下この項において「特例居住用家屋 という。）の新築又は特例居

住用家屋で建築後使用されたことのないものの取得（以下この項において「特例居住用家屋の新築

等」という。）をした場合には、当該特例居住用家屋の新築等は第一項に規定する居住用家屋の新

築等に該当するものと、当該特例居住用家屋は居住用家屋とそれぞれみなして、同項、第三十一項

及び第三十四項の規定を適用することができる。ただし、第一項に規定する適用年のうち、その者

のその年分の所得税に係るその年の合計所得金額が千万円を超える年については、この限りでない

← 
上工個人が、国内において、特例買取再販住宅の取得（建築後使用されたことのある小規模居住用

家屋で耐震基準に適合するものとして政令で定めるもの（以下この項及び次項において「特例既存

住宅」という。）のうち特定増改築等をした家屋で政令で定めるものの当該特定増改築等をした宅

地建物取引業者からの取得をいう。以下この項において同じ。）、特例既存住宅の取得（特例買取

再販住宅の取得を除く。以下この項において同じ。）又は第一項に規定するその者の居住の用に供

する家屋で政令で定めるものの特例増改築等をした場合には、当該特例買取再販住宅の取得は同項

に規定する買取再販住宅の取得に該当するものと、当該特例既存住宅の取得は同項に規定する既存

住宅の取得に該当するものと、当該特例増改築等は同項に規定する増改築等に該当するものと、当

該特例既存住宅は同項に規定する既存住宅と、当該特例増改築等をした家屋（当該特例増改築等に

係る部分に限る。）は同項に規定する増改築等をした家屋とそれぞれみなして、同項、第三十一項

及び第三十四項の規定を適用することができる。ただし、第一項に規定する適用年のうち、その者

のその年分の所得税に係るその年の合計所得金額が千万円を超える年については、この限りでない

2 — 
上旦個人が、国内において、特例認定住宅等（小規模居住用家屋に該当する家屋で次に掲げるもの

をいう。以下この項において同じ。）の新築若しくは特例認定住宅等で建築後使用されたことのな

いものの取得、特例買取再販認定住宅等の取得（特例認定住宅等である特例既存住宅のうち特定増

改築等をした家屋で政令で定めるものの当該特定増改築等をした宅地建物取引業者からの取得をい

う。以下この項において同じ。）又は特例既存認定住宅等の取得（特例認定住宅等である特例既存

住宅の取得で特例買取再販認定住宅等の取得に該当するもの以外のものをいう。） （以下この項に

おいて「特例認定住宅等の新築取得等」という。）をした場合には、当該特例認定住宅等の新築取

得等は第六項に規定する認定住宅等の新築取得等に該当するものと、当該特例認定住宅等は同項に

規定する認定住宅等と、当該特例認定住宅等で第一号又は第二号に掲げるものは第七項第一号口に

規定する認定住宅と、当該特例認定住宅等で第三号に掲げるものは第六項第三号に規定する特定エ

ネルギー消費性能向上住宅と、当該特例認定住宅等で第四号に掲げるものは同項第四号に規定する

エネルギー消費性能向上住宅とそれぞれみなして、同項、第三十一項及び第三十四項の規定を適用

することができる。ただし、第六項に規定する認定住宅等特例適用年のうち、その者のその年分の

所得税に係るその年の合計所得金額が千万円を超える年については、この限りでない。

二住宅の用に供する長期優良住宅の普及の促進に関する法律第十一条第一項に規定する認定長期

優良住宅に該当する家屋で政令で定めるもの

二住宅の用に供する都市の低炭素化の促進に関する法律第二条第三項に規定する低炭素建築物に

該当する家屋で政令で定めるもの又は同法第十六条の規定により低炭素建築物とみなされる同法

第九条第一項に規定する特定建築物に該当する家屋で政令で定めるもの

ニ前二号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の＿合理化に著＿しく資する住宅の用に供す
る家屋として政令で定めるもの

且 前三号に掲げる家屋以外の家屋で、エネルギーの使用の合理化に賓する住宅の用に供する家屋

として政令で定めるもの
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上旦 第一項、第六項、第十七項及び前項に規定する特定増改築等とは、宅地建物取引業者が家屋（

第一項の当該宅地建物取引業者からの取得前二年以内に当該宅地建物取引業者が取得をしたものに

限る。）につき行う増築、改築その他の政令で定める工事（当該工事と併せて行う当該家屋と一体

となって効用を果たす設備の取替え又は取付けに係る工事を含む。）であって、当該工事に要した

費用の総額が当該家屋の第一項の個人に対する譲渡の対価の額の百分の二十に相当する金額（当該

金額が三百万円を超える場合には、三百万円）以上であることその他の政令で定める要件を満たす

ものをいい、同項に規定する増改築等とは、当該個人が所有している家屋につき行う増築、改築そ

の他の政令で定める工事（当該工事と併せて行う当該家屋と一体となって効用を果たす設備の取替

え又は取付けに係る工事を含む。以下この項において「増改築等工事」という。）であって、当該

増改築等工事に要した費用の額（当該増改築等工事の費用に関し補助金等（国又は地方公共団体か

ら交付される補助金又は給付金その他これらに準ずるものをいう。以下この項において同じ。）の

交付を受ける場合には、当該増改築等工事に要した費用の額から当該補助金等の額を控除した金額

）が百万円を超えるものであること、当該増改築等工事をした家屋が居住用家屋に該当するもので

あることその他の政令で定める要件を満たすもの（第四十一条の十九の三第一項から第八項までの

規定の適用を受けるものを除く。）をいい、第十七項に規定する特例増改築等とは、当該個人が所

有している家屋につき行う増改築等工事であって、当該増改築等工事に要した費用の額（当該増改

築等工事の費用に関し補助金等の交付を受ける場合には、当該増改築等工事に要した費用の額から

当該補助金等の額を控除した金額）が百万円を超えるものであること、当該増改築等工事をした家

屋が小規模居住用家屋に該当するものであることその他の政令で定める要件を満たすもの（同条第

一項から第八項までの規定の適用を受けるものを除く。）をいう。

旦旦 住宅借入金等には、当該住宅借入金等が無利息又は著しく低い金利による利息であるものとな

る場合として政令で定める場合における当該住宅借入金等を含まないものとする。

旦上 第一項の規定は、個人が、同項の居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋の

当該増改築等に係る部分又は第六項の認定住宅等をその居住の用に供した日の属する年分の所得税

について第三十一条の三第一項、第三十五条第一項（同条第三項の規定により適用する場合を除く

。次項において同じ。）、第三十六条の二、第三十六条の五若しくは第三十七条の五の規定の適用

を受ける場合又はその居住の用に供した日の属する年の前年分若しくは前々年分の所得税について

これらの規定の適用を受けている場合には、当該個人の第一項に規定する十年間の各年分の所得税

については、適用しない。

2 2 第一項の居住用家屋若しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋の当該増改築等に係る部分

又は第六項の認定住宅等をその居住の用に供した個人が、当該居住の用に供した日の属する年の翌

年以後三年以内の各年中に当該居住の用に供した当該居住用家屋及び既存住宅並びに当該増改築等

をした家屋並びに当該居住の用に供した当該認定住宅等並びにこれらの家屋の敷地の用に供されて

いる土地（当該士地の上に存する権利を含む。）以外の資産（第三十一条の三第二項に規定する居

住用財産、第三十五条第一項に規定する資産又は第三十六条の二第一項に規定する譲渡資産に該当

するものに限る。）の謡渡をした場合において、その者が当該該渡につき第三十一条の二第一項、

第三十五条第一項、第三十六条の二、第三十六条の五又は第三十七条の天の規定の適用を受けると

きは、当該個人の第一項に規定する十年間の各年分＿の所得税については、同項の規定は、適用しな

Vヽg 

第一項及び第六項の規定は、個人が、第一項の居住用家屋若しくは既存住宅又は第六項の認定

住宅等をその居住の用に供した日の属する年分又はその翌年分の所得税について第四十一条の十九

の四第一項又は第二項の規定の適用を受ける場合には、当該個人の第——項に規定する十年間の各年

分の所得税については、適用しない。

2 4 個人が、国内において、住宅の用に供ずる家届でエネルギーの使用の合理化に資する家屋に該

当するもの以外のものとして政令で定めるもの（以下この項において「特定居住用家屋」という。

）の新築又は特定居住用家屋で建築後使用されたことのないものの取得をして、胄該特定居住用家

屋を令和六年一月一日以後に第一項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合には、当

該個人の同項に規定するニI:::_年間C？各年分の所得税については、同項の規定は＿ヽ＿＿適用しない。
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旦互個人が、国内において、対象外エネルギー消費性能向上住宅（エネルギー消費性能向上住宅の

うち、令和九年十二月三十一日以前に建築確認を受けたもの又は令和十年六月三十日以前に建築さ

れたもの（以下この項において「対象エネルギー消費性能向上住宅」という。）以外のものをいう

。以下この項において同じ。）の新築又は対象外エネルギー消費性能向上住宅で建築後使用された

ことのないものの取得をして、当該対象外エネルギー消費性能向上住宅を令和十年一月一日以後に

第一項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合には、当該個人の同項に規定する十年

間の各年分の所得税については同項の規定は適用せず、個人が、国内において、対象エネルギー消

費性能向上住宅の新築又は対象エネルギー消費性能向上住宅で建築後使用されたことのないものの

取得をして、当該対象エネルギー消費性能向上住宅を同日以後に同項の定めるところによりその者

の居住の用に供した場合には、当該個人の第六項に規定する十年間の各年分の所得税については同

項の規定は適用しない。

旦旦個人が、災害危険区域等（建築基準法第三十九条第一項の災害危険区域（以下この項において

「災害危険区域」という。）、地すべり等防止法第三条第一項の地すべり防止区域（以下この項に

おいて「地すべり防止区域」という。）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第三条第

一項の急傾斜地崩壊危険区域（以下この項において「急傾斜地崩壊危険区域」という。）、士砂災

害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第九条第一項の士砂災害特別警戒区域

（以下この項において「土砂災害特別警戒区域」という。）又は特定都市河川浸水被害対策法第五

十六条第一項の浸水被害防止区域（以下この項において「浸水被害防止区域」という。）をいう。

以下この項において同じ。）内において、第一項の居住用家屋若しくは第六項の認定住宅等の新築

（特定建替えを除く。）をし、又はこれらの家屋で建築後使用されたことのないものの取得をした

場合におけるこれらの家屋（これらの家屋の一部が災害危険区域等内にある場合におけるこれらの

家屋を含み、災害危険区域（地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、士砂災害特別警戒区域又

は浸水被害防止区域と重複していない区域に限る。）内にあるこれらの家屋にあっては、これらの

家屋の建築に係る都市再生特別措置法第八十八条第一項の規定による届出に係る同条第三項の規定

による勧告（以下この項において「勧告」という。）を受けた者が、同条第五項の規定により当該

勧告に従わなかった旨を公表された場合における当該勧告に従わないで建築をしたこれらの家屋に

限る。以下この項において「居住用家屋等」という。）を令和十年一月一日以後に第一項の定める

ところによりその者の居住の用に供したときは、当該個人の同項に規定する十年間の各年分の所得

税については、同項の規定は、適用しない。ただし、当該居住用家屋等に係る建築確認を受けた時

において、当該居住用家屋等の建築をする士地の全部が災害危険区域等外にあった場合は、この限

りでない。

旦二 前項に規定する特定建替えとは、個人、当該個人の配偶者又は当該個人の二親等以内の親族が
居住の用に供し、又は供していた家屋でその居住の用に供し、又は供していた期間＿として政令で定

める期間が五年以上であるもののうち政令で定めるものの建替えをいう。

旦旦 第一項の規定の適用を受けていた個人が、その者に係る所得税法第二十八条第一項に規定する

給与等の支払をする者（第三十一項において「給与等の支払者」という。）からの転任の命令に伴

う転居その他これに準ずるやむを得ない事由に基因してその適用に係る第一項の居住用家屋若しく

は既存住宅若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は第六項の認定住

宅等をその者の居住の用に供しなくなったことにより第一項の規定の適用を受けられなくなった後

、これらの家屋（当該増改築等をした家屋については、当該増改築等に係る部分。以下この項にお

いて同じ。）を再びその者の居住の用に供した場合における第一項の規定の適用については、同項

に規定する居住年以後十年間（同項に規定ずる十年間をいう。）の各年のうち、その者がこれらの

家屋を再び居住の用に供した日の属する年（その年において、これらの家屋を賃貸の用に供してい

た場合には、その年の翌年）以後の各年（同日以後その年の十二月三十一日（その者が死亡した日

の属する年にあっては、同日）まで引き続きその居住の用に供している年に限る。）は、同項に規

定する適用年とみなす。

2 9 前項の規定は、同項の個人が、同項の家屋をその居住の用に供しなくなる日までに同項に規定

する事由その他の財務省令で定める事項を記載＿し芦届出書（第四十一条の二の二第七項の規定によ
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り同項の証明書（これに類するものとして財務省令で定める書類を含む。）の交付を受けている場

合には、当該証明書のうち同日の属する年以後の各年分に係るものの添付があるものに限る。）を

当該家屋の所在地の所轄税務署長に提出しており、かつ、前項の規定の適用を受ける最初の年分の

確定申告書に当該家屋を再びその居住の用に供したことを証する書類その他の財務省令で定める書

類（次項において「再居住に関する証明書類」という。）の添付がある場合に限り、適用する。

3 0 税務署長は、前項の届出書の提出がなかった場合又は再居住に関する証明書類の添付がない確

定申告書の提出があった場合においても、その提出又は添付がなかったことについてやむを得ない

事情があると認めるときは、当該届出書及び再居住に関する証明書類の提出があった場合に限り、

第二十八項の規定を適用することができる。同項の規定の適用を受ける者が確定申告書を提出しな

かった場合において、税務署長がその提出がなかったことについてやむを得ない事情があると認め

るときも、同様とする。

旦上個人が、住宅の取得等又は認定住宅等の新築取得等（第二十四項において「住宅の新築取得等

」という。）をし、かつ、当該住宅の取得等をした第一項の居住用家屋若しくは既存住宅若しくは

増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は当該認定住宅等の新築取得等をした

家屋を同項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合において、当該居住の用に供した

日以後その年の十二月三十一日までの間に、その者に係る給与等の支払者からの転任の命令に伴う

転居その他これに準ずるやむを得ない事由（次項において「特定事山」という。）に基因してこれ

らの家屋（当該増改築等をした家屋については、当該増改築等に係る部分。以下この項において同

じ。）をその者の居住の用に供しなくなった後、これらの家屋を再びその者の居住の用に供したと

きは、第一項に規定する居住年以後十年間（同項に規定する十年間をいう。）の各年のうち、その

者がこれらの家屋を再び居住の用に供した日の属する年（その年において、これらの家屋を賃貸の

用に供していた場合には、その年の翌年）以後の各年（同日以後その年の十二月三十一日（その者

が死亡した日の属する年にあっては、同日）まで引き続きその居住の用に供している年に限る。）

は、同項に規定する適用年とみなして、同項の規定を適用することができる。

旦旦 前項の規定は、同項の個人が、同項の規定の適用を受ける最初の年分の確定申告書に、同項の

規定により第一項の規定の適用による控除を受ける金額についてのその控除に関する記載があり、

かつ、当該金額の計算に関する明細書、前項の家屋を特定事由が生ずる前において居住の用に供し

ていたことを証する書類、当該家屋を再びその居住の用に供したことを証する書類、登記事項証明

書その他の財務省令で定める書類（次項において「再居住等に関する証明書類」という。）の添付

がある場合に限り、適用する。

3 3 税務署長は、確定申告書の提出がなかった場合又は前項の記載若しくは再居住等に関する証明

書類の添付がない確定申告書の提出があった場合においても、その提出又は記載若しくは添付がな

かったことについてやむを得ない事情があると認めるときは、当該記載をした書類及び再居住等に

関する証明書類の提出があった場合に限り、第三十一項の規定を適用することができる。

旦土 従前家屋（住宅の新築取得等をして第一項の定めるところにより引き続きその個人の居住の用

に供していた家屋をいう。以下この項において同じ。）が災害により居住の用に供することができ

なくなった場合において、第一項に規定する居住年以後十年間（同項に規定する十年間をいう。）

の各年のうち、その居住の用に供することができなくなった日の属する年以後の各年（次に掲げる

年以後の各年を除く。）は、同項に規定する適用年とみなして、同項の規定を適用することができ

る

ニ゚ 当該従前家屋若しくはその敷地の用に供されていた士地若しくは当該土地の上に存する権利（
以下この号及び次号において「従前土地等」という。）又は当該従前七地等にその居住の用に供

することができなくなった日以後に建築した建物若しくは構築物を同日以後に事業の用若しくは

賃貸の用又は当該個人と生計を一にする次に掲げる者に対する無償による貸付けの用に供した場

合（災害に際し被災者生活再建支援法（平成十年法律第六十六号）が適用された市町村（特別区

を含砂。）の区域内に所在する従前家屋をその災害により届住の用に供ずることができなくなっ

た者（第二号において「再建支援法適用者」という。）が当該従前上地等に同日以後に新築をし

た家屋の肖該新築に係る住宅借入金等若しくは当該従前家屋に＿？き同日以後に行う第十九項に規
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定する増改築等に係る住宅借入金等についてその年において第一項の規定の適用を受ける場合又

は当該従前土地等に同日以後に新築をした認定住宅等についてその年において第四十一条の十九

の四第一項若しくは第二項の規定の適用を受ける場合を除く。）における当該事業の用若しくは

賃貸の用又は貸付けの用に供した日の属する年

1 当該個人の親族
三 当該個人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

公 イ及び口に掲げる者以外の者で当該個人から受ける金銭その他の資産によって生計を維持し

ているもの

三 イからハまでに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族

三 当該従前家屋又は従前士地等の譲渡をした日の属する年分の所得税について第四十一条の五又
は第四十一条の五の二の規定の適用を受ける場合における当該譲渡の日の属する年

二 当該個人（再建支援法適用者を除く。）が当該従前家屋に係る住宅借入金等以外の住宅借入金
等について当該従前家屋を居住の用に供することができなくなった日の属する年以後最初に第一

項の規定の適用を受けた年又は認定住宅等について同日の属する年以後最初に第四十一条の十九

の四第一項若しくは第二項の規定の適用を受けた年

旦立個人が、建築後使用されたことのある家屋で耐震基準に適合するもの以外のものとして政令で

定めるもの（以下この項において「要耐震改修住宅」という。）の取得をした場合において、当該

要耐震改修住宅の取得の日までに同日以後当該要耐震改修住宅の耐震改修（地震に対する安全性の

向上を目的とした増築、改築、修繕又は模様替をいう。以下この項において同じ。）を行うことに

つき建築物の耐震改修の促進に関する法律第十七条第一項の申請その他財務省令で定める手続をし

、かつ、当該要耐震改修住宅をその者の居住の用に供する日（当該取得の日から六月以内の日に限

る。）までに当該耐震改修（第四十一条の十九の二第一項又は第四十一条の十九の三第四項若しく

は第六項の規定の適用を受けるものを除く。）により当該要耐震改修住宅が耐震基準に適合するこ

ととなったことにつき財務省令で定めるところにより証明がされたときは、当該要耐震改修住宅の

取得は既存住宅の取得と、当該要耐震改修住宅は既存住宅とそれぞれみなして、第一項、第十一項

、第三十一項及び前項の規定を適用することができる。

3 6 第一項の規定は、確定申告書に、同項の規定による控除を受ける金額についてのその控除に関

する記載があり、かつ、財務省令で定めるところにより、当該金額の計算に関する明細書、登記事

項証明書その他の書類の添付がある場合に限り、適用する。

旦ユ一税務署長は、確定申告書の提出がなかった場合又は前項の記載若しくは添付がない確定申告書

の提出があった場合においても、その提出又は記載若しくは添付がなかったことについてやむを得

ない事情があると認めるときは、当該記載をした書類並びに同項の明細書及び登記事項証明書その

他の書類の提出があった場合に限り、第一項の規定を適用することができる。

旦旦＿ 所得税法第九十二条第二項の規定は、第一項の規定による控除をすべき金額について準用する

。この場合において、同条第二項中「前項の規定による控除」とあるのは「前項及び租税特別措置

法第四十一条第一項（住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除）の規定による控除」と、

「当該控除をすべき金額」とあるのは「これらの控除をすべき金額の合計額」と読み替えるものと

する。

旦 その年分の所得税について第一項の規定の適用を受ける場合における所得税法第百二十条第一

項第三号に掲げる所得税の額の計算については、同号中「第三章（税額の計算）」とあるのは、 「

第三章（税額の計算）及び租税特別措置法第四十一条第一項（住宅借入金等を有ずる場合の所得税

額の特別控除）」とする。＿

4 0 第六項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定り適用に＿閲＿し羞要な事項はュ政令で定

める。

（年末調整に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除）

第四十一条の二の二 第四十一条第一項に規定する居任の朋に供した日（以下この条において「居住

日」という。）の属する年分又はその翌年以後八年内（居住日の屈する年が令和匹1年若しくは令

和五年であり、か？¥-生の届仕に］差る住宅の取得等が居住用家屋の新＿築等、買取再販住宅の取得
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、認定住宅等の新 等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居主日の

属する年が令和六年若しくは令和七年であり、かつ、その居住に係る主宅の取得等が認定住宅等

の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居住日の属する年が令

和八年から令和十二年までの各年で 四十一条第六項の規定により同条の規定の適用を受ける場

合又は同条第十一項若しくは第十四項の規定により同条の規定の適用を受ける場合には、十一年

内）のいずれかの年分の所得税につき同条第一項の規定の適用を受けた個人が、当該居主日の属

する年の翌年以後九年内（当該居住日の属する年が令和四年若しくは令和五年であり、かつ、そ

の居主に係る住宅の取得等が居住用家屋の新築等、買取再販住宅の取得、認定住宅等の新 等若

しくは買取再販認定主宅等の取得に該当するものである場合、当該居住日の属する年が令和六年

若しくは令和七年であり、かつ、その居主に係る住宅の取得等が認定主宅等の新 等若しくは買

取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居主日の属する年が令和八年から令和十二

年までの各年で同条第六項の規定により同条の規定の適用を受ける場合又は同条 十一項若しく

は第十四項の規定により同条の規定の適用を受ける場合には、十二年内）の各年に所得税法 百

九十条の規定の適用を受ける同条に規定する給与等（以下この条において「給与等」という。）

の支払を受けるべき場合において、この項の規定の適用を受けようとする旨、その年の同法第二

条第一項第三十号の合計所得金額（次項において「合計所得金額」という。）の見積額その他財

務省令で定める事項を記載した申告書をその給与等の支払者を経由してその給与等に係る所得税

の同法第十七条の規定による納税地（同法第十八条第二項の規定による指定があった場合には、

その指定をされた納税地）の所轄税務署長に提出したときは、その年のその給与等に対する同法

第百九十条の規定の適用については、同条第二号に掲げる税額は、当該税額に相当する金額から

四十一条 一項の規定による控除をされる金額に相当する金額（当該申告書に記載された金額

に限るものとし、当該金額が当該税額を超える場合には、当該税額に相当する金額とする。）を

控除した金額に相当する金額とする。---

旦前項に規定する申告書は、同項の給与等の支払者からその年最後に給与等の支払を受ける日の前

日までに、財務省令で定めるところにより、 七項の規定により交付された証明書その他の書類

を添付して、提出しなければならないものとし、同日においてその者のその年の合計所得金額の

見積額が二千万円（居住日の属する年が令和四年から令和七年までの各年であり、かつ、その居

住に係る住宅の取得等が第四十一条第十六項の規定により居住用家屋の新築等に該当するものと

みなされた同項に規定する特例居住用家屋の新築等（以下この項において［特例居住用家屋の新

等」という。）若しくは同条 十八項の規定により同条第六項に規定する認定住宅等の新 取

得等に該当するものとみなされた同条第十八項に規定する特例認定住宅等の新 取得等（以下こ

の項において「特例認定住宅等の新築取得等」という。）である場合又は居住日の属する年が令

和八年から令和十二年までの各年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が特例居住用 屋

の新 等、同条第十七項の規定により買取再販住宅の取得に該当するものとみなされた同項に規

定する特例買取再販主宅の取得、同項の規定により同条 一項に規定する既存住宅の取得に該当

するものとみなされた同条 十七項に規定する特例既存住宅の取得、同項の規定により同条第一

項に規定する増改 等に該当するものとみなされた同条第十七項に規定する特例増改築等若しく

は特例認定住宅等の新 取得等である場合には、千万円）を超えるときは提出することができな

いものとする。

旦第一項の場合において、同項に規定する申告書をその提出の際に経由すべき給与等の支払者が受

け取ったときは、当該申告書は、その受け取った日に同項に規定する税務署長に提出されたもの

とみなす。

土居住日の属する年分又はその翌年以後八年内（居主日の属する年が令和四年若しくは令和五年で

あり、かつ、その居主に係る住宅の取得等が居住用家屋の新 等、買取再販住宅の取得、認定主

宅等の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居住日の属する年

が令和六年若しくは令和七年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等

若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居住日の属する年が令和八年か

ら令和十二年までの各年で第四十一条第六項の規定により同条の規定の適用を受ける場合又は同
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条第十一項若しくは第十四項の規定により同条の規定の適用を受ける場合には、十一年内）のい

ずれかの年分の所得税につき同条第一項の規定の適用を受けた個人は、第一項に規定する申告書

の提出の際に経由すべき給与等の支払者が所得税法第百九十八条第二項に規定する政令で定める

要件を満たす場合には、当該申告書の提出に代えて、当該給与等の支払者に対し、当該申告書に

記載すべき事項を電磁的方法（同項に規定する電磁的方法をいう。第八項において同じ。＿）によ

り提供することができる。この場合においては、同条第二項後段の規定を準用する。

旦 前項の規定の適用がある場合における第三項の規定の適用については、同項中「申告書を」とあ

るのは「申告書に記載すべき事項を」と、 「受け取った」とあるのは「提供を受けた」とする。

旦第一項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

二所得税法第二条第一項第四十五号の規定の適用については、同号中「第六章まで（源泉徴

収）」とあるのは、 「第六章まで（源泉徴収）及び租税特別措置法第四十一条の二の二第□_r旦
（年末調整に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除）」とする。

二所得税法第百二十条第一項の規定の適用については、同項中「配当控除の額」とあるのは、

「配当控除の額と租税特別措置法第四十一条の二の二第一項（年末調整に係る住宅借入金等を

有する場合の所得税額の特別控除）の規定により控除される金額との合計額」とする。

7 税務署長は、政令で定めるところにより、居住日の属する年分又はその翌年以後八年内（居住日

の属する年が令和四年若しくは令和五年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が居住用家

屋の新築等、買取再販住宅の取得、認定住宅等の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該

当するものである場合、居住日の属する年が令和六年若しくは令和七年であり、かつ、その居住

に係る住宅の取得等が認定住宅等の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するもので

ある場合、居住 Hの属する年が令和八年から令和十二年までの各年で第四十一条第六項の規定に

より同条の規定の適用を受ける場合又は同条第十一項若しくは第十四項の規定により同条の規定

の適用を受ける場合には、十一年内）のいずれかの年分の所得税につき同条第一項の規定の適用

を受けた個人から当該居住日その他の事項についての証明書の交付の申請があった場合には、こ

れを交付しなければならない。

旦居住日の属する年分（令和元年から令和十二年までの各年分に限る。以下この項において「居住

年分」という。）又は当該居住年分の翌年以後八年内（居住日の属する年が令和四年若しくは令

和五年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が居住用家屋の新築等、買取再販住宅の取得

、認定住宅等の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居住日の

属する年が令和六年若しくは令和七年であり、かつ、その居住に係る住宅の取得等が認定住宅等

の新築等若しくは買取再販認定住宅等の取得に該当するものである場合、居住日の属する年が令

和八年から令和十二年までの各年で第四十一条第六項の規定により同条の規定の適用を受ける場

合又は同条第十一項若しくは第十四項の規定により同条の規定の適用を受ける場合には、十一年

内）のいずれかの年分の所得税につき同条第一項の規定の適用を受けた個人は、第四項の規定に

より第一項に規定する申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する場合には、第二項の

規定による書類の提出に代えて、財務省令で定めるところにより、当該申告書の提出の際に経由

すべき給与等の支払者に対し、当該書類に記載されるべき事項を電磁的方法により提供すること

ができる。この場合において、当該個人は、同項の規定により当該申告書に当該書類を添付して

ュ提出したものとみなー[-Q

0地すべり等防止法

（池すべり防止区域の指定）

第三条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事

の意見をきいて、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大き

い区域をいう。以下同じ。）及びこれに隣接ずる地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、

若しくは話発し、又は助長し、若しくは話発するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを

「地すべり地域」と総称する。）であって、公共の利害に密接な関連を有するものを地すべり防

止区菫として＿桐定することができる。
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略

2
ー

4

0急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

（急傾斜地崩壊危険区域の指定）

第三条 都道府県知事は、この法律の目的を達成するために必要があると認めるときは、関係市町村

長（特別区の長を含む。以下同じ。）の意見をきいて、崩壊するおそれのある急傾斜地で、その

崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する士地

のうち、当該急傾斜地の崩壊が助長され、又は誘発されるおそれがないようにするため、第七条

第一項各号に掲げる行為が行なわれることを制限する必要がある土地の区域を急傾斜地崩壊危険

区域として指定することができる。

略

2
ー

4

0士砂災害警戒区域等における上砂災害防止対策の推進に関する法律

（士砂災害特別警戒区域）

第九条 都道府県知事は、基本指針に基づき、警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に

は建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる士

地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第―

条第四号に規定する居室をいう。以下同じ。）を有する建築物の構造の規制をすべき士地の区域

として政令で定める基準に該当するものを、土砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒区域」とい

う。）として指定することができる。

略

2

?

9

 

0特定都市河川浸水被害対策法

（浸水被害防止区域の指定等）

第五十六条 都道府県知事は、流域水害対策計画に定められた第四条第二項第十二号に掲げる浸水被

害防止区域の指定の方針に基づき、かつ、当該流域水害対策計画に定められた都市浸水想定を踏

まえ、特定都市河川流域のうち、洪水又は雨水出水が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸

水し、住民その他の者の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区

域で、一定の開発行為（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第十二項に規定する開発

行為をいう。次条第一項において同じ。）及び一定の建築物（居室（建築基準法（昭和二十五年

法律第二百一号）第二条第四号に規定する居室をいう。以下同じ。）を有ずるものに限る。以下

同じ。）の建築（同法第二条第十三号に規定する建築をいう。以下同じ。）又は用途の変更の制

限をすべき士地の区域を、浸水被害防止区域として指定することができる，

2 

｛略

1 l 

0茅ヶ崎市市税条例

（所得割の課税標準）

第 25条 所得割の課悦標準旦、前年の所璧〖に＿？いて算定した給所得金額、退職所得金額及び山林所

得命額とする。

2 前項り総所得金額．、〗彗籠所得金額又は山林所得金額は、法又はこれに基づく政會＿竺特別の定めを
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3 

する場合を除くほか、それぞれ所得税法（昭和40年法律第33号）その他の所得税に関する法令

の規定による所得税法ffi2 2条 2項又は 3項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の
計算の例によって算定する。ただし、同法 6 0条の 2から 60条の4までの規定の例によらな

いものとする。

！略

6 

（所得控除）

第25条の 3 所得割の納税義務者が法第314条の 2 1項各号のいずれかに掲げる者に該当する

場合には、同条第 1項及び 3項から第 11項までの規定により雑損控除額、医療費控除額、社

会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、障害者

控除額、寡婦控除額、ひとり親控除額、勤労学生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額、扶

養控除額又は特定親族特別控除額を、前年の合計所得金額が 25, 000,000円以下である

所得割の納税義務者については、同条 2項、 6項及び第 11項の規定により基礎控除額をそ

れぞれその者の前年の所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控

除する。

（所得割の税率）

第25条の4 所得割の額は、課税総所得金額、課税退職育得金額及び課 山林所得金額の合計額に

、10 0分の 6を乗じて得た金額とする。

旦前項の「課税総所得金額」、 「課税退職所得金額」又は「課税山林所得金額」とは、それぞれ前

条の規定による控除後の前年の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額をいう。

（調整控除）

第25条の 8 前年の合計所得金額が 25,000,000円以下である所得割の納税義務者につい

ては、その者の第 25条の4の規定による所得割の額から、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

当該各号に定める金額を控除する。

旦）当該納税義務者の第25条の4第2項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税

山林所得金額の合計額（以下この条において「合計課税所得金額」という。）が 2, 0 0 0 0 

00円以下である場合 次に掲げる金額のうちいずれか少ない金額の 10 0分の 3に相当する金

堕
ヱ 5 0 0 0 0円に、当該納税義務者が法第 314条の 6第 1号イの表の上欄に掲げる者に該
当する場合には、当該納税義務者に係る同表の下欄に掲げる金額を合算した金額を加算した金

墾
土 当該納税義務者の合計課税所得金額
(2) 当該納税義務者の合計課税所得金額が 2, 0 0 0 000円を超える場合 アに掲げる金額か

らイに掲げる金額を控除した金額（当該金額が 50, 000円を下回る場合には、 50, 000 

円とする。）の 10 0分の 3に相当する金額

Z 5 0 0 0 0円に、当該納税義務者が法第314条の 6第 1号イの表の上欄に掲げる者に該
当する場合には、当該納税義務者に係る同表の下欄に掲げる金額を合算した金額を加算した金

額
イ 当該納税義務者の合計課税所得金額から 2, 000, 000円を控除した金額

（外国税額控除）

第25条の 10 所得割の納税義務者が、法第 31 4条の 8に規定する外国の所得税等を課された場

合においては、法第 31 4条の 8及び令第48条の 9の2に規定するところにより控除すべき額

を、第25条の4及び前 2条の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除）

第25条の 11 所得割の納税義務者が、第25条第4項に規定する確定申告書に記載した特定配当

等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定配当等の額について法第2章第 1節第 5款の規定に

より配当割額を課された場合又は同条第 6項に規定する確定申告書に記載した特定株式等譲渡所得
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金額に係る所得の金額の計算の基礎となった特定株式等譲渡所得金額について同節第 6款の規定に

より株式等譲渡所得割額を課された場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に 5分の

3を乗じて得た金額を、第 25条の4及び前 3条の規定を適用した場合の所得割の額から控除する

呈前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控除することができなかった金額が

あるときは、当該控除することができなかった金額は、令第48条の 9の3から第48条の 9の6

までに定めるところにより、同項の納税義務者に対しその控除することができなかった金額を還付

し、又は当該控除することができなかった金額のうち法第 31 4条の 9第 2項後段に規定する還付

をすべき金額により当該納税義務者の前項の確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の

個人の県民税、個人の市民税若しくは森林環境税を納付し、若しくは納入し、若しくは当該納税義

務者の未納に係る徴収金を納付し、若しくは納入する。

旦 法第 37条の4の規定により控除されるべき額で同条の所得割の額から控除することができなか

った金額があるときは、当該控除することができなかった金額を第 1項の規定により控除されるべ

き額で同項の所得割の額から控除することができなかった金額とみなして、前項の規定を適用する

旦――

（所得の計算）

第 26条 第 16条第 1項第 1号の者に対して所得割を課する場合においては、次の各号の定めると

ころによって、その者の第 25条第 1項の総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額を算定する

← 
旦）その者が所得税に係る申告書を提出し、又は政府が総所得金額、退職所得金額若しくは山林所

得金額を更正し、若しくは決定した場合においては、当該申告書に記載され、又は当該更正し、

若しくは決定した金額を基準として算定する。ただし、当該申告書に記載され、又は当該更正し

、若しくは決定した金額が過少であると認められる場合においては、自ら調査し、その調査に基

づいて算定する。

図その者が前号の申告書を提出せず、かつ政府が同号の決定をしない場合においては、ー自ら調査

し、その調査に基づいて算定する。

（年金所得に係る仮特別徴収税額等）

第 28条の10 当該年度の初日の属する年の前年の 10月 1日からその翌年の 3月 31日までの間

における特別徴収対象年金給付の支払の際、前条第 2項の支払回数割特別徴収税額を徴収されてい

た特別徴収対象年金所得者について、老齢等年金給付が当該年度の初日からその日の属する年の 9

月 30日までの間において支払われる場合には、当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年金

等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額として年金所得に係る仮特別徴収税額（当該特

別徴収対象年金所得者に対して課した前年度分の個人の市民税のうち当該特別徴収対象年金所得者

の前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額（当該特別徴収対象年金

所得者に係る均等割額を第 28条の 2第 1項の規定により特別徴収の方法によって徴収した場合に

は、前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額）の 2分の 1に相当する額をいう。次条第2

項において同じ。）を、当該年度の初日からその日の属する年の 9月 30日までの間において特別

徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収する。

2 略

3 略
附則

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等）

第 2条 当分の間、市民税の所得割を課すべき者のうち、その者の前年の所得について第 25条の規

定により算定した総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額が、 35 0.， 0 0 0円にそ

の者の同一生計配偶者及び扶聾親族（年齢 16歳末満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この

項において同じ。）の数に 1を加えた数を乗じて得た金額に 100, 000円を加算した金額（そ

の者が同一生計配偶者及び扶養親族を有する場合には、当該金額に 320, 000円を加算した金

額）以下である者に対しては、第 16条第 1項の規定にかかわらず、市民麗の所得割（分離課税に
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係る所得割を除く。）を課さない。

旦 当分の間、法附則第 3条の 3第5項に規定するところにより控除すべき額を、第25条り＿4及び
第 25条の 8の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

（個人の市民税の配当控除）

第2条の4 所得割の納税義務者の前年の総所得金額のうちに、法附則第 5条第 3項に規定する配当

所得があるときは、当分の間、同項各号に掲げる金額の合計額を、その者の第 25条の4及び第 2

5条の 8の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。

2 略

（令和 7年度分の個人の市民税の特別税額控除）

第 2条の 10 令和 7年度分の個人の市民税に限り、法附則第 5条の 12第 3項及び第4項に規定す

るところにより控除すべき市民税に係る令和 7年度分特別税額控除額を、同条第 3項に規定する特

別税額控除対象納税義務者の第 25条の4、第25条の 8から第 25条の 11まで、附則第2条第

2項、附則第 2条の4第 1項、附則第 2条の 6第 1項、附則第 2条の 7及び附則第2条の 13の規

定を適用した場合の所得割の額から控除する。

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等）

第 2条の 12 略

2 略

旦 申告特例の求めを受けた都道府県知事等は、申告特例対象年の翌年の 1月 31日までに、法附則

第 7条第 10項の規定により申請書に記載された当該申告特例の求めを行った者の住所（同条第 1

1項の規定により住所の変更の届出があったときは、当該変更後の住所）の所在地の市町村長に対

し、施行規則で定めるところにより、申告特例通知書を送付しなければならない。

4 略

（上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例）

第 20条 当分の間、市民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第8条の4第 1項に規

定する上場株式等の配当等（以下この項において「上場株式等の配当等」という。）を有する場合

には、当該上場株式等の配当等に係る利子所得及び配当所得については、第 25条第 1項及び第 2

項並びに第25条の 4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該上場株式等の配当等

に係る利子所得の金額及び配当所得の金額として令附則第 16条の 2の11第 3項で定めるところ

により計算した金額（以下この項において「上場株式等に係る配当所得等の金額」という。）に対

し、上場株式等に係る課税配当所得等の金額（上場株式等に係る配当所得等の金額（第 3項第 1号

の規定により読み替えて適用される第 25条の 3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額

）をいう。）の 10 0分の 3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。この場合におい

て、当該上場株式等の配当等に係る配当所得については、附則第 2条の4第 1項の規定は、適用し

ない。

2 略

3 略

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例）

第21条 市民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 28条の4第 1項に規定する事

業所得又は雑所得を有する場合には、当分の間、当該事業所得及び雑所得については、第 25条及

び第 25条の 4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の土地等に係る事業所得等の金額

（法附則第 33条の 3第 5項に規定する士地等に係る事業所得等の金額をいう。以下この項におい

て同じ。）に対し、次に掲げる金額のうおいずれか多い金額に相当する市民税の所得割を課する。

旦〕士地等に係る事業所得等の金額（第 3項第 1号の規定により読み替えて適用さ九る第 25条の

3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額。次号において「士地等に係る諫税事業所得

等の金額Jという。）の 10 0分の 7. 2に相当する金額

(2) 土地等に係る課税事業所得等の金額と当該年度分の課税総所得金額との合計額を当該課税総所

得金額と五なして計算した場合の所得割の額から、，喝該年度分ーの牒税給所得金額に係る所得割の

額を控除した金額の 10 0位り1_[Pに担当す召金額
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ゥ
J

略

4 

（長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例）

第21条の 2 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 31条第 1項に規定する

譲渡所得を有する場合には、当該該渡所得については、第25条及び第 25条の4の規定にかかわ

らず、他の所得と区分し、前年中の長期譲渡所得の金額に対し、長期譲渡所得の金額（同法第 33 

条の4第 1項若しくは第 2項、第34条第 1項、第 34条の 2第 1項、第 34条の 3第 1項、第 3

5条第 1項、第 35条の 2第 1項、第35条の 3第 1項又は第 36条の規定に該当する場合には、

これらの規定の適用により同法第31条第 1項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を

控除した金額とし、これらの金額につき第 3項第 1号の規定により読み替えて適用される第 25条

の3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額。以下「課税長期譲渡所得金額」という。）

の10 0分の 3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

2 略

3 略

（短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例）

第21条の 5 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 32条第 1項に規定する

譲渡所得（同条第 2項に規定する譲渡による所得を含む。）を有する場合には、当該譲渡所得につ

いては、第 25条及び第 25条の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の短期譲渡所

得の金額に対し、課税短期譲渡所得金額（短期譲渡所得の金額（同法第33条の4第 1項若しくは

第2項、第 34条第 1項、第 34条の 2第 1項、第 34条の 3第 1項、第 35条第 1項又は第 36 

条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第 32条第 1項に規定する短期誤渡

所得の金額から控除する金額を控除した金額とし、これらの金額につき第 5項第 1号の規定により

読み替えて適用される第 25条の 3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）

の10 0分の 5. 4に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

2 

？略

5 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例）

第21条の 6 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 37条の 10第 1項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合には、当該一般株式等に係る譲渡所得等について

は、第 25条第 1項及び第 2項並びに第25条の4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年

中の当該一般株式等に係る譲渡所得等の金額として令附則第 18条第 5項に定めるところにより計

算した金額（以下この項において「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、一般

株式等に係る課税譲渡所得等の金額（一般株式等に係る謡渡所得等の金額（次項第 1号の規定によ

り読み替えて適用される第 25条の 3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）＿をいう。

）の 10 0分の 3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

2 略

（上場株式等に係る該渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例）

第21条の 7 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第 37条の 11第 1項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合には、当該上場株式等に係る譲渡所得等について

は、第 25条第 1項及び第 2項並びに第 25条の 4の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年

中の当該上場株式等に係る譲渡所得等の金額として令附則第 18条の 2第 5項に定めるところによ

り計算した金額（当該市民税の所得割の納悦義務者が法第 23条第 1項第 17号に規定する特定株

式等謡渡所得金額（以下この項において「特定株式等譲渡所得金額」という 0) に係る所得を有す

る場合には、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第 25条第 6項の規定により同条第

5項の規定の適用を受けないものを除く。）を除外して算定するものとする。以下この項において

「上場株式等に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、上場抹式等に係る課税譲渡所得等の金
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額（上場株式等に係る譲渡所得等の金額（次項において準用する前条 2項第 1号の規定により読

み替えて適用される第25条の 3の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の

1 0 0分の 3に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。

2 略
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71 令和8年 7月23日 木曜日 官 報 （号外第 163号）

暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
に
改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
、
電
子
第
百
八
条
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
八
号
中
「
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
二
十
第
一
項
」
を
「
第

決
済
手
段
等
取
引
業
若
し
く
は
暗
号
資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
若
六
十
三
条
の
二
十
第
一
項
」
に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス

し
く
は
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
仲
介
業
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
五
号
と
し
、
同
条
第
九
号
を
同
条
第
六
号
と
し
、
同
条
第
十
号
を
同
条
第
七
号

と
し
、
同
条
第
十
一
号
を
同
条
第
八
号
と
す
る
。

第
百
九
条
第
一
号
中
「
、
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
三
項
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
第
三
項
」
を
「
若
し
く

サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
の
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
の
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中
「
電
子
決
済
手
段
・

は
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
第
六
十
三
条
の
十
三
、
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の

暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ピ
ス
仲
介
業
者
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
、
暗
号

十
六
」
を
「
第
六
十
三
条
の
十
六
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
中
「
第
六
十
三
条
の
十
四
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、

資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」

第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
七
」
を
「
第
六
十
三
条
の
十
七
」
に
、
「
、
第
六
十
二
条
の
十
九
第
三
項
」
を
「
若
し
く

に
改
め
、
同
条
第
六
号
中
「
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
若
し
く
は
暗
号
資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号

は
第
六
十
二
条
の
十
九
第
三
項
」
に
改
め
、
「
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
十
四
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
削
り
、

資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
若
し
く
は
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」

に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
に
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
に
」
に
改
め
、
同
同
条
第
七
号
及
び
第
八
号
中
「
第
六
十
三
条
の
十
五
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
八
第

条
第
七
号
及
び
第
八
号
中
「
、
暗
号
資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
又
は
一
項
」
を
「
第
六
十
三
条
の
十
八
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
九
号
中
「
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
五
第
一
項
」

電

子

決

済

手

段

サ

ー

ビ

ス

仲

介

業

」

に

改

め

る

。

を

「

第

六

十

三

条

の

十

五

」

に

改

め

、

同

条

第

十

号

中

「

又

は

第

六

十

三

条

の

十

六

の

二

」

を

削

り

、

同

条

第

十

一

第
九
十
条
第
二
項
中
「
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
又
は
暗
号
資
産
交
換
業
」
を
「
又
は
電
子
決
済
手
段
等
取
引
号
を
削
り
、
同
条
第
十
二
号
を
同
条
第
十
一
号
と
し
、
同
条
第
十
三
号
を
同
条
第
十
二
号
と
す
る
。

第
百
十
条
第
二
号
中
「
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
三
」
を
「
第
六
十
三
条
の
十
三
」
に
改
め
る
6

業
」
に
改
め
る
。

第
九
十
一
条
第
一
項
中
「
、
暗
号
資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
又
は
第
百
十
二
条
第
二
号
中
「
、
第
六
十
三
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
申
請
書
若
し
く
は
同
条
第
二
項
の
規

電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
に
、
「
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
若
し
く
は
暗
号
資
産
交
換
業
」
を
「
若
し
く
定
に
よ
る
添
付
書
類
又
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
三
第
一
項
（
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
六
第
二
項
に
お
い
て
準

は
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
」
に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
「
又
は
第
六
十
三
条
の
三
第
一
項
」
に
、
「
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
三
第
二
項
（
第
六

ビ
ス
仲
介
業
者
」
に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
に
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
十
三
条
の
二
十
二
の
六
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
「
同
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
三

に
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
中
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
号
及
び
第
十
四
号
を
削
り
、
同
条
第
十
五
号
を
同
条
第
十
三
号
と
し
、
同
条
第
十
六
号
を
同
条
第
十
四
号
と
す
る
。

第
百
十
三
条
第
一
号
中
「
第
六
十
三
条
の
十
六
、
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
九
」
を
「
第
六
十
三
条
の
十
九
」

「
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
に
改
め
る
。

に
改
め
る
。

第
百
十
四
条
第
一
号
中
「
、
第
六
十
三
条
の
六
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
六
第
一
項
」
に
改
め
、
「
若

第
九
十
二
条
第
一
項
及
び
第
九
十
七
条
中
「
、
暗
号
資
産
交
換
業
者
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス

し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
六
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
」
を
削
り
、
同
条
第
三
号
中
「
、
第
六
十
二
条
の
二

仲
介
業
者
」
を
「
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
に
改
め
る
。

十
五
第
七
項
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
第
七
項
」
を
「
若
し
く
は
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
」
に
改
め
る
。

第
九
十
九
条
第
一
項
第
八
号
中
「
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
者
又
は
暗
号
資
産
交
換
業
者
」
を
「
又
は
電
子
決

第
百
十
五
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
十
一
号
」
を
「
第
八
号
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
第
十
六
号
」
を
「
第

済
手
段
等
取
引
業
者
」
に
改
め
る
。

第
百
一
条
第
二
項
の
表
第
二
条
第
二
十
八
項
の
項
中
「
同
法
」
を
「
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
」
に
、
「
、
暗
号
資
十
四
号
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
第
十
一
号
」
を
「
第
八
号
」
に
、
「
第
十
六
号
」
を
「
第
十
四
号
」
に
改
め
る
。

産
交
換
業
（
同
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
暗
号
資
産
交
換
業
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
電
子
決
済
手
段
．
第
百
十
六
条
第
一
号
中
「
、
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
又
は
第
六
十
三
条
の
二
十
第
七
項
」
を
「
又
は
第
六

暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
（
同
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
又
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
、
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
若
し
く
は
第
六
十
三
条

は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
（
同
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
に
改
め
、
の
二
十
第
七
項
」
を
「
若
し
く
は
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
、
第
六
十
二
条
の

同
表
第
二
条
第
二
十
九
項
の
項
中
「
、
暗
号
資
産
交
換
業
又
は
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
二
十
五
第
七
項
又
は
第
六
十
三
条
の
二
十
第
七
項
」
を
「
又
は
第
六
十
二
条
の
二
十
五
第
七
項
」
に
改
め
る
。

「
又
は
電
子
決
済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
に
改
め
、
同
表
第
二
条
第
三
十
一
項
の
項
中
「
第
二
条
第
二
十
八
項
」
第
百
十
七
条
第
一
号
中
「
、
第
六
十
三
条
の
二
十
第
一
項
若
し
く
は
第
四
項
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の

を
「
第
二
条
第
二
十
四
項
」
に
、
「
、
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
務
」
を
「
及
び
電
子
決
済
手
段
等
取
引
業
務
」
に
改
二
十
三
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
二
第
一
項
」
に
改
め
る
。

｀
｀
“
戸
畠
冑
“
"
"
い
臼
託
に

5

い
に
[
[
工
は
応
＂
〗
閻
且
彗
旦
伍
闘
甘
託
且

0
T
l
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
一

第
百
二
条
第
一
項
中
「
第
六
十
三
条
の
十
五
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
十
八
第
一
項
」

一
附
則
第
九
十
条
の
規
定
公
布
の
日

二
第
一
条
中
金
融
商
品
取
引
法
第
百
九
十
七
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
百
九
十
七
条
の
二
第
一
項
の
改
正

を
「
第
六
十
三
条
の
十
八
第
一
項
」
に
改
め
る
。

規
定
（
同
項
第
一
号
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
同
法
第
二
百
十
条
第
一
項
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
四
十
一

第
百
三
条
第
一
項
中
「
暗
号
資
産
交
換
業
者
、
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
電
子
決

条
、
第
四
十
七
条
及
び
第
八
十
九
条
の
規
定
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
十
日
を
経
過
し
た
日

済
手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
に
、
「
第
二
条
第
二
十
一
項
第
一
号
」
を
「
第
二
条
第
十
七
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同

三
第
一
条
中
金
融
商
品
取
引
法
第
二
百
九
条
の
五
第
二
項
の
改
正
規
定
情
報
通
信
技
術
の
進
展
等
に
対
応
す
る

条
第
二
項
中
「
暗
号
資
産
交
換
業
者
、
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
者
」
を
「
電
子
決
済
手
段
サ
ー

ビ

ス

仲

介

業

者

」

に

改

め

る

。

た

め

の

刑

事

訴

訟

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

令

和

七

年

法

律

第

三

十

九

号

）

の

施

行

の

日

第
百
七
条
第
二
号
中
「
、
第
六
十
三
条
の
二
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
二
」
を
「
若
し
く
は
第
六
十
三
四
第
一
条
の
規
定
（
前
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
次
条
並
び
に
附
則
第
三
条
及
び
第
四
十
三
条

条
の
二
」
に
、
「
、
第
六
十
二
条
の
七
第
一
項
若
し
く
は
第
六
十
三
条
の
二
十
二
の
六
第
一
項
」
を
「
若
し
く
は
第
六
の
規
定
、
附
則
第
四
十
八
条
中
協
同
組
合
に
よ
る
金
融
事
業
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
―
―
―

十
二
条
の
七
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
二
号
か
ら
第
十
四
号
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
十
五
号
中
「
第
六
十
三
条
号
）
第
六
条
の
五
の
十
一
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
」
を
「
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価

の
二
十
二
の
七
」
を
「
第
六
十
三
条
の
七
」
に
、
「
電
子
決
済
手
段
・
暗
号
資
産
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
を
「
電
子
決
済
証
券
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
附
則
第
五
十
条
中
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六

手
段
サ
ー
ビ
ス
仲
介
業
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
十
二
号
と
し
、
同
条
第
十
六
号
を
同
条
第
十
三
号
と
し
、
同
条
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
九
項
第
二
号
、
第
四
条
第
二
項
第
十
二
号
、
第
六
条
第
六
項
第
七
号
、
第
十

第

十

七

号

か

ら

第

二

十

一

号

ま

で

を

三

号

ず

つ

繰

り

上

げ

る

。

三

条

第

三

項

第

二

号

、

第

四

十

九

条

第

二

項

第

十

三

号

及

び

第

五

十

条

第

二

項

第

七

号

の

改

正

規

定

、

附

則

第

五
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、一

金
融
商
品
取
引
法
及
び
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

（
金
融
商
品
取
引
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条

令
和
八
年
七
月
二
十
三
日

金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）

目
次
中
「
第
二
章

御

名

御

璽

に
改
め
る
。

内
閣
総
理
大
臣

正
す
る
法
律

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

企
業
内
容
等
の
開
示
（
第
二
条
の
三
ー
第
二
十
七
条
）
」
を

「
第
二
章
企
業
内
容
等
の
開
示

第
一
節
企
業
内
容
等
の
開

第
二
節
有
価
証
券
届
出
書

第
三
節
特
定
非
財
務
情
報

[[[―ニ―[
監
督
（
第
二
十

闘
慕
彗
惰

第
四
款

第
五
款

第
六
款

第
四
節
雑
則
（
第
二
十
六

高

市

早

苗
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老
朽
化
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
管
理
及
び
再
生
の
円
滑
化
等
を
図
る
た
め
の
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
等
の
（
居
住
者
の
外
国
関
係
会
社
に
係
る
所
得
等
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
贋
）

一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
四
十
七
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
区
分
所
有
法
等
改
正
法
」
と
い
第
四
十
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
四
の
規
定
は
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
関
係
会
社
の
施

う
。
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
行
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
適
用
対
象
金
額
に
係

る
同
項
に
規
定
す
る
課
税
対
象
金
額
、
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
部
分
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
部
分
適
用
対
象
金

七
十
八
号
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
旧
円
滑
化
法
」
と
い
う
。
）
第
百
十
三
条
に
規
定
す
る
認
定
買
受
計
画
（
区
分

額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
部
分
課
税
対
象
金
額
並
び
に
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
金
融
子
会
社
等
部
分
適
用
対
象

金
額
及
び
当
該
金
融
子
会
社
等
部
分
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
金
融
子
会
社
筈
部
分
課
税
対
象
姐
額

所
有
法
等
改
正
法
附
則
第
五
条
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
円
滑
化
法
第
百
十

に
つ
い
て
適
用
し
、
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
四
第
一
＿
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
関
係
会
社
の
施
行
日
前

一
条
第
一
項
の
変
更
の
認
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
を
含
む
。
第
六
項
及
び
附
則
第
六
十
二
条
第

に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に

三
項
に
お
い
て
「
認
定
買
受
計
両
」
と
い
う
。
）
は
、
新
租
税
特
別
措
障
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
第
十
一
号
に
規

規
定
す
る
課
税
対
象
金
額
、
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
部
分
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
部
分
適
用
対
象
金
額
に
係
る

定
す
る
認
定
除
却
等
計
画
と
み
な
し
て
、
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
。

3

新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
第
五
項
の
規
定
は
、
個
人
が
令
和
十
年
一
月
一
日
以
後
に
行
う
同
条
第
一
同
項
に
規
定
す
る
部
分
課
税
対
象
金
額
並
び
に
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
金
融
子
会
社
等
部
分
適
用
対
象
金
額
及
び

項

に

規

定

す

る

土

地

等

の

譲

渡

に

つ

い

て

適

用

す

る

。

当

該

金

融

子

会

社

等

部

分

適

用

対

象

金

額

に

係

る

同

項

に

規

定

す

る

金

融

了

会

社

等

部

分

課

税

対

象

釜

額

に

つ

い

て

4

新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
三
条
の
三
第
六
項
及
び
第
七
項
の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
行
う
同
条
第
六
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

項
に
規
定
す
る
資
産
の
譲
渡
に
つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前
に
行
っ
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
三
条
の

2

新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
七
の
規
定
は
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
外
国
関
係
法
人
の
施
行
日
以
後
に
間

三
第
六
項
に
規
定
す
る
資
産
の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
課

5

新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
四
条
の
二
（
第
二
項
第
二
十
二
号
及
び
第
二
十
二
号
の
二
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
税
対
象
金
額
、
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
部
分
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
部
分
通
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定

規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
行
う
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
四
条
の
―
―
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
等
の
譲
渡
に
す
る
部
分
課
税
対
象
金
額
並
び
に
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
金
融
関
係
法
人
部
分
適
用
対
象
歪
額
及
び
当
該
金
融
関

つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前
に
行
っ
た
同
項
に
規
定
す
る
土
地
等
の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
係
法
人
部
分
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
金
融
関
係
法
人
部
分
課
税
対
象
金
額
に
つ
い
て
適
用
し
、
旧

租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
七
第
一
項
に
規
定
す
る
外
国
関
係
法
人
の
施
行
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る

よ
る
。

同
項
に
規
定
す
る
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
課
税
対
象
金
額
、
同
条
第
六

6

認
定
買
受
計
両
は
、
新
租
税
特
別
措
囮
法
第
三
十
四
条
の
一
＿
第
二
項
第
―
-
+
―
一
号
の
一
＿
に
規
定
す
る
認
定
除
却
等

項
に
規
定
す
る
部
分
適
用
対
象
金
額
及
び
当
該
部
分
適
用
対
象
金
額
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
部
分
課
税
対
象
金
額

並
び
に
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
金
融
関
係
法
人
部
分
適
用
対
象
短
額
及
び
当
該
金
融
関
係
法
人
部
分
適
用
対
象
金

計
両
と
み
な
し
て
、
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
。

へ
属
に

1
1尼
規
定
す
る
金
嘩
潤
降
法
人
部
分
課
鼓
因
濠
伶
蘭
に
い
い
斤
麻
1
,
＇
嚢
由
樅
間
い
憫
に
は
渇

910,i;'，i

7

個
人
が
施
行
日
前
に
行
っ
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
表
の
第
一
号
の
上
欄
に
掲
げ
る
資
産

，
（
住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
特
別
税
額
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

i

（
同
欄
の
ハ
に
掲
げ
る
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
「

一
第
四
十
一
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
か
ら
第
四
十
一
条
の
二
の
二
ま
で
の
規
定
は
、
個
人
が
令
和
八
年
一
[

8

新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
七
条
の
四
ま
で
（
新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
表

月
一
日
以
後
に
新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
居
住
用
家
屋
（
同
条
第
十
六
項
の
規
定
に
よ
，

の
第
―
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
同
表
の
第
一
一
号
か
ら
第
四
一

号
ま
で
の
上
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
譲
渡
を
し
、
か
つ
、
当
該
個
人
が
施
行
日
以
後
に
こ
れ
ら
の
号
の
下
欄
に
掲
げ
る
一
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
居
住
用
家
屋
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
特
例
居
住
用
家
屋
を
含
む
。
）
一

砂
若
し
く
は
既
存
住
宅
（
同
条
第
十
七
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
既
存
住
宅
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
i

資
産
の
取
得
（
建
設
及
び
製
作
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
譲
渡
に
つ
い
i

て
涸
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前
に
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
表
の
第
一
＿
号
か
ら
第
四
号
ま
で
の
上
一
十
七
項
に
規
定
す
る
特
例
既
存
住
宅
及
び
同
条
第
一
二
十
五
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
既
存
住
宅
と
[

欄
に
掲
げ
る
資
産
の
譲
渡
を
し
た
場
合
及
び
個
人
が
施
行
日
以
後
に
こ
れ
ら
の
号
の
上
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
譲
渡
を
み
な
さ
れ
る
同
条
第
三
十
五
項
に
規
定
す
る
要
耐
震
改
修
住
宅
を
含
む
。
）
若
し
く
は
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
（
同
条
i

し
、
か
つ
、
当
該
個
人
が
施
行
日
前
に
こ
れ
ら
の
号
の
下
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
取
得
を
し
た
場
合
に
お
け
る
こ
れ
ら
一
第
十
七
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
十
七
項
に
規
定
一

一
す
る
特
例
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
を
含
み
、
当
該
増
改
築
等
又
は
当
該
特
例
増
改
築
等
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
又
は
i

の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

＂
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
住
宅
等
（
同
条
第
十
八
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
住
宅
等
と
幻

（

一

般

株

式

等

に

係

る

譲

渡

所

得

等

の

課

税

の

特

例

に

関

す

る

経

過

措

罹

）

一

一
み
な
さ
れ
る
同
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
特
例
認
定
住
宅
等
を
含
む
。
）
を
同
条
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
そ
[

第
三
十
八
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
第
三
項
（
第
八
号
口
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
同
項
加
一
の
者
の
居
住
の
用
に
供
す
る
場
合
に
つ
い
て
遮
用
し
、
個
人
が
同
日
前
に
旧
租
税
特
別
措
憐
法
第
四
十
一
条
第
二
翌

一
に
規
定
す
る
居
住
用
家
屋
（
同
条
第
二
十
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
居
住
用
家
屋
と
み
な
さ
れ
る
[

の
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
が
同
号
に
規
定
す
る
特
定
公
社
債
以
外
の
公
社
債
の
同
号
に
規
定
~

[
同
条
第
二
十
項
に
規
定
す
る
特
例
居
住
用
家
屋
を
含
む
。
）
若
し
く
は
既
存
住
宅
（
同
条
第
三
十
五
項
の
規
定
に
よ
り
＂

す
る
償
還
に
よ
り
施
行
日
以
後
に
交
付
を
受
け
る
べ
き
金
銭
又
は
金
銭
以
外
の
資
産
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

t一
一
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
既
存
住
宅
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
三
十
五
項
に
規
定
す
る
要
耐
裳
改
修
住
宅
を
含
む
。
）
若
i

「
靡
号
資
産
に
卸
叫
譲
渡
所
得
笥
よ
割
卿
別
⑪
劉
例
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

1
l
!

一
ふ
し
く
は
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
（
当
該
増
改
築
等
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
又
は
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
認
定
住
宅
[

璽
二
十
九
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条
の
一
一
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
及
び
第
三
十
八
条
の
三
の
規
定
は
、
二

二
籾
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条
の
二
第
一
項
の
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
が
附
則
第
一
条
第
二
等
（
同
条
第
二
十
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
認
定
住
宅
等
と
み
な
さ
れ
る
同
条
第
一
―
十
一
項
に
[

-
＋
号
に
定
め
る
日
以
後
に
行
う
同
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
の
同
項
に
規
定
す
る
譲
渡
に
つ
い
て
道
用
す
る
。
一
一
規
定
す
る
特
例
認
定
住
宅
等
を
含
む
。
）
を
同
条
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
そ
の
者
の
居
住
の
用
に
供
し
た
場
[

-2

新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条
の
二
第
四
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
は
、
同
条
第
四
項
の
暗
号
資
産
取
引
業
一
一
合
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

二
者
が
附
則
第
一
条
第
十
号
に
定
め
る
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
以
後
に
同
項
の
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
[
”
|
T所
得
益
額
調
整
控
除
に
罠
す
る
経
過
構
置
）
iー
ー
1
ー
i
i
9
9
9
J
1
1
,
1ー：，
9
1
1
1
1
1ーー！
ii9,：99,i
、,t;9,;
：
＇
：
ー

7
一
を
有
す
る
非
居
住
者
と
の
間
で
行
う
同
項
の
特
定
暗
号
資
産
に
つ
い
て
の
同
項
に
規
定
す
る
行
為
に
つ
い
て
適
用
す
i

第
四
十
二
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
の
三
の
十
一
の
規
定
は
、
令
和
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
造

一
用
し
、
令
和
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2
一
る
。

ー

叩
J

ぐ^
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に
つ
い
て
施
行
日
前
に
同
項
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
認
定
を
受
け
た
個
人
が
取
得
又
は
建
設
を
す
る
当
該
認

定
に
係
る
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
認
定
地
方
活
力
向
上
地
域
等
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
に
記
載
さ
れ
た
同
条

第

一

項

に

規

定

す

る

特

定

建

物

等

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

'

’

（
地
方
活
力
向
上
地
域
等
に
お
い
て
雇
用
者
の
数
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措

置）

第
二
十
八
条
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
地
方
活
力
向
上
地
域
等
特
定
業
務
施
設
整
備
計

画
に
つ
い
て
施
行
日
前
に
同
項
に
規
定
す
る
計
画
の
認
定
を
受
け
た
個
人
の
当
該
地
方
活
力
向
上
地
域
等
特
定
業
務

施
設
整
備
計
画
に
係
る
同
条
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
適
用
年
の
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

（
給
与
等
の
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
十
九
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
の
規
定
は
、
令
和
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、

令
和
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

個
人
の
令
和
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
前
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合

に
お
け
る
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の

五
の
四
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
控
除
対
象
雇
用
者
給
与
等

支
給
増
加
額
は
、
当
該
控
除
対
象
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額
か
ら
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
規
定
に
よ

る
控
除
を
受
け
る
金
額
の
計
算
の
基
礎
と
な
っ
た
者
に
対
す
る
給
与
等
（
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
四
第

五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
給
与
等
を
い
う
。
）
の
支
給
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
を
控

除

し

た

残

額

と

す

る

。

・

（
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
所
得
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
個
人
が
取
得
又
は
製
作
若
し
く

は
建
設
を
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
で
施
行
日
以
後
に
受
け
る
同
項
に
規
定
す
る
特

定
認
定
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
特
定
認
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
環
境
負
荷
低
減
事
業
適
応
計
画
に
記
載
さ
れ
た
も
の

に
つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項

に
規
定
す
る
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
で
施
行
日
前
に
受
け
た
同
項
に
規
定
す
る
特
定
認
定
に
係
る
同
項
に
規
定
す

る
特
定
認
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
環
境
負
荷
低
減
事
業
適
応
計
画
に
記
載
さ
れ
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

（
所
得
税
の
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
特
別
控
除
額
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
一
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
六
第
五
項
の
規
定
は
、
令
和
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、

令
和
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

施
行
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
十
四
号
に
定
め
る
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
六

第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
第
九
号
中
「
第
十
条
の
五
の
五
第
三
項
」
と

あ
る
の
は
「
前
条
第
三
項
」
と
、
同
条
第
二
項
中
「
、
第
十
条
の
五
の
四
第
三
項
又
は
前
条
第
四
項
」
と
あ
る
の
は

「
又
は
第
十
条
の
五
の
四
第
三
項
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
、
第
十
条
の
五
の
四
第
四
項
第
九
号
又
は
前
条
第
五
項
」

と
あ
る
の
は
「
又
は
第
十
条
の
五
の
四
第
四
項
第
九
号
」
と
す
る
。

3

施
行
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
十
三
号
に
定
め
る
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
六

第
二
項
、
第
三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項
中
「
第
十
条
第
七
項
、
第
十

，
条
の
二
の
二
第
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
条
第
七
項
」
と
、
同
条
第
三
項
中
「
第
十
条
第
八
項
第
七
号
、
第
十
条

の
二
の
二
第
四
項
第
五
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
条
第
八
項
第
七
号
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
第
三
号
、
第
三
号
の

二
（
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
第
三
号
」
と
、
同
条
第
六
項
中
「
第
十
条

の
二
第
三
項
、
第
十
条
の
二
の
二
第
五
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
十
条
の
二
第
三
項
」
と
す
る
。

（
個
人
の
減
価
償
却
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
二
条
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
総
合
効
率
化
計
画
に
つ
い
て
施
行
日
前
に
同

項
に
規
定
す
る
認
定
を
受
け
た
個
人
が
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
取
得
又
は
建
設
を
し
た
同
項
に
規
定
す
る

倉
庫
用
建
物
等
（
施
行
日
以
後
に
同
項
に
規
定
す
る
倉
庫
業
の
用
に
供
し
た
同
項
に
規
定
す
る
倉
庫
用
建
物
等
に

あ
っ
て
は
、
や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
施
行
日
の
前
日
ま
で
に
そ
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
こ
と
に

つ
き
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
同
条
の
規
定
は
、
な
お
そ

の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
令
和
九
年
三
月

三
十
一
日
」
と
す
る
。

2

施
行
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
十
三
号
に
定
め
る
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
十
九
条
第

二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
、
第
十
条
の
二
第
一
項
又
は
第
十
条
の
二
の
二
第
一
項
」
と
あ
る
の

は
、
「
又
は
第
十
条
の
二
第
一
項
」
と
す
る
。

（
青
色
申
告
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
三
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
五
条
の
二
の
規
定
は
、
令
和
九
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、

令
和
八
年
分
以
前
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
家
内
労
働
者
等
の
事
業
所
得
等
の
所
得
計
算
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
四
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
七
条
の
規
定
は
、
令
和
八
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和

七

年

分

以

前

の

所

得

税

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

｀

2

令
和
八
年
十
二
月
一
日
前
に
同
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
所
得
税
法
第
百
二
十
五
条
又
は
第
百
二
十
七
条
（
こ
れ
ら

の
規
定
を
同
法
第
百
六
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
確
定
申
告
書
を
提
出
し
た
者
及

び
同
日
前
に
同
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
同
法
第
二
条
第
一
項
第
四
十
四
号
に
規
定
す
る
決
定
を
受
け
た
者
は
、
当
該

確
定
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
又
は
当
該
決
定
に
係
る
事
項
（
こ
れ
ら
の
事
項
に
つ
き
同
日
前
に
同
項
第
四
十
三

号
に
規
定
す
る
更
正
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
更
正
後
の
事
項
）
に
つ
き
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
七
条
の
規

定
の
適
用
に
よ
り
異
動
を
生
ず
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
そ
の
異
動
を
生
ず
る
こ
と
と
な
っ
た
事
項
に
つ
い
て
、

同
日
か
ら
五
年
以
内
に
、
税
務
署
長
に
対
し
、
国
税
通
則
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
更
正
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
（
中
小
事
業
者
の
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
必
要
経
費
算
入
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
五
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
の
二
第
一
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
中
小
事
業
者
が
施
行
日

以
後
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
す
る
同
項
に
規
定
す
る
少
額
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
適
用
し
、
旧
租
税

特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
中
小
事
業
者
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を

し
た
同
項
に
規
定
す
る
少
額
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
給
与
所
得
控
除
の
最
低
控
除
額
等
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
六
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
九
条
の
四
第
四
項
の
規
定
は
、
令
和
八
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
同

年
中
に
支
払
う
べ
き
所
得
税
法
第
百
九
十
条
第
一
号
に
規
定
す
る
給
与
等
で
そ
の
最
後
に
支
払
を
す
る
日
が
同
年
十

二
月
一
日
以
後
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

2

令
和
八
年
十
二
月
一
日
前
に
同
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
所
得
税
法
第
百
二
十
五
条
又
は
第
百
二
十
七
条
の
規
定
に

よ
る
確
定
申
告
書
を
提
出
し
た
者
及
び
同
日
前
に
同
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
同
法
第
二
条
第
一
項
第
四
十
四
号
に
規

定
す
る
決
定
を
受
け
た
者
は
、
当
該
確
定
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
事
項
又
は
当
該
決
定
に
係
る
事
項
（
こ
れ
ら
の
事

項
に
つ
き
同
日
前
に
同
項
第
四
十
三
号
に
規
定
す
る
更
正
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
更
正
後
の
事
項
）
に
つ
き
新

租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
九
条
の
四
の
規
定
の
適
用
に
よ
り
異
動
を
生
ず
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
そ
の
異
動
を

生
ず
る
こ
と
と
な
っ
た
事
項
に
つ
い
て
、
同
日
か
ら
五
年
以
内
に
、
税
務
署
長
に
対
し
、
国
税
通
則
法
第
二
十
三
条

第
一
項
の
更
正
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
個
人
の
譲
渡
所
得
の
課
税
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
十
七
条
新
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
（
第
二
項
第
十
号
及
び
第
十
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規

定
は
、
個
人
が
施
行
日
以
後
に
行
う
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
す
る
譲
渡
に

つ
い
て
適
用
し
、
個
人
が
施
行
日
前
に
行
っ
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
優
良
住

宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
す
る
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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十
一
第
一
条
中
所
得
税
法
第
四
十
八
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
（
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一

年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
二
条
第
十
四
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
暗
号
資
産
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
」
を
削
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
同
法
第
二
百
二
十
四
条
の
三
第
一
項
、
第
三
項
及
び
第
四
項
の
改
正
規
定

並
び
に
附
則
第
六
条
第
二
項
の
規
定
金
融
商
品
取
引
法
及
び
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
二
次
に
掲
げ
る
規
定
情
報
通
信
技
術
の
進
展
等
に
対
応
す
る
た
め
の
刑
事
訴
訟
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
七
年
法
律
第
三
十
九
号
）
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

イ
第
六
条
中
国
税
徴
収
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提

供
命
令
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）

口
第
十
条
中
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第

十
一
条
第
四
項
の
表
国
税
徴
収
法
の
項
の
改
正
規
定
（
「
、
領
置
」
を
「
（
同
法
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
提
供

命
令
（
同
法
第
百
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号
イ
（
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
）
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命

ず
る
も
の
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）
、
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
号
口
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も

の
に
限
る
。
）
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）

十
三
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
六
第
一
項
第

三
号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
二
条
の
五
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
二
条
の
十
三
第
一

項
第
四
号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
六
十
八
条
の
三
の
四
第
二
項
及
び
第
四
項
の
改
正
規

定
（
「
第
四
十
二
条
の
六
第
三
項
」
を
「
第
四
十
二
条
の
五
第
二
項
、
第
四
十
二
条
の
六
第
三
項
」
に
改
め
る
部
分

に
限
る
。
）
産
業
技
術
力
強
化
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
四
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
四
第
一
項
の
改
正
規
定
（
同
項
第
一
号
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同

法
第
十
条
の
五
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
五
の
五
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十

一
日
」
を
「
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
及
び
「
百
分
の
五
十
」
を
「
百
分
の
三
十
」
に
改
め
る

部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
六
第
一
項
第
十
号
を
同
項
第
九
号
と

し
、
同
号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
項
第
十
号
を
同
項
第
九
号
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
第
六

項
の
改
正
規
定
（
「
前
条
第
七
項
」
を
「
第
十
条
の
五
の
五
第
七
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
十
九
条

第
一
項
第
一
号
の
改
正
規
定
（
「
又
は
」
を
「
、
第
十
条
の
五
の
六
又
は
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
四

十
二
条
の
四
第
十
九
項
第
二
号
イ
の
改
正
規
定
（
「
並
び
に
」
を
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
二
項
及
び
第
三

項
並
び
に
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
四
十
二
条
の
十
一
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
（
同
項
第
一
号
に

係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
四
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
二
条
の
十
二
の
六
第

一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
及
び
「
百
分

の
五
十
」
を
「
百
分
の
三
十
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
四

十
二
条
の
十
三
第
一
項
第
十
六
号
を
同
項
第
十
五
号
と
し
、
同
号
の
次
に
一
号
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
項
第
十

六
号
を
同
項
第
十
五
号
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
第
八
項
の
改
正
規
定
（
「
前
条
第
十
二
項
」
を
「
第
四
十
二

条
の
十
二
の
六
第
十
二
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
四
十
二
条
の
十
四
第
一
項
の
表
に
一
号
を
加
え

る
改
正
規
定
、
同
条
第
四
項
の
改
正
規
定
（
「
第
七
項
」
の
下
に
「
又
は
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
二
項
若
し
く

は
第
三
項
」
を
加
え
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
五
十
二
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
若
し
く
は
」
を
「
、
第

四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
一
項
若
し
く
は
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
五
十
三
条
第
一
項
第
二
号
の
改

正
規
定
（
「
又
は
」
を
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
又
は
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
六
十
六
条
の
十

三
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
同
条
第
二
十
七
項
」
を
「
同
条
第
二
十
八
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
同
法

第
六
十
八
条
の
三
の
四
第
二
項
及
び
第
四
項
の
改
正
規
定
（
「
並
び
に
」
を
「
、
第
四
十
二
条
の
十
二
の
七
第
三
項

及
び
第
八
項
並
び
に
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
経
済
社
会
情
勢
の
変
化
を
踏
ま
え
た
企
業
の
事
業
活
動
の
持

続
的
な
発
展
を
図
る
た
め
の
産
業
競
争
力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）

の
施
行
の
日
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O
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
一

一
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
九
十
条
の
十
二
の
改
正
規
定
及
び
同
法
第
九
十
条
の
十
四
（
見
出
し
を
含
む
。
）

の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
七
十
条
の
規
定
令
和
八
年
五
月
一
日

二
第
四
条
の
規
定
（
同
条
中
国
際
観
光
旅
客
税
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
附
則
第
二
十

二
条
の
規
定
令
和
八
年
七
月
一
日

三
第
十
四
条
の
規
定
（
同
条
中
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
十
五
号
）
附
則

第
四
十
四
条
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
附
則
第
九
十
条
の
規
定
令
和
八
年
十
月
一
日

四
次
に
掲
げ
る
規
定
令
和
八
年
十
二
月
一
日

イ
第
一
条
中
所
得
税
法
第
二
条
第
一
項
第
三
十
二
号
の
改
正
規
定
（
同
号
口
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
項
第

三
十
三
号
及
び
第
三
十
四
号
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
十
八
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
八
十
六
条
第
一

項
第
一
号
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
別
表
第
二
か
ら
別
表
第
五
ま
で
の
改
正
規
定
（
別
表
第
五
に
係
る
部
分
に

限
る
。
）
並
び
に
次
条
並
び
に
附
則
第
三
条
、
第
九
条
、
第
十
一
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
、
第
十
二
条
及
び

第

十

三

条

第

二

項

の

規

定

↑

口
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
の
目
次
の
改
正
規
定
（
「
第
二
十
九
条
の
四
」
を
「
第
二
十
九
条
の
五
」
に
改
め

る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
二
十
七
条
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
章
第
三
節
中
第
二
十
九
条
の
四
を
第
二
十
九

条
の
五
と
し
、
第
二
十
九
条
の
三
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
一
条
の
十
六
の
二
の
見
出

し
の
改
正
規
定
、
同
条
第
一
項
の
改
正
規
定
及
び
同
条
第
二
項
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
十
四
条
、
第
三

十
六
条
並
び
に
第
四
十
五
条
第
一
項
及
び
第
四
項
の
規
定

五
次
に
掲
げ
る
規
定
令
和
九
年
一
月
一
日

イ
第
一
条
中
所
得
税
法
第
三
十
五
条
に
一
項
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
八
十
一
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、

同
法
第
百
二
十
条
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
百
三
条
の
三
の
改
正
規
定
及
び
同
法
別
表
第
二
か
ら
別
表
第
五
ま

で
の
改
正
規
定
（
別
表
第
五
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
五
条
、
第
八
条
、
第
十
条
、
第
十
一
条
第

一
項
及
び
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定

口
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
九
条
の
八
の
改
正
規
定
、
同
法
第
九
条
の
九
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第

二
十
五
条
の
二
の
改
正
規
定
、
同
法
第
三
十
七
条
の
十
四
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
一
条
の
三
の
十
一
第
四

項
第
六
号
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
一
条
の
十
五
の
三
第
二
項
第
一
号
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
一
条
の

十
六
の
二
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
条
第
四
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
一
条
の
十
七
の
改
正
規
定
（
同
条

第
一
項
中
「
第
四
条
第
五
項
第
三
号
」
を
「
第
四
条
第
九
項
第
三
号
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
四

十
一
条
の
十
九
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
条
第
二
項
第
七
号
の
改
正
規
定
、
同
条
第
四
項
の
改
正
規
定
、
同
法

第
四
十
二
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
三
項
の
改
正
規
定
（
「
又
は
」
を
「
、
第
三
十
八
条
の
二
第
四
項
又
は
」

に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
第
四
項
の
改
正
規
定
（
「
第
三
十
七
条
の
十
四
の
二
第
二
十
七
項
」
の
下
に

「
、
第
三
十
八
条
の
二
第
四
項
」
を
加
え
る
部
分
及
び
「
第
三
十
六
項
ま
で
」
の
下
に
「
、
第
三
十
八
条
の
二

第
五
項
か
ら
第
九
項
ま
で
」
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
四
十
二
条
の
三
第
六
項
第
二
号
の
改
正
規
定

（
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
三
十
五
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
四
十
一
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、

同
項
第
三
号
の
改
正
規
定
、
同
項
第
四
号
の
改
正
規
定
、
同
項
第
五
号
及
び
第
六
号
の
改
正
規
定
（
「
第
三
十
七

条
の
十
四
第
三
十
七
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
四
十
六
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
並
び
に
同
法
第

七
十
条
の
六
の
八
第
二
項
第
一
号
及
び
第
七
十
条
の
六
の
十
第
二
項
第
一
号
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
十

三
条
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
四
条
、
第
四
十
五
条
第
二
項
、
第
四
十
六
条
、
第
四
十
七
条
、
第
六
十
八
条
、

第
九
十
五
条
（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
三
年
法
律
第
十
一
号
）
附
則
第
三
十
四
条
の
改

正
規
定
に
限
る
。
）
及
び
第
九
十
八
条
の
規
定

ハ
第
十
条
中
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第

五
条
の
二
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定

二
第
十
二
条
の
規
定
（
同
条
中
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
た
め
の
施
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
財
源

の
確
保
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
六
条
第
七
号
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
附
則
第
八
十
八
条
の
規
定

ホ
第
十
三
条
の
規
定
（
同
条
中
我
が
国
の
防
衛
力
の
抜
本
的
な
強
化
等
の
た
め
に
必
要
な
財
源
の
確
保
に
関
す

る
特
別
措
置
法
第
四
十
三
条
第
二
十
五
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
八
十
九
条
第
一
項
及
び
第
九

十

二

条

の

規

定

｀

六

次

に

掲

げ

る

規

定

令

和

九

年

四

月

一

日

'

イ
第
六
条
の
規
定
（
同
条
中
国
税
徴
収
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）

口
第
十
条
中
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第

十
一
条
第
四
項
の
表
国
税
徴
収
法
の
項
の
改
正
規
定
（
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
」

に
、
「
、
領
置
」
を
「
（
同
法
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
法
第
百
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号
イ
（
電

磁
的
記
録
提
供
命
令
）
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も
の
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）
、
電
磁
的
記
録
提
供

命
令
（
同
号
口
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も
の
に
限
る
。
）
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第

十
三
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
条
第
二
項
の
改
正
規
定
及
び
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定

ハ
第
十
一
条
中
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
三
十
九
条

第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除

く
。
）
、
同
法
第
四
十
九
条
第
一
項
第
一
号
の
改
正
規
定
、
同
項
第
二
号
の
改
正
規
定
及
び
同
項
第
三
号
の
改
正

規
定
並
び
に
附
則
第
八
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定

二
附
則
第
二
十
条
第
二
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定

七
次
に
掲
げ
る
規
定
令
和
九
年
十
月
一
日

イ
第
四
条
中
国
際
観
光
旅
客
税
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
改
正
規
定

口
第
五
条
の
規
定
（
同
条
中
国
税
通
則
法
第
三
十
四
条
の
六
第
三
項
の
改
正
規
定
及
び
同
法
第
七
十
四
条
の
二

の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
二
十
三
条
及
び
第
百
二
条
の
規
定

ハ
第
六
条
中
国
税
徴
収
法
第
百
五
十
九
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提

供
命
令
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）

二
第
八
条
の
規
定

ホ
第
九
条
の
規
定
（
同
条
中
輸
入
品
に
対
す
る
内
国
消
費
税
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
第
七
条
に
一
項
を
加
え

る
改
正
規
定
を
除
く
。
）

へ
第
十
条
中
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第

九
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
三
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
三
の
二
の
改
正
規
定
、
同
法
第

十
条
の
一
＿
一
の
三
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
四
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
条
の
五
第
九
項
の
改
正
規
定
、
同

法
第
十
一
条
第
四
項
の
表
国
税
徴
収
法
の
項
の
改
正
規
定
（
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提
供
命

令
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
同
法
第
十
三
条
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
に
係
る
部
分
、
同
条
第
二
項

に
係
る
部
分
及
び
同
条
第
三
項
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
七
十
一
条
の
規
定

卜
附
則
第
二
十
一
条
の
規
定

八
次
に
掲
げ
る
規
定
令
和
十
年
一
月
一
日

イ
第
七
条
中
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
第
十
三
号
及
び
第
十
四
号
の
改
正
規
定
（
「
第
五
項
」
一

を
「
第
六
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
項
第
十
五
号
の
改
正
規
定
（
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改

る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
（
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
八
項
」
を
「
第
九
項
」
に
一

改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
条
第
十
項
の
改
正
規
定
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
九
項
を
同
条
第

十
項
と
し
、
同
条
第
八
項
を
同
条
第
九
項
と
す
る
改
正
規
定
、
同
条
第
七
項
の
改
正
規
定
、
同
項
を
同
条
第
八
―

項
と
し
、
同
条
第
六
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
四
項
の
次
に
一
直

を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
二
条
の
三
第
三
項
及
び
第
五
項
の
改
正
規
定
（
「
第
三
十
一
条
の
二
第
八
項
」

を
「
第
三
十
一
条
の
二
第
九
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
四
十
二
条
の
四
第
十
九
項
第
二
号
ハ
の

改
正
規
定
、
同
法
第
六
十
二
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
九
項
」
を
「
第
十
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
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ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
の
新
築
又
は
対
象
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と

な
い
も
の
の
取
得
を
し
て
、
当
該
対
象
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
を
同
日
以
後
に
同
項
の
定
め
る
と
こ

に
よ
り
そ
の
者
の
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
に
は
、
当
該
個
人
の
第
六
項
に
規
定
す
る
十
年
間
の
各
年
分
の
所
碑

税
に
つ
い
て
は
同
項
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
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個
人
が
、
災
害
危
険
区
域
等
（
建
築
基
準
法
第
三
十
九
条
第
一
項
の
災
害
危
険
区
域
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
-

「
災
害
危
険
区
域
」
と
い
う
。
）
、
地
す
べ
り
等
防
止
法
第
三
条
第
一
項
の
地
す
べ
り
防
止
区
域
（
以
下
こ
の
項
E

お
い
て
「
地
す
べ
り
防
止
区
域
」
と
い
う
。
）
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
第
三
条
竿

一
項
の
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
」
と
い
う
。
）
、
土
砂
炉

害
警
戒
区
域
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
九
条
第
一
項
の
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区

域
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
」
と
い
う
。
）
又
は
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
第

五
十
六
条
第
一
項
の
浸
水
被
害
防
止
区
域
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
浸
水
被
害
防
止
区
域
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
内
に
お
い
て
、
第
一
項
の
居
住
用
家
屋
若
し
く
は
第
六
項
の
認
定
住
宅
等
の
新
築

（
特
定
建
替
え
を
除
く
。
）
を
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
家
屋
で
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
の
取
得
を
し
た

場
合
に
お
け
る
こ
れ
ら
の
家
屋
（
こ
れ
ら
の
家
屋
の
一
部
が
災
害
危
険
区
域
等
内
に
あ
る
場
合
に
お
け
る
こ
れ
ら

の
家
屋
を
含
み
、
災
害
危
険
区
域
（
地
す
べ
り
防
止
区
域
、
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
、
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区

域
又
は
浸
水
被
害
防
止
区
域
と
重
複
し
て
い
な
い
区
域
に
限
る
。
）
内
に
あ
る
こ
れ
ら
の
家
屋
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ

ら
の
家
屋
の
建
築
に
係
る
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
八
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
係
る
同
条
第
三
項

の
規
定
に
よ
る
勧
告
．
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
勧
告
」
と
い
う
。
）
を
受
け
た
者
が
、
同
条
第
五
項
の
規
定
に
よ

り
当
該
勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た
旨
を
公
表
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
勧
告
に
従
わ
な
い
で
建
築
を
し
た
こ
れ
ら

の
家
屋
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
居
住
用
家
屋
等
」
と
い
う
。
）
を
令
和
十
年
一
月
一
日
以
後
に
第
一
項

の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
そ
の
者
の
居
住
の
用
に
供
し
た
と
き
は
、
当
該
個
人
の
同
項
に
規
定
す
る
十
年
間
の
各

年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
同
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
居
住
用
家
屋
等
に
係
る
建
築
確

認
を
受
け
た
時
に
お
い
て
、
当
該
居
住
用
家
屋
等
の
建
築
を
す
る
土
地
の
全
部
が
災
害
危
険
区
域
等
外
に
あ
っ
た

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

27

前
項
に
規
定
す
る
特
定
建
替
え
と
は
、
個
人
、
当
該
個
人
の
配
偶
者
又
は
当
該
個
人
の
二
親
等
以
内
の
親
族
が

居
住
の
用
に
供
し
、
又
は
供
し
て
い
た
家
屋
で
そ
の
居
住
の
用
に
供
し
、
又
は
供
し
て
い
た
期
間
と
し
て
政
令
で

定
め
る
期
間
が
五
年
以
上
で
あ
る
も
の
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の
の
建
替
え
を
い
う
。

第
四
十
一
条
第
二
十
八
項
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
十
四
項
第
一
号
中
「
第
二
十
二
項
」

を
「
第
十
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
十
五
項
中
「
第
十
五
項
」
を
「
第
十
一
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
の
二
第
一
項
中
「
適
用
年
（
特
例
適
用
年
、
」
を
「
適
用
年
（
」
に
、
「
、
第
十
項
、
第
十
五
項
及
び
第

十
八
項
」
を
「
、
第
十
一
項
及
び
第
十
四
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
を
削
り
、
同
項
第
二
号
中
「
前
条
第
十
項
」

を
「
前
条
第
六
項
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第
三
号
中
「
前
条
第
十
五
項
」
を
「
前
条
第
十
一

項
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
四
号
中
「
前
条
第
十
八
項
」
を
「
前
条
第
十
四
項
」
に
改
め
、

同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
項
第
五
号
中
「
前
各
号
」
を
「
前
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同

条
第
二
項
第
一
号
を
削
り
、
同
項
第
二
号
中
「
前
条
第
十
一
項
又
は
第
十
三
項
」
を
「
前
条
第
七
項
又
は
第
九
項
」

に
、
「
同
条
第
十
二
項
」
を
「
同
条
第
八
項
」
に
、
「
同
条
第
十
一
項
又
は
第
十
三
項
」
を
「
同
条
第
七
項
又
は
第
九
項
」

に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第
三
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同

項
第
五
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
同
条
第
十
項
」
を
「
同
条
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
を

削
り
、
同
項
第
二
号
中
「
平
成
二
十
六
年
か
ら
平
成
三
十
年
ま
で
の
各
年
」
を
「
平
成
二
十
九
年
、
平
成
三
十
年
」

に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第
三
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同

項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四
当
該
居
住
日
の
属
す
る
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
二
以

上
の
住
宅
の
取
得
等
の
う
ち
に
、
認
定
住
宅
等
借
入
金
等
の
金
額
に
係
る
も
の
と
他
の
住
宅
借
入
金
等
の
金
額

に
係
る
も
の
と
が
あ
る
と
き
認
定
住
宅
等
借
入
金
等
の
金
額
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
と
他
の
住
宅
借
入
金
等

の
金
額
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
と
に
区
分
を
し
た
住
宅
の
取
得
等

第
四
十
一
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
居
住
日
の
属
す
る
年
が
平
成
十
九
年
又
は
平
成
二
十
年
で
第
四
十
一
条
第
六

項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
十
三
年
内
と
し
、
」
を
削
り
、
「
又
は
同
条
第
十
五
項
若
し

く
は
第
十
八
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
十
一
年
内
と
す
る
。
」
を
「
、
居
住
日
の
展

す
る
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
第
四
十
一
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を

受
け
る
場
合
又
は
同
条
第
十
一
項
若
し
く
は
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
一

十
一
年
内
」
に
改
め
、
「
当
該
居
住
日
の
属
す
る
年
が
平
成
十
九
年
又
は
平
成
二
十
年
で
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り

同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
十
四
年
内
と
し
、
」
を
削
り
、
「
又
は
同
条
第
十
五
項
若
し
く
は
第
十
八
項
の
―

規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
十
二
年
内
と
す
る
。
」
を
「
、
居
住
日
の
属
す
る
年
が
令
和
八

年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
又
は
同
条
第

十
一
項
若
し
く
は
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
、
十
二
年
内
」
に
改
め
、
同

条
第
二
項
中
「
第
四
十
一
条
第
二
十
項
」
を
「
第
四
十
一
条
第
十
六
項
」
に
、
「
又
は
同
条
第
二
十
一
項
」
を
「
（
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
居
住
用
家
屋
の
新
築
等
」
と
い
う
。
）
若
し
く
は
同
条
第
十
八
項
」
に
、
「
認
定
住
宅
等
の
新
―

築
等
に
」
を
「
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
に
」
に
、
「
同
項
に
規
定
す
る
特
例
認
定
住
〗

等
の
新
築
等
」
を
「
同
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
特
例
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特

例
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
場
合
又
は
居
住
日
の
属
す
る
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二

ま
で
の
各
年
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
特
例
居
住
用
家
屋
の
新
築
等
、
同
条
第
十
七
項

の
規
定
に
よ
り
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
と
み
な
さ
れ
た
同
項
に
規
定
す
る
特
例
買
取
再
販
住
宅
の
一

取
得
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
既
存
住
宅
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
と
み
な
さ
れ
た
同
条
第

十
七
項
に
規
定
す
る
特
例
既
存
住
宅
の
取
得
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
に
該
当
す

る
も
の
と
み
な
さ
れ
た
同
条
第
十
七
項
に
規
定
す
る
特
例
増
改
築
等
若
し
く
は
特
例
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
」
一

に
改
め
、
同
条
第
四
項
及
び
第
七
項
中
「
居
住
日
の
属
す
る
年
が
平
成
十
九
年
又
は
平
成
二
十
年
で
第
四
十
一
条
第
一

六
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
は
十
三
年
内
と
し
、
」
を
削
り
、
「
又
は
同
条
第
十
五
項
若

し
く
は
第
十
八
項
」
を
「
、
居
住
日
の
属
す
る
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
第
四
十
一
条
第
六
一

項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
又
は
同
条
第
十
一
項
若
し
く
は
第
十
四
項
」
に
、
「
に
は
十
一

年
内
と
す
る
。
」
を
「
に
は
、
十
一
年
内
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
令
和
七
年
ま
で
」
を
「
令
和
十
二
年
ま
で
」

に
、
「
又
は
第
四
十
一
条
第
十
五
項
若
し
く
は
第
十
八
項
」
を
「
、
居
住
日
の
属
す
る
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二

年
ま
で
の
各
年
で
第
四
十
一
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
又
は
同
条
第
十
一
項
若

し
く
は
第
十
四
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
の
三
第
一
項
中
「
第
四
十
一
条
第
二
十
五
項
」
を
「
第
四
十
一
条
第
二
十
二
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
の
三
の
二
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
の
三
の
二
削
除

第
四
十
一
条
の
三
の
十
一
第
四
項
第
六
号
中
「
掲
げ
る
金
額
」
の
下
に
「
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場

合

に

は

、

そ

の

適

用

が

な

い

も

の

と

し

て

計

算

し

た

金

額

）

」

を

加

え

る

。

．

第
四
十
一
条
の
五
第
七
項
第
一
号
及
び
第
四
十
一
条
の
五
の
二
第
七
項
第
一
号
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」

を
「
令
和
九
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
の
八
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

五
低
所
得
で
あ
る
ひ
と
り
親
へ
の
就
業
の
支
援
等
の
観
点
か
ら
給
付
さ
れ
る
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉

法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
二
十
九
号
）
第
三
十
一
条
第
二
号
（
同
法
第
三
十
一
条
の
十
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
給
付
金
の
支
給
を
受
け
て
い
た
者
の
う
ち
財
務
省
令
で
定
め
る
者
に
対
し
て
給
付

さ
れ
る
財
務
省
令
で
定
め
る
給
付
金

第
四
十
一
条
の
十
四
第
一
項
第
二
号
中
「
同
条
第
二
十
四
項
第
三
号
の
二
に
掲
げ
る
暗
号
等
資
産
又
は
」
を
「
第

三
十
八
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
以
外
の
同
法
第
二
条
第
二
十
四
項
第
三
号
の
二
に
掲
げ
る
暗
号

等
資
産
又
は
当
該
暗
号
等
資
産
に
係
る
」
に
改
め
る
。
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第
四
十
一
条
第
十
一
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
十
二
項
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
「
、
居
件

年
が
平
成
二
十
一
年
か
ら
平
成
二
十
三
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
は
一
・
ニ
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
」
を
削
り
、
「
平

成
二
十
四
年
」
を
「
平
成
二
十
九
年
」
に
、
「
令
和
七
年
」
を
「
令
和
十
二
年
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、

同
条
第
十
三
項
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
」
を
「
若
し
く
は
買
取
再

販
認
定
住
宅
等
の
取
得
」
に
、
「
第
二
十
一
項
」
を
「
第
十
八
項
」
に
改
め
、
「
供
し
た
場
合
」
の
下
に
「
又
は
認
定
住

宅
等
の
新
築
取
得
等
を
し
た
認
定
住
宅
等
（
第
十
八
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
住
宅
等
と
み
な
さ
れ
る
同
項
に
規
定
す

る
特
例
認
定
住
宅
等
を
除
く
。
）
を
令
和
八
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
十
二
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
第
一
項
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
特
例
対
象
個
人
の
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
」
を
加
え
、
「
第
十
一
項
」
を
「
第
七
項
」

に
改
め
、
同
項
各
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
居
住
年
が
令
和
六
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
で

あ
り
、
か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取

得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
五
千
万
円

二
居
住
年
が
令
和
六
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
次
に
掲
げ
る
当
該
居
住
年
の
区
分
に
応

じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
限
る
。
）
四
千
五
百
万
円

イ
令
和
六
年
又
は
令
和
七
年
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、

か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に

該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

口
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
次
に
掲
げ
る
場
合

田
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る

住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る

場
合

③
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
又
は
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ

の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

三
居
住
年
が
令
和
六
年
又
は
令
和
七
年
で
あ
る
場
合
（
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上

住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅

等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
四
千
万
円

四
居
住
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
三
千
万
円

第
四
十
一
条
第
十
三
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
十
四
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
十
五
項
中
「
（
当
該

増
改
築
等
に
係
る
第
四
十
一
条
の
三
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
、
同
条
第
五
項
に

規
定
す
る
断
熱
改
修
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
又
は
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
多
世
帯
同
居
改
修
住
宅
借
入
金
等
の
金

額
に
つ
き
、
同
条
第
一
項
、
第
五
項
又
は
第
八
項
の
規
定
に
よ
り
こ
の
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
を
除
く
。
）
」

を
削
り
、
「
第
十
八
項
」
を
「
第
十
四
項
」
に
、
「
第
二
十
四
項
」
を
「
第
二
十
一
項
」
に
、
「
第
二
十
五
項
」
を
「
第
ニ
―

十
二
項
」
に
、
「
第
二
十
六
項
」
を
「
第
二
十
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
十
六
項
を
同
i

条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
十
七
項
中
「
第
十
五
項
」
を
「
第
十
一
項
」
に
、
「
第
十
九
項
」
を
「
第
十
五
項
」
に
改
―

め
、
同
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、
同
条
第
十
八
項
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
十
五
項
」
を
「
第
十
一
―

項
」
に
、
「
第
二
十
四
項
」
を
「
第
二
十
一
項
」
に
、
「
第
二
十
五
項
」
を
「
第
二
十
二
項
」
に
、
「
第
二
十
六
項
」
を
「
第

二
十
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
四
項
と
し
、
同
条
第
十
九
項
を
同
条
第
十
五
項
と
し
、
同
条
第
二
十
項
中
一

「
。
次
項
」
の
下
に
「
か
ら
第
十
九
項
ま
で
」
を
加
え
、
「
（
次
項
」
を
「
（
第
二
十
五
項
及
び
第
二
十
六
項
」
に
改
め
、
一

同
項
た
だ
し
書
中
「
所
得
税
法
第
二
条
第
一
項
第
三
十
号
の
j

を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
十
六
項
と
し
、
同
項
の
次
一

に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

17

個
人
が
、
国
内
に
お
い
て
、
特
例
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
（
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
小
規
模
居
住
用
一

家
屋
で
耐
震
基
準
に
適
合
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
特
例
既
i

存
住
宅
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
特
定
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
当
該
特
定
増
改
築
等
を
し
た

宅
地
建
物
取
引
業
者
か
ら
の
取
得
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
特
例
既
存
住
宅
の
取
得
（
特
例
買

取
再
販
住
宅
の
取
得
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
第
一
項
に
規
定
す
る
そ
の
者
の
居
住
の
用
に

供
す
る
家
屋
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
特
例
増
改
築
等
を
し
た
場
合
に
は
、
当
該
特
例
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
は

同
項
に
規
定
す
る
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
と
、
当
該
特
例
既
存
住
宅
の
取
得
は
同
項
に
規
定
す

る
既
存
住
宅
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
と
、
当
該
特
例
増
改
築
等
は
同
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
に
該
当
す
る
も

の
と
、
当
該
特
例
既
存
住
宅
は
同
項
に
規
定
す
る
既
存
住
宅
と
、
当
該
特
例
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
（
当
該
特
例

増
改
築
等
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
は
同
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
と
そ
れ
ぞ
れ
み
な
し
て
、
同
項
、

第
三
十
一
項
及
び
第
三
十
四
項
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第
一
項
に
規
定
す
る
適
用
年
の

う
ち
、
そ
の
者
の
そ
の
年
分
の
所
得
税
に
係
る
そ
の
年
の
合
計
所
得
金
額
が
千
万
円
を
超
え
る
年
に
つ
い
て
は
、

こ

の

限

り

で

な

い

。

'

第
四
十
一
条
第
二
十
一
項
中
「
の
う
ち
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
以
前
に
建
築
確
認
を
受
け
て
い
る
も
の
」
を

削
り
、
「
新
築
又
は
」
を
「
新
築
若
し
く
は
」
に
、
「
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
」
と
い

う
。
）
」
を
「
、
特
例
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
（
特
例
認
定
住
宅
等
で
あ
る
特
例
既
存
住
宅
の
う
ち
特
定
増
改

築
等
を
し
た
家
屋
で
政
令
で
定
め
る
も
の
の
当
該
特
定
増
改
築
等
を
し
た
宅
地
建
物
取
引
業
者
か
ら
の
取
得
を
い

う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
特
例
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
（
特
例
認
定
住
宅
等
で
あ
る
特
例
既
存
住

宅
の
取
得
で
特
例
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）
（
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
特
例
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
特
例
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
は
第
十
項
」
を
「
特
例
認

定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
は
第
六
項
」
に
、
「
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
に
」
を
「
認
定
住
宅
等
の
新
築
取
得
等
に
」
に
、

「
第
十
一
項
第
一
号
」
を
「
第
七
項
第
一
号
口
」
に
、
「
第
十
項
第
三
号
」
を
「
第
六
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
項
た

だ
し
書
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
「
所
得
税
法
第
二
条
第
一
項
第
三
十
号
の
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条

第
十
八
項
と
し
、
同
条
第
二
十
二
項
中
「
第
一
項
に
」
を
「
第
一
項
、
第
六
項
、
第
十
七
項
及
び
前
項
に
」
に
、
「
は
、

同
項
に
規
定
す
る
」
を
「
は
、
」
に
、
「
同
項
の
」
を
「
第
一
項
の
」
に
、
「
含
む
。
）
で
当
該
工
事
」
を
「
含
む
。
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
「
増
改
築
等
工
事
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
増
改
築
等
工
事
」
に
、
「
工
事
の
」
を
「
増
改
築
等

工
事
の
」
に
、
「
は
、
当
該
工
事
」
を
「
は
、
当
該
増
改
築
等
工
事
」
に
改
め
、
「
も
の
で
あ
る
こ
と
」
の
下
に
「
、
当

該
増
改
築
等
工
事
を
し
た
家
屋
が
居
住
用
家
屋
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
」
を
、
「
除
く
。
）
を
」
の
下
に
「
い
い
、

第
十
七
項
に
規
定
す
る
特
例
増
改
築
等
と
は
、
当
該
個
人
が
所
有
し
て
い
る
家
屋
に
つ
き
行
う
増
改
築
等
工
事
で
あ

つ
て
、
当
該
増
改
築
等
工
事
に
要
し
た
費
用
の
額
（
当
該
増
改
築
等
工
事
の
費
用
に
関
し
補
助
金
等
の
交
付
を
受
け

る
場
合
に
は
、
当
該
増
改
築
等
工
事
に
要
し
た
費
用
の
額
か
ら
当
該
補
助
金
等
の
額
を
控
除
し
た
金
額
）
が
百
万
円

を
超
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と
、
当
該
増
改
築
等
工
事
を
し
た
家
屋
が
小
規
模
居
住
用
家
屋
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る

こ
と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
（
同
条
第
一
項
か
ら
第
八
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も

の
を
除
く
。
）
を
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
十
九
項
と
し
、
同
条
第
二
十
三
項
を
同
条
第
二
十
項
と
し
、
同
条
第
二

十
四
項
中
「
第
十
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
一
項
と
し
、
同
条
第
二
十
五
項
中
「
第
十
項
」

を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
二
項
と
し
、
同
条
第
二
十
六
項
中
「
第
十
項
]
を
「
第
六
項
」
に
改

め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
三
項
と
し
、
同
条
第
二
十
七
項
を
同
条
第
二
十
四
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
三
項
を
加

え
る
。
25

個
人
が
、
国
内
に
お
い
て
、
対
象
外
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
の

う
ち
、
令
和
九
年
十
二
月
三
十
一
日
以
前
に
建
築
確
認
を
受
け
た
も
の
又
は
令
和
十
年
六
月
三
十
日
以
前
に
建
築

さ
れ
た
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
対
象
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
」
と
い
う
。
）
以
外
の
も
の
を
い

う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
新
築
又
は
対
象
外
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
建
築
後
使
用
さ
れ

た
こ
と
の
な
い
も
の
の
取
得
を
し
て
、
当
該
対
象
外
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
を
令
和
十
年
一
月
一
日
以

後
に
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
そ
の
者
の
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
に
は
、
当
該
個
人
の
同
項
に
規
定
す

る
十
年
間
の
各
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
同
項
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
個
人
が
、
国
内
に
お
い
て
、
対
象
エ
ネ
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国
税
庁
の
当
該
職
員
又
は
居
住
者
の
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
若
し
く
は
所
轄
国
税
局
の
当
該
職
員
は
、
居
住
者

に
係
る
外
国
関
係
法
人
の
各
事
業
年
度
が
特
例
清
算
事
業
年
度
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
判
定
す
る
た
め
に
必
要

が
あ
る
と
き
は
、
当
該
居
住
者
に
対
し
、
期
間
を
定
め
て
、
当
該
各
事
業
年
度
が
特
例
清
算
事
業
年
度
に
該
当
す

る
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
そ
の
他
の
資
料
の
提
示
又
は
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
当
該
書
類
そ
の
他
の
資
料
の
提
示
又
は
提
出
が
な
い
と
き
は
、
第
二
項
（
第
十
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
各
事
業
年
度
は
特
例
清
算
事
業
年
度
に
該
当
し
な
い
も
の
と
推
定
す
る
。

第
四
十
条
の
八
第
一
項
各
号
並
び
に
第
二
項
第
一
号
並
び
に
第
二
号
イ
及
び
口
中
「
第
六
項
又
は
第
八
項
」
を
「
第

八
項
又
は
第
十
項
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
第
一
項
中
「
以
下
こ
の
項
、
第
十
項
、
第
二
十
項
、
第
二
十
一
項
、
第
二
十
七
項
及
第
三
十
五
項
」

を
「
第
十
九
項
を
除
き
、
以
下
こ
の
条
」
に
、
「
次
条
第
三
項
第
四
号
」
を
「
次
条
第
三
項
第
三
号
」
に
、
「
。
第
三
十

五
項
」
を
「
。
第
十
七
項
及
び
第
三
十
五
項
」
に
改
め
、
「
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建

物
取
引
業
者
が
」
を
削
り
、
「
当
該
宅
地
建
物
取
引
業
者
」
を
「
当
該
特
定
増
改
築
等
を
し
た
宅
地
建
物
取
引
業
法
第

二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建
物
取
引
業
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
宅
地
建
物
取
引
業
者
」
と
い
う
。
）
」
に
、

「
こ
の
項
、
第
三
項
、
第
五
項
、
第
六
項
、
第
九
項
か
ら
第
十
一
項
ま
で
、
第
十
五
項
か
ら
第
十
七
項
ま
で
及
び
第

三
十
一
項
、
次
条
並
び
に
第
四
十
一
条
の
二
の
二
」
を
「
同
条
ま
で
」
に
改
め
、
「
、
第
六
項
及
び
第
九
項
」
を
削
り
、
．

「
平
成
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
」
を
「
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
十
二

年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
」
に
、
「
次
項
か
ら
第
十
項
ま
で
、
第
十
五
項
、
第
十
八
項
、
第
二
十
三
項
及
び
第
三
十
四

項
並
び
に
」
を
「
以
下
こ
の
条
及
び
」
に
、
「
各
年
」
を
「
適
用
年
」
に
、
「
第
十
項
、
第
十
五
項
及
び
第
十
八
項
」
を

「
第
十
一
項
及
び
第
十
四
項
」
に
、
「
年
に
限
る
。
第
四
項
第
一
号
に
お
い
て
「
適
用
年
」
と
」
を
「
各
年
を
」
に
改
―

め
、
「
合
計
所
得
金
額
」
の
下
に
「
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
合
計
所
得
金
額
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
二
号

中
「
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
第
一
号
を
削
り
、
同
項
第
二
号
中

「
平
成
二
十
三
年
又
は
平
成
二
十
六
年
」
を
「
平
成
二
十
九
年
」
に
改
め
、
「
居
住
年
が
平
成
二
十
六
年
か
ら
令
和
三

年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
は
、
」
を
削
り
、
「
と
き
」
を
「
場
合
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第

三
号
中
「
平
成
二
十
四
年
、
」
及
び
「
居
住
年
が
令
和
四
年
又
は
令
和
五
年
で
あ
る
場
合
に
は
、
」
を
削
り
、
「
と
き
」
を

「
場
合
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
削
り
、
同
項
第
五
号
中
「
平
成
二
十
年
又
は
平
成

二
十
五
年
か
ら
令
和
七
年
ま
で
」
を
「
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
」
に
、
「
平
成
二
十
六
年
」
を
「
平
成

二
十
九
年
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
条
第
四
項
第
一
号
を
削
り
、
同
項
第
二
号
中
「
平
成
二
十
一
．

年
」
を
「
平
成
二
十
九
年
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
一
号
と
し
、
同
項
第
三
号
中
「
令
和
七
年
」
を
「
令
和
十
二
i

年
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
条
第
五
項
中
「
第
十
六
項
及
び
第
四
十
一
条
の
三
の
二
第
十
八
項
」
i

を
「
第
十
二
項
」
に
改
め
、
「
（
第
四
十
一
条
の
三
の
二
第
十
八
項
に
お
い
て
「
新
消
費
税
法
」
と
い
う
。
）
」
を
削
り
、
i

同
条
第
六
項
か
ら
第
九
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
十
項
中
「
第
十
三
項
、
第
二
十
四
項
か
ら
第
二
十
六
項
ま
で
」
を

「
第
九
項
、
第
二
十
一
項
か
ら
第
二
十
三
項
ま
で
、
第
二
十
六
項
」
に
、
「
第
十
三
項
、
第
十
八
項
及
び
第
十
九
項
」
一

を
「
第
九
項
、
第
十
四
項
及
び
第
十
五
項
」
に
改
め
、
「
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建
物

取
引
業
者
が
第
一
項
の
」
を
削
り
、
「
の
当
該
」
の
下
に
「
特
定
増
改
築
等
を
し
た
」
を
加
え
、
「
第
十
三
項
並
び
に
」
―

を
「
第
九
項
並
び
に
」
に
改
め
、
「
）
又
は
」
の
下
に
「
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
（
」
を
加
え
、
「
（
以
下
こ
の
項
及

び
」
を
「
を
い
う
。
次
項
及
び
第
九
項
第
二
号
口
図
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
以
下
こ
の
項
、
第
九
項
及
び
」
に
、
「
平
成
i

二
十
一
年
六
月
四
日
（
第
二
号
に
掲
げ
る
家
屋
に
あ
っ
て
は
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
｛

と
し
、
」
を
「
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日

0

に
、
「
と
す
る
。
）
か
ら
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
）
か
ら
令
租

十
二
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
、
「
、
第
十
二
項
及
び
第
十
四
項
」
を
「
か
ら
第
十
項
ま
で
」
に
、
「
認
定
住
宅
等
の
新
一

築
等
又
は
」
を
「
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
若
し
く
は
」
に
改
め
、
「
あ
る
場
合
」
の
下
に
「
又
は
同
日
の
属
す
る
年
が
i

令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
」
を
加
え
、
「
第
二
十
四
項
中
」
を
「
第
二
十
一
項
中
」
に
、
「
第

十
項
に
」
を
「
第
六
項
に
」
に
、
「
第
二
十
五
項
」
を
「
第
二
十
二
項
」
に
、
「
の
第
十
項
」
を
「
の
第
六
項
」
に
、
「
第
一

二
十
六
項
中
」
を
「
第
二
十
三
項
中
」
に
、
「
第
二
十
八
項
中
」
を
「
第
二
十
五
項
中
「
の
同
項
」
と
あ
る
の
は
＿
の
i

第
六
項
」
と
、
「
同
項
の
規
定
は
適
用
せ
ず
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
の
規
定
は
適
用
せ
ず
」
と
、
第
二
十
六
項
中
石
の
一

同
項
」
と
あ
る
の
は
「
の
第
六
項
」
と
、
「
同
項
の
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
の
」
と
、
第
二
十
八
項
中
」
に
、
「
（
第

十
項
」
を
「
（
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
第
十
三
項
第
二
号
」
を
「
第
九
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
項
第

四
号
中
「
及
び
第
十
三
項
第
三
号
」
を
「
、
第
九
項
第
三
号
及
び
第
四
号
並
び
に
第
二
十
五
項
」
に
改
め
、
同
項
を

同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
十
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
居
住
年
が
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
五
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
次
に
掲
げ
る
当
該
居
住
年
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
限
る
。
）
五
千
万
円

イ
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
三
年
ま
で
の
各
年
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
特
定
取
得
（
第
五
項

に
規
定
す
る
特
定
取
得
を
い
う
。
第
五
号
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

口
令
和
四
年
又
は
令
和
五
年
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
（
前
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る

家
屋
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
並
び
に
第
九
項
第
一
号
及
び
第
二
号
口
図
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
り
、
か
つ
、

そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す

る
も
の
で
あ
る
場
合

二
居
住
年
が
令
和
四
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
次
に
掲
げ
る
当
該
居
住
年
の
区
分
に
応

じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
限
る
。
）
四
千
五
百
万
円

イ
令
和
四
年
又
は
令
和
五
年
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、

か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に

該

当

す

る

も

の

で

あ

る

場

合

．

口
令
和
六
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の

居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も

の
で
あ
る
場
合

第
四
十
一
条
第
十
一
項
第
三
号
中
「
平
成
二
十
四
年
、
」
及
び
「
居
住
年
が
令
和
四
年
又
は
令
和
五
年
で
あ
る
場
合

に
は
、
」
を
削
り
、
「
と
き
」
を
「
場
合
」
に
改
め
f

同
項
第
四
号
及
び
第
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

四
居
住
年
が
令
和
六
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
次
に
掲
げ
る
当
該
居
住
年
の
区
分
に
応

じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
限
る
。
）
三
千
五
百
万
円

イ
令
和
六
年
又
は
令
和
七
年
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、

か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に

該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

口
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
次
に
掲
げ
る
場
合

田
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
居
住
に
係
る

住
宅
の
取
得
等
が
認
定
住
宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る

場
合

②
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
又
は
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ

の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

五
居
住
年
が
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
七
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
次
に
掲
げ
る
当
該
居
住
年
の
区
分
に

応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
限
る
。
）
三
千
万
円

イ
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
三
年
ま
で
の
各
年
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
特
定
取
得
に
該
当
す

る

も

の

以

外

の

も

の

で

あ

る

場

合

・

口
令
和
四
年
又
は
令
和
五
年
そ
の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る

も
の
で
あ
る
場
合

ハ
令
和
六
年
又
は
令
和
七
年
次
に
掲
げ
る
場
合

①
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
る
場
合

②
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
認
定
住
宅
又
は
特
定
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
り
、
か
つ
、
そ

の
居
住
に
係
る
住
宅
の
取
得
等
が
既
存
認
定
住
宅
等
の
取
得
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

第
四
十
一
条
第
十
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

六
居
住
年
が
令
和
八
年
か
ら
令
和
十
二
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
（
そ
の
居
住
に
係
る
家
屋
が
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
性
能
向
上
住
宅
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
二
千
万
円



-63-

--0123456789

令和 8年3月31日 火曜日 官 報 （号外特第 17号） 58 

9

前
項
の
規
定
に
よ
り
徴
収
し
て
納
付
す
べ
き
所
得
税
は
、
所
得
税
法
第
二
条
第
一
項
第
四
十
五
号
に
規
定
す
る

源
泉
徴
収
に
係
る
所
得
税
と
み
な
し
て
、
同
法
、
国
税
通
則
法
及
び
国
税
徴
収
法
の
規
定
を
適
用
す
る
。

10

そ
の
年
分
の
所
得
税
に
係
る
非
課
税
口
座
を
有
し
て
い
た
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
で
、

当
該
非
課
税
口
座
に
係
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡
に
つ
き
第
六
項
（
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
係

る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
基
づ
い
て
計
算
さ
れ
た
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得

の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
を
有
す
る
も
の
は
、
そ
の
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
第
三

十
七
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
若
し
く
は
第
三
十
七
条
の
十
二
の

二
第
二
項
若
し
く
は
第
六
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
又
は
所
得
税
法
第
百
二
十
一
条

第
一
項
（
同
法
第
百
六
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
給
与
所
得
及
び
退
職
所
得
以
外

の
所
得
金
額
若
し
く
は
同
法
第
百
二
十
一
条
第
三
項
（
同
法
第
百
六
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
に
係
る
雑
所
得
以
外
の
所
得
金
額
の
計
算
上
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡

に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
又
は
雑
所
得
の
金
額
を
除
外
し
た
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
法
第
百
二

十
条
か
ら
第
百
二
十
七
条
ま
で
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
法
第
百
六
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の

規
定
及
び
第
三
十
七
条
の
十
二
の
二
第
九
項
（
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
十
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
百
二
十
三
条
第
一
項
（
同
法
第
百
六
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

11

前
項
に
規
定
す
る
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
の
そ
の
年
分
の
所
得
税
に
つ
い
て
国
税
通
則

法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
決
定
（
当
該
決
定
に
係
る
同
法
第
二
十
四
条
又
は
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
更

正
を
含
む
。
）
を
す
る
場
合
に
お
け
る
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
非
課
税
口

座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
又
は
雑
所
得
の
金
額
は
、
こ
れ
ら
の
条

に
規
定
す
る
課
税
標
準
等
に
は
含
ま
れ
な
い
も
の
と
す
る
。

第
二
章
第
四
節
第
九
款
の
次
に
次
の
一
款
を
加
え
る
。

第
九
款
の
二
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
所
得
の
課
税
の
特
例
等

（
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
課
税
の
特
例
）

第
三
十
八
条
の
二
居
住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
が
、
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
四
十
九
項
に
―

規
定
す
る
暗
号
資
産
（
そ
の
名
称
が
同
法
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
第
十
一
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
と
し
て
同
法
第

二
十
九
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
業
者
登
録
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
る
も
の
（
そ
の
取
引
の
状
況
―

そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
除
く
。
）
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
に
限
る
。
i

以
下
こ
の
項
、
第
四
項
及
び
第
五
項
並
び
に
次
条
第
二
項
に
お
い
て
「
特
定
暗
号
資
産
」
と
い
う
。
）
の
譲
渡
（
同

法
第
二
条
第
九
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
業
者
（
同
法
第
二
十
八
条
第
五
項
に
規
定
す
る
暗
号
資
産
取
引
業

を
行
う
者
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
暗
号
資
産
取
引
業
者
」
と
い
う
。
）
へ
の
売
委
託
に
よ
―

り
行
う
も
の
又
は
暗
号
資
産
取
引
業
者
に
対
す
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
同
一

じ
。
）
を
し
た
場
合
に
は
、
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
及
び
雑
所
得
に
つ
い
て
は
、

所
得
税
法
第
二
十
二
条
及
び
第
八
十
九
条
並
び
に
第
百
六
十
五
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
他
の
所
得
と
区
分
し
、

そ
の
年
中
の
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
係
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と

し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所

得
等
の
金
額
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
課
税
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
特
定
暗
号
資
産
に
係
る

譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
次
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
ら
れ
た
同
法
第
七
十
二
条
か
ら
第
八
十
七
条
ま
で

の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
を
い
う
。
）
の
百
分
の
十
五
に
相
当
す
る
金
額
に
相
当

す
る
所
得
税
を
課
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た

損
失
の
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
同
法
そ
の
他
所
得
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
損
失
の

金
額
は
生
じ
な
か
っ
た
も
の
と
み
な
す
。
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十
号
ま
で
」
を
「
第
九
号
ま
で
、
第
十
号
」
に
改
め
、
同
項
第
十
六
号
中
「
第
六
号
」
を
「
第
七
号
」
に
、
「
第
十
号

ま
で
」
を
「
第
九
号
ま
で
、
第
十
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
年

十
二
月
三
十
一
日
」
に
、
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
八
項
」
を
「
第
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
中
「
第

八
項
の
規
定
に
よ
る
修
正
申
告
書
及
び
」
を
「
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
修
正
申
告
書
及
び
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
一

中
「
第
八
項
」
を
「
第
九
項
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
で
第
八
項
」
を
「
で
第
九
項
」
に
、
「
第
三
十
一
条
の
二
i

第
八
項
」
を
「
第
三
十
一
条
の
二
第
九
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
九
項
を
同
条
第
十
項

と
し
、
同
条
第
八
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
十
項
」
を
「
第
十
i

一
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
六
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
六
項
と
一

し
、
同
条
第
四
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

5

第
一
項
（
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て
、
個
人
が
、
第
二
項
第
十
三
号
か
ら
一

第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
土
地
等
の
譲
渡
に
該
当
す
る
も
の
を
し
た
と
き
に
お
け
る
そ
の
譲
渡
を
し
た
土
地
等
が
一

そ
の
譲
渡
を
し
た
時
に
お
い
て
地
す
べ
り
等
防
止
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
三
十
号
）
第
三
条
第
一
項
の
地
す
一

べ
り
防
止
区
域
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
七
号
）
―

第
三
条
第
一
項
の
急
傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
城
、
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
―

関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
五
十
七
号
）
第
九
条
第
一
項
の
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
又
は
特
定
都
市
河
一

川
浸
水
被
害
対
策
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
五
十
六
条
第
一
項
の
浸
水
被
害
防
止
区
域
内
に
あ
る
一

と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は
、
第
一
項
又
は
第
三
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
の
譲
渡
又
は
確
定
―

優
良
住
宅
地
等
予
定
地
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
す
。

第
三
十
三
条
第
一
項
第
三
号
の
二
中
「
第
百
十
一
条
」
を
「
第
百
十
一
条
第
三
項
」
に
、
「
同
項
」
を
「
同
法
第
七

十
九
条
第
三
項
」
に
改
め
る
。

第
三
十
三
条
の
三
第
二
項
中
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
一
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
第
一
項
」

に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
一
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
第
一
項
」
に
、

「
第
百
十
一
条
」
を
「
第
百
十
一
条
第
三
項
」
に
、
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
三
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二

十
五
の
二
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一

項
第
四
号
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
十
号
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建

替
事
業
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
」
に
、
「
同
項
第
七
号
」
を
「
同
項
第
十
四
号
」
に
、
「
施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
」

を
「
再
生
後
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
、
「
同
項
第
十
九
号
」
を
「
同
項
第
三
十
五
号
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
中
「
施
行
再

建
マ
ン
シ
ョ
ン
」
を
「
再
生
後
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」
を
「
マ

ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化

に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
十
二
号
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項

第
二
十
八
号
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
百
五
条
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生

等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
百
五
条
」
に
改
め
る
。

第
三
十
三
条
の
六
第
一
項
中
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
三
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
第
三
項
」

に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」

に
、
「
施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
」
を
「
再
生
後
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
改
め
る
。

第
三
十
四
条
の
二
第
二
項
第
九
号
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
、
「
同
条
第
二
項
第
四
号

ロ
」
を
「
同
条
第
二
項
第
四
号
ハ
」
に
改
め
、
同
項
第
二
十
二
号
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す

る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
四
号
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
十
号
」

に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
」
に
改
め
、
同
項
第
二
十
二
号
の
二
中
「
決
議
特
定
要

除
却
認
定
マ
ン
シ
ョ
ン
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
百
九
条

第
一
項
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
一
号
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建

替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
九
号
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律

第
二
条
第
一
項
第
十
八
号
」
に
、
「
第
百
十
三
条
」
を
「
第
百
七
条
」
に
、
「
認
定
買
受
計
画
」
を
「
認
定
除
却
等
計
画

そ
の
他
財
務
省
令
で
定
め
る
計
画
」
に
改
め
、
「
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
」
を
削
り
、
「
）
が
」
を
「
）
又
は
同
項
第

十
九
号
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
敷
地
売
却
事
業
（
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
除
却
敷
地
売
却
事
業
に
係
る
財
務
省
令

で
定
め
る
計
画
に
、
マ
ン
シ
ョ
ン
を
除
却
し
た
後
の
土
地
に
新
た
に
建
築
さ
れ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
に
関
す
る
事
項
の
記

載
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
が
」
に
、
「
第
百
二
十
四
条
第
一
項
」
を
「
第
百
二
十
一
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
の
三
第
一
項
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
三
十
六
条
の
五
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和

九
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
三
十
七
条
第
一
項
中
「
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
、
「
、
同
年
三

月
三
十
一
日
」
を
「
同
年
三
月
三
十
一
日
と
し
、
同
表
の
第
四
号
の
上
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
う
ち
同
欄
に
規
定
す
る

建
設
業
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
事
業
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
令
和
十
年
十
二
月
三
十
一
日
と
す
る
。
」

に
、
「
第
一
号
の
」
を
「
第
二
号
の
」
に
改
め
、
「
（
同
欄
の
ハ
に
掲
げ
る
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
第
三
十
七
条

の
三
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
j

を
削
り
、
「
同
号
の
下
欄
に
掲
げ
る
資
産
」
の
下
に
「
（
同
欄
の
ハ
に
掲
げ
る
区
域
内

に
あ
る
も
の
に
限
る
。
第
三
十
七
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
「
百
分
の
七
十
」
を
「
百
分
の
六
十
」

に
改
め
、
同
項
の
表
の
第
一
号
の
上
欄
中
「
イ
又
は
口
に
掲
げ
る
区
域
に
あ
っ
て
は
、
」
、
「
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日

又
は
」
及
び
「
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
」
を
削
り
、
同
欄
の
ハ
を
削
り
、
同
号
の
下
欄
中
「
イ
か
ら
ハ
ま
で
」
を
「
イ

又
は
口
」
に
改
め
、
同
表
の
第
二
号
の
下
欄
中
「
既
成
市
街
地
等
」
を
「
次
に
掲
げ
る
区
域
」
に
改
め
、
同
欄
に
次

の
よ
う
に
加
え
る
。

イ
既
成
市
街
地
等
で
あ
っ
て
、
次
に
掲
げ
る
区
域
（
当
該
区
域
が
都
市
再
開
発
法
第
二
条
の
三
第
一
項
に
規

定
す
る
大
都
市
の
区
域
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
大
都
市
の
区
域
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
都

市
再
開
発
の
方
針
に
定
め
ら
れ
た
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
地
区
の
区
域
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）

田
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
防
災
街

区
整
備
方
針
に
定
め
ら
れ
た
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
防
災
再
開
発
促
進
地
区
の
区
域

②
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
内
の
区
域

③
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
八
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
立
地
適
正
化
計
画
に
記
載
さ
れ
た
同
条
第
二

項
第
三
号
に
規
定
す
る
都
市
機
能
誘
導
区
域

ロ
既
成
市
街
地
等
で
あ
っ
て
、
被
災
市
街
地
復
興
特
別
措
置
法
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
都
市
計
画
に

定
め
ら
れ
た
被
災
市
街
地
復
興
推
進
地
域
内
の
区
域

ハ
既
成
市
街
地
等
で
あ
っ
て
、
イ
及
び
口
に
掲
げ
る
区
域
以
外
の
区
域

第
三
十
七
条
第
一
項
の
表
の
第
三
号
の
下
欄
中
「
、
建
物
又
は
構
築
物
」
を
「
、
建
物
（
特
定
施
設
の
用
に
供
さ

れ
る
も
の
に
限
る
。
）
又
は
構
築
物
（
特
定
施
設
に
係
る
事
業
の
遂
行
上
必
要
な
も
の
に
限
る
。
）
」
に
改
め
、
同
表
の

第
四
号
の
上
欄
中
「
あ
っ
て
は
、
」
の
下
に
「
そ
の
船
舶
に
設
置
さ
れ
て
い
る
原
動
機
の
定
格
出
力
の
合
計
が
千
五
百

キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
も
の
及
び
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
中
「
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令

和
十
一
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
、
「
、
同
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
同
年
三
月
三
十
一
日
と
し
、
同
表
の
第
四
号
の

上
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
う
ち
同
欄
に
規
定
す
る
建
設
業
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
事
業
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
に
あ

つ
て
は
令
和
十
年
十
二
月
三
十
一
日
と
す
る
。
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
第
三
号
中
「
の
第
一
号
」
を
「
の
第
二
号
」

に
改
め
、
「
上
欄
に
掲
げ
る
資
産
」
の
下
に
「
に
該
当
し
、
か
つ
、
当
該
買
換
資
産
が
同
号
の
下
欄
に
掲
げ
る
資
産
」

を
加
え
、
「
に
該
当
し
、
か
つ
、
当
該
買
換
資
産
が
同
号
の
下
欄
に
掲
げ
る
資
産
」
を
削
り
、
「
、
百
分
の
七
十
」
を

「
、
百
分
の
六
十
」
に
改
め
、
同
条
第
十
二
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」

に
改
め
る
。

第
三
十
七
条
の
三
第
二
項
中
「
第
一
号
」
を
「
第
二
号
」
に
、
「
百
分
の
三
十
」
を
「
百
分
の
四
十
」
に
改
め
る
。

第
三
十
七
条
の
四
中
「
令
和
八
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
、
「
、
同
年
三
月

三
十
一
日
」
を
「
同
年
三
月
一
二
十
一
日
と
し
、
同
表
の
第
四
号
の
上
欄
に
掲
げ
る
資
産
の
う
ち
同
欄
に
規
定
す
る
建

設
業
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
事
業
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
令
和
十
年
十
二
月
三
十
一
日
と
す
る
。
」
に

改
め
る
。
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第
二
十
五
条
の
二
第
四
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
第
一
号
中
「
五
十
五
万
円
」
を
「
六
十
五
万
円
」

に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と

し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

2

前
項
の
規
定
は
、
同
項
に
規
定
す
る
個
人
で
そ
の
年
に
お
い
て
不
動
産
所
得
又
は
事
業
所
得
を
生
ず
べ
き
事
業

を
営
む
も
の
（
所
得
税
法
第
六
十
七
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
者
を
除
く
も
の
と
し
、
次
の
各
号
に
掲

げ
る
者
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）
が
、
第
四
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該

当

し

な

い

場

合

に

は

、

適

用

し

な

い

。

‘

一
そ
の
年
に
お
い
て
不
動
産
所
得
を
生
ず
べ
き
事
業
を
営
む
者
そ
の
年
の
前
々
年
分
の
不
動
産
所
得
に
係
る

総
収
入
金
額
が
千
万
円
を
超
え
る
こ
と
。

二
そ
の
年
に
お
い
て
事
業
所
得
を
生
ず
べ
き
事
業
を
営
む
者
そ
の
年
の
前
々
年
分
の
事
業
所
得
に
係
る
総
収

入
金
額
が
千
万
円
を
超
え
る
こ
と
。

第
二
十
五
条
の
二
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

7

第
四
項
の
規
定
は
、
そ
の
年
分
の
所
得
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た

行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規

定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
、
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
確
定
申
告
書
に
記
載
す

べ
き
事
項
（
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
旨
及
び
同
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
受
け
る
金
額
の
計

算
に
関
す
る
事
項
を
含
む
。
）
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
帳
簿
書
類
に
基
づ
き
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

作
成
さ
れ
た
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
そ
の
他
不
動
産
所
得
の
金
額
又
は
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
に
関
す
る

明
細
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
係
る
情
報
を
送
信
し
た
場
合
に
限
り
、
適
用
す
る
。
＇

第
二
十
七
条
中
「
六
十
五
万
円
」
を
「
六
十
九
万
円
」
に
改
め
る
。

第
二
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、
「
三
十
万
円
」

を
「
四
十
万
円
」
に
改
め
る
。

第
二
十
八
条
の
四
第
六
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
二
章
第
三
節
中
第
二
十
九
条
の
四
を
第
二
十
九
条
の
五
と
し
、
第
二
十
九
条
の
三
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
給
与
所
得
控
除
の
最
低
控
除
額
等
の
特
例
）

第
二
十
九
条
の
四
令
和
八
年
又
は
令
和
九
年
に
お
い
て
、
そ
の
年
中
の
所
得
税
法
第
二
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す

る
給
与
等
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
給
与
等
」
と
い
う
。
）
の
収
入
金
額
が
二
百
二
十
万
円
以
下
で
あ

る
場
合
に
は
、
当
該
給
与
等
に
係
る
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
控
除
額
は
、
同
項
第
一
号
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
七
十
四
万
円
（
当
該
収
入
金
額
が
七
十
四
万
円
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
当
該
収
入
金
額
に
相
当
す

る
金
額
）
と
す
る
。

2

令
和
八
年
又
は
令
和
九
年
に
お
い
て
、
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
六
十
九
万
千
円
以
上
二
百
二
十
万

円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
給
与
等
に
係
る
給
与
所
得
の
金
額
に
つ
い
て
は
、
前
項
及
び
所
得
税
法
第
二
十

八
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
六
十
九
万
千
円
以
上
七
十
四
万
千
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
給

与

等

に

係

る

給

与

所

得

の

金

額

は

、

な

い

も

の

と

す

る

。

‘

二
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
七
十
四
万
千
円
以
上
二
百
十
九
万
千
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該

給
与
等
に
係
る
給
与
所
得
の
金
額
は
、
当
該
収
入
金
額
か
ら
七
十
四
万
円
を
控
除
し
た
残
額
と
す
る
。

三
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
二
百
十
九
万
千
円
以
上
二
百
十
九
万
三
千
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、

当
該
給
与
等
に
係
る
給
与
所
得
の
金
額
は
、
百
四
十
五
万
千
円
と
す
る
。

四
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
二
百
十
九
万
三
千
円
以
上
二
百
十
九
万
六
千
円
未
満
で
あ
る
場
合
に

は
、
当
該
給
与
等
に
係
る
給
与
所
得
の
金
額
は
、
百
四
十
五
万
三
千
円
と
す
る
。

五
そ
の
年
中
の
給
与
等
の
収
入
金
額
が
二
百
十
九
万
六
千
円
以
上
二
百
二
十
万
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当

該
給
与
等
に
係
る
給
与
所
得
の
金
額
は
、
百
四
十
五
万
六
千
円
と
す
る
。

3

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
所
得
税
法
第
五
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
同
項
中
「
同
条
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
四
項
並
び
に
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
九
条
の
四
第
二
項

（
給
与
所
得
控
除
の
最
低
控
除
額
等
の
特
例
）
」
と
、
「
同
条
第
二
項
の
残
額
」
と
あ
る
の
は
「
同
項
の
規
定
を
適
用

し
た
場
合
の
同
項
に
規
定
す
る
給
与
所
得
の
金
額
に
相
当
す
る
金
額
」
と
す
る
。

4

令
和
八
年
又
は
令
和
九
年
に
お
い
て
、
所
得
税
法
第
百
九
十
条
に
規
定
す
る
居
住
者
に
対
し
そ
の
年
中
に
支
払

う
べ
き
こ
と
が
確
定
し
た
給
与
等
（
同
条
第
一
号
に
規
定
す
る
給
与
等
を
い
う
。
）
の
金
額
が
六
十
九
万
千
円
以
上

二
百
二
十
万
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
給
与
等
に
係
る
同
条
第
二
号
に
規
定
す
る
給
与
所
得
控
除
後
の
給

与
等
の
金
額
は
、
同
号
の
規
定
（
同
法
別
表
第
五
を
含
む
。
）
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
支
払
う
べ
き
こ
と
が
確
定
し

た
給
与
等
の
金
額
を
第
二
項
の
給
与
等
の
収
入
金
額
と
み
な
し
て
同
項
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
同
項
に
規
定

す
る
給
与
所
得
の
金
額
に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

5

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め

る。第
三
十
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
八
年
」
を
「
令
和
十
年
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
j

を
「
令
和
十
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同

条
第
二
項
第
六
号
を
削
り
、
同
項
第
五
号
中
「
第
三
号
」
を
「
第
四
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
六
号
と
し
、
同

項
第
四
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
三
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
二
号
の
二
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同

項
第
九
号
中
「
第
二
号
の
二
」
を
「
第
三
号
」
に
、
「
第
四
号
」
を
「
第
五
号
」
に
改
め
、
同
号
の
次
に
次
の
一
号
を

加
え
る
。

九
の
二
地
域
経
済
牽
引
事
業
の
促
進
に
よ
る
地
域
の
成
長
発
展
の
基
盤
強
化
に
関
す
る
法
律
第
十
二
条
の
四
に

け
ん

規
定
す
る
承
認
地
域
経
済
牽
引
事
業
用
地
整
備
を
行
う
同
条
に
規
定
す
る
承
認
地
域
経
済
牽
引
事
業
用
地
整
備

者
に
対
す
る
土
地
等
の
譲
渡
で
、
当
該
譲
渡
に
係
る
土
地
等
が
当
該
承
認
地
域
経
済
牽
引
事
業
用
地
整
備
の
用

に
供
さ
れ
る
も
の
（
第
五
号
、
第
六
号
、
第
八
号
又
は
前
号
に
掲
げ
る
譲
渡
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
第
十
号
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン

の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
（
同
法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
」
を
「
マ
ン
シ
ョ

ン
再
生
事
業
（
同
法
第
二
条
第
一
項
第
十
号
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
を
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
を
」

に
、
「
第
二
条
第
一
項
第
五
号
」
を
「
第
二
条
第
一
項
第
十
号
」
に
改
め
、
「
）
に
対
す
る
土
地
等
」
の
下
に
「
（
同
法
第

五
十
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
隣
接
施
行
敷
地
権
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
隣
接
施
行
敷
地
権
」
と
い
う
。
）

に
係
る
も
の
及
び
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
施
行
底
地
権
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
第
二
条
第
一
項
第
六

号
」
を
「
第
二
条
第
一
項
第
十
一
号
」
に
、
「
施
行
マ
ン
シ
ョ
ン
が
」
を
「
建
替
前
マ
ン
シ
ョ
ン
若
し
く
は
滅
失
し
た

マ
ン
シ
ョ
ン
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
同
項

第
十
三
号
に
規
定
す
る
再
建
敷
地
の
上
に
存
し
て
い
た
も
の
が
」
に
、
「
同
項
第
七
号
」
を
「
同
項
第
十
四
号
」
に
、
「
施

行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
」
を
「
再
生
後
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
、
「
施
行
マ
ン
シ
ョ
ン
の
」
を
「
建
替
前
マ
ン
シ
ョ
ン
若
し
く

は
当
該
滅
失
し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
の
」
に
、
「
で
あ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事
業
」
を
「
で
あ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
」

に
、
「
同
法
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
隣
接
施
行
敷
地
」
を
「
隣
接
施
行
敷
地
権
」
に
、
「
の
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
事

業
」
を
「
の
マ
ン
シ
ョ
ン
再
生
事
業
」
に
、
「
（
第
六
号
」
を
「
（
第
七
号
」
に
、
「
前
号
」
を
「
第
九
号
」
に
改
め
、
同

項
第
十
一
号
中
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
百
二
十
四
条
第
一
項
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン

の
再
生
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
第
百
二
十
一
条
第
一
項
」
に
、
「
第
二
条
第
一
項
第
九
号
」
を
「
第
四
条
第
二
項

第
六
号
」
に
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン
敷
地
売
却
事
業
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
等
売
却
事
業
」
に
、
「
第
百
十
三
条
」
を
「
第
百
七

条
」
に
、
「
認
定
買
受
計
画
」
を
「
認
定
除
却
等
計
画
そ
の
他
財
務
省
令
で
定
め
る
計
画
」
に
、
「
同
法
第
百
九
条
第
一

項
に
規
定
す
る
決
議
特
定
要
除
却
認
定
マ
ン
シ
ョ
ン
」
を
「
マ
ン
シ
ョ
ン
」
に
改
め
、
「
の
土
地
」
の
下
に
「
又
は
同

法
第
二
条
第
一
項
第
二
十
三
号
に
規
定
す
る
売
却
敷
地
」
を
加
え
、
「
同
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
」
を

削
り
、
「
、
当
該
」
を
「
、
こ
れ
ら
の
」
に
改
め
、
同
項
第
十
二
号
中
「
第
六
号
」
を
「
第
七
号
」
に
、
「
第
十
号
ま
で
」

を
「
第
九
号
ま
で
、
第
十
号
」
に
改
め
、
同
項
第
十
三
号
及
び
第
十
四
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
六

号
」
を
「
第
七
号
」
に
改
め
、
同
項
第
十
五
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
六
号
」
を
「
第
七
号
」
に
、
「
第
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（

国

税

徴

収

法

の

一

部

改

正

）

第

百

八

十

七

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

第
六
条
国
税
徴
収
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
第
百
八
十
七
条
の
二
正
当
な
理
由
が
な
く
、
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
（
特
定
電
子
移
転
財
産
権
の
差

第
五
十
四
条
第
二
号
中
「
差
押
え
」
の
下
に
「
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
」
を
加
え
、
同
条
第
三
号
中
「
第
七
押
え
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
）
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、

十
三
条
（
電
話
加
入
権
等
の
差
押
え
）
又
は
第
七
十
三
条
の
二
（
振
替
社
債
等
の
差
押
え
」
を
「
第
七
十
二
条
の
二
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。

か
ら
第
七
十
三
条
の
二
ま
で
（
特
定
電
子
移
転
財
産
権
等
の
差
押
え
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
」
に
改
め
る
。
第
百
九
十
条
第
一
項
中
「
又
は
第
百
八
十
八
条
」
を
「
か
ら
第
百
八
十
八
条
ま
で
」
に
改
め
る
。

ピ
｀
，
｀
：
T
"＂
い
い
に
嗜
＂
戸
げ
口
竺
汀
賃

□
鰐
且
"
-
第
り

f
f
l
"
ピ
[
〗
〗
+
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
一

目
次
中
「
第
二
十
九
条
の
四
」
を
「
第
二
十
九
条
の
五
」
に
、
「
第
十
款
そ
の
他
の
特
例
（
第
三
十
九
条
ー
第

と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
特
定
電
子
移
転
財
産
権
の
差
押
え
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
）

「
第
九
款
の
二
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
所
得
の
課
税
の
特
例
等
（
第
三
十
八
条
の

第
十
款
そ
の
他
の
特
例
（
第
三
十
九
条
ー
第
四
十
条
の
三
の
二
）

第
七
十
二
条
の
二
特
定
電
子
移
転
財
産
権
の
差
押
え
は
、
特
定
電
子
移
転
財
産
権
を
徴
収
職
員
の
管
理
に
移
す
方
、
四
十
条
の
三
の
二
）
」
を

法
に
よ
り
行
う
。
た
だ
し
、
当
該
方
法
に
よ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
き
は
、
特
定
電
子
移
転
財
産
権
の
権
利
者

に
改
め
る
。

二
•
第
三
十
八
条
の
三
）

（
名
義
人
が
異
な
る
場
合
は
、
名
義
人
を
含
む
。
）
で
あ
っ
て
こ
れ
を
他
の
者
の
管
理
に
移
す
こ
と
が
で
き
る
も
の

第
三
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
四
号
」
の
下
に
「
及
び
第
五
号
」
を
加
え
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

に
命
じ
て
、
特
定
電
子
移
転
財
産
権
を
徴
収
職
員
の
管
理
に
移
さ
せ
る
方
法
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

五
特
定
公
社
債
以
外
の
公
社
債
の
利
子
で
、
そ
の
支
払
の
確
定
し
た
日
（
無
記
名
の
公
社
債
の
利
子
に
つ
い
て

2

前
項
の
差
押
え
の
効
力
は
、
同
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
特
定
電
子
移
転
財
産
権
が
徴
収
職
員
の
管
理
に
移
さ
れ
、

又
は
同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
命
令
の
告
知
が
さ
れ
た
時
に
生
ず
る
。

第
七
十
三
条
第
二
項
中
「
差
押
の
」
を
「
差
押
え
の
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
前
条
第
三
項
及
び
第
四
項
」
は
、
そ
の
支
払
を
し
た
日
）
に
お
い
て
そ
の
者
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
対
象
者
」
と
い
う
。
）
又
は
当
該
対

を
「
第
七
十
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項
（
特
許
権
等
の
差
押
え
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
）
」
に
、
「
差
押
に
」
を
「
差
象
者
と
政
令
で
定
め
る
特
殊
の
関
係
の
あ
る
法
人
を
判
定
の
基
礎
と
な
る
株
主
と
し
て
選
定
し
た
場
合
に
法
人

押
え
に
j

に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
前
条
第
五
項
」
を
「
第
七
十
二
条
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
差
税
法
第
二
条
第
十
号
に
規
定
す
る
同
族
会
社
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
法
人
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
同
族

し
押
え
た
債
権
の
取
立
」
を
「
差
し
押
さ
え
た
債
権
の
取
立
て
」
に
改
め
る
。
会
社
」
と
い
う
。
）
以
外
の
法
人
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
法
人
」
と
い
う
。
）
か
ら
支
払
を
受
け
る
も
の

第
七
十
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
取
消
」
を
「
取
消
し
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
取
消
」
を
「
取
消
の
う
ち
、
実
質
的
に
当
該
同
族
会
社
か
ら
支
払
を
受
け
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と
し
て
政
令
で
定
め
る
場

し
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加

xる
。

合

に

お

け

る

当

該

対

象

者

そ

の

他

の

政

令

で

定

め

る

者

が

当

該

特

定

法

人

か

ら

支

払

を

受

け

る

も

の

第
九
条
の
四
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
募
集
が
」
の
下
に
「
公
募
（
」
を
、
「
公
募
」
の
下
に
「
を
い
う
。
次
号
に

四
差
押
え
に
係
る
不
動
産
が
売
却
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
不
動
産
の
差
押
え
の
解
除
に
つ
い
て
滞
納
者
か
ら
財
務

お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
同
項
第
二
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
項
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
と
き
。

二
法
人
税
法
第
二
条
第
二
十
九
号
口
図
に
掲
げ
る
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
三
項
に

イ
当
該
不
動
産
の
売
却
価
額
（
当
該
売
却
価
額
が
当
該
申
出
が
あ
っ
た
時
に
お
け
る
当
該
不
動
産
の
時
価
に

相
当
す
る
も
の
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
価
額
を
下
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
財
務
省
令
で
定
め
る

価
額
）
か
ら
そ
の
差
押
え
に
係
る
国
税
に
先
立
つ
他
の
国
税
、
地
方
税
そ
の
他
の
債
権
の
合
計
額
を
控
除
し
規
定
す
る
投
資
信
託
（
証
券
投
資
信
託
又
は
公
募
公
社
債
等
運
用
投
資
信
託
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
及
び

た
残
額
に
相
当
す
る
額
（
当
該
相
当
す
る
額
が
当
該
差
押
え
に
係
る
国
税
の
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
に
類
す
る
同
条
第
二
十
四
項
に
規
定
す
る
外
国
投
資
信
託
で
、
そ
の
設
定
に
係
る
受
益
権
の
募
集
が
公
募

当

該

差

押

え

に

係

る

国

税

の

額

）

の

国

税

の

納

付

が

あ

っ

た

と

き

。

に

よ

り

行

わ

れ

た

も

の

ロ

国

税

の

徴

収

上

支

障

が

な

い

と

認

め

ら

れ

る

と

き

。

第

九

条

の

八

中

「

第

三

十

七

条

の

十

四

第

三

十

五

項

及

び

第

三

十

六

項

」

を

「

以

下

こ

の

条

並

び

に

第

三

十

七

条

第
八
十
条
第
一
項
中
「
差
押
」
を
「
差
押
え
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
の
差
押
」
を
「
の
差
押
え
」
に
、
「
掲
の
十
四
第
四
十
一
項
及
び
第
四
十
五
項
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

げ
る
手
続
」
を
「
定
め
る
手
続
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
引
渡
」
を
「
引
渡
し
」
に
、
「
差
押
」
を
「
差
押
え
」

2

非
課
税
口
座
及
び
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
九
号
に
規
定
す
る
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
を
開
設
す
る
居

住
者
又
は
恒
久
的
施
設
を
有
す
る
非
居
住
者
の
同
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
基
準
年
の
前
年
十
二
月
三
十
一

に
改
め
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
契
約
不
履
行
等
事

三
特
定
電
子
移
転
財
産
権
滞
納
者
の
管
理
に
移
す
こ
と
。

由
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
契
約
不
履
行
等
事
由
」
と
い
う
。
）
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
非
課
税

第
八
十
条
第
三
項
中
「
差
押
」
を
「
差
押
え
」
に
、
「
ま
つ
消
」
を
「
抹
消
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
の
引
渡
]

を
「
の
引
渡
し
」
に
、
「
掲
げ
る
場
所
」
を
「
定
め
る
場
所
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
差
押
」
を
「
差
押
え
」

に
、
「
引
渡
」
を
「
引
渡
し
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
取
消
」
を
「
取
消
し
」
に
、
「
責
に
」
を
「
責
め
に
」
に
、
「
差
口
座
の
開
設
の
時
か
ら
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
前
項
第
三
号
に

押
」
を
「
差
押
え
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
差
押
」
を
「
差
押
え
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
権
利
証
書
の
掲
げ
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
つ
い
て
は
同
項
の
規
定
の
適
用
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
、
か
つ
、

取
上
げ
）
の
規
定
に
よ
り
」
を
「
電
話
加
入
権
等
の
差
押
え
の
手
続
及
び
効
力
発
生
時
期
）
に
お
い
て
」
に
、
「
差
し
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
お
い
て
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
の
支
払
が
あ
っ
た

押
さ
え
た
自
動
車
等
の
占
有
」
を
「
自
動
車
、
建
設
機
械
又
は
小
型
船
舶
の
差
押
え
」
に
改
め
る
。
も
の
と
み
な
し
て
、
こ
の
法
律
及
び
所
得
税
法
の
規
定
を
適
用
す
る
。

第
百
二
十
二
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加

xる。

3

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
つ
い
て
の
第
八
条
の
五
第
一
項
の
規

（

特

定

電

子

移

転

財

産

権

の

権

利

移

転

の

手

続

）

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

同

条

第

四

項

の

規

定

に

か

か

わ

ら

ず

、

前

項

の

契

約

不

履

行

等

事

由

が

生

じ

た

時

に

支

払
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
係
る
配
当
所
得
の
金
額
の
合
計

第
百
二
十
二
条
の
二
税
務
署
長
は
、
換
価
し
た
特
定
電
子
移
転
財
産
権
の
買
受
人
が
買
受
代
金
を
納
付
し
た
と
き

額
ご
と
に
行
う
も
の
と
す
る
。

は
、
そ
の
特
定
電
子
移
転
財
産
権
を
買
受
人
の
管
理
に
移
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
な
か
っ
た
も
の
と
さ
れ
る
非

第
百
五
十
九
条
第
一
項
中
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
」
に
、
「
、
領
置
」
を
「
（
同
法
の

規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
法
第
百
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号
イ
（
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
）
に
掲
げ

る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も
の
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）
、
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
号
口
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
つ
き
同
項
の
金
融
商
品
取
引
業
者
等
が
徴
収
し
た
所
得
税
の
納
付
に
関
す

る

提

供

を

命

ず

る

も

の

に

限

る

。

）

」

に

改

め

る

。

る

事

項

そ

の

他

第

二

項

の

規

定

の

適

用

に

関

し

必

要

な

事

項

は

、

政

令

で

定

め

る

。
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前
項
に
規
定
す
る
収
入
金
額
が
三
百
六
十
万
円
以
下
で
あ
る
場
合

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

法
律
第
十
二
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
所
得
税
法
の
一
部
改
正
）

内
閣
総
理
大
臣

所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
項
第
十
六
号
中
「
第
四
十
八
条
の
二
第
一
項
」
を
「
暗
号
資
産
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
四
十

九
項
に
規
定
す
る
暗
号
資
産
を
い
う
。
第
三
十
三
条
第
三
項
（
譲
渡
所
得
）
、
第
四
十
八
条
の
二
」
に
、
「
に
規
定
す

る
暗
号
資
産
」
を
「
及
び
第
六
十
九
条
第
二
項
（
損
益
通
算
）
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
改
め
、
同
項
第
二
十
五
号
中

「
（
損
益
通
算
）
」
を
削
り
、
同
項
第
三
十
二
号
中
「
八
十
五
万
円
」
を
「
八
十
九
万
円
」
に
改
め
、
同
号
口
中
「
生

徒
」
を
「
学
生
又
は
生
徒
」
に
改
め
、
同
項
第
三
十
三
号
及
び
第
三
十
四
号
中
「
五
十
八
万
円
」
を
「
六
十
二
万
円
」

に
改
め
る
。

第
九
条
第
一
項
第
五
号
中
「
費
用
」
の
下
に
「
（
自
動
車
そ
の
他
の
交
通
用
具
の
駐
車
の
た
め
の
施
設
の
利
用
の
た

め
に
支
出
す
る
費
用
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。

第
二
十
二
条
第
二
項
第
一
号
中
「
第
三
十
三
条
第
三
項
第
一
号
」
の
下
に
「
又
は
第
三
号
」
を
加
え
る
。

第
二
十
八
条
第
三
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

八
万
円
と
当
該
収
入
金
額
の
百
分
の
三

十
に
相
当
す
る
金
額
と
の
合
計
額
（
当
該
合
計
額
が
六
十
九
万
円
に
満
た
な
い
場
合
に
は
、
六
十
九
万
円
）

第
二
十
八
条
第
三
項
第
二
号
を
削
り
、
同
項
第
三
号
を
同
項
第
二
号
と
し
、
同
項
第
四
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、

同
項
第
五
号
を
同
項
第
四
号
と
す
る
。

第
一
条 御

名

御

璽

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

高

市

早

苗
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都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第

六
第
三
条
の
規
定

行
の
日

七
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
第
九
条
の
八
の
五
、
第
二
十
四
条
の
二
の
五
及
び
第
四
十
八
条
の
十
四
の
五
の
改

正
規
定
円
滑
な
事
業
再
生
を
図
る
た
め
の
事
業
者
の
金
融
機
関
等
に
対
す
る
債
務
の
調
整
の
手
続
等
に
関
す
る

法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
施
行
の
日

八
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
附
則
第
五
条
の
二
の
四
第
七
項
の
改
正
規
定
（
「
中
小
企
業
者
等
」
の
下
に
「
（
次
項

に
お
い
て
「
中
小
企
業
者
等
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
同
条
に
一
項
を
加
え
る
改
正
規
定

産
業
技
術
力
強
化
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

九
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
第
三
十
七
条
の
十
三
の
改
正
規
定
都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

十
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
附
則
第
四
条
の
改
正
規
定
（
第
二
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
同
令
附
則

第
四
条
の
二
第
十
一
項
及
び
第
二
十
項
並
び
に
第
十
八
条
の
六
第
十
四
項
及
び
第
三
十
一
項
の
改
正
規
定
、
同
令

附
則
第
十
八
条
の
六
の
三
の
次
に
二
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
令
附
則
第
十
八
条
の
七
の
二
の
改
正
規
定
（
同

条
第
八
項
及
び
第
十
七
項
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
同
令
附
則
第
二
十
一
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
一

定
金
融
商
品
取
引
法
及
び
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）

i

の
施
行
の
日
の
属
す
る
年
の
翌
々
年
の
一
月
一
日

、
自
ハ
に
る
、
＂
日

第
二
条
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
施
行
令
（
以
下
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
七
条
の
二
の
二
第
二
項

の
規
定
は
、
令
和
九
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
八
年
度
分
ま
で
の
個
人

の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

新
令
第
七
条
の
十
三
第
一
項
（
地
方
税
法
施
行
令
第
七
条
の
十
二
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の

規
定
は
、
令
和
九
年
度
以
後
の
年
度
分
の
個
人
の
道
府
県
民
税
又
は
令
和
八
年
以
後
の
各
年
に
お
い
て
生
ず
る
地
方

税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
三
十
三
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
雑
損
失
金
額
に
つ
い
て
適

用
し
、
令
和
八
年
度
分
ま
で
の
個
人
の
道
府
県
民
税
又
は
令
和
七
年
以
前
の
各
年
に
お
い
て
生
じ
た
同
項
に
規
定
す

る
特
定
雑
損
失
金
額
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

3

令
和
八
年
度
に
限
り
、
新
令
第
九
条
の
十
四
の
二
第
一
項
及
び
第
九
条
の
十
五
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て

は
、
新
令
第
九
条
の
十
四
の
二
第
一
項
中
「
毎
年
度
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
九
年
」
と
、
「
当
該
年
度
の
前
年
度
の
一

月
か
ら
当
該
年
度
の
十
二
月
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
八
年
四
月
か
ら
十
二
月
ま
で
」
と
、
「
額
。
次
条
第
一
項
に

お
い
て
同
じ
。
」
と
あ
る
の
は
「
額
」
と
、
新
令
第
九
条
の
十
五
第
一
項
中
「
毎
年
度
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
九
年
」

と
、
「
当
該
年
度
の
前
年
度
の
一
月
か
ら
当
該
年
度
の
十
二
月
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
八
年
三
月
に
収
入
し
た
利

子
割
額
に
相
当
す
る
額
（
同
月
に
過
誤
納
に
係
る
利
子
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出
し
た
場
合
に
は
、
そ
の

支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
の
百
分
の
五
十
九
•
四
に
相
当
す
る
額
と
、
同
年
四
月
か
ら
十
二
月
ま
で
」
と
、
「
利

子
割
額
に
相
当
す
る
額
」
と
あ
る
の
は
「
利
子
割
額
に
相
当
す
る
額
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
利
子
割
の
還

付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
」
と
、
「
、
前
条
第
一
項
」
と
あ
る

の
は
「
前
条
第
一
項
」
と
、
「
五
分
の
三
に
相
当
す
る
額
」
と
あ
る
の
は
「
五
分
の
三
に
相
当
す
る
額
と
の
合
算
額
」

と
、
「
当
該
年
度
前
三
年
度
内
」
と
あ
る
の
は
「
令
和
五
年
度
か
ら
令
和
七
年
度
ま
で
」
と
す
る
。

（
不
動
産
取
得
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条
新
令
第
三
十
七
条
の
十
六
の
規
定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
の
住
宅

の
取
得
に
対
し
て
課
す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
の
住
宅
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動

産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
行

わ
れ
た
住
宅
の
取
得
に
係
る
同
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
号
中
「
が
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
」
と
あ

る
の
は
「
が
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
第
二
条
第
五
項
に

規
定
す
る
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
区
城
内
に
あ
る
住
宅
に
あ

つ
て
は
、
五
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
当
該
専
有
部
分
が
貸
家
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
四
十

平
方
メ
ー
ト
ル
）
）
」
と
、
同
条
第
二
号
中
「
、
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
」
と
あ
る
の
は
「
、
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
当

該
独
立
的
に
区
画
さ
れ
た
一
の
部
分
が
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
都
市
再
生
緊
急
整

備
地
域
（
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
区
域
内
に
あ
り
、
か
つ
、
貸
家
の
用
以
外
の
用
に
供
さ
れ
る

も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
五
十
平
方
メ
ー
ト
ル
）
」
と
す
る
。

号
）
の
施

2

新
令
第
三
十
七
条
の
十
七
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
の
住
宅
の
取
得
に
対
し
て
課
す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い

て
適
用
し
、
施
行
日
前
の
住
宅
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
行
わ
れ
た
住
宅
の
取
得
に
係
る
同
条
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
同
条
中
「
が
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
」
と
あ
る
の
は
、
「
が
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
当
該
独
立
的
に
区
画
さ

れ
た
一
の
部
分
が
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
都

市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
区
域
内
に
あ
り
、
か
つ
、
貸
家
の
用
以
外
の

用
に
供
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
五
十
平
方
メ
ー
ト
ル
）
」
と
す
る
。

3

新
令
第
三
十
七
条
の
十
八
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
の
住
宅
の
取
得
に
対
し
て
課
す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い

て
適
用
し
、
施
行
日
前
の
住
宅
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

4

新
令
第
三
十
九
条
の
二
の
四
第
一
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
の
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課

す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
の
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
不
動

産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
令
和
十
三
年
一
＿
一
月
三
十
一
日
ま
で
に
行

わ
れ
た
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
係
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
中
「
が
四
十
平

方
メ
ー
ト
ル
」
と
あ
る
の
は
「
が
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）

第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
区
域
内

に
あ
る
住
宅
の
う
ち
、
区
分
所
有
に
係
る
住
宅
で
あ
っ
て
そ
の
人
の
居
住
の
用
に
供
す
る
専
有
部
分
が
貸
家
の
用
に

供
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
住
宅
以
外
の
住
宅
に
あ
っ
て
は
、
五
十
平
方
メ
ー
ト
ル
）
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
、
四
十
平

方
メ
ー
ト
ル
」
と
あ
る
の
は
「
、
四
十
平
方
メ
ー
ト
ル
（
当
該
独
立
的
に
区
画
さ
れ
た
一
の
部
分
が
都
市
再
生
特
別

措
置
法
第
二
条
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の

区
域
内
に
あ
り
、
か
つ
、
貸
家
の
用
以
外
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
五
十
平
方
メ
ー
ト
ル
）
」

と
す
る
。

（
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条
令
和
八
年
度
以
後
の
各
年
度
に
お
い
て
、
都
道
府
県
が
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年

法
律
第
二
号
。
以
下
こ
の
条
、
附
則
第
六
条
及
び
第
七
条
に
お
い
て
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
改
正
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
（
以
下
こ
の
条
、
附
則
第
六

条
及
び
第
七
条
に
お
い
て
「
旧
法
」
と
い
う
。
）
第
百
七
十
七
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
額
を

当
該
都
道
府
県
内
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
交
付
す
る
場
合
に
は
、
改

正
法
附
則
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の

地
方
税
法
施
行
令
（
以
下
こ
の
条
、
附
則
第
六
条
及
び
第
七
条
に
お
い
で
「
旧
令
」
と
い
う
。
）
第
四
十
四
条
の
八
の

規
定
は
適
用
せ
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
年
度
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
の
百
分
の
四
十
・
八
五
に

相
当
す
る
額
（
以
下
こ
の
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
算
定
額
」
と
い
う
。
）
の
二
分
の
一
の
額
を
市
町
村

道
（
旧
法
第
百
七
十
七
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
道
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
第
一
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
延
長
で
、
他
の
二
分
の
一
の
額
を
市
町
村
道
の
面
積
で
按
分
し
て
、
毎
年
度
十
二
月
に
交
付
す
る
も
の
と

す
る
。
た
だ
し
、
当
該
年
度
に
お
け
る
算
定
額
が
零
を
下
回
る
と
き
は
、
次
項
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
都

道
府
県
内
の
市
町
村
に
当
該
下
回
る
額
（
同
項
に
お
い
て
「
超
過
交
付
額
」
と
い
う
。
）
の
返
還
を
求
め
る
も
の
と
す

る。一
令
和
八
年
度
令
和
八
年
三
月
に
お
け
る
同
月
に
お
い
て
収
入
す
べ
き
環
境
性
能
割
の
収
入
見
込
額
と
同
月
に

お
い
て
収
入
し
た
環
境
性
能
割
の
収
入
額
（
同
月
に
お
い
て
過
誤
納
に
係
る
環
境
性
能
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算

か
ら
支
出
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
と
の
差
額
を
、
同
年
四
月
か
ら
十
一
月
ま
で
の

間
に
収
入
し
た
環
境
性
能
割
の
収
入
額
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
環
境
性
能
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か

ら
支
出
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
に
加
算
し
、
又
は
こ
れ
か
ら
減
額
し
た
額

二
令
和
九
年
度
以
後
の
各
年
度
当
該
年
度
の
前
年
度
の
十
二
月
か
ら
当
該
年
度
の
十
一
月
ま
で
の
間
に
収
入
し

た
環
境
性
能
割
の
収
入
額
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
環
境
性
能
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出
し
た

場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
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第
七
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
は
、
第
十
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
指
定
市
算
定
額
の
交
付
及
び
同
項
た
だ
し

書
の
規
定
に
よ
る
指
定
市
超
過
交
付
額
の
返
還
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に

掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と

す
る
。

（地方税法施行令等の一部を改正する等の政令附則第十六条の規定によりなおその効力を有するも

のとされた同令第九条の規定による廃止前の地方法人特別税等に関する暫定措置法施行令の一部改

正）

第六条地方税法施行令等の一部を改正する等の政令（平成二十八年政令第百三十三号）附則第十六

条の規定によりなおその効力を有するものとされた同令第九条の規定による廃止前の地方法人特別

税等に関する暫定措置法施行令（平成二十年政令第百五十四号）の一部を次のように改正する。

第九条を第十条とし、第八条の次に次の一条を加える。

（地方税法施行令の適用の特例）

第九条法第二十一条の二の規定により地方団体の徴収金とみなされた地方法人特別税並びに地方

法人特別税に係る延滞金及び加算金についての地方税法施行令（昭和二十五年政令第二百四十五

号）第五十七条の五の二第四項の規定の適用については、同項第六号中「事業税」とあるのは、「事

業税及び地方税法等の一部を改正する等の法律（平成二十八年法律第十三号）附則第三十一条第

二項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第九条の規定による廃止前の地方法人

特別税等に関する暫定措置法（平成二十年法律第二十五号）に規定する地方法人特別税」とする。

（特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律施行令の一部改正）

第七条特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律施行令（平成三十一年政令第八十九号）

の一部を次のように改正する。

本則に次の一条を加える。

（収納の特例）

第九条法第二十条第二項の規定により地方団体の徴収金とみなされた特別法人事業税に係る徴収

金についての地方税法施行令（昭和二十五年政令第二百四十五号）第五十七条の五の二第四項の

規定の適用については、同項第六号中「事業税」とあるのは、「事業税及び特別法人事業税」とす
る。

第 第 第
九 八 七
項 項 項

—、

算

! 
第 各 第 第 I 閤定 /， ‘ 翡五 五

額 項

> >第 村
に

>返 可ロ

皐
ベ ベ

ヽ き
額

I 旦予定額おい項同 盗委 I 委>-虞九に 鱈てに

塁>規 旧四
定 儡 冒

令十
額

危
方にコ 条

の
し

玉書
に

↓ぅ^以
塁 項

記 に
す お
る

且
い

嬰 て
準

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
政
令
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号

に
定
め
る
日
か
ら
行
す
る
。

一
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
第
七
条
の
二
の
二
第
二
項
及
び
第
七
条
の
十
三
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
令
第
八

条
の
二
の
三
を
改
め
、
同
条
を
同
令
第
八
条
の
二
の
四
と
す
る
改
正
規
定
、
同
令
第
八
条
の
二
の
二
の
次
に
一
条

を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
令
第
二
十
条
の
二
の
十
三
、
第
二
十
一
条
の
二
の
二
、
第
四
十
六
条
の
二
の
二
第
二
項

及
び
第
四
十
八
条
の
六
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
令
第
四
十
八
条
の
九
の
八
を
削
る
改
正
規
定
、
同
令
第
四
十
八

条
の
九
の
七
の
三
を
改
め
、
同
条
を
同
令
第
四
十
八
条
の
九
の
八
と
す
る
改
正
規
定
、
同
令
第
四
十
八
条
の
九
の

七
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
同
令
附
則
第
十
八
条
の
六
の
二
及
び
第
十
八
条
の
六
の
三
の
改

正
規
定
並
び
に
次
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
附
則
第
五
条
の
規
定
令
和
九
年
一
月
一
日

二
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
第
八
条
の
六
第
一
項
及
び
第
二
項
第
一
号
、
第
八
条
の
十
三
、
第
八
条
の
十
六
の

六
、
第
八
条
の
十
七
、
第
八
条
の
十
九
の
三
、
第
八
条
の
二
十
並
び
に
第
八
条
の
二
十
三
並
び
に
附
則
第
四
条
第

二
項
及
び
第
四
条
の
二
第
二
項
の
改
正
規
定
、
同
令
附
則
第
十
七
条
の
二
第
四
項
の
改
正
規
定
（
「
第
二
十
条
の
二

第
二
十
六
項
」
を
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
四
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
同
令
附
則
第
十
七
条
の
二

の
二
第
一
項
及
び
第
二
十
七
条
の
三
第
五
項
の
改
正
規
定
令
和
十
年
一
月
一
日

三
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
令
第
五
十
七
条
の
五
の
二
の
改
正
規
定
並
び
に
第
六
条
及
び
第
七
条
の
規
定
並
び
に

附
則
第
十
一
条
の
規
定
令
和
十
年
四
月
一
日

四
第
四
条
の
規
定
令
和
十
一
年
四
月
一
日

五
第
二
条
の
規
定
物
資
の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第

号
）
の
施
行
の
日

（
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
八
条
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第
三
百
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

3

市
町
村
長
は
、
森
林
環
境
税
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を

図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八
十
五
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非

常
災
害
と
し
て
指
定
さ
れ
た
非
常
災
害
に
よ
り
第
五
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
と
な
っ
た
こ
と
が
、
次

に
掲
げ
る
事
務
の
処
理
そ
の
他
に
よ
り
把
握
し
た
状
況
か
ら
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
第
一
項
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
職
権
に
よ
り
森
林
環
境
税
を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
九
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
同
項

に
規
定
す
る
罹
災
証
明
書
（
第
五
条
第
三
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
「
罹
災
証
明
書
」
と
い
う
。
）
の
交
付

二
災
害
弔
慰
金
の
支
給
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
八
十
二
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
災
害
弔
慰
金
の
支
給

第
四
条
第
一
項
中
「
前
条
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
日
（
市
町
村
長
が
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に

は
、
免
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
由
が
発
生
し
た
日
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一
前
条
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
当
該
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
日
（
市
町
村
長
が
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
免
除
に
係
る
事
由
が
発
生
し
た
日
）
．

二
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
長
の
職
権
に
よ
り
免
除
さ
れ
る
場
合
当
該
免
除
に
係
る
事
由
が
発
生

し
た
日

第
四
条
第
二
項
中
「
前
条
第
一
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
っ
た
」
を
「
同
項
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ

当
該
各
号
に
定
め
る
」
に
改
め
る
。

第
五
条
第
三
号
中
「
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
九
十
条
の
二
第
一
項
に
規

3
、

と

い

う

。

火

証

明

書

」

に

改

め

る

。
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で
唄
ナ
、
に
係
る
き
―
ク

第
十
八
条
の
六
の
五
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の

金
額
（
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
を
い
う
。
第
一
号
及
び
第
四
項
第
二

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
控
除
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
控
除
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
が
前
年
前
三
年
内
の
二
以
上
の
年
に
生
じ
た
も
の
で
あ

る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
年
の
う
ち
最
も
前
の
年
に
生
じ
た
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
か
ら
順

次
控
除
す
る
。

二
法
第
三
十
二
条
第
九
項
（
雑
損
失
の
金
額
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
る
控
除
が
行
わ
れ
る
場
合
に

は
、
ま
ず
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
行
っ
た
後
、
法
第
三
十
二
条
第
九

項
（
雑
損
失
の
金
額
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
行
う
。

2

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
を
し
た
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
損
失

の
金
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
は
、
所
得
税
法
そ
の
他
の
所
得
税
に
関
す
る
法
令

の
規
定
の
例
に
よ
り
計
算
し
た
同
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
の
同
項
に
規
定
す
る
譲
渡
（
次
項
に
お
い
て
「
特

定
暗
号
資
産
の
譲
渡
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
又
は
雑
所
得
の
金
額
の
計
算
上

生
じ
た
損
失
の
金
額
と
す
る
。

3

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
二
項
に
規
定
す
る
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
部
分
の
金
額
と
し
て
政
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
は
、
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
を
し
た
年
の
末
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度

の
道
府
県
民
税
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の

金
額
と
す
る
。

4

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
四
十
五
条
の
二
第
四
項
に
規
定

す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
前
年
の
法
第
三
十
二
条
第
一
項
の
総
所
得
金
額
、
退
職
所
得
金
額
又
は
山
林
所
得
金
額

二
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
控
除
に
関

す
る
事
項

三
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
｀
道
府
県
民
税
の
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
必
要
な
事
項

5

法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
、
第
三
十
五
条
第
一
項
、

第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
、
第
三
十
五
条
の
二
の
二
第
一
項
又
は
第
三
十
五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
お
け
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
一
号
中
「
又
は
山
林
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
、
「
若

し
く
は
山
林
所
得
金
額
又
は
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
等
の

金
額
、
法
附
則
第
三
十
三
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
等
に
係
る
事
業
所
得
等
の
金
額
、
法
附
則
第
三
十
四

条
第
一
項
に
規
定
す
る
長
期
譲
渡
所
得
の
金
額
、
法
附
則
第
三
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
短
期
譲
渡
所
得
の
金

額
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
、
法
附
則
第
三
十

五
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
上
場
株
式
等
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
若
し
く
は
法
附
則
第
三
十
五
条
の

四
第
一
項
に
規
定
す
る
先
物
取
引
に
係
る
雑
所
得
等
の
金
額
」
と
す
る
。

6

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
又
は
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
法
附
則
第
三
十
五

条
の
三
の
六
第
二
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
二
条
第
九
項
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
同
項
中
「
道
府
県
民
税
に
関
す
る
申
告
書
」
と
あ
る
の
は
、
「
道
府
県
民
税
に
関
す
る
申
告
書
（
附
則

第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
四
十
五
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
含

む
。
）
」
と
す
る
。

第
四
十
八
条

の
五
の
三
第

一
項
及
び
第

三
項

第
四
十
八
条

の
三
第
一
項

第
二
号
ホ

又
は
山
林
所
得
金

額 総
所
得
金
額

若
し
く
は
山
林
所
得
金
額
又
は
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の

金
額

総所得金額、特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額

且項条の第法 第項条の第法 項ただ条二の第法四 誌十三 魯誓 麟/‘一＝ 翡
ニ四 八二四 八三

頑干項の 第十 号第十 し第十 —+ 項十 項十
十 三五 ー五 書一五 項二

告書す関に道府県 冒かほ‘げるも号前各 巴の損若 告書る申規定のに二第一の第十五四 告書す関に道県府 > 喜言
す県に同

第十号四二条第一項税所得法る税民よ項
む

請 のに 請 だ 告書申関に道府る規定の
金 の掲 額雑 よ項条 芍にコ し

， 9息 胃 含告書申を第の七四項第十五四条 i閥9 
第 薯 第

告書含るを申三七第項の四項規定同のに

四 四
十 準そ 十

の三 るは 五 巽 五

且除三 闘
条 条

むにの るに の るま の

‘悶iに:の ↓おニ 讐 第で むによ

産認額
い第 第 四に 第 -旦おるて一 十る 譴にの 準項

息』 塁 慶闘 にの 臀 条さ 四一

誓且
のれ だ 闘 十号号の^和昭

拿匹扇
塁 弓に ニた 羞の三

贔悶
羞 璽ー＾ 璽

るに
塁旱翫 四よ

悶

他贔す
十る に二

の条

書』
の三 の三 十る

闘枯鬱 の三 塁直 塁直 書iの十 る

且瓢 の

！ 
に条 に条

七 冒， よの よの
にの 第 誓塁 る三

謬旦
讐^ え十よ三

猛ii 
て三

るの 項 の の三
適、号一

籍琵
に 七 昌 の三 用

＇ 
に 第

且
さ第

係 に条 れ二
る 項 よの むに むに る十

る 譲 に る三 -お ぉ よの 所五

7

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
に
規
定

す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
規
定

の
適
用
後
の
金
額
と
す
る
。

一
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
二
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
四
条

二
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
附
則
第
三
条
の

三

第

一

項

及

び

第

二

項

第

一

号

・

三
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
第
一
号

四
前
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
七
条
の
二
の
二
第
二
項
、
第
七
条
の
三
の
五
第
二

項
、
第
七
条
の
九
第
一
項
第
二
号
ホ
、
第
七
条
の
十
一
第
一
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
七
条
の
十
三
第
一
項
及

び
第
二
項
第
二
号
ロ

8

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
七
第
一
項
又
は
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

場
合
に
お
け
る
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る

字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。
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ロ第ニ項＝項及一び三条十の並第びに第二五の第七条の

の第
第項条の法第二七

第条 ーニ四
二の 号第十

号第第七項三 項二 ー五

山 山 額又
林 林 は
所 『] 山

二 闊金
額 額 得

金

山 いす山
規已

闘てる林所 皐＜
／伝亘．
ー特定暗特定暗得金 るは
金 〗山

＇ 
号資産号資産に額並びに

』喜盆に

>号

に係法
係る附 に又

る鰐譲則 係は

畠`
喜L得勺等T五に 胃三
係 の条 尉る の金の， 金額三 の条

額r ＾の 金の

と下以第六
額三

闊 の
いこ一 /-‘ 
の う〇の項 第
金 -節に
額 に規 項
お定 に

三十石条の三の三第三項に」を「附則第三十五条の一一一の四第三項に」に、「附則第三十五条の三の三

第三項第一号lを「附則第三十五条の三の四第三項第一号lに、「附則第一二十五条の三の三第一項」
を一附則第三十五条の三の四第一項」に改め、同条第四項中面前条第三項」を「前条第四項」に、「附

則第三十五条の三の二第四項」を「、非課税口座内上場株式等」に、「附則第一二十五条の三の三第六

項」を「、法附則第三十五条の三の四第一項に規定する未成年者口座内上場株式等（以下この項に
おいて「未成年者口座内上場株式等]という。）」に、「非課税口座内上場株式等lを「当該非課税口
座内上場株式等」に、「未成年者口座内上場株式等」jを冨当該未成年者口座内上場株式等」」に改め、i

同条第五項中「前条第三項」を「前条第四項」に、「附則第三十五条の三の三第八項第一号」を「附[
則第三十五条の三の四第八項第一号」に、「附則第三十五条の三の二第四項jを「、非課税口座内上．

場株式等」に、一附則第三十五条の三の三第六項」を一、法附則第三十五条の三の四第一項に規定す

る未成年者口座内上場株式等（以下．この項において「未成年者口座内上場株式等」という。）」に、「非

課税口座内上場株式等」を「非課税口座内上場株式等以外」に、「未成年者口座内上場株式等」」を玉末
成年者口座内上場株式等以外」」に、「場合には、当該」を「当該非課税口座内上場株式等の」に、「場

合には、同条第八項第一号から第一二号までの規定による」を「同条第八項第一号から第三号までの
規定による未成年者口座内上場株式等の」に改め、同条の次に次の二条を加える。

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る道府県民税及び市町村民税の課税の特例）

第十八条の六の四法附則第三十五条の三の六第一項に規定する事業所得の金額、譲渡所得の金額
及び雑所得の金額として政令で定めるところにより計算した金額は、同項に規定する事業所得、

譲渡所得及び雑所得（次項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等」という。）の基因となる特

定暗号資産の譲渡（租税特別措置法第三十八条の二第一項に規定する特定暗号資産の同項に規定
する譲渡をいう。以下この項及び第四項において同じ。）による事業所得、譲渡所得及び雑所得に

ついて所得税法その他の所得税に関する法令の規定の例により計算した当該特定暗号資産の譲渡
による事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額の合計額とする。この場合において、

これらの金額の計算上生じた損失の金額があるときは、当該損失の金額は、当該損失の金額が生

じた年において、次の各号に掲げる損失の金額の区分に応じ、当該各号に定める所得の金額から
控除する。

一当該特定暗号資産の譲渡による事業所得の金額の計算上生じた損失の金額当該特定暗号資
産の譲渡による譲渡所得の金額及び雑所得の金額

二当該特定暗号資産の譲渡による譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額当該特定暗号資

産の譲渡による事業所得の金額及び雑所得の金額

三当該特定暗号資産の譲渡による雑所得の金額の計算上生じた損失の金額当該特定暗号資産

の譲渡による事業所得の金額及び譲渡所得の金額
2前年中において特定暗号資産に係る譲渡所得等を有する法第二十四条第一項第一号の者が、法
第四十五条の――第一項に規定する申告書を提出する場合には、総務省令で定めるところにより、

当該特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算に関する明細書を当該申告書に添付しなければ
ならない。

3法附則第三十五条の三の六第一項の規定の適用がある場合には、次の表の上欄に掲げる規定中
同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

号第第十並の第 二の第 第の三七第法 五法 翡ロニー八び五四 項二四 ーニ百条 条第
項項条に第十 の十 号第十及び三百 第三 ＝ 
第及ぴヽの第二六 ーーヽ／『＼・ 一七 ー百 百
＝ 六四項条 第条 項条第十 号十 十

山 山 額又 山 額又
林 林 は 林 は
所 所 山 所 山
得 得

>

得 林
金 金 金

>
額 額 額

金

山 いす山 金若 に山

降係品渡所にる一条第及びー百I-規す特定定1るば若は林所山しく

林 てる林 額し 規林
所
ー特定特定所得

＜ 定所
／ィ守日． は 昇金 暗金 山
額
暗号額喜 闘誓胃喜号資
資産産にに □ 暗し 得等条七産号資得金額に

員特 に係法 額 のの
定 係る附 又 金二に又
暗
る譲，,/i之か則 は 翡 額r 第係は号 譲第

誓 ―噌資 渡所三 贔
いとっ項第ー誤渡0悶’第―ユ産 所得十 暗

に 得等五 号 渡置
係 等の条 喜所法

-0芍に9 + 
る の金の

門寺第三
に五

譲 金額三 に おの条
渡 額への 係 の十 い金の
所 ー以六 る 金八 て額三
得 と下第

韓麗 額条 の
笙す いこ四 の ー特定へ第三第六
の うの項 所
金 -°節に 得 第

暗号資百十七項四に額 に規 等
お定 の 項

第
七
条
の
十

一
第
一
項
及

び
第
三
項

4

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
に
規
定
す
る
事
業
所
得
の
金
額
、

額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
は
、
同
項
に
規
定
す
る
事
業
所
得
、

所
得
（
次
項
に
お
い
て
「
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
」
と
い
う
。
）
の
基
因
と
な
る
い

渡
に
よ
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
及
び
雑
所
得
に
つ
い
て
所
得
税
法
そ
の
他
の
所
得
税
に
関
｛

例
に
よ
り
計
算
し
た
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
へ

金
額
の
合
計
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の
令

当
該
損
失
の
金
額
は
、
当
該
損
失
の
金
額
が
生
じ
た
年
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
損
失
の
金
額
の

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
所
得
の
金
額
か
ら
控
除
す
る
。

一
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の
金
額
当
該
特
定

産
の
譲
渡
に
よ
る
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額

二
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
譲
渡
所
得
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の
金
額
当
該
特
定

産
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額

=
―
当
該
特
定
暗
号
資
産
の
譲
渡
に
よ
る
雑
所
得
の
金
額
の
計
箇
上
生
じ
た
損
失
の
金
額
当
該
特
定
暗

の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
及
び
譲
渡
所
得
の
金
額

5

前
年
中
に
お
い
て
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
を
有
す
る
法
第
二
百
九
十
四
条
第
一
項
第
一
号

が
、
法
第
三
百
十
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を
提
出
す
る
場
合
に
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ

に
よ
り
、
当
該
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
に
関
す
る
明
如

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

6

法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
(

同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
と
す
る
。

又
は
山
林
所
得
金

額

第
七
条
の
九

第
一
項
第
二

号
ホ

総
所
得
金
額

若
し
く
は
山
林
所
得
金
額
又
は
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
頷
渡
所
得
等
の
一

金
額

ー一

総
所
得
金
額
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
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地
上
階
数
五
以
上
を
有
す

る
耐
火
建
築
物
で
あ
っ
た

口
一
被
災
区
分
所
有
家
屋

四
分
の
一
以
上
二
分
の
一
未
満

二
分
の
一
以
上
四
分
の
三
未
滴

四
分
の
三
以
上

5

前
項
第
二
号
に
規
定
す
る
被
災
区
分
所
有
家
屋
に
係
る
居
住
部
分
に
相
当
す
る
部
分
の
割
合
と
は
、
令
和
八
年

度
又
は
令
和
九
年
度
に
係
る
賦
課
期
日
に
お
い
て
令
和
五
年
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
有
し
て
い
た
被
災
共
用

土
地
等
に
係
る
共
有
持
分
を
引
き
続
き
有
し
て
い
る
従
前
所
有
者
等
（
令
和
八
年
度
又
は
令
和
九
年
度
に
係
る
賦

課
期
日
に
お
い
て
第
三
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
取
得
し
た
被
災
共
用
土
地
等
に
係
る
共
有
持

分
を
引
き
続
き
有
し
て
い
る
相
続
人
等
に
係
る
従
前
所
有
者
等
を
含
む
。
）
が
令
和
五
年
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い

て
所
有
し
て
い
た
被
災
区
分
所
有
家
屋
の
専
有
部
分
（
建
物
の
区
分
所
有
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
三
項
に
規

定
す
る
専
有
部
分
を
い
う
。
）
（
第
七
項
第
二
号
口
に
お
い
て
「
特
定
専
有
部
分
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
令
和
五
年

度
に
係
る
賦
課
期
日
に
お
い
て
人
の
居
住
の
用
に
供
す
る
部
分
（
別
荘
（
第
三
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
別
荘

を
い
う
。
同
号
口
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
用
に
供
す
る
部
分
を
除
く
。
）
で
あ
っ
た
部
分
の
床
面
積
の
合
計
の
当
該
被

災
区
分
所
有
家
屋
の
床
面
積
に
対
す
る
割
合
を
い
う
。

6

第
五
十
二
条
の
十
一
第
三
項
の
規
定
は
、
第
四
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場

合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

7

法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法

第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
土
地
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
土
地
と
す
る
。

一
第
四
項
第
一
号
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
土
地
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土

地
」
と
い
う
。
）
の
面
積
に
当
該
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
の
う
ち
令
和
五
年
度
分

の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
法
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
も
の
の
面
積
の
当

該
被
災
住
宅
用
地
の
面
積
に
対
す
る
割
合
を
乗
じ
て
得
た
面
積
に
相
当
す
る
土
地

二
第
四
項
第
二
号
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
土
地
次
に
掲
げ
る
土
地
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る

土
地
イ
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
で
そ
の
面
積
が
二
百
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
で
あ
る
も
の
当
該
住
宅
用
地

と
み
な
さ
れ
た
土
地

口
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
で
そ
の
面
積
が
二
百
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
も
の
当
該
住
宅
用
地
と

み
な
さ
れ
た
土
地
の
面
積
を
当
該
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
に
係
る
被
災
区
分
所
有
家
屋
の
特
定
専
有

部
分
に
存
し
た
住
居
で
そ
の
全
部
が
別
荘
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た
住
居
以
外
の
住
居
の
数
（
以
下
こ
の
口
に

お
い
て
「
特
例
適
用
住
居
数
」
と
い
う
。
）
で
除
し
て
得
た
面
積
が
二
百
平
方
メ
ー
ト
ル
以
下
で
あ
る
も
の
に

あ
っ
て
は
当
該
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
、
当
該
除
し
て
得
た
面
積
が
二
百
平
方
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る

も
の
に
あ
っ
て
は
二
百
平
方
メ
ー
ト
ル
に
当
該
特
例
適
用
住
居
数
を
乗
じ
て
得
た
面
積
に
相
当
す
る
土
地

8

前
項
に
規
定
す
る
特
例
適
用
住
居
数
の
算
定
そ
の
他
同
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
総
務
省
令

で
定
め
る

9

法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替

．
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
の
う
ち
政

令
で
定
め
る
も
の
は
、
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
に
対
応
す
る
従
前
の
土
地
の
う
ち
の
被
災
住
宅
用
地
が
法
附
則
第
十

六
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
る
と
し
た
な
ら
ば
同
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
さ
れ
る
法
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
土
地
に
相
当
す
る
土
地

と
す
る
。

-．
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10

前
項
の
規
定
は
、
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
七
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
前
項
中
「
附
則
第
十
六
条
の
三
第
六
項
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
十
六
条
の
三
第
七
項
に
お
い
て

準
用
す
る
同
条
第
六
項
」
と
、
「
被
災
住
宅
用
地
が
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
二
項

に
規
定
す
る
特
定
被
災
住
宅
用
地
が
同
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

11

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
総
務
省
令
で
定
め
る
。

附
則
中
第
十
五
条
の
二
の
二
か
ら
第
十
五
条
の
二
の
五
ま
で
を
削
り
、
第
十
五
条
の
二
の
六
を
第
十
五
条
の
二
の

二
と
し
、
第
十
五
条
の
二
の
七
を
第
十
五
条
の
二
の
三
と
す
る
。

附
則
第
十
七
条
の
二
第
一
項
中
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
三
項
の
」
を
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
一
項
の
」
に
改

め
、
同
項
第
一
号
中
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
三
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
一
項
第
一
号
」
に
改
め
、

同
条
第
二
項
中
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
三
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
一
項
第
一
号
」
に
、
「
租
税
特

別
措
置
法
施
行
令
第
二
十
条
の
二
第
二
十
四
項
」
を
「
同
令
第
二
十
条
の
二
第
二
十
二
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項

中
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
五
項
」
を
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
附
則
第
三
十

四
条
の
二
第
九
項
」
を
「
附
則
第
三
十
四
条
の
二
第
十
一
項
」
に
、
「
第
二
十
条
の
二
第
二
十
六
項
」
を
「
第
二
十
条

の
二
第
二
十
四
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
七
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
八
条
の
六
第
十
四
項
中
「
、
第
三
十
五
条
第
一
項
」
の
下
に
「
、
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
」
を
、

「
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
の
下
に
「
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係

る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
を
加
え
、
同
条
第
三
十
一
項
中
「
、
第
三
十
五
条
第
五
項
」
の
下
に
「
、
第
三
十
五
条
の

三
の
六
第
四
項
」
を
、
「
短
期
譲
渡
所
得
の
金
額
」
の
下
に
「
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
に
規
定
す
る

特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
を
加
え
る
。

附
則
第
十
八
条
の
六
の
二
第
一
項
中
「
こ
の
項
」
の
下
に
「
及
び
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
を
加
え
、
同
条
第

二
項
第
一
号
中
「
公
表
さ
れ
た
法
」
を
「
公
表
さ
れ
た
払
出
事
由
（
法
」
に
、
「
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
払
出
事

由
」
と
い
う
。
）
」
を
「
又
は
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
契
約
不
履
行
等
事
由
（
次
項
及
び

第
五
項
に
お
い
て
「
契
約
不
履
行
等
事
由
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
改
め
、
同
条

第
三
項
中
「
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
」
及
び
「
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
非
課
税
口
座

内
上
場
株
式
等
」
と
い
う
。
）
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

3

第
一
項
の
規
定
は
、
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
非
課
税
口
座
（
以
下
こ
の
項
及
び
第

五
項
に
お
い
て
「
非
課
税
口
座
」
と
い
う
。
）
及
び
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
（
以
下
こ

の
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
」
と
い
う
。
）
を
開
設
す
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納

税
義
務
者
の
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
基
準
年
（
第
五
項
に
お
い
て
「
基
準
年
」
と
い
う
。
）
の
前
年
十
二
月
三
十

一
日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
、
法
附
則
第

三
十
五
条
の
三
の
二
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡
が
あ

っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
と
き
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
中
「
、
当
該
」
と
あ
る
の

は
「
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
三
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
る
j

と
、
「
（
法
附
則
第
三

十
五
条
の
三
の
二
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
（
同
条
第
一
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

附
則
第
十
八
条
の
六
の
二
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

5

前
項
の
規
定
は
、
非
課
税
口
座
及
び
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
を
開
設
す
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義

務
者
の
基
準
年
の
前
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
契
約

不
履
行
等
事
由
が
生
じ
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
八
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
非
課

税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
と
き
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

前
項
中
「
、
当
該
」
と
あ
る
の
は
、
「
、
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
八
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定

に
よ
る
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

附
則
第
十
八
条
の
六
の
三
第
一
項
中
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四

第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
二
項
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第

二
項
」
に
、
「
規
定
す
る
事
由
」
」
を
「
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
j

」
に
、
「
規
定
す
る
事
由
又
は
法
附
則
第
三

十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
契
約
不
履
行
等
事
由
」
を
「
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、

同
条
第
三
項
中
「
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
」
を
「
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
三
第
一
項
」
に
、
「
附
則
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地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
八
十
三
号

地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
二
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
関
係
法
律
の

規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
一
条
地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
一

目
次
中
「
第
四
十
四
条
の
十
こ
を
「
第
四
十
四
条
の
三
」
に
、
「
ー
第
五
十
二
条
の
二
十
三
」
を
「
•
第
五
十
二

条
の
十
九
」
に
改
め
る
。

第
六
条
の
十
四
第
二
項
中
「
、
第
百
六
十
四
条
第
七
項
（
法
第
百
六
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
、
第
四
百
五
十
八
条
第
七
項
（
法
第
四
百
五
十
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
削
る
。

第
六
条
の
二
十
一
第
二
項
第
一
号
中
「
の
種
別
割
」
を
削
る
。

第
七
条
の
二
の
二
第
二
項
中
「
五
十
八
万
円
」
を
「
六
十
二
万
円
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
三
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
十
五
号
口
の
政
令
で
定
め
る
も
の
）

第
七
条
の
三
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
十
五
号
口
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
所
得
税
法
（
昭
和
四
十

年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
百
六
十
一
条
第
一
項
第
九
号
に
掲
げ
る
配
当
等
の
う
ち
同
法
第
二
百
十
二
条
第
二
項
の

規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
と
す
る
。

第
七
条
の
四
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
」
を
削
る
。

第
七
条
の
五
第
二
項
第
一
号
中
「
の
生
徒
」
を
「
の
学
生
又
は
生
徒
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
十
三
第
一
項
中
「
五
十
八
万
円
」
を
「
六
十
二
万
円
」
に
改
め
る
。

第
七
条
の
十
九
第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
第
二
百
五
十
八
条
第
四
項
第
一
号
」
を
「
第
二
百
五
十
八
条
第
五
項
第

一
号
」
に
改
め
る
。

第
八
条
の
二
の
三
中
「
前
条
の
」
を
「
第
八
条
の
二
の
二
の
」
に
、
「
第
四
十
五
条
の
三
の
三
第
四
項
」
を
「
第
四

十
五
条
の
三
の
三
第
五
項
」
に
、
「
前
条
第
一
号
」
を
「
第
八
条
の
二
の
二
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
を
第
八
条
の
二

の
四
と
し
、
第
八
条
の
二
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
公
的
年
金
等
受
給
者
の
扶
養
親
族
等
申
告
書
の
提
出
を
要
し
な
い
公
的
年
金
等
の
額
）

第
八
条
の
二
の
三
法
第
四
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
金
額
は
、
公
的
年
金
等

受
給
者
（
同
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金
等
受
給
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
住
所
所
在
の
市
町

村
に
係
る
第
四
十
七
条
の
三
第
一
号
の
基
本
額
と
し
て
定
め
る
一
定
金
額
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
当
該
公
的
年

金
等
受
給
者
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
を
加
え
た
金
額
と
す
る
。

一
六
十
五
歳
以
上
の
公
的
年
金
等
受
給
者
百
二
十
万
円

二
六
十
五
歳
未
満
の
公
的
年
金
等
受
給
者
七
十
万
円

第
八
条
の
六
第
一
項
及
び
第
二
項
第
一
号
、
第
八
条
の
十
三
、
第
八
条
の
十
六
の
六
、
第
八
条
の
十
七
、
第
八
条

の
十
九
の
三
、
第
八
条
の
二
十
並
び
に
第
八
条
の
二
十
三
中
「
第
九
項
」
を
「
第
十
項
l

に
改
め
る
。

第
九
条
の
七
第
三
項
各
号
中
「
第
六
項
又
は
第
八
項
」
を
「
第
八
項
又
は
第
十
項
」
に
、
「
同
条
第
六
項
」
を
「
同

条
第
八
項
」
に
、
「
同
条
第
八
項
」
を
「
同
条
第
十
項
」
に
改
め
る
。

第
九
条
の
八
の
五
第
一
号
中
「
決
定
」
を
「
命
令
」
に
改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
前
号
」
を
「
第
二
号
」
に
改
め
、

同
号
を
同
条
第
四
号
と
し
、
同
条
第
二
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三
法
第
五
十
三
条
第
五
十
六
項
の
法
人
の
債
務
に
つ
い
て
、
円
滑
な
事
業
再
生
を
図
る
た
め
の
事
業
者
の
金
融

機
関
等
に
対
す
る
債
務
の
調
整
の
手
続
等
に
関
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
十
八
条
第
一

項
又
は
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
権
利
変
更
決
議
の
効
力
が
生
じ
た
こ
と

（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）
。

御

名

御

璽

高

市

早

苗

第
九
条
の
十
四
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
第
七
十
一
条
の
二
十
六
第
一
項
」
を
「
第
七
十
一
条
の
二
十
五
第
一
項
」

に
改
め
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
利
子
割
の
清
算
の
時
期
等
）

第
九
条
の
十
四
の
二
道
府
県
は
、
法
第
七
十
一
条
の
二
十
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
利
子
割
の
清
算
を
行
う
場
合

に
は
、
毎
年
度
二
月
に
、
当
該
年
度
の
前
年
度
の
一
月
か
ら
当
該
年
度
の
十
二
月
ま
で
の
間
に
収
入
し
た
利
子
割

額
に
相
当
す
る
額
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
利
子
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出
し
た
場
合
に
は
、

そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
前
条
に
規
定
す
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
、

各
道
府
県
ご
と
の
利
子
割
清
算
基
準
額
（
法
第
七
十
一
条
の
二
十
五
第
三
項
に
規
定
す
る
各
道
府
県
ご
と
の
利
子

割
清
算
基
準
額
を
い
う
。
）
に
応
じ
て
按
分
し
、
当
該
按
分
し
た
額
の
う
ち
他
の
道
府
県
に
係
る
額
に
相
当
す
る
金

額
（
法
第
七
十
一
条
の
二
十
五
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
道
府
県
に
支
払
う
べ
き
金
額
と
他
の
道
府
県
か
ら
支

払
を
受
け
る
べ
き
金
額
で
相
殺
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
当
該
相
殺
後
の
金
額
）
を
他
の
道
府
県
に
対
し
、
そ
れ

ぞ
れ
支
払
う
も
の
と
す
る
。

2

前
項
に
規
定
す
る
他
の
道
府
県
に
係
る
額
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
い
て
、
各
年
度
に
支
払
う
こ
と
が
で
き
な
か

っ
た
金
額
が
あ
る
と
き
、
又
は
各
年
度
に
お
い
て
支
払
う
べ
き
金
額
を
超
え
て
支
払
っ
た
金
額
が
あ
る
と
き
は
、

そ
れ
ぞ
れ
こ
れ
ら
の
金
額
を
、
そ
の
翌
年
度
に
支
払
う
べ
き
額
に
加
算
し
、
又
は
こ
れ
か
ら
減
額
す
る
も
の
と
す

る。
3

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
道
府
県
に
対
し
て
支
払
う
べ
き
額
を
支
払
っ
た
後
に
お
い
て
、
そ
の
支
払
っ
た
額

の
算
定
に
錯
誤
が
あ
っ
た
た
め
、
支
払
っ
た
額
を
増
加
し
、
又
は
減
少
す
る
必
要
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
錯

誤
に
係
る
額
を
、
当
該
錯
誤
を
発
見
し
た
年
度
又
は
そ
の
翌
年
度
に
お
い
て
支
払
う
べ
き
額
に
加
算
し
、
又
は
こ

れ
か
ら
減
額
す
る
も
の
と
す
る
。

4

第
一
項
の
規
定
を
適
用
し
て
他
の
道
府
県
に
対
し
支
払
う
べ
き
額
を
計
算
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
計
算
し

た
金
額
に
千
円
未
満
の
端
数
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
端
数
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
も
つ
て
、
他
の
道
府
県

に

対

し

支

払

う

べ

き

金

額

と

す

る

。

し

第
九
条
の
十
五
の
見
出
し
中
「
交
付
時
期
ご
と
の
」
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
道
府
県
は
、
毎
年
度
、
法
第
七

十
一
条
の
二
十
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
額
を
当
該
道
府
県
内
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
交
付
す
る
場
合
に
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
交
付
時
期
に
、
そ
れ
ぞ
れ
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
」
を
「
法
第
七
十
一
条
の
二
十
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
交
付
す
る
も
の
と
さ
れ
る
利
子
割
に
係
る
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
道
府
県
は
、
毎
年

度
三
月
に
、
各
市
町
村
に
対
し
、
当
該
年
度
の
前
年
度
の
一
月
か
ら
当
該
年
度
の
十
二
月
ま
で
の
間
に
収
入
し
た
利

子
割
額
に
相
当
す
る
額
に
第
九
条
の
十
四
に
規
定
す
る
率
を
乗
じ
て
得
た
額
に
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
他
の

道
府
県
か
ら
支
払
を
受
け
た
金
額
に
相
当
す
る
額
を
加
算
し
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
道
府
県
に
支
払
を
し
た
金

額
に
相
当
す
る
額
を
減
額
し
て
得
た
合
計
額
の
五
分
の
三
に
相
当
す
る
」
に
改
め
、
「
（
交
付
時
期
が
八
月
で
あ
る
場

合
に
は
、
当
該
年
度
の
前
年
度
前
三
年
度
内
）
」
を
削
り
、
同
項
の
表
を
削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
各
交
付
時
期
」
を

「
利
子
割
に
係
る
交
付
金
に
つ
い
て
、
各
年
度
」
に
、
「
当
該
交
付
時
期
」
を
「
各
年
度
」
に
、
「
次
の
交
付
時
期
」
を

「
翌
年
度
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
日
以
後
に
到
来
す
る
交
付
時
期
」
を
「
年
度
又
は
そ
の
翌
年
度
」
に
改
め
、

同
条
第
四
項
中
「
に
規
定
す
る
各
交
付
時
期
に
」
を
「
の
規
定
を
適
用
し
て
」
に
、
「
額
と
し
て
同
項
の
規
定
を
適
用

し
て
」
を
「
額
を
」
に
、
「
当
該
交
付
時
期
に
」
を
「
各
市
町
村
に
対
し
」
に
改
め
る
。

第
九
条
の
十
九
第
一
項
の
表
八
月
の
項
中
「
前
年
度
」
を
「
当
該
年
度
の
前
年
度
の
」
に
、
「
七
月
」
を
「
当
該
年

度
の
七
月
」
に
改
め
、
「
。
以
下
こ
の
表
に
お
い
て
同
じ
。
」
を
削
り
、
同
表
十
二
月
の
項
中
「
八
月
」
を
「
当
該
年
度

の
八
月
」
に
改
め
、
「
収
入
額
」
の
下
に
「
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
配
当
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出

し
た
場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
」
を
加
え
、
同
表
三
月
の
項
中
「
十
二
月
」
を
「
当
該
年
度
の

十
二
月
」
に
改
め
、
「
収
入
額
」
の
下
に
「
（
当
該
期
間
内
に
過
誤
納
に
係
る
配
当
割
の
還
付
金
を
歳
出
予
算
か
ら
支
出
・

し
た
場
合
に
は
、
そ
の
支
出
し
た
額
を
控
除
し
た
額
）
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
及
び
第
四
項
中
「
に
規
定
す
る
各
交

付
時
期
」
を
「
の
交
付
時
期
ご
と
」
に
改
め
る
。



-74-

--0123456789

令和 8年3月31日 火曜日 官 報 （号外特第 15号） 56 

4

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
六
項
に

定
す
る
車
両
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
同
項
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の

合
に
お
い
て
、
同
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
と
す
る
。

5

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
十
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
ャ

同
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
附
則
第
十
五
条
第
十
三
項
に
規
定
す
る
家
屋
及
び
償
却
資
産
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

6

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
設
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
十
八
項

r

規
定
す
る
機
械
そ
の
他
の
設
備
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

7

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
た
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
二

十
五
項
に
規
定
す
る
特
定
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
徘

前
の
例
に
よ
る
。

8

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
三
十
一
項
に
規
定

す
る
農
地
中
間
管
理
機
構
が
同
項
に
規
定
す
る
農
地
中
間
管
理
権
を
取
得
し
た
同
項
に
規
定
す
る
土
地
に
対
し
て
課

す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

9

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
五
十
六
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
令

和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
三
十
五
項
に
規
定
す
る
機
械
装
置
等
に
対

し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

1
0
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
築
さ
れ
た
附
則
第
一
条
第
八
号
に
掲
げ
る

規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
（
次
項
か
ら
第
十
三
項
ま
で
に
お
い
て
「
八
号
旧
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
五
条

の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

11

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
築
さ
れ
た
八
号
旧
法
附
則
第
十
五
条
の
六

第
二
項
に
規
定
す
る
住
宅
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

12

長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十
七
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
十
一

年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
新
築
さ
れ
た
八
号
旧
法
附
則
第
十
五
条
の
七
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
に
対
し
て
課

す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

1
3
長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
十
一
年
―
―
一
月
―
―
-
+
―
日
ま
で
の
間
に
新
築

さ
れ
た
八
号
旧
法
附
則
第
十
五
条
の
七
第
二
項
に
規
定
す
る
住
宅
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
。

1
4
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
旧
法
附
則
第
十
五
条
の
十
一
第
一
項
に
規
定

す
る
利
便
性
等
向
上
改
修
工
事
が
行
わ
れ
た
同
項
に
規
定
す
る
改
修
実
演
芸
術
公
演
施
設
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資

産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

1
5
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得
を
含
む
。
）
が
行
わ
れ

た
新
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
項
に
規
定
す
る
土
地
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
係
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
同
項
中
「
被
災
住
宅
用
地
（
福
島
県
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
被
災
住
宅
用

地
」
と
す
る
。

1
6
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得
を
含
む
。
）
が

行
わ
れ
た
旧
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
項
に
規
定
す
る
土
地
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

前
の
例
に
よ
る
。

17

令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
新
法
附
則
第
五

十
六
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
係
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同

項
中
「
家
屋
（
福
島
県
の
区
域
内
に
所
在
し
、
又
は
所
在
し
て
い
た
も
の
に
限
る
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
家
屋
」
と
す

る。

1
8
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
旧
法
附

則
第
五
十
六
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

1
9
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得
を
含
む
。
）
又

改
良
が
行
わ
れ
た
旧
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い

て
は
、
同
項
の
規
定
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
中
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
一

と
あ
る
の
は
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
と
、
「
附
則
第
十
五
条
（
第
二
十
一
項
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
附
則

第
十
五
条
（
第
二
十
項
を
除
く
。
）
」
と
す
る
。

2
0
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
新
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
五
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
直

項
中
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
又
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
二
号
）
附
ー

第
十
四
条
第
十
九
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
皿

の
地
方
税
法
附
則
第
五
十
六
条
第
十
二
項
」
と
、
「
附
則
第
五
十
六
条
第
十
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
五
十
六
条

第
十
四
項
若
し
く
は
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
二
号
）
附
則
第
十
四
条
第
十
九
[

の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
法
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
附
則

五
十
六
条
第
十
二
項
」
と
す
る
。

（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
五
条
新
法
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
部
分
（
新
法
第
四
百
六
十
一
条
の
二
の
規
定
を
除
く
。
）
は
、
令
和

八
年
度
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

2

施
行
日
前
の
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お

従
前
の
例
に
よ
る
。

3

前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
旧
法
第
四
百
五
十
八
条
第
一
項
、
第
四
百
五
十
九
条

第
一
項
又
は
附
則
第
五
十
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
納
税
義
務
を
免
除
さ
れ
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
係

る
地
方
団
体
の
徴
収
金
に
係
る
旧
法
第
四
百
五
十
八
条
第
六
項
、
第
四
百
五
十
九
条
第
二
項
若
し
く
は
附
則
第
五
十

七
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
還
付
又
は
旧
法
第
四
百
五
十
八
条
第
七
項
（
旧
法
第
四
百
五
十
九
条
第
三
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
若
し
く
は
附
則
第
五
十
七
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
充
当
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

4

令
和
七
年
度
以
前
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

5

前
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
五
十
八
条
第
五
項
、
第
七
項
又
は
第
九

項
の
規
定
に
よ
り
納
税
義
務
を
免
除
さ
れ
る
令
和
二
年
度
分
及
び
令
和
三
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
係
る

地
方
団
体
の
徴
収
金
に
係
る
同
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
る
還
付
又
は
同
条
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
充
当
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

6

新
法
附
則
第
五
十
八
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
旧
自
動
車
持
出
困
難
区
域
は
自

動
車
等
持
出
困
難
区
域
と
、
二
十
八
年
旧
法
附
則
第
五
十
二
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
旧
自
動
車
持
出
困
難

区
域
を
指
定
す
る
旨
の
公
示
が
あ
っ
た
日
（
地
方
税
法
及
び
国
有
資
産
等
所
在
市
町
村
交
付
金
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
施
行
の
日
以
後
最
初
に
総
務
大
臣
が
同
号
の
規
定
に
よ
り
指
定
し
て
公
示
し
た
旧
自
動
車
持
出
困
難
区
域

に
あ
っ
て
は
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
）
は
新
法
附
則
第
五
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
自
動
車
等
持
出
困

難
区
域
を
指
定
す
る
旨
の
公
示
が
あ
っ
た
日
と
、
そ
れ
ぞ
れ
み
な
す
。

（
事
業
所
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
六
条
新
法
附
則
第
三
十
三
条
第
五
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
分
の
法
人
の
事
業
及
び

令
和
八
年
以
後
の
年
分
の
個
人
の
事
業
（
施
行
日
前
に
廃
止
さ
れ
た
個
人
の
事
業
を
除
く
。
）
に
対
し
て
課
す
べ
き
事

業
所
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
分
の
法
人
の
事
業
並
び
に
令
和
八
年
前
の
年
分
の
個

人
の
事
業
及
び
令
和
八
年
分
の
個
人
の
事
業
で
施
行
日
前
に
廃
止
さ
れ
た
も
の
に
対
し
て
課
す
る
事
業
所
税
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
都
市
計
画
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
七
条
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
除
き
、
新
法
の
規
定
中
都
市
計
画
税
に
関
す
る
部
分
（
地
方
税
法
第
七
百
二

条
の
八
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
新
法
第
三
百
七
十
四
条
の
二
の
規
定
を
除
く
。
）
は
、
令
和
八
年
度
以
後
の
年
度

分
の
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
七
年
度
分
ま
で
の
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
十
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
取
得
さ
れ
た

同
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
附
則
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
施
設
に
対
し
て
課
す
る
都
市

計
画
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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条
と
し
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
法
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
八
を
同
法
第
四
百
六
十
一
条

と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
四
百
八
十
五
条
の
四
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
五
百
四
十
二

条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
六
百
十
四
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
六
百
九

十
六
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
百
条
の
六
十
七
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法

第
七
百
一
条
の
十
九
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
百
一
条
の
三
十
六
第
二
項
の
改
正
規
定
、
同

法
第
七
百
一
条
の
六
十
六
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
百
二
十
九
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改

正
規
定
、
同
法
第
七
百
三
十
三
条
の
二
十
五
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
及
び
同
法
第
七
百
三
十
九
条
の
六

の
改
正
規
定
並
び
に
第
四
条
（
第
五
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
五
条
（
同
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を

除
く
。
）
及
び
第
六
条
（
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
第
十
四
条
第
一
項
及
び
第

十
七
条
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
令
和
九
年
四
月
一
日

四
第
一
条
中
地
方
税
法
第
七
百
四
十
七
条
の
四
の
前
の
見
出
し
、
同
条
及
び
第
七
百
四
十
七
条
の
五
第
一
項
の
改

正
規
定
令
和
九
年
五
月
一
日

五
第
一
条
中
地
方
税
法
第
十
六
条
の
四
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
記
録
命
令

付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
二
十
二
条
を
第
二
十
一
条
の
二

と
し
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
二
十
二
条
の
四
、
第
二
十
二
条
の
五
第
一
項
及
び
第
二

項
、
第
二
十
二
条
の
六
第
一
項
、
第
二
十
二
条
の
七
、
第
二
十
二
条
の
九
、
第
二
十
二
条
の
十
一
か
ら
第
二
十
二

条
の
十
三
ま
で
、
第
二
十
二
条
の
十
四
第
一
項
、
第
二
十
二
条
の
十
五
、
第
二
十
二
条
の
十
六
第
一
項
、
第
二
十

二
条
の
十
七
並
び
に
第
二
十
二
条
の
十
八
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法

第
二
十
二
条
の
十
九
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
十
二
条
の
二
十
（
見
出
し
を
含
む
。
）
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
十

二
条
の
二
十
一
及
び
第
二
十
二
条
の
二
十
二
の
改
正
規
定
、
同
法
第
二
十
二
条
の
二
十
三
（
見
出
し
を
含
む
。
）
の

改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
二
十
二
条
の
二
十
四
、
第
二
十
二
条
の
二
十
八
第
一
項
、
第
二
十
二
条
の
三
十
、
第
二

十
二
条
の
三
十
一
及
び
第
七
十
二
条
の
百
十
一
第
一
項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
九
条
の
十
二
の
改
正
規

定
、
第
四
条
中
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
附
則
第
三
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の

効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
法
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
廃
止
前
の
地
方
法
人
特
別
税
等
に
関
す
る
暫
定
措
置

法
第
十
九
条
の
改
正
規
定
、
第
五
条
中
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
第
十
七
条
の
改
正
規

定
並
び
に
第
六
条
中
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
第
十
七
条
の
改
正
規
定
並
び

に
次
条
及
び
附
則
第
二
十
一
条
の
規
定
令
和
九
年
十
月
一
日

六
第
一
条
中
地
方
税
法
第
三
十
四
条
第
一
項
第
八
号
の
二
、
第
五
十
三
条
、
第
三
百
十
四
条
の
二
第
一
項
第
八
号

の
二
及
び
第
三
百
二
十
一
条
の
八
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
五
条
の
六
、
第
七
条
の
三
及
び
第
三
十
四
条

第
四
項
の
改
正
規
定
、
同
法
附
則
第
三
十
四
条
の
二
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
、
第
二
項
、
第
四
項
及
び
第
五

項
中
「
令
和
八
年
度
」
を
「
令
和
十
一
年
度
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
同
法
附
則
第
三
十
四
条
の
二
の

二
、
第
四
十
四
条
の
二
第
六
項
の
表
附
則
第
三
十
四
条
の
二
第
六
項
の
項
及
び
第
八
項
の
表
附
則
第
三
十
四
条
の

二
第
六
項
の
項
並
び
に
第
四
十
四
条
の
三
第
四
項
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
条
第
四
項
、
第
十
四
項
及
び
第

十
五
項
並
び
に
第
十
一
条
第
三
項
及
び
第
十
二
項
の
規
定
令
和
十
年
一
月
一
日

七
第
一
条
中
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の
七
十
八
の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
二
条
の
八
十
の
三
（
見
出
し
を
含
む
。
）

の
改
正
規
定
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項
の
改
正
規
定
及
び

同
条
に
一
項
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
七
条
の
規
定
令
和
十
年
四
月
一
日

八
第
一
条
中
地
方
税
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
一
項
、
第
七
十
三
条
の
二
十
四
第
一
項
及
び
第
三
百
四
十
八
条
第

二
項
第
二
号
の
五
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
十
一
条
第
八
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」

を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
附
則
第
十
五
条
第
二
十
八
項
の
改
正
規
定

（
「
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
三
号
）
」
を
削
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
条
第
四
十
項
第
一
号
の
改
正
規
定
、
同

法
附
則
第
十
五
条
の
六
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」

に
、
「
、
次
条
並
び
に
附
則
第
十
五
条
の
八
」
を
「
か
ら
附
則
第
十
五
条
の
八
ま
で
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、

同
条
第
二
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を

除
く
。
）
、
同
法
附
則
第
十
五
条
の
七
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
三
年
三
月

三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
及
び
同
条
第
二
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和

十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
八
条
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
並
び
に

第
十
四
条
第
十
項
か
ら
第
十
三
項
ま
で
の
規
定
令
和
十
一
年
四
月
一
日

九
第
一
条
中
地
方
税
法
第
十
六
条
の
四
第
一
項
の
改
正
規
定
（
第
五
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
情
報
通

信
技
術
の
進
展
等
に
対
応
す
る
た
め
の
刑
事
訴
訟
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
三
十
九
号
）

附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

十
第
二
条
並
び
に
附
則
第
四
条
及
び
第
十
二
条
の
規
定
経
済
社
会
情
勢
の
変
化
を
踏
ま
え
た
企
業
の
事
業
活
動

の
持
続
的
な
発
展
を
図
る
た
め
の
産
業
競
争
力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第

号
）
の
施
行
の
日

十
一
第
一
条
中
地
方
税
法
附
則
第
十
五
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
年
三

月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
十
四
条
第
三
項
及
び
第
十
七
条
第
二
項
の
規
定
物
資

の
流
通
の
効
率
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
二
第
一
条
中
地
方
税
法
附
則
第
十
条
第
七
項
の
改
正
規
定
（
「
第
二
条
第
九
号
」
を
「
第
二
条
第
十
号
」
に
改
め

る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
附
則
第
十
五
条
第
十
七
項
の
改
正
規
定
（
同
項
を
同
条
第
十
六
項
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）

及
び
同
条
第
四
十
四
項
の
改
正
規
定
（
同
項
を
同
条
第
四
十
三
項
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
地
域
公
共
交
通
の
活

性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
三
第
一
条
中
地
方
税
法
附
則
第
十
一
条
第
七
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
―

三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
第
十
四
項
の
改
正
規
定
及
び
同
法
附
則
第
十
五
条
第
十
四
項

の
改
正
規
定
（
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
部
分
及
び
同
項
を
同

条
第
十
三
項
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
八
条
第
四
項
、
第
十
四
条
第
五
項
及
び
第
十
七
条
第
三
項
の

規
定
都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
四
第
三
条
並
び
に
附
則
第
五
条
及
び
第
十
三
条
の
規
定
産
業
技
術
力
強
化
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令

和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日

十
五
第
一
条
中
地
方
税
法
第
七
十
三
条
の
六
第
三
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
七
十
三
条
の
十
四
第
八
項
及
び
第
九

項
の
改
正
規
定
都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
附
則
第

一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

十
六
第
一
条
中
地
方
税
法
附
則
第
四
条
の
五
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
四
条
第
五
項
第
三
号
」
を
「
第
四
条
第
九

項
第
三
号
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
医
薬
品
、
医
療
機
器
等
の
品
質
、
有
効
性
及
び
安
全
性
の
確
保
等
に
関

す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
三
十
七
号
）
附
則
第
一
条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の

施
行
の
日

十
七
第
一
条
中
地
方
税
法
附
則
第
三
条
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
附
則
第
三
十
五
条
の
四
」
を
「
附
則
第
三
十

五
条
の
三
の
六
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
附
則
第
五
条
の
五
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
又
は
附
則
第
三
十

五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
」
を
「
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
又
は
附
則
第
三

十
五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
の
道
用
を
受
け
る
と
き
」
に
改
め
る
部
分
及
び
同
項
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、

同
条
第
二
項
の
改
正
規
定
（
「
又
は
附
則
第
三
十
五
条
の
四
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
」
を
「
、
附
則

第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
又
は
附
則
第
三
十
五
条
の
四
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
」
に
改
め
る

部
分
及
び
同
項
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
を
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の

三
の
五
と
し
、
同
条
の
次
に
二
条
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
を
同
法
附
則
第
三
十

五
条
の
三
の
五
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
及
び
同
法
附
則
第
三
十
七
条
の
三
を
同
法
附
則
第
三
十
七
条
の
四
と
し
、

同
法
附
則
第
三
十
七
条
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
条
第
十
三
項
及
び
第
十
六
項
、

第
十
一
条
第
十
一
項
及
び
第
十
三
項
並
び
に
第
十
八
条
の
規
定
金
融
商
品
取
引
法
及
び
資
金
決
済
に
関
す
る
法

律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
号
）
の
施
行
の
日
、
の
属
す
る
年
の
翌
々
年
の
一
月
一
日

（
記
録
命
令
付
差
押
え
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
前
条
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
前
に
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
税
法
（
以
下
「
旧
法
」

と
い
う
。
）
第
一
章
第
十
六
節
の
規
定
に
よ
り
記
録
命
令
付
差
押
え
（
旧
法
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
記

録
命
令
付
差
押
え
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
旧
法
第
二
十
二
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
許

可
状
が
発
せ
ら
れ
た
場
合
に
お
け
る
当
該
記
録
命
令
付
差
押
え
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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2

法
人
の
代
表
者
又
は
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
の
業
務
又
は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違

反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
に
対
し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

3

人
格
の
な
い
社
団
等
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴

訟
行
為
に
つ
き
当
該
人
格
の
な
い
社
団
等
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
五
条
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
一
年
法
律
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う

に
改
正
す
る
。

第
十
七
条
中
「
規
定
」
の
下
に
「
（
こ
れ
ら
の
規
定
に
係
る
罰
則
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。

第
二
十
二
条
第
二
項
中
「
第
二
十
四
条
第
四
項
」
の
下
に
「
、
第
二
十
四
条
の
二
第
二
項
」
を
加
え
る
。

第
二
十
四
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
二
十
四
条
の
二
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
地
方
税
法
第
三
百
三
十
一
条
第

六
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
七
十

二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
市
町
村
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の

違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併

科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

3

法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴
訟
行
為
に
つ
き
当
該
法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者

又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事
訴
訟
に

関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
二
十
五
条
第
一
項
第
一
号
中
「
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
」
を
削
る
。

（
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
六
条
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
一
年
法
律
第
四
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
、
第
百
六
十
四
条
第
七
項
（
同
法
第
百
六
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
」
を
削
る
。
．

第
十
七
条
中
「
規
定
」
の
下
に
「
（
こ
れ
ら
の
規
定
に
係
る
罰
則
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。

第
二
十
二
条
第
二
項
中
「
第
二
十
六
条
第
四
項
」
の
下
に
「
、
第
二
十
六
条
の
二
第
二
項
」
を
加
え
る
。

第
二
十
六
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
二
十
六
条
の
二
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の
六
十
八
第
六

項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
七
十
二

条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
都
道
府
県
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の

違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併

科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
の
業
務
又
は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違

反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
に
対
し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

3

人
格
の
な
い
社
団
等
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴

訟
行
為
に
つ
き
当
該
人
格
の
な
い
社
団
等
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
号
中
「
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
」
を
削
る
。

me

貝

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
法
律
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
0-

に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
第
一
条
中
地
方
税
法
第
三
十
七
条
の
二
第
二
項
の
改
正
規
定
（
同
項
第
五
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
四
項
」

i

改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
三
百
十
四
条
の
七
第
二
項
の
改
正
規
定
（
同
項
竿

五
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
四
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
及
び
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
一
―

条
第
五
項
及
び
第
六
項
並
び
に
第
十
一
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
令
和
八
年
十
月
一
日

二
第
一
条
中
地
方
税
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
六
号
、
第
七
号
及
び
第
九
号
並
び
に
第
三
十
四
条
第
一
項
第
六
旦
l

の
改
正
規
定
、
同
法
第
三
十
七
条
の
二
第
十
一
項
の
改
正
規
定
（
同
項
第
一
号
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
竿

四
十
五
条
の
三
の
二
第
一
項
第
二
号
、
第
四
十
五
条
の
三
の
三
、
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
六
号
、
第
七
号
氾

び
第
九
号
並
び
に
第
三
百
十
四
条
の
二
第
一
項
第
六
号
の
改
正
規
定
、
同
法
第
三
百
十
四
条
の
七
第
十
一
項
の
古

正
規
定
（
同
項
第
一
号
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
同
法
第
三
百
十
七
条
の
三
の
二
第
一
項
第
二
号
及
び
第
一
―

百
十
七
条
の
三
の
三
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
第
三
条
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
（
第
十
七
号
に
掲
げ
る
古

正
規
定
を
除
く
。
）
、
同
法
附
則
第
四
条
の
五
第
一
項
の
改
正
規
定
（
第
十
六
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、

同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
法
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
令
和
二
十
年
度
」
を
「
令
和
二

十
五
年
度
」
に
改
め
る
部
分
、
「
令
和
七
年
」
を
「
令
和
十
二
年
」
に
改
め
る
部
分
及
び
同
項
第
一
号
に
係
る
部
分

（
「
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
」
の
下
に
「
（
平
成
七

年
法
律
第
十
一
号
）
」
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
に
限
る
。
）
、
同
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
条
第
五
項
の
改
正
規

定
（
「
令
和
二
十
年
度
」
を
「
令
和
二
十
五
年
度
j

に
改
め
る
部
分
、
「
令
和
七
年
」
を
「
令
和
十
二
年
」
に
改
め
る

部
分
及
び
同
項
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
同
条
第
七
項
の
改
正
規
定
、
同
法
附
則
第
五
条
の
五
の
改
正
規

定
（
第
十
七
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
同
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
改
正

規
定
、
同
条
を
同
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
三
と
し
、
同
法
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改

正
規
定
、
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
二
の
二
第
二
項
、
第
三
十
五
条
の
二
の
三
第
二
項
、
第
三
十
五
条
の
三
の
二

及
び
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
条
を
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
五
と
す
る
改
正
規
定
、

同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
を
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
と
し
、
同
法
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二

の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
附
則
第
四
十
五
条
第
一
項
の
表
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
第
一
号

の
項
の
改
正
規
定
（
「
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）

並
び
に
同
条
第
四
項
の
表
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
第
一
号
の
項
の
改
正
規
定
（
「
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第

五
項
第
一
号
」
を
「
第
五
項
第
一
号
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
三
条
第
二
項
、
第
九
項
、
第
十

項
及
び
第
十
二
項
並
び
に
第
十
一
条
第
二
項
及
び
第
八
項
か
ら
第
十
項
ま
で
の
規
定
令
和
九
年
一
月
一
日

三
第
一
条
中
地
方
税
法
第
二
十
七
条
第
二
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
六
十
九
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、

同
法
第
七
十
一
条
の
二
十
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
一
条
の
四
十
一
の
次
に
一
条
を
加
え

る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
一
条
の
六
十
一
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
二
条
の
八
第
二
項

の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
二
条
の
六
十
九
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
三
条
の
三
十
七
の

次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
四
条
の
二
十
八
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
九
十

五
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
百
四
十
四
条
の
五
十
二
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同

法
第
百
七
十
七
条
の
二
十
二
を
同
法
第
百
六
十
九
条
と
し
、
同
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
法
第
古

七
十
七
条
の
二
十
二
を
同
法
第
百
六
十
九
条
と
す
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
二
百
一
条
の
次
に
一
条
を
加
え
ス

改
正
規
定
、
同
法
第
二
百
八
十
六
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
二
百
九
十
九
条
第
二
項
の
改
下

規
定
、
同
法
第
三
百
三
十
二
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
三
百
五
十
一
条
の
改
正
規
定
、
同
辻

第
三
百
七
十
四
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
八
を
同
法
第
四
百
六
十
一
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前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
第
二
十
三
条
第
一
項
（
第
七
号
か
ら
第
九
号
ま
で
、
第
十
一
号
イ
②
、
第
十
二
号
口
及
び
第
十
三
号
に
係

部
分
に
限
る
。
）
、
第
二
十
四
条
の
五
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
三
十
四
条
第
一
項
（
第

号
の
二
及
び
第
十
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
九
項
、
第
三
十
七
条
、
附
則
第
四
条
第
四
項
並
び
に
除

則
第
四
条
の
二
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
二
十
三
条
第
一
項
第
十
三
号
中
「
山
林
所
得
金
額
」

と
あ
る
の
は
、
「
山
林
所
得
金
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係

る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
す
る
。

二
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
課
税
標
準
の
計
算
上
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
所
得
税
法
第
六
十
九
条
の
毎

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条
の
二
第
二
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
A

こ
ろ
に
よ
る
。

三
第
三
十
二
条
第
九
項
（
雑
損
失
の
金
額
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
三
十
四
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
ャ

は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
総
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
、
「
総
所
得
金
額
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項

に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
す
る
。

四
第
三
十
七
条
か
ら
第
三
十
七
条
の
四
ま
で
、
附
則
第
五
条
第
一
項
、
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
及
び
附
則
第

五
条
の
五
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
三
十
七
条
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の

額
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
、
第
三
十
七
冬

の
二
第
一
項
中
「
山
林
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
山
林
所
得
金
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一

項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
、
同
項
前
段
、
第
三
十
七
条
の
三
、
第
三
十

七
条
の
四
、
附
則
第
五
条
第
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割

の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
、
第
三
十

七
条
の
二
第
一
項
後
段
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
の
合
計
額
」
と
、
同
条
第
十
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
五
第

一
項
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
の
合
計
額
」
と
、
附
則
第
五
条
第
一
項
各
号
中
「
課
税
総
所
得
金
額
」
と
あ

る
の
は
「
課
税
総
所
得
金
額
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
課

税
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
合
計
額
」
と
す
る
。

五
附
則
第
三
条
の
三
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
及
び
第
二
項
第
一
号
中
「
山
林
所
得
金
額
」

と
あ
る
の
は
「
山
林
所
得
金
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係

る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
、
同
項
中
「
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
適
用
し
た
場
合
の

所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
、

同
項
第
二
号
及
び
同
条
第
五
項
第
三
号
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十

五
条
の
三
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
す
る
。

六
前
各
号
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
四
十
五
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
申
告
に
関
す
る
特
例
そ
の
他
前
項
の
規

定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
道
府
県
民
税
に
関
す
る
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め

る。

3

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

4

市
町
村
は
、
当
分
の
間
、
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条

の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
又
は
雑
所
得
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
事
業
所
得
、
譲
渡
所

得
及
び
雑
所
得
に
つ
い
て
は
、
第
三
百
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
三
百
十
四
条
の
三
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
他
の
所
得
と
区
分
し
、
前
年
中
の
当
該
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と

し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所

得
等
の
金
額
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
課
税
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
特
定
暗
号
資
産
に
係
る

譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
次
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
三
百
十
四
条
の
二
の
規
定
の
滴

用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
を
い
う
。
）
の
百
分
の
三
（
当
該
納
税
義
務
者
が
指
定
都
市
の
区
域

内
に
住
所
を
有
す
る
場
合
に
は
、
百
分
の
四
）
に
相
当
す
る
金
額
に
相
当
す
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
を
課
す
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の
金
額
が
あ
る
と
4

は
、
市
町
村
民
税
に
関
す
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
損
失
の
金
額
は
生
じ
な
か
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

5

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

一
第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
（
第
七
号
か
ら
第
九
号
ま
で
、
第
十
一
号
イ
②
、
第
十
二
号
口
及
び
第
十
三
号
に

係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
二
百
九
十
五
条
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
三
項
、
第
三
百
ナ

四
条
の
二
第
一
項
（
第
十
号
の
二
及
び
第
十
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
九
項
、
第
三
百
十
四
条
の
六
、

附
則
第
四
条
第
十
項
並
び
に
附
則
第
四
条
の
二
第
十
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
二
百
九
十
二
条
第
一
―

項
第
十
三
号
中
「
山
林
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
、
「
山
林
所
得
金
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四

項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
す
る
。

二
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
課
税
標
準
の
計
算
上
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
所
得
税
法
第
六
十
九
条
の
規

定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
八
条
の
二
第
二
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
と

、
こ
ろ
に
よ
る
。

三
第
三
百
十
三
条
第
九
項
（
雑
損
失
の
金
額
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
三
百
十
四
条
の
二
の
規
定
の
適

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
総
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
、
「
総
所
得
金
額
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の

六
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
す
る
。

四
第
三
百
十
四
条
の
六
か
ら
第
三
百
十
四
条
の
八
ま
で
、
第
三
百
十
四
条
の
九
第
一
項
、
附
則
第
五
条
第
三
項
、

附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
及
び
附
則
第
五
条
の
五
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
三
百
十
四
条
の
六

中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る

町
村
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
、
第
三
百
十
四
条
の
七
第
一
項
中
「
山
林
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
山
林
F

得
金
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の

額
」
と
、
同
項
前
段
、
第
三
百
十
四
条
の
八
、
第
三
百
十
四
条
の
九
第
一
項
、
附
則
第
五
条
第
三
項
及
び
附
ー

第
五
条
の
四
第
五
項
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六

四
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
、
第
三
百
十
四
条
の
七
第
一
項
後
段
中
「
所
得
割
の
額
」

と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
の
所
得
卑

の
額
の
合
計
額
」
と
、
同
条
第
十
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
五
第
二
項
中
「
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「

得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
額
の
合
,
1

―

額
」
と
、
附
則
第
五
条
第
三
項
各
号
中
「
課
税
総
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
課
税
総
所
得
金
額
及
び
附
則

三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
課
税
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
合
計
額
」
と

る。

五
附
則
第
三
条
の
三
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項
第
三
号
及
び
第
五
項
第
二
号
中
「
所
得
割
の

額
」
と
あ
る
の
は
「
所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
の

所
得
割
の
額
」
と
、
同
条
第
四
項
及
び
第
五
項
第
一
号
中
「
山
林
所
得
金
額
」
と
あ
る
の
は
「
山
林
所
得
金

並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
、

同
項
中
「
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
」
と
あ
る
の
は
「
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
並
び
に
附
則
第
三

十
五
条
の
三
の
六
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
額
」
と
す
る
。

六
前
各
号
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
三
百
十
七
条
の
二
の
規
定
に
よ
る
申
告
に
関
す
る
特
例
そ
の
他
前
項
の

規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
市
町
村
民
税
に
関
す
る
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で

め
る
。

6

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
繰
越
控
除
）

第
三
十
五
条
の
三
の
七
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
前
年
前
三
年
内
の
各
年
に
生
じ
た
特
定
暗
号
資

産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
（
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
前
年
前
に
お
い
て
控
除
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
は
、
当
該

特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
生
じ
た
年
の
末
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
の
道
府
県
民
税
に
つ
い

て
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
損
失
の
金
額
の
控
除
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
又
は

第
三
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
（
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
含
む
。
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
提
出
し
た
場
合
（
市
町
村
長
に
お
い
て
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
場

合
に
は
、
こ
れ
ら
の
申
告
書
を
そ
の
提
出
期
限
後
に
お
い
て
道
府
県
民
税
の
納
税
通
知
書
が
送
達
さ
れ
る
時
ま
で

に
提
出
し
た
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
、
そ
の
後
の
年
度
分
の
道
府
県
民
税
に
つ
い
て
連
続
し
て
こ
れ
ら
の
申
告



-79-

--0123456789

45 令和 8年3月31日 火曜日 官 報 （号外特第 15号）

二
当
該
非
課
税
口
座
の
開
設
の
時
か
ら
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
他
の
保
管
口
座
へ
の
移

管
又
は
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
係
る
有
価
証
券
の
当
該
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
へ
の
返

還
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
六
号
ホ

m
mに
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
由
に
よ
る

移
管
又
は
返
還
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等

に
つ
い
て
は
前
項
の
規
定
の
適
用
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
、
か
つ
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、

そ
の
移
管
又
は
返
還
が
あ
っ
た
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
に
よ
り
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て

定
め
ら
れ
た
方
法
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

三
契
約
不
履
行
等
事
由
の
基
因
と
な
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
及
び
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時

に
お
け
る
当
該
非
課
税
口
座
に
係
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が

生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
に
よ
り
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ

た
方
法
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

四
第
二
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
当
該
非
課
税
口
座
を
開
設
し
て
い
た
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務

者
に
つ
い
て
は
、
同
号
の
移
管
又
は
返
還
が
あ
っ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て
当

該
移
管
又
は
返
還
に
よ
る
払
出
し
が
あ
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
数
に
相
当
す
る
数
の
当
該
非
課
税

口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一
銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。

五
第
三
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
当
該
非
課
税
口
座
を
開
設
し
て
い
た
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務

者
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て

同
号
の
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
六
号
ホ
③
に
規
定
す

る
譲
渡
又
は
贈
与
が
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
の
数
に
相
当
す
る
数
の
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一

銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
、
第
三
号
の
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
を
贈
与
に
よ
り
取
得
し
た
者

に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て
当

該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一
銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
そ
れ
ぞ
れ
み
な
す
。

9

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
係
る
収
入
金
額
が
所
得
税
法
第
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
の
例
に
よ
っ
て
算
定
し

た
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
取
得
費
及
び
そ
の
譲
渡
に
要
し
た
費
用
の
額
の
合
計
額
又
は
そ
の
譲
渡
に

係
る
必
要
経
費
に
満
た
な
い
場
合
に
お
け
る
そ
の
不
足
額
は
、
市
町
村
民
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
な
い
も
の
と
み
な
す
。

附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
四
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
三
項
中
「
前
二
項
」
を
「
前
各
項
」
に
改
め
、

同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

3

非
課
税
口
座
及
び
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
を
開
設
す
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
基
準
年
の

前
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
契
約
不
履
行
等
事
由
が

生
じ
た
場
合
に
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
道
府
県
民
税
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡

に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
以
外
の

株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と
を
区
分
し
て
、
こ
れ
ら
の

金
額
を
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。

一
当
該
非
課
税
口
座
の
開
設
の
時
か
ら
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
し
た
非
課
税
口
座
内
上

場
株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
又
は
雑
所
得
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生

じ
た
時
に
、
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
方
法
に

従
っ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

二
当
該
非
課
税
口
座
の
開
設
の
時
か
ら
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
租
税
特
別
措
置
法
第
三

十
七
条
の
十
四
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
他
の
保
管
口
座
（
第
八
項
に
お
い
て
「
他
の
保
管
口
座
」
と
い
う
。
）

へ
の
移
管
又
は
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
係
る
有
価
証
券
の
当
該
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者

へ
の
返
還
（
同
条
第
五
項
第
六
号
ホ
山
田
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
由
に
よ
る
移
管
又
は
返
還
を
除
く
。

以
下
こ
の
号
及
び
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
あ
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
つ
い
て
は
前
項
の
規
定

の
適
用
が
な
か
っ
た
も
の
と
し
、
か
つ
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、
そ
の
移
管
又
は
返
還
が

あ
っ
た
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
に
よ
り
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
方
法
に
従

つ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

三
契
約
不
履
行
等
事
由
の
基
因
と
な
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
及
び
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時

に
お
け
る
当
該
非
課
税
口
座
に
係
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が

生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
に
よ
り
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ

た
方
法
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。

四
第
二
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
当
該
非
課
税
口
座
を
開
設
し
て
い
た
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務

者
に
つ
い
て
は
、
同
号
の
移
管
又
は
返
還
が
あ
っ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て
当

該
移
管
又
は
返
還
に
よ
る
払
出
し
が
あ
っ
た
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
数
に
相
当
す
る
数
の
当
該
非
課
税

口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一
銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。

五
第
三
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
当
該
非
課
税
口
座
を
開
設
し
て
い
た
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務

者
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て

同
号
の
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
六
号
ホ
②
に
規
定
す

る
譲
渡
又
は
贈
与
が
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
の
数
に
相
当
す
る
数
の
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一

銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
、
第
三
号
の
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
を
贈
与
に
よ
り
取
得
し
た
者

に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
に
、
そ
の
時
に
お
け
る
払
出
し
時
の
金
額
を
も
つ
て
当

該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
と
同
一
銘
柄
の
株
式
等
の
取
得
を
し
た
も
の
と
そ
れ
ぞ
れ
み
な
す
。

4

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る

非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
係
る
収
入
金
額
が
所
得
税
法
第
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
の
例
に
よ
っ
て
算
定
し

た
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
取
得
費
及
び
そ
の
譲
渡
に
要
し
た
費
用
の
額
の
合
計
額
又
は
そ
の
譲
渡
に

係
る
必
要
経
費
に
満
た
な
い
場
合
に
お
け
る
そ
の
不
足
額
は
、
道
府
県
民
税
に
関
す
る
法
令
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
な
い
も
の
と
み
な
す
。

附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
三
項
中
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の

五
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
を
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
五
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

木

n
,
4
1
 

第
三
十
五
条
の
三
の
六
道
府
県
は
、
当
分
の
間
、
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
前
年
中
に
租
税
特
月

措
置
法
第
三
十
八
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
又
は
雑
所
得
を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該

事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
及
び
雑
所
得
に
つ
い
て
は
、
第
三
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
並
び
に
第
三
十
五
条
の
坦

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
他
の
所
得
と
区
分
し
、
前
年
中
の
当
該
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
恒

の
金
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
金
額
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
暗
号
資
産
に
5

る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
課
税
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
特
定
暗
号
f

産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
（
次
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
第
三
十
四
条
の
規
定

適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
適
用
後
の
金
額
）
を
い
う
。
）
の
百
分
の
二
（
当
該
納
税
義
務
者
が
指
定
都
市
の

域
内
に
住
所
を
有
す
る
場
合
に
は
、
百
分
の
一
）
に
相
当
す
る
金
額
に
相
当
す
る
道
府
県
民
税
の
所
得
割
を
課

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
特
定
暗
号
資
産
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
の
計
算
上
生
じ
た
損
失
の
金
額
が
あ

と
き
は
、
道
府
県
民
税
に
関
す
る
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
損
失
の
金
額
は
生
じ
な
か
っ
た
も
の
と
み

す。
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附
則
第
三
十
三
条
の
二
第
三
項
第
四
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四

第
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
第
四

号
中
「
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
、
「
、
附

則
第
五
条
の
四
第
六
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
及
び
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四

及
び
」
に
、
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
五
第
一
項
」
に
、
「
附
則
第
三
十

五
条
の
三
の
三
第
三
項
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
附
則
第
三
十
三

条
の
二
の
二
第
一
項
」
を
「
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
を
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
三

と
し
、
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
に
係
る
配
当
所
得
に
係
る
道
府
県
民
税
の
課
税
の
特
例
）

第
三
十
三
条
の
二
の
二
道
府
県
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
非
課
税

口
座
（
以
下
こ
の
項
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
に
お
い
て
「
非
課

税
口
座
」
と
い
う
。
）
及
び
同
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
九
号
に
規
定
す
る
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
（
以

下
こ
の
項
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
及
び
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
に
お
い
て
「
特
定
課
税
未
成

年
者
口
座
」
と
い
う
。
）
を
開
設
す
る
個
人
の
同
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
基
準
年
（
附

則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
三
項
及
び
第
八
項
並
び
に
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
に
お
い
て
「
基
準
年
」

と
い
う
。
）
の
前
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
同
法
第
三

十
七
条
の
十
四
第
六
項
に
規
定
す
る
契
約
不
履
行
等
事
由
（
以
下
こ
の
項
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
及
び
附

則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
に
お
い
て
「
契
約
不
履
行
等
事
由
」
と
い
う
。
）
が
生
じ
、
当
該
非
課
税
口
座
の

開
設
の
時
か
ら
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
非
課
税
口
座
内
上
場
株

式
等
の
配
当
等
（
同
法
第
九
条
の
八
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
同
項
に
規
定
す
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の

配
当
等
を
い
う
。
）
に
つ
い
て
同
法
第
九
条
の
八
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
支
払
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
と
き

は
、
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
配
当
等
に
係
る
配
当
所
得
の
金
額
に
対
し
、
道
府
県
民
税
の
配
当
割
を

課
す
る
。

2

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
二
十
三
条
第
五
項
、
第
二
十
四
条
第
一
項
第
六
号
並
び
に
第
七

十
一
条
の
三
十
一
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
二
十
三
条
第
五
項
中
「
並
び
に
」
と
あ

る
の
は
「
、
附
則
第
三
十
三
条
の
二
の
二
第
一
項
並
び
に
」
と
、
第
二
十
四
条
第
一
項
第
六
号
並
び
に
第
七
十
一

条
の
三
十
一
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
受
け
る
べ
き
日
」
と
あ
る
の
は
「
受
け
る
べ
き
日
の
属
す
る
年
の
一
月
一

日
」
と
す
る
。

3

前
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

附
則
第
三
十
三
条
の
三
第
三
項
第
四
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四

第
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
令

和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
第
四
号
中
「
附
則
第
五
条
の

四
第
六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項

及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
令
和
八

年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
十
一
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
四
条
第
三
項
第
四
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四
第
一

項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
次
条

第
四
項
及
び
第
五
項
」
を
「
次
条
第
五
項
及
び
第
六
項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
第
四
号
中
「
附
則
第
五
条
の
四
第

六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項
及
び

附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
八
年
度
」
を
「
令
和
十
一
年
度
」
に
、
「
。
第
四
項
」
を
「
。
第
五
項
」
一

に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
令
和
八
年
度
」
を
「
令
和
十
一
年
度
」
に
、
「
第
五
項
及
び
第
七
項
」
を
「
第
六
項
及
び

第
九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
二
項
を
同
条
第
十
四
項
と
し
、
同
条
第
十
一
項
中
「
第
五
翌
を
「
第
六
項
」
に
麟

め
、
同
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、
同
条
第
十
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二

と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
、
「
第
七
項
」
を
「
第
九
項
」
に
、
「
第
十
二
項
」
を
「
第
十
四
＿

項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
八
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条

第
十
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中

「
第
四
項
」
を
「
第
五
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

8

第
五
項
（
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
租

特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
第
十
三
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
土
地
等
の
譲
渡
に
該
当
す
る

の
を
し
た
と
き
に
お
け
る
そ
の
譲
渡
を
し
た
土
地
等
が
そ
の
譲
渡
を
し
た
時
に
お
い
て
地
す
べ
り
等
防
止
法
第
三
一

条
第
一
項
の
地
す
べ
り
防
止
区
域
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
の
ハ

傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
、
土
砂
災
害
警
戒
区
城
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
九
粂

第
一
項
の
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
又
は
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
第
五
十
六
条
第
一
項
の
浸
水
被
害
防

止
区
域
内
に
あ
る
と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は
、
第
五
項
又
は
第
六
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め
一

の
譲
渡
又
は
確
定
優
良
住
宅
地
等
予
定
地
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
す
。
一

附
則
第
三
十
四
条
の
二
第
五
項
中
「
令
和
八
年
度
」
を
「
令
和
十
一
年
度
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
一

同
条
第
四
項
中
「
令
和
八
年
度
」
を
「
令
和
十
一
年
度
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
の
次

に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

4

第
一
項
（
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
場
合
に
お
い
て
、
所
得
割
の
納
税
義
務
者
が
、
租
税

特
別
措
置
法
第
三
十
一
条
の
二
第
二
項
第
十
三
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
土
地
等
の
譲
渡
に
該
当
す
る
も

の
を
し
た
と
き
に
お
け
る
そ
の
譲
渡
を
し
た
土
地
等
が
そ
の
譲
渡
を
し
た
時
に
お
い
て
地
す
べ
り
等
防
止
法
第
三

条
第
一
項
の
地
す
べ
り
防
止
区
域
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ
る
災
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
の
急

傾
斜
地
崩
壊
危
険
区
域
、
土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
九
条

第
一
項
の
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
又
は
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法
第
五
十
六
条
第
一
項
の
浸
水
被
害
防

止
区
域
内
に
あ
る
と
き
は
、
当
該
土
地
等
の
譲
渡
は
、
第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
優
良
住
宅
地
等
の
た
め

の
譲
渡
又
は
確
定
優
良
住
宅
地
等
予
定
地
の
た
め
の
譲
渡
に
該
当
し
な
い
も
の
と
み
な
す
。
―

附
則
第
三
十
四
条
の
二
の
二
中
「
第
五
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
五
条
第
四
項
第
四
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四
第
一

項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
第
四
号
中

「
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
、
「
、
附
則
第

五
条
の
四
第
六
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
五
条
の
二
第
四
項
第
四
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
「
、
附
則
第
五
条
の
四

第
一
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
第
四

号
中
「
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
、
「
、
附

則
第
五
条
の
四
第
六
項
及
び
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
及
び
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
五
条
の
二
の
二
第
二
項
及
び
第
三
十
五
条
の
二
の
三
第
二
項
中
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
」
を

「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
二
第
一
項
中
「
同
法
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
」
及
び
[
(
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
非
課
税
口
座
」
と
い
う
。
）
」
を
削
り
、
「
第
四
項
」
を
「
第
六
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第

五
項
に
お
い
て
「
非
課
税
管
理
勘
定
」
を
「
第
七
項
に
お
い
て
「
非
課
税
管
理
勘
定
」
に
、
「
第
五
項
に
お
い
て
「
累

積
投
資
勘
定
」
を
「
第
七
項
に
お
い
て
「
累
積
投
資
勘
定
」
に
、
「
第
五
項
に
お
い
て
「
特
定
累
積
投
資
勘
定
」
を
「
第

七
項
に
お
い
て
「
特
定
累
積
投
資
勘
定
」
に
、
「
第
五
項
に
お
い
て
「
特
定
非
課
税
管
理
勘
定
」
を
「
第
七
項
に
お
い

て
「
特
定
非
課
税
管
理
勘
定
」
に
、
「
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
五
項
」
を
「
含
む
。
以
下
こ
の
条
」
に
、
「
金
額
（
以

下
こ
の
項
及
び
第
五
項
」
を
「
金
額
（
以
下
こ
の
条
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
前
二
項
」
を
「
第
六
項
か
ら
前

項
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加

え
る
。
8

非
課
税
口
座
及
び
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
を
開
設
す
る
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
基
準
年
の

前
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
に
当
該
非
課
税
口
座
又
は
特
定
課
税
未
成
年
者
口
座
に
つ
き
契
約
不
履
行
等
事
由
が

生
じ
た
場
合
に
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
町
村
民
税
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、

政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
の
規
定
に
よ
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
譲
渡

に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
以
外
の

株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
の
金
額
、
譲
渡
所
得
の
金
額
及
び
雑
所
得
の
金
額
と
を
区
分
し
て
、
こ
れ
ら
の

金
額
を
計
算
す
る
も
の
と
す
る
。

一
当
該
非
課
税
口
座
の
開
設
の
時
か
ら
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生
じ
た
時
ま
で
の
間
に
し
た
非
課
税
口
座
内
上

場
株
式
等
の
譲
渡
に
よ
る
事
業
所
得
、
譲
渡
所
得
又
は
雑
所
得
に
つ
い
て
は
、
当
該
契
約
不
履
行
等
事
由
が
生

じ
た
時
に
、
当
該
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
特
定
非
課
税
累
積
投
資
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
方
法
に

従
っ
て
行
わ
れ
る
譲
渡
以
外
の
譲
渡
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。
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年度」を「令和三十年度」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。

2令和三十一年度以後の各年度分の個人の道府県民税についての第三十七条の二第一項及び第十
一項並びに前条第一項（これらの規定を次条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定の適用については、当分の間、第三十七条の二第十一項第一号の表百九十五万円以下

の金額の項中「百分の八十五」とあるのは「百分の八十四・九五」と、同表百九十五万円を超え

三百三十万円以下の金額の項中「百分の八十」とあるのは「百分の七十九・九」と、同表三百三

十万円を超え六百九十五万円以下の金額の項中「百分の七十」とあるのは「百分の六十九・八」

と、同表六百九十五万円を超え九百万円以下の金額の項中「百分の六十七」とあるのは「百分の

六十六・七七」と、同表九百万円を超え千八百万円以下の金額の項中「百分の五十七」とあるの

は「百分の五十六・六七」と、同表千八百万円を超え四千万円以下の金額の項中「百分の五十」

附則第五条の五第二項第五号中「又は」を「、附則第三十五条の三の六第四項又は」に改める。

附則第五条の六第一項中「令和二十年度」を「令和三十年度」に改め、同条第二項中「令和二十

ただし、当該相当する金額が当該納税義務者の第三百十四条の三及び第三百十四条の六の規定

を適用した場合の所得割の額の百分の二十に相当する金額と百十五万八千円（当該納税義務者が

指定都市の区域内に住所を有する場合には、百五十四万四千円）とのいずれか低い金額を超える

ときは、当該いずれか低い金額とする。

附則第五条の五第一項第五号中「又は」を「、附則第三十五条の三の六第一項又は」に改め、同

条第二項中「又は附則第三十五条の四第四項の規定の適用を受けるとき」を「、附則第三十五条の

三の六第四項又は附則第三十五条の四第四項の規定の適用を受けるとき」に改め、「（当該金額が当

該納税義務者の第三百十四条の三及び第三百十四条の六の規定を適用した場合の所得割の額の百分

の二十に相当する金額を超えるときは、当該百分の二十に相当する金額）」を削り、同項に次のただ

し書を加える。

2を 4 2 年竪
と‘百九十四十二規定控除当_並び則第附 と‘十九互適用 則第附と‘十九互適用 則第附七

＿五十八・ と‘つに和令三七＿五十八・ と‘つに令和三 を砿十項条のさ分
四ニーの適れのに八

二十第条と‘二四用に金た間‘第十第条
七分八9い十条七分八,い十る和 条
分の十分て一の分の十分 て一 の

条ー蔽くとつ額各事業 四一 の二 は年晶度三の二 は‘度年三＝
の項第 あいが 項‘項中三十の‘ に三十の 旦十第
十こるてあー 十三ニ・一十分当 次の十三ニ・一十分当以後 一
ニ四及＇び のはる年度に—第
の号 は‘場合 ‘ -―とのの一ーーとのの 項中
五口 第の第＇ 四

ととあ間‘度分各年項をととあ間‘度各年分 にる和Q及中と元二に法人 七十あ‘るあ‘る改
砿あ四十お 堕ニ る六十9の項同 加る六9の項同 め
四る十三け税額 一条 のは えの十は ‘二
と十の二条第 る をの は分七ー七ののる゚ は分七-,七の個の項同塵十年
あーは条 第に 砿-四

-,十五二の十九表中個人の 五十二の十九表中人の をる一 の一二つ -
の条の一除く四項第十― い七を
は四。第 二て項、元 六士 ・ー八十市村町 六士・穴道府県民条第同 を

面←、-並び—項‘ 四号条第 租税特i ← ← 四 ・ニ九 ・ニ九十
六一分五 六一分五 —＝一ム和T] 

四 と イーに十 七との分民 七との分 項と
十あ ーに第及び項第 改二 分あ十の税 分あ十の税 ＝ —る 四 めヽ条 のる・五L—に のる・ L五— にし十但
一条のと項ヽ 第四 の

三十ーのは一ーとつい 三十一のはー一とつい条第同‘ の は、 二号 魯同四
十第， 第第 こ 二•-六と‘あるての 二・＿六と‘あるてのニ四二八百九及び四 '-

旦一-十六． ー十分七 ＿のは 条第前 ー三三 十六． ー七十分 のは 前条第 一項の 改めに‘ の十―十―第項六 十―第-十-二r、
五ーニ ー一＿項をー
並Lびに— 条四の条第ー号ロ 条第ー百十九条四の 次の第十＝ と七の八四 と七の八＇ 一次魯同

す七二十項 す七二十項各に
第項第及び項第 ー第よー る゜分の十~四.及び る゚分の十ー四． 次の二
と一 -第条七 つ-項喜
す項四第四 項に 二と九第 二と九第一項中

る゚及第び 号及び口 号並七び 号イ中 一項第 規定の 改める i ? -
士 あ五五 士あ五二項を
ニる分項 二る分項 ＿ 

四 四に゜ 第十 ．のの規定の ．ののの加令和
二＝は五． 二＝は五・ 規定える―

項、第に第， 号よ 八翌
←―第四のり こ天oの ＝天 0の゜干

報

ただし、当該相当する金額が当該納税義務者の第三十五条及び第三十七条の規定を適用した場

合の所得割の額の百分の二十に相当する金額と七十七万二千円（当該納税義務者が指定都市の区

域内に住所を有する場合には、三十八万六千円）とのいずれか低い金額を超えるときは、当該い

ずれか低い金額とする。

「（当該金額が当該納税義務者の第三十五条及び第三十七条の規定を適用した場合の所得割の額の

百分の二十に相当する金額を超えるときは、当該百分の二十に相当する金額）」を削り、同項に次の

ただし書を加える。

下を用が八十則第附則第四の則第附
回あ六 五二
るる条第 条第
場ム口場ム口 七の一六
一条四項ー条第

にに項の第六
ははに二 を一

‘ ‘規定す 第項‘削項中

す零とる そ適の 礎基控除る 二項及び 附則第 条第同り‘ — 令和芭九年
↓用後 第五
との 五条四

の堕の項中の四項中

合計額か四ら 頗面げ二第のる和九 を

を十^租税特iる五 ー令和十
加え八万 金9額一項年度9 二

る控？円を を 年度― ゜ のを

て 四＋下-にと 則第五附—令和十 改にめ
得額た ー条の 年分前 条四の 年竪二 条第同‘ 

十六 の第， 舎 所五 9こ二
二の得税項-改め項中

第一 係にr-魯同‘ ー：
て項る改め 闊附

塁の『額塁 項中五
がの -,附 条
零適 の

附則第五条の五第一項中「又は附則第三十五条の四第一項の規定の適用を受けるとき」を「、附

則第三十五条の三の六第一項又は附則第三十五条の四第一項の規定の適用を受けるとき」に改め、

「同条第十二項」に改め、同条を附則第五条の四とする。

（号外特第 15号）

る同項に規定する住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかったものとしてこれらの

規定を適用して計算した同項に規定する住宅借入金等特別税額控除額）」を削り、同項第二号中「災

害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」の下に「（昭和二十二年法律第百七十五号）」

を加え、同条第二項中「附則第五条の四の二第一項」を「附則第五条の四第一項」に改め、同条第

三項中「同条第十六項」を「同条第十二項」に改め、同条第五項中「令和二十年度」を「令和二十

五年度」に改め、「平成十一年から平成十八年まで又は」を削り、「令和七年」を「令和十二年」に、「に

おいて、前条第六項の規定の適用を受けないときは」を「には」に改め、「合計額」の下に「（居住年

が平成二十八年から令和七年までの各年である場合には、当該納税義務者の前年分の所得税に係る

同法第八十六条第二項に規定する基礎控除の額（租税特別措置法第四十一条の十六の二第一項の規

定の適用がある場合には、その適用後の額）から四十八万円を控除して得た額（当該控除して得た

額が零を下回る場合には、零とする。）を加算した額）」を加え、同項第一号中「第五項まで若しくは

第十項から第二十一項まで」を「第十八項まで」に改め、「（平成十九年又は平成二十年の居住年に

係る同項に規定する住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかったものとしてこれら

の規定を適用して計算した同項に規定する住宅借入金等特別税額控除額）」を削り、同条第六項中「附

則第五条の四の二第五項」を「附則第五条の四第五項」に改め、同条第七項中「同条第十六項」を

4 
のー六のとは六と三え下む十 則第附の―六のと

十七五 と‘ー百は あるの—分百+六・ 表六同‘十万三百三金額のこの 一項並び令和三五十七 と‘ー百は あるの
ー同分はの七 を円十の規定 十条五ー塁同分は

と項第の 五一七百十九超え万項中 のに一のと の
あ四十 円適 六あ四
る四十-百分六と 六以下ー百分 用前条第 年度にる四十-百分
の号中四の． ‘五百 に 後以次の号中 四の
は •四六表九同万十九の つ二 のは •四
-百-百分五十'--七 円 金額のい項の一一百分＿百分 五十
互九 を五 八て＾雰各年項を ー五九分 ・と百万の十はこ ・

ののとさ‘万超え円項中五‘れ 加ののと―六
七六‘ 表千同円を九以下 ー当ら え七六‘
十十一第前条 と 百 百＇と分ののる十十一条第前と

四 ‘ 超え万の あの規定；第個人 四゚ ‘ •と 表同八 円金額分る問 ・と 表同
八あ二百千 のの の八あー
五ーる項第四万八以下の八は第 村市町 互る項第 四
の 千円百の項中―十 ー＝ の 千

すとる一は百三号中 万円を超をえ万円金額の-百 とあ甘分の百十四二項税民 すると -百分は号三中 万円を

分゚ 超え四以下項中 分る八条のに ゜ 超
の-百分 千の のの十の規定つ の-百分 え
五る万金→百 七は四七い 五る
十九の金額円額 -十 •第十にて 十九 の金
五以下の分祠分九よの 五額
•土の 項中 のと 五ーり第 ・土の
ー七 項中の 六あの一項第読三 ー七 項中
と 金額 十る七と 替みぇ 百十 と
とあ の‘ー とあ
、る一百分の~百分ー七は十九表同号 四 、る一雰

項第同の 項中のと祠． のて条 項第同の
ー百は の 五あ分ー九百表適の 百は の
四 十る 十九百十九用す 七 四

五分十ー百し七＿の六の と 第 五分十
号中の五分 は ‘五 る一 号中 の五
四一のと ー百十九表同万五場合 項 四―
十と五あ を円万及び 十と
ー百分九あ十-．る分 ー八． 三 円含を 一分百九あ
・るのの百超以第 ・る
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第
七
百
三
十
三
条
の
二
十
五
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
例
に
よ
る
法
定
外
目
的
税
に
係
る
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
七
百
三
十
三
条
の
二
十
五
の
二
第
七
百
三
十
三
条
の
二
十
四
第
六
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、

国
税
徴
収
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
地
方
団
体
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違

反
し
た
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に

処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し

、

同

項

の

罰

金

刑

を

科

す

る

。

．

第
七
百
三
十
九
条
の
六
第
七
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
第
四
項
」
を
「
第
五
項
」
に
改
め
、
同

項
を
同
条
第
七
項
と
し
、
同
条
中
第
五
項
を
第
六
項
と
し
、
第
四
項
を
第
五
項
と
し
、
第
三
項
の
次
に
次
の
一
項
を

加
え
る
。

4

前
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項

た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
道
府
県
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た

者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。

第
七
百
四
十
七
条
の
四
の
前
の
見
出
し
中
「
地
方
税
関
係
通
知
」
を
「
地
方
税
関
係
通
知
等
」
に
改
め
、
同
条
第

一
項
中
「
行
政
機
関
の
長
を
い
う
。
」
の
下
に
「
以
下
こ
の
項
、
」
を
加
え
、
「
の
う
ち
、
地
方
税
関
係
法
令
」
を
「
及
び

国
税
関
係
通
知
（
国
税
（
国
税
通
則
法
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
国
税
を
い
う
。
）
に
関
す
る
法
律
又
は
こ
れ
に
基

づ
く
命
令
若
し
く
は
規
則
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
一
項
に
お
い
て
「
国
税
関
係
法
令
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
基

づ
き
行
政
機
関
の
長
が
行
う
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
口
に
規
定
す
る
通
知
を
い
う
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同

じ
g

)

の
う
ち
、
地
方
税
関
係
法
令
又
は
国
税
関
係
法
令
」
に
改
め
、
「
除
き
、
地
方
税
関
係
法
令
」
の
下
に
「
及
び
国

税
関
係
法
令
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
の
表
第
二
項
の
項
中
「
同
じ
。
）
」
の
下
に
「
又
は
国
税
関
係
法
令
（
同
法
第

七
百
四
十
七
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
国
税
関
係
法
令
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」

を
加
え
、
「
地
方
税
関
係
法
令
そ
の
他
の
当
該
特
定
書
面
等
行
政
機
関
宛
通
知
（
同
法
第
七
百
四
十
七
条
の
四
第
一
項
」

を
「
地
方
税
関
係
法
令
及
び
国
税
関
係
法
令
そ
の
他
の
当
該
特
定
書
面
等
行
政
機
関
宛
通
知
（
同
条
第
一
項
」
に
改

＝

地

方

税

関

係

法

令

二

地

方

税

関

係

法

令

又

は

国

税

関

係

め
、
同
表
第
四
項
の
項
中

法
令

に
改
め
る
。

関
係
法闊
犀
訓
国
叫
叩
罪
聞
罰
旧

第
七
百
四
十
七
条
の
六
第
三
項
中
「
を
い
う
」
の
下
に
「
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
加
え
、
同
条
に
次
の
一
項

を
加
え
る
。

4

前
項
の
規
定
に
よ
り
機
構
が
特
定
徴
収
金
の
収
納
の
事
務
の
一
部
を
特
定
金
融
機
関
等
に
委
託
し
た
場
合
に
お

い
て
、
法
人
の
事
業
税
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
地
方
税
（
当
該
地
方
税
に
係
る
申
告
書
の
提
出
期
限
と
同
時
に

法
定
納
期
限
（
第
十
一
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
法
定
納
期
限
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
到

来
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
特
定
徴
収
金
の
納
付
又
は
納
入
の
手
続
の
う
ち
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
が
法
定

納
期
限
に
行
わ
れ
た
と
き
（
そ
の
税
額
が
総
務
省
令
で
定
め
る
金
額
以
下
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
政

当
該
地
方
税
関
係
法
令

を

当
該
地
方
税
関
係
法
令
及
び
国
税

令

令
で
定
め
る
日
ま
で
に
特
定
金
融
機
関
等
に
そ
の
納
付
又
は
納
入
が
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
納
付
又
は
納
入
の
日

が
法
定
納
期
限
後
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
納
付
又
は
納
入
は
法
定
納
期
限
に
お
い
て
さ
れ
た
も
の
と
み

な
し
て
、
延
滞
金
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。

第
七
百
四
十
八
条
第
一
項
中
「
附
則
第
十
二
条
の
二
の
七
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
十
二
条
の
二
の
八
第
五
項
」

に
改
め
る
。

附
則
第
三
条
の
二
第
一
項
中
「
、
第
百
六
十
九
条
第
二
項
、
第
百
七
十
条
第
一
項
、
第
百
七
十
七
条
の
十
八
第
一

項
」
を
「
、
第
百
六
十
五
条
第
一
項
」
に
、
「
、
第
四
百
六
十
三
条
第
二
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
二
第
一
項
、
第
四

百
六
十
三
条
の
二
十
四
第
一
項
」
を
「
、
第
四
百
五
十
七
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
条
の
三
第
一
項
中
「
第
三
十
五
条
の
三
の
二
ま
で
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
三
第
一
項
」
を
「
第
三

十
三
条
の
二
ま
で
、
附
則
第
三
十
三
条
の
三
か
ら
第
三
十
五
条
の
三
ま
で
、
附
則
第
三
十
五
条
の
一
＿
一
の
二
第
一
項
及

び
第
六
項
、
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の
四
第
一
項
」
に
、
「
附
則
第
三
十
五
条
の
四
」
を
「
附
則
第
三
十
五
条
の
三
の

六
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
二
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
り
、
同
項
第
三
号
及
び
同
条
第

五
項
第
二
号
中
「
附
則
第
五
条
の
四
第
六
項
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
五
項
」
を
「
附
則
第
五
条
の
四
第
五
項
」

に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
、
附
則
第
五
条
の
四
の
二
第
一
項
」
を
削
る
。

附
則
第
四
条
第
一
項
第
一
号
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、

同
条
第
七
項
第
二
号
及
び
第
十
三
項
第
二
号
中
「
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
っ
て
」
を
「
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
」

に
改
め
る
。

附
則
第
四
条
の
二
第
一
項
第
一
号
中
「
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
十
二
月
三
十
一
日
」
に
改

め
、
同
条
第
七
項
第
二
号
及
び
第
十
三
項
第
二
号
中
「
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
っ
て
」
を
「
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
」
に
改
め
る
。

附
則
第
四
条
の
五
第
一
項
中
「
か
ら
令
和
九
年
度
ま
で
」
を
「
以
後
」
に
、
「
第
四
条
第
五
項
第
三
号
」
を
「
第
四
一

条
第
九
項
第
三
号
」
に
、
「
及
び
同
項
第
四
号
」
を
「
、
同
項
第
四
号
」
に
、
「
一
般
用
医
薬
品
を
」
を
「
一
般
用
医
薬
一

品
及
び
同
法
第
二
条
第
十
七
項
第
三
号
に
掲
げ
る
医
薬
品
を
」
に
改
め
、
「
支
払
っ
た
場
合
」
の
下
に
「
（
同
条
第
一
項

各
号
に
掲
げ
る
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
期
間
内
に
支
払
っ
た
場
合
に
限

る
。
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
、
「
「
前
年
中
j

と
あ
る
の
は
「
前
年
（
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
八
年
ま

で
の
各
年
に
限
る
。
）
中
」
と
、
」
を
削
り
、
「
定
め
る
も
の
」
の
下
に
「
を
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等

購
入
費
」
」
を
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
」
に
、
「
特
定
一
般
用
医
薬
一

品
等
購
入
費
の
」
を
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
の
区
一

分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
期
間
内
に
支
払
っ
た
も
の
に
限
る
。
）
の
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
か
ら
令
和
九

年
度
ま
で
」
を
「
以
後
」
に
改
め
、
「
「
前
年
中
」
と
あ
る
の
は
「
前
年
（
平
成
二
十
九
年
か
ら
令
和
八
年
ま
で
の
各

年
に
限
る
。
）
中
」
と
、
」
を
削
り
、
「
定
め
る
も
の
」
の
下
に
「
を
い
う
。
）
」
を
加
え
、
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
」
」

を
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
」
に
、
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入

費
の
」
を
「
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
（
同
項
各
号
に
掲
げ
る
特
定
一
般
用
医
薬
品
等
購
入
費
の
区
分
に
応
じ

当
該
各
号
に
定
め
る
期
間
内
に
支
払
っ
た
も
の
に
限
る
。
）
の
」
に
改
め
る
。

附
則
第
五
条
の
四
の
前
の
見
出
し
及
び
同
条
を
削
る
。

附
則
第
五
条
の
四
の
二
に
見
出
し
と
し
て
「
（
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の
住
宅
借
入
金
等
特
別
税
額

控
除
）
」
を
付
し
、
同
条
第
一
項
中
「
令
和
二
十
年
度
」
を
「
令
和
二
十
五
年
度
」
に
、
「
居
住
年
が
平
成
十
一
年
か
ら

平
成
十
八
年
ま
で
又
は
」
を
「
同
法
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
居
住
年
（
以
下
こ
の
条
及
び
附
則
第
四
十
五

条
に
お
い
て
「
居
住
年
」
と
い
う
。
）
が
」
に
、
「
令
和
七
年
」
を
「
令
和
十
二
年
」
に
、
「
に
お
い
て
、
前
条
第
一
項
の

規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
と
き
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
、
「
合
計
額
」
の
下
に
「
（
居
住
年
が
平
成
二
十
八
年
か
ら
令

和
七
年
ま
で
の
各
年
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
納
税
義
務
者
の
前
年
分
の
所
得
税
に
係
る
同
法
第
八
十
六
条
第
二
項

に
規
定
す
る
基
礎
控
除
の
額
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一
条
の
十
六
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に

は
、
そ
の
適
用
後
の
額
）
か
ら
四
十
八
万
円
を
控
除
し
て
得
た
額
（
当
該
控
除
し
て
得
た
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に

は
、
零
と
す
る
。
）
を
加
算
し
た
額
）
」
を
加
え
、
同
項
第
一
号
中
「
第
五
項
ま
で
若
し
く
は
第
十
項
か
ら
第
二
十
一
項
一

ま
で
」
を
「
第
十
八
項
ま
で
」
に
改
め
、
「
阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
一

関
す
る
法
律
」
の
下
に
「
（
平
成
七
年
法
律
第
十
一
号
）
」
を
加
え
、
「
（
平
成
十
九
年
又
は
平
成
二
十
年
の
居
住
年
に
係
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三
こ
の
法
律
の
施
行
地
に
お
い
て
公
的
年
金
等
（
所
得
税
法
第
二
百
三
条
の
七
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の

に
限
る
。
）
の
支
払
を
受
け
る
第
二
百
九
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
（
当
該
年
中
に
支
払
を
受
け
る
べ

き
当
該
公
的
年
金
等
の
額
が
そ
の
年
最
初
に
当
該
公
的
年
金
等
の
支
払
を
受
け
る
べ
き
日
の
前
日
の
現
況
に
お

い
て
政
令
で
定
め
る
金
額
に
満
た
な
い
者
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
障
害
者
、
寡
婦
若
し
く
は
ひ
と
り
親
に
該
当

す
る
者
又
は
特
定
配
偶
者
若
し
く
は
扶
養
親
族
（
年
齢
十
六
歳
未
満
の
者
又
は
控
除
対
象
扶
養
親
族
に
限
る
。
）

若
し
く
は
特
定
親
族
（
合
計
所
得
金
額
が
八
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
有
す
る
者

第
三
百
十
七
条
の
三
の
三
第
五
項
中
「
第
三
項
」
を
「
第
四
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
中

第
四
項
を
第
五
項
と
し
、
第
三
項
を
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
を
「
第
一
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同

条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

2

前
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
の
記
載
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
公
的
年
金
等
支
払
者
の
名
称

二
公
的
年
金
等
受
給
者
が
、
特
別
障
害
者
又
は
そ
の
他
の
障
害
者
に
該
当
す
る
場
合
に
は
そ
の
旨
及
び
そ
の
該

当
す
る
事
実
並
び
に
寡
婦
又
は
ひ
と
り
親
に
該
当
す
る
場
合
に
は
そ
の
旨

三
特
定
配
偶
者
の
氏
名

四
扶
養
親
族
又
は
特
定
親
族
の
氏
名

五
そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項

第
三
百
二
十
一
条
の
八
第
三
項
、
第
八
項
、
第
十
三
項
、
第
十
九
項
、
第
二
十
三
項
各
号
及
び
第
二
十
六
項
中
「
第

九
項
」
を
「
第
十
項
」
に
改
め
る
。

第
三
百
三
十
二
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
例
に
よ
る
市
町
村
民
税
に
係
る
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
三
百
三
十
二
条
の
二
第
三
百
三
十
一
条
第
六
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
第
七

十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
市
町
村
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ

の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を

併
科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

3

法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴
訟
行
為
に
つ
き
当
該
法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者

又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事
訴
訟
に

関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
三
百
四
十
一
条
第
四
号
た
だ
し
書
中
「
の
種
別
割
」
を
削
る
。

第
三
百
四
十
八
条
第
二
項
第
二
号
の
五
中
「
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
」
を
削
り
、
同
項
第
八
号
中
「
特
別
史

こ

を

第
三
百
五
十
一
条
本
文
中
「
が
土
地
」
の
下
に
「
又
は
家
屋
」
を
加
え
、
「
、
家
屋
に
あ
っ
て
は
二
十
万
円
」
を
削

り
、
「
百
五
十
万
円
」
を
「
百
八
十
万
円
」
に
改
め
、
同
条
た
だ
し
書
中
「
、
二
十
万
円
」
を
削
り
、
「
百
五
十
万
円
」

を
「
百
八
十
万
円
」
に
改
め
る
。

第
三
百
七
十
四
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
例
に
よ
る
固
定
資
産
税
に
係
る
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
三
百
七
十
四
条
の
二
第
三
百
七
十
三
条
第
七
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
第
七

十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
市
町
村
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ

の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を

併
科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

第
四
百
四
十
二
条
中
第
一
号
及
び
第
二
号
を
削
り
、
第
三
号
を
第
一
号
と
し
、
第
四
号
を
第
二
号
と
し
、
同
条
第

五
号
中
「
（
軽
自
動
車
に
付
加
し
て
一
体
と
な
っ
て
い
る
物
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
を
含
む
。
）
」
を
削
り
、
同
号

を
同
条
第
三
号
と
し
、
同
条
中
第
六
号
を
第
四
号
と
し
、
第
七
号
を
第
五
号
と
し
、
第
八
号
及
び
第
九
号
を
削
る
。

第
四
百
四
十
三
条
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

軽
自
動
車
税
は
、
軽
自
動
車
等
に
対
し
、
主
た
る
定
置
場
所
在
の
市
町
村
に
お
い
て
、
そ
の
所
有
者
に
課
す
る
。

第
四
百
四
十
三
条
第
二
項
を
削
り
、
同
条
第
三
項
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
、
「
、
第
一
項
」
を
「
、

前
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
す
る
。

第
四
百
四
十
四
条
第
一
項
中
「
、
軽
自
動
車
税
の
賦
課
徴
収
に
つ
い
て
は
」
及
び
「
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
三

輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
者
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
者
」
と
い
う
。
）
又
は
」

を
削
り
、
同
条
第
二
項
中
「
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
の
取
得
者
又
は
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
を
削
る
。

第
四
百
四
十
六
条
及
び
第
四
百
四
十
七
条
を
削
る
。

第
四
百
四
十
八
条
第
四
項
中
「
第
四
百
六
十
三
条
の
七
第
六
項
及
び
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
七
第
六
項
」
を
「
第

四
百
六
十
条
第
六
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
四
十
六
条
と
し
、
第
四
百
四
十
九
条
を
第
四
百
四
十
七
条
と
す
る
。

第
三
章
第
三
節
第
二
款
を
削
る
。

第
三
章
第
三
節
第
三
款
の
款
名
及
び
同
款
第
一
目
か
ら
第
三
目
ま
で
の
目
名
を
削
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
十
五
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
四

十
八
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
款
名
を
付
す
る
。

第
二
款
賦
課
及
び
徴
収

第
四
百
六
十
三
条
の
十
六
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
四

十
九
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
十
七
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五

十
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
十
八
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車

税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
一
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
十
九
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五

十
二
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
の
見
出
し
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
三
条
と

す
る
。第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
一
の
見
出
し
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
中
「
種
別
割
」
を
「
軽

自
動
車
税
」
に
、
「
第
四
百
六
十
三
条
の
十
九
」
を
「
第
四
百
五
十
二
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
四
条
と
す

る。
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
二
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
第

三
項
中
「
第
四
百
六
十
三
条
の
十
九
第
一
項
」
を
「
第
四
百
五
十
二
条
第
一
項
」
に
、
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
j

に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
五
条
と
す
る
。

•
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
三
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百

五
十
六
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
四
の
見
出
し
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
種
別
割
」

を
「
軽
自
動
車
税
」
に
、
「
第
四
百
六
十
三
条
の
十
七
」
を
「
第
四
百
五
十
条
」
に
、
「
こ
の
款
」
を
「
こ
の
条
、
次
条

第
一
項
及
び
第
四
百
六
十
条
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
四
百
六
十
三
条
の
十
七
」
を
「
第
四
百
五
十
条
」
に

改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
七
条
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
款
名
を
付
す
る
。

第
三
款
督
促
及
び
滞
納
処
分

第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
五
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を

第
四
百
五
十
八
条
と
す
る
。

第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
六
の
見
出
し
中
「
種
別
割
」
を
「
軽
自
動
車
税
」
に
改
め
、
同
条
を
第
四
百
五
十
九
条

と
す
る
。
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第
二
百
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
例
に
よ
る
鉱
区
税
に
係
る
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
二
百
一
条
の
二
第
二
百
条
第
六
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
第
七
十
二
条
の
二

第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
道
府
県
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為

を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

第
二
百
八
十
六
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
国
税
徴
収
法
の
例
に
よ
る
道
府
県
法
定
外
普
通
税
に
係
る
滞
納
処
分
に
関
す
る
移
転
命
令
違
反
の
罪
）

第
二
百
八
十
六
条
の
二
第
二
百
八
十
五
条
第
六
項
の
場
合
に
お
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
国
税
徴
収
法
第
七

十
二
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
道
府
県
の
徴
税
吏
員
の
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ

の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
三
年
以
下
の
拘
禁
刑
若
し
く
は
二
百
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を

併
科
す
る
。

2

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又

は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対

し
、
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

第
二
百
九
十
二
条
第
一
項
第
四
号
イ
及
び
口
中
「
第
四
十
二
条
の
四
」
の
下
に
「
、
第
四
十
二
条
の
四
の
二
」
を

加
ス
、
「
第
四
十
二
条
の
十
一
の
三
（
第
一
項
、
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
七
項
を
除
く
。
）
、
第
四
十
二
条
の
十
二
」

を
「
第
四
十
二
条
の
十
二
（
第
一
項
、
第
三
項
か
ら
第
五
項
ま
で
及
び
第
八
項
を
除
く
。
）
」
に
改
め
、
同
項
第
六
号

中
「
第
二
十
九
条
の
四
」
を
「
第
二
十
九
条
の
五
」
に
改
め
、
同
項
第
七
号
及
び
第
九
号
中
「
五
十
八
万
円
」
を
「
六

十
二
万
円
」
に
改
め
る
。

第
二
百
九
十
九
条
第
二
項
中
「
第
三
百
三
十
二
条
第
四
項
」
の
下
に
「
、
第
三
百
三
十
二
条
の
二
第
二
項
」
を
加

え
る
。第
三
百
十
三
条
第
十
二
項
中
「
に
係
る
所
得
を
」
を
「
（
第
二
十
三
条
第
一
項
第
十
吾
芍
口
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
所
得
を
」
に
改
め
る
。

官
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い
叫
い
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の
条
に
お
い
て
「
指
定
」
と
い
う
。
）
の
対
象
と
な
る
期
間
と
し
て
総
務
省
令
で
定
め
る
期
間
（
第
二
号
イ
及
び
第
五

号
に
お
い
て
「
指
定
対
象
期
間
」
と
い
う
。
）
を
通
じ
て
第
一
号
、
第
二
号
、
第
五
号
及
び
第
六
号
」
に
、
「
以
下
こ
の

項
」
を
「
第
三
号
及
び
第
四
号
」
に
改
め
、
D

に
適
合
す
る
」
の
下
に
「
と
認
め
ら
れ
る
」
を
加
え
、
同
項
第
五
号

中
「
第
五
項
」
を
「
第
匹
項
」
に
、
「
し
な
か
っ
た
こ
と
」
を
「
し
な
か
っ
た
事
実
」
に
、
「
し
た
こ
と
」
を
「
し
た
事

実
」
に
改
め
、
「
な
い
こ
と
」
の
下
に
「
（
こ
れ
ら
の
事
実
に
よ
り
既
に
指
定
の
取
消
し
を
受
け
た
場
合
を
除
く
。
）
」
を

加
ス
、
同
号
を
同
項
第
六
号
と
し
、
同
項
第
四
号
中
「
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
受
け
よ
う
と
す
る
指
定
の
効
力
を
生

ず
る
日
前
一
年
」
を
「
指
定
対
象
期
間
の
初
日
前
四
年
」
に
、
「
こ
の
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
指
定
」
と
い
う
。
）
」
を
「
指
定
」
に
、
「
前
三
号
」
を
「
前
各
号
」
に
、
「
適
合
し
て
い
た
こ
と
」
を
「
適
合
し
て

い
な
か
っ
た
事
実
が
な
い
こ
と
（
当
該
事
実
に
よ
り
既
に
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取
消
し
（
以
下
こ
の
条
に

お
い
て
「
指
定
の
取
消
し
」
と
い
う
。
）
を
受
け
た
場
合
を
除
く
。
）
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
中

第
三
号
を
第
四
号
と
し
、
第
二
号
を
第
三
号
と
し
、
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二
次
に
掲
げ
る
基
準
そ
の
他
都
道
府
県
等
に
よ
る
第
一
号
寄
附
金
の
使
途
に
係
る
基
準
と
し
て
総
務
大
臣
が
定

め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

イ
都
道
府
県
等
が
指
定
対
象
期
間
に
お
い
て
受
領
す
る
第
一
号
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
か
ら
当
該
指
定
対
象

期
間
に
お
け
る
第
一
号
寄
附
金
の
募
集
に
要
す
る
費
用
の
額
と
し
て
総
務
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算

定
し
た
額
を
控
除
し
て
得
た
額
（
口
に
お
い
て
「
寄
附
金
活
用
可
能
額
」
と
い
う
。
）
が
、
当
該
指
定
対
象
期

間
に
お
い
て
受
領
す
る
第
一
号
寄
附
金
の
額
の
合
計
額
の
百
分
の
六
十
に
相
当
す
る
金
額
以
上
で
あ
る
こ

と。
口
寄
附
金
活
用
可
能
額
の
使
途
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
総
務
大
臣
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
公
表
す
る

こ
と
。
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第
三
百
十
四
条
の
七
第
三
項
中
「
第
一
号
寄
附
金
の
募
集
の
適
正
な
実
施
に
関
し
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記

載
し
た
申
出
書
に
、
前
項
に
規
定
す
る
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
」
を
「
前
項

に
規
定
す
る
基
準
へ
の
適
合
性
に
関
し
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
申
出
書
そ
の
他
総
務
省
令
で
定
め
る

書
類
」
に
改
め
、
同
条
中
第
四
項
を
削
り
、
第
五
項
を
第
四
項
と
し
、
第
六
項
を
第
五
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の

一
項
を
加
え
る
。

6

総
務
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
す
と
き
は
、
指
定
の
取
消
し
を
受
け
る
都
道
府
県
等
に
つ

い
て
、
三
年
以
内
の
期
間
を
定
め
て
指
定
を
行
わ
な
い
旨
の
決
定
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
指
定
の
取
消
し
を
受
け
た
都
道
府
県
等
は
、
指
定
の
取
消
し
の
日
か
ら
起
算
し
て
当
該
期
間
を
経
過
す
る
ま

で
の
間
は
、
指
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
三
百
十
四
条
の
七
第
七
項
中
「
前
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取
消
し
（
次
項
及
び
第
十
項
に
お
い
て
「
指
定
の

取
消
し
」
と
い
う
。
）
」
を
「
指
定
の
取
消
し
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
又
は
指
定
若
し
く
は
指
定
の
取
消
し
」

を
「
、
指
定
又
は
指
定
の
取
消
し
及
び
第
六
項
に
規
定
す
る
決
定
」
に
改
め
、
同
条
第
十
一
項
中
「
（
当
該
金
額
が
当

該
納
税
義
務
者
の
第
三
百
十
四
条
の
三
及
び
前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
の
所
得
割
の
額
の
百
分
の
二
十
に
相
当

す
る
金
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
）
」
を
削
り
、
同
項
に
次
の
た
だ
し
書
を
加
え
る
。

た
だ
し
、
当
該
相
当
す
る
金
額
が
当
該
納
税
義
務
者
の
第
三
百
十
四
条
の
三
及
び
前
条
の
規
定
を
適
用
し
た
場

合
の
所
得
割
の
額
の
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
と
百
十
五
万
八
千
円
（
当
該
納
税
義
務
者
が
指
定
都
市
の
区

域
内
に
住
所
を
有
す
る
場
合
に
は
、
百
五
十
四
万
四
千
円
）
と
の
い
ず
れ
か
低
い
金
額
を
超
え
る
と
き
は
、
当
該
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第
三
百
十
七
条
の
三
の
二
第
一
項
第
二
号
中
「
除
き
、
」
を
「
除
く
。
次
条
第
一
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
」

に
改
め
、
「
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
削
る
。

第
三
百
十
七
条
の
三
の
三
第
一
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

次
に
掲
げ
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
受
給
者
」
と
い
う
。
）
は
、
公
的
年
金
等
支
払
者
（
所

得
税
法
第
二
百
三
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
の
際
に
経
由
す
べ
き
同
項
に
規
定
す
る
公
的
年
金

等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
公
的
年
金
等
」
と
い
う
。
）
の
支
払
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
か

ら
毎
年
最
初
に
公
的
年
金
等
の
支
払
を
受
け
る
日
の
前
日
ま
で
に
、
総
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
項

各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
告
書
を
、
当
該
公
的
年
金
等
支
払
者
を
経
由
し
て
、
当
該
公
的
年
金
等
受
給

者
の
住
所
所
在
地
の
市
町
村
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
所
得
税
法
第
二
百
三
条
の
六
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
者

二
こ
の
法
律
の
施
行
地
に
お
い
て
公
的
年
金
等
（
所
得
税
法
第
二
百
三
条
の
七
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の

を
除
く
。
）
の
支
払
を
受
け
る
第
二
百
九
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
っ
て
、
特
定
配
偶
者
（
所
得

割
の
納
税
義
務
者
（
合
計
所
得
金
額
が
九
百
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
自
己
と
生
計
を
一
に
す
る
配

偶
者
（
合
計
所
得
金
額
が
九
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
い
う
。
次
号
及
び
次
項
第
三
号
に
お
い

て
同
じ
。
）
（
退
職
手
当
等
（
第
三
百
二
十
八
条
に
規
定
す
る
退
職
手
当
等
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
に
係
る
所
得
を
有
す
る
者
に
限
る
。
）
又
は
扶
養
親
族
（
年
齢
十
六
歳
未
満
の
者
又
は
控
除
対
象
扶
養
親
族

で
あ
っ
て
退
職
手
当
等
に
係
る
所
得
を
有
す
る
者
に
限
る
。
）
若
し
く
は
特
定
親
族
（
退
職
手
当
等
に
係
る
所
得

を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
合
計
所
得
金
額
が
八
十
五
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
を
有
す
る
者
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号
法
律
第
二
号

5

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）

ー

(
L
言
閏
罰
胄
｀
臼
〗
十
[
[
出
ピ
日
[

第
一
目
課
税
標
準
及
び
税
率
（
第
百
五
十
六
条
ー
第
百
五
十
八
条
）

第
二
目
申
告
納
付
並
び
に
更
正
及
び
決
定
等
（
第
百
五
十
九
条
—
第
百
七
十
二
条
）

第
三
目
督
促
及
び
滞
納
処
分
（
第
百
七
十
三
条
ー
第
百
七
十
七
条
の
五
）

百

五

十

四

条

」

に

、

第

四

目

市

町

村

に

対

す

る

交

付

（

第

百

七

十

七

条

の

六

）

を

第
三
款
種
別
割

第
一
目
税
率
（
第
百
七
十
七
条
の
七
）

及
び
徴
収
（
第
百
七
十
七
条
の
八
ー
第
百
七
十
七
条
の
十
八
）

讐
罪
諸
及
び
滞
納
処
分
（
第
百
七
十
七
条
の
十
九
ー
第
百
七
十
七
条
の
二
十
四
）
」

藝

証

翡

酪

闘

晶

謡

闘

噸

鈷

認

闊

謬

条

）

」

に

、

「

第

四

百

四

十

九

条

」

を

「

第

四

百

四

十

「
第
尻
量
目
贔
紐
闘
及
び
税
率
（
第
四
百
五
十
条
—
第
四
百
五
十
二
条
）

第
二
目
申
告
納
付
並
び
に
更
正
及
び
決
定
等
（
第
四
百
五
十
三
条
—
第
四
百
六
十
三
条
の
四
）

、
第
三
目
督
促
及
び
滞
納
処
分
（
第
四
百
六
十
三
条
の
五
—
第
四
百
六
十
三
条
の
十
四
）
を

第
三
款
種
別
割

八
条
」
に

第
一
目
税
率
（
第
四
百
六
十
三
条
の
十
五
）

鰐

血

諸

嬰

悶

詣

墨

翻

町

亭

瑾

認

習

謬

認

鬱

頑

竺

彗

二

十

）

」

五

贔

饂

婦

悶

誌

墨

認

町

蒻

贔

1
翻
覧
望
一
条
）
」
に
改
め
る
。

第
十
一
条
の
十
第
一
項
中
「
第
百
四
十
五
条
第
三
号
」
を
「
第
百
四
十
五
条
」
に
、
「
第
四
百
四
十
二
条
第
三
号
」

を
「
第
四
百
四
十
二
条
第
一
号
」
に
改
め
、
「
の
種
別
割
」
を
削
る
。

第
十
六
条
の
四
第
一
項
中
「
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提

供
命
令
」
に
、
「
、
領
置
」
を
「
（
同
法
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
法
第
百
二
条
の
二
第
一
項
第
一
号

イ
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も
の
に
限
る
。
）
を
含
む
。
）
、
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
同
号
口
に
掲
げ
る

方
法
に
よ
る
提
供
を
命
ず
る
も
の
に
限
る
。
）
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
、
第
百
六
十
四
条
第
七
項
（
第
百
六
十
五
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
）
」
及
び
「
、
第
四
百
五
十
八
条
第
七
項
（
第
四
百
五
十
九
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
j

を
削
る
。

第
十
七
条
の
五
第
六
項
中
「
、
第
百
七
十
一
条
第
六
項
」
及
び
「
、
第
四
百
六
十
三
条
の
三
第
六
項
」
を
削
る
。

第
二
十
二
条
を
第
二
十
一
条
の
二
と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
違
反
等
に
関
す
る
罪
）

第
二
十
二
条
正
当
な
理
由
が
な
く
、
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
又
は
同
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
違
反
し
た
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の
拘
禁
刑
又
は
三

百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。
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令
和
八
年
三
月
三
十
一
日

御

名

御

璽

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る

内
閣
総
理
大
臣

高

市

早

苗

2

法
人
の
代
表
者
（
人
格
の
な
い
社
団
等
の
管
理
人
を
含
む
。
）
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の

他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又
は
財
産
に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
行
為

者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
同
項
の
罰
金
刑
を
科
す
る
。

3

人
格
の
な
い
社
団
等
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴

訟
行
為
に
つ
き
そ
の
人
格
の
な
い
社
団
等
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
中
「
記
録
命
令
付
差
押
え
（
電
磁
的
記
録
を
保
管
す
る
者
そ
の
他
電
磁
的
記
録
を
利
用

す
る
権
限
を
有
す
る
者
に
命
じ
て
必
要
な
電
磁
的
記
録
を
記
録
媒
体
に
記
録
さ
せ
、
又
は
印
刷
さ
せ
た
上
、
当
該
記

録
媒
体
を
差
し
押
さ
え
る
こ
と
」
を
「
電
磁
的
記
録
提
供
命
令
（
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
に
対
し
、
当
該
各
号
に
定

め
る
方
法
に
よ
り
必
要
な
電
磁
的
記
録
を
提
供
す
る
こ
と
を
命
ず
る
命
令
（
提
供
さ
せ
る
べ
き
電
磁
的
記
録
及
び
提

供
の
方
法
を
指
定
し
て
す
る
も
の
に
限
る
。
）
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一
電
磁
的
記
録
を
保
管
す
る
者
次
の
イ
又
は
口
に
掲
げ
る
方
法

イ
電
磁
的
記
録
を
記
録
媒
体
に
記
録
さ
せ
又
は
移
転
さ
せ
て
当
該
記
録
媒
体
を
提
出
さ
せ
る
方
法

口
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
電
磁
的
記
録
を
当
該
命
令
を
す
る
者
の
管
理
に
係
る
記
録
媒
体
に
記
録
さ
せ
又

は
移
転
さ
せ
る
方
法

二
電
磁
的
記
録
を
利
用
す
る
権
限
を
有
す
る
者
（
前
号
に
掲
げ
る
者
を
除
く
。
）
同
号
イ
又
は
口
に
掲
げ
る
方

法
（
電
磁
的
記
録
を
記
録
媒
体
に
記
録
さ
せ
る
も
の
に
限
る
。
）

第
二
十
二
条
の
四
第
七
項
中
「
交
付
し
て
」
を
「
提
供
し
て
」
に
、
「
記
録
命
令
付
差
押
え
」
を
「
電
磁
的
記
録
提

供
命
令
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
記
載
し
な
け
れ
ば
」
を
「
記
載
し
、
又
は
記

録
し
な
け
れ
ば
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
九
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

10

許
可
状
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
措
置
が
と
ら
れ
た
も
の
で
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

一
当
該
許
可
状
が
書
面
に
よ
る
場
合
当
該
裁
判
官
が
記
名
押
印
す
る
こ
と
。

二
当
該
許
可
状
が
電
磁
的
記
録
に
よ
る
場
合
当
該
裁
判
官
が
最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
記
名
押
印
に
代
わ

る
措
置
（
当
該
許
可
状
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
電
子
計
算
機
の
映
像
面
、
書
面
そ
の
他
の
も
の
に
表
示
し
た
と

き
に
、
併
せ
て
当
該
裁
判
官
の
氏
名
が
表
示
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
も
の
に
限
る
。
）
を
と
る
こ
と
。

11

地
方
裁
判
所
又
は
簡
易
裁
判
所
の
裁
判
官
は
、
第
三
項
の
許
可
を
す
る
と
き
は
、
許
可
状
に
そ
の
旨
及
び
同
項

の
規
定
に
よ
り
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
旨
を
命
ず
る
期
間
を
記
載
し
、
又
は
記
録
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
十
二
条
の
四
第
五
項
中
「
前
項
」
を
「
第
五
項
」
に
、
「
場
合
に
は
」
を
「
場
合
に
お
い
て
、
許
可
状
を
発
す

る
と
き
は
」
に
、
「
記
録
さ
せ
、
若
し
く
は
印
刷
さ
せ
る
べ
き
電
磁
的
記
録
及
び
こ
れ
を
記
録
さ
せ
、
若
し
く
は
印
刷

さ
せ
る
べ
き
者
」
を
「
提
供
さ
せ
る
べ
き
電
磁
的
記
録
、
提
供
さ
せ
る
べ
き
者
及
び
提
供
の
方
法
」
に
、
「
有
効
期
間
、

そ
の
期
間
経
過
後
は
執
行
に
着
手
す
る
こ
と
が
で
き
ず
こ
れ
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
、
交
付
」
を
「
次
の

各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
、
発
付
」
に
改
め
、
「
裁
判
所
名
」
の
下
に
「
そ
の
他

最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
事
項
」
を
加
え
、
「
自
己
の
記
名
押
印
し
た
」
を
「
又
は
記
録
し
た
」
に
、
「
交
付
し
な
け

れ
ば
」
を
「
発
し
な
け
れ
ば
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一
当
該
許
可
状
が
書
面
に
よ
る
場
合
有
効
期
間
及
び
そ
の
期
間
経
過
後
は
執
行
に
着
手
し
、
又
は
電
磁
的
記

録
提
供
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
ず
許
可
状
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨

二
当
該
許
可
状
が
電
磁
的
記
録
に
よ
る
場
合
有
効
期
間
及
び
そ
の
期
間
経
過
後
は
執
行
に
着
手
し
、
又
は
電

磁
的
記
録
提
供
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
ず
当
該
徴
税
吏
員
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
か
ら
許
可
状
を
消
去

す
る
こ
と
そ
の
他
の
最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
措
置
を
と
り
、
か
つ
、
当
該
措
置
を
と
っ
た
旨
を
記
録
し
た

電
磁
的
記
録
を
当
該
裁
判
官
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨

第
二
十
二
条
の
四
第
五
項
を
同
条
第
八
項
と
し
、
同
条
第
四
項
中
「
及
び
第
五
項
」
を
「
か
ら
第
八
項
ま
で
」
に

改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

6

許
可
状
は
、
書
面
に
よ
る
ほ
か
、
最
高
裁
判
所
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
電
磁
的
記
録
に
よ
る
こ
と
が

で
き
る
。

7

当
該
徴
税
吏
員
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
必
要
が
な
く
な
っ
た
と
き
は
、

自
ら
又
は
当
該
命
令
を
受
け
た
者
の
請
求
に
よ
り
、
こ
れ
を
取
り
消
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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□ 9 

茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災

害補償に関する条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の

改正に伴い、学校医等の公務上の災害に対する休業補償等の額の算定の基礎となる補償

基礎額並びに介護補償及び葬祭補償の額を改定するため提案する。

2 根拠法規

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和 3

2年法律第 14 3号）第4条第 1項

3 条例の概要

(1)介護補償の最低補償額を、常時介護を要する場合にあっては 90, 790円に、随

時介護を要する場合にあっては 45, 400円に引き上げることとした。 （第 12 

条関係）

(2)学校医等が公務上死亡した場合における葬祭補償の定額部分を 330, 000円に

引き上げることとした。 （第26条関係）

(3)休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げることとした。 （別表関

係）

(4) この条例は、公布の日から施行することとし、所要の経過措置を設けることとした

゜
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茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正後、 改正前

（補償基礎額） （補償基礎額）

第3条 補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行うも 第3条 補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行うも

のとする。 のとする。

2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は 2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は

診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって

疾病の発生が確定した日（附則第 12項及び第13項において単に「事故発生

日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師と

しての経験年数（第 18条第2項第2号において単に「経験年数」という。）

に応じて、別表に定める額とする。

3 略

4 略

（介護補償）

診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって

疾病の発生が確定した日（附則第12項及び第 13項において単に「事故発生

日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師と

しての経験年数（第18条第2項第2号において単に「経験年数」という。）

に応じて、別表に定める額とする。

3 略

4 略

（介護補償）

第12条 傷病補償又は障害補償を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病補 I第12条 傷病補償又は障害補償を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病補

償又は障害補償の補償の事由となった障害であって教育委員会規則で定める障

害に該当するものにより、常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時

又は随時介護を受けている場合に、当該学校医等に対して、介護補償として、

当該介護を受けている期間、次項に定める金額を支給する。ただし、次に掲げ

る場合には、その入院し、又は入所している期間については、介護補償は、行

わない。

(1)病院又は診療所に入院している場合

(2)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17 

年法律第12 3号）第5条第 11項に規定する障害者支援施設（次号におい

償又は障害補償の補償の事由となった障害であって教育委員会規則で定める障

害に該当するものにより、常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時

又は随時介護を受けている場合に、当該学校医等に対して、介護補償として、

当該介護を受けている期間、次項に定める金額を支給する。ただし、次に掲げ

る場合には、その入院し、又は入所している期間については、介護補償は、行

わない。

(1)病院又は診療所に入院している場合

(2)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17 

年法律第12 3号）第5条第11項に規定する障害者支援施設（次号におい
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て「障害者支援施設」という。）に入所している場合（同条第7項に規定す

る生活介護（同号において「生活介護」という。）を受けている場合に限る

(3) 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）に準ずる施設として教育

委員会規則で定めるものに入所している場合

2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1)略

(2) 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。）に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用とし

て支出された額が 90, 7 9 0円以下であるときに限る。） 9 0, 7 9 0 

旦

(3)略

(4) 随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受

けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支出された額が

4 5, 4 0 0円以下であるときに限る。） 45, 4 0 0円

（葬祭補償）

第26条 学校医等が公務上死亡した場合においては、葬祭を行う者に対して、

葬祭補償として、 33 0, 0 0 0円に補償基礎額の 30倍に相当する金額を加

えた金額を支給する。

附則

て「障害者支援施設」という。）に入所している場合（同条第7項に規定す

る生活介護（同号において「生活介護」という。）を受けている場合に限る

(3) 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）に準ずる施設として教育

委員会規則で定めるものに入所している場合

2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1)略

(2) 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。）に親族又はこれ

に準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用とし

て支出された額が85, 4 9 0円以下であるときに限る。） 8 5, 4 9 0 

旦

(3)略

(4)随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受

けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支出された額が

4 2, 7 0 0円以下であるときに限る。） 4旦上 70 0円

（葬祭補償）

第26条 学校医等が公務上死亡した場合においては、葬祭を行う者に対して、

葬祭補償として、竺15, 0 0 0円に補償基礎額の 30倍に相当する金額を加

えた金額を支給する。

附則
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（葬祭補償に関する暫定措置） （葬祭補償に関する暫定措置）

3 0 第26条の規定による葬祭補償の金額が補償基礎額の 60倍に相当する金 3 0 第26条の規定による葬祭補償の金額が補償基礎額の 60倍に相当する金

額に満たないときは、葬祭補償の金額は、当分の間、同条の規定にかかわらず 額に満たないときは、葬祭補償の金額は、当分の間、同条の規定にかかわらず

、当該60倍に相当する金額とする。 、当該60倍に相当する金額とする。

I 
＇別表（第 3条関係） 別表（第3条関係）

補償基礎額表 補償基礎額表

医師、歯 5年末満 5年以上 1 0年以 1 5年以 2 0年以 2 5年以 医師、歯 5年未満 5年以上 1 0年以 1 5年以 2 0年以 2 5年以

科医師又 1 0年未 上 15年 上20年 上25年 上 科医師又 1 0年未 上15年 上20年 上25年 上

は薬剤師 満 未満 未満 末満 は薬剤師 満 未満 末満 未満

としての としての

経験年数 経験年数

学校医及 円 円 円 円 円 円 学校医及 円 円 円 円 円 円

び学校歯 7. ， 6 9, 2 1 1, 1 2, 1 3, 1 3, び学校歯 7, 2 8, 8 1 0, 1 1 ， 1 2, 1 3, 

I 

科医の補 40 1 3 1 3 8 2 9 3 1 6 3 6 5 0 科医の補 8 5 50 7 6 8 9 6 3 6 2 5 0 9 8 

償基礎額 償基礎額

学校薬剤 l 学校薬剤

師の補償 6 ＇ 4 7, 3 7, 7 8, 7 9. ， 4 9, 8 師の補償 6, 1 7, 0 7 ， 5 8, 6 9 ， 2 9, 6 

基礎額 00 3 3 7 5 50 4 5 3 8 基礎額 1 0 45 0 5 2 3 70 20 

備考略 備考略
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茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例の一部を改正する条例参照条文

0公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律

（補償の範囲、金額、支給方法等）

第四条 前条各号の補償の哺月、金額及び支給方法その他補償に関し必要な事項は、政令で定める基準

に従い、地方公共団体の条例で定める。

旦前項の規定により政令で基準を定める場合には、政府は、国家公務員災害補償法（昭和二十六年法

律第百九十一号）の規定を参しやくするとともに、前条各号の補償が、同一の学歴及び医師、歯科医

師又は薬剤師としての経験年数を有する常勤の国,-,.....公務員で職務上医師、歯科医師又は薬剤師として

の業務に従事する者の公務上の災害に対し同法により行われる同種の補償と、おおむね同程度のもの

となるようにこれを定めなければならない。

0公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令（公

立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部

を改正する政令（令和8年政令第16 5号）の規定による改正前のもの）

（補償基礎額）

第一条 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（以下「法」とい

う。）第三条に規定する補償（第二十条において「補償」という。）は、療養補償及び介護補償を除

き、補償基礎額を基礎として行うものとする。

旦前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原

因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日（附則第一条の三

五項及び第六項において単に「事故発生日」という。）における当該学校医、学校歯科医又は学校薬

剤師のそれぞれ医師、歯科医師又は薬剤師としての経験年数（ 十二条第二項第二号において単に「

経験年数」という。）に応じて、別表に定める額によるものとする。

3 次の各号のいずれかに該当する者で、学校医、学校歯科医又は学校薬剤師（以下「学校医等」とい

う。）の死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によって死亡の原因である疾病の

発生が確定した日若しくは診断によって疾病の発生が確定した日において、他に生計のみちがなく主

として学校医等の扶養を受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある学校医等については、前項

の規定による金額に、第一号に該当する扶養親族については一人につき四百三十四円を、第二号から

第五号までのいずれかに該当する扶養親族については一人につき二百十七円を、それぞれ加算して得

た額をもつて補償基礎額とするものとする。

二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある子

― 二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある孫
― 六十歳以上の父母及び祖父母
四 二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある弟妹

五重度心身障害者

4 扶養親族たる子のうちに十五歳に達する日後の最初の四月一日から二十二歳に達する日以後の最初

の三月三十一日までの間にある子がいる場合における扶養加算額は、前項の規定にかかわらず、百六

十七円に当該期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額

とする。

（介護補償）

第六条の二 介護補償は、傷病補償又は障害補償を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病補償又は

障害補償の補償の事由となった障害であって文部科学省令で定める障害に該当するものにより、常時

又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合に、当該学校医等に対

して、当該介護を受けている期間、次項に定める金額を支給して行うものとする。ただし、次に掲げ

る場合には、その入院し、又は入所している期間については、介護補償は、行わない。

ー 病院又は診療所に入院している場合
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二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）

第五条第十一項に規定する障害者支援施設（次号において「障害者支援施設」という。）に入所し

ている場合（同条第七項に規定する生活介護（同号において「生活介護」という。）を受けている

場合に限る。）

三 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）に準ずる施設として文部科学大臣が定めるもの

に入所している場合

旦介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、一月につき、次の各号に掲げる区分に応じ

、それぞれ当該各号に定める額とする。

一 介護補償に係る障害（障害の程度に変更があった場合は、その月における最初の変更の前の障害

。第三号において同じ。）が常時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに該当

する場合（次号において「常時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要する費

用を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介護に要

する費用として支出された額（その額が十八万六千五十円を超えるときは、十八万六千五十円）

二 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由が生じた月を除く。以

下この号及び第四号において同じ。）に親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき

（その月に介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合にあっては、当該介護に要する

費用として支出された額が八万五千四百九十円以下である場合に限る。） 八万五千四百九十円

三 介護補償に係る障害が随時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに該当する

場合（次号において「随時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要する費用を

支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介護に要する

費用として支出された額（その額が九万二千九百八十円を超えるときは、九万二千九百八十円）

阻 随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日がある

とき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合にあっては、当該介護に要

する費用として支出された額が四万二千七百円以下であるときに限る。） 四万二千七百円

（葬祭補償）

第十八条 葬祭補償は、学校医等が公務上死亡した場合において、葬祭を行う者に対して、三十一万五

千円に補償基礎額の三十倍に相当する金額を加えた金額を支給して行うものとする。

附則

（葬祭補償に関する暫定措置）

第四条 第十八条の規定による葬祭補償の金額が補償基礎額の六十倍に相当する金額に満たないときは

、葬祭補償の金額は、当分の間、同条の規定にかかわらず、当該六十倍に相当する金額とする。

別表補償基礎額表（第一条関係）

医師、歯科 五年未満 五年以上一 -0年以上 ー五年以上 二0年以上 二五年以上
医師又は薬 0年未満 ー五年未満 二0年未満 二五年未満
剤師として

の経験年数

学校医及び 七、二八五 八、八五〇 -0、七六 ー一、九六 -,― 一三、 0九＇ ー、 ノヽ—

学校歯科医 旦 巴 ム旦 芦 五 ム旦
の補償基礎

額

学校薬剤師 六、―-0 七、 0四五 七、五0五 八、六二三 九、二七〇 九、六二〇
の補償基礎 旦 円 円 旦 旦 円
頷

備考略
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御

名

御

璽

高

市

早

苗

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
八
年
五
月
七
日

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
百
六
十
五
号

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

内
閣
は
、
公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二

年
法
律
第
百
四
十
三
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
三
十
二
年

政
令
第
二
百
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
六
条
の
二
第
二
項
第
二
号
中
「
八
万
五
千
四
百
九
十
円
」
を
「
九
万
七
百
九
十
円
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
四

万
二
千
七
百
円
」
を
「
四
万
五
千
四
百
円
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
中
「
三
十
一
万
五
千
円
」
を
「
三
十
三
万
円
」
に
改
め
る
。

文
部
科
学
大
臣
松
本
洋
平

内
閣
総
理
大
臣
高
市
早
苗

別
表
学
校
医
及
び
学
校
歯
科
医
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
七
、
二
八
五
円
」
を
「
七
、
六
四

0
円
」
に
、
「
八
、
八
五

0
円
」
を
「
九
、
ニ
―
三
円
」
に
、
「
一

0
、
七
六
八
円
」
を
「
―
一
、
一
三
八
円
」
に
、
「
―
-
、
九
六
三
円
」
を
「
一

二
、
二
九
三
円
」
に
、
「
―
二
、
六
二
五
円
」
を
「
一
三
、
一
六
三
円
」
に
、
「
一
三
、

0
九
八
円
」
を
「
一
三
、
六
五

0

円
」
に
改
め
、
同
表
学
校
薬
剤
師
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
六
‘
―

1
0
円
」
を
「
六
、
四

0
0
円
」
に
、
「
七
、

0
四

五
円
」
を
「
七
、
三
三
三
円
」
に
、
「
七
、
五

0
五
円
」
を
「
七
、
七
七
五
円
」
に
、
「
八
、
六
二
三
円
」
を
「
八
、
七
五

0
円
」
に
、
「
九
、
二
七

0
円
」
を
「
九
、
四
四
五
円
」
に
、
「
九
、
六
二

0
円
」
を
「
九
、
八
三
八
円
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

1

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

2

改
正
後
の
第
六
条
の
二
第
二
項
及
び
第
十
八
条
の
規
定
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生

じ
た
介
護
補
償
及
び
葬
祭
補
償
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
介
護
補
償
及
び
葬
祭
補

償
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

3

改
正
後
の
別
表
の
規
定
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
公
務
災
害
補
償
並
び
に
同

日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
傷
病
補
償
年
金
、
障
害
補
償
年
金
及
び
遺
族
補
償
年
金
で
同
日
以
後
の
期
間
に

つ
い
て
支
給
す
べ
き
も
の
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て
適
用
し
、
そ
の
他
の
公
務
災
害
補
償
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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茅ヶ崎市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

地方自治法施行規則の改正に伴い、所要の規定を整備するため提案する。

2 根拠法規

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 14条第 1項

3 条例の概要

(1)認可地縁団体台帳に記載された事項に係る変更の届出があった場合においても、印

鑑登録原票に登録された事項を職権により修正するものとすることとした。 （第 7条

関係）

(2) 引用条項を改めることとした。 （第 14条関係）

(3) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正
、長

月IJ

（登録事項の修正） （登録事項の修正）

第7条市長は、前条の規定により印鑑登録原票に第7条市長は、法第260条の2第10項の規定

登録された事項（同条第3号、第4号又は第6号 に基づき告示した事項に関し同条第11項

から第8号までに掲げる事項に限る。以下この条

において「登録事項」という。）に関し法第26

0条の2第11項又は地方自治法施行規則（昭和

2 2年内務省令第29号）第18条の3第7項の

規定に基づく変更の届出があった場合は、次条第

1項各号のいずれかに該当するときを除き、当該

届出の記載に基づいて 登録事項を

職権により修正するものとする。

（代理人による申請等）

の

規定に基づく変更の届出があった場合は、次条第

1項各号のいずれかに該当するときを除き、当該

届出の記載に基づいて印鑑登録原票の登録事項を

職権により修正するものとする。

（代理人による申請等）

第14条市長は、第3条の規定による申請、第8I第14条市長は、第3条の規定による申請、第8
条の規定による届出又は第11条の規定による申

請を地方自治法施行規則第18条の3第1項第7

号 に規定する代理

人（以下「代理人」という。）に行わせることが

できる。この場合において、代理人は、代表者等

の委任の旨を証する書面を市長に提出しなければ

ならない。

条の規定による届出又は第11条の規定による申

請を地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第

2 9号）第19条第1項第1号卜に規定する代理

人（以下「代理人」という。）に行わせることが

できる。この場合において、代理人は、代表者等

の委任の旨を証する書面を市長に提出しなければ

ならない。
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茅ヶ崎市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

第十四条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第二条第二項の事務に関し、条例

を制定することができる。

② 普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めがある場合を

除くほか、条例によらなければならない。

③ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、条例に違反し

た者に対し、二年以下の拘禁刑、百万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円以

下の過料を科する旨の規定を設けることができる。

第二百六十条の二 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に 所を有する者の地縁に基づい

て形成された団体（以下この条及び第二百六十条の四十九第二項において「地縁による団体」と

いう。）は、地域的な共同活動を円滑に行うため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定

める目的の範囲内において 権利を有し、義務を負う。

② 

！略

⑨ 

⑩ 市町村長は、第一項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告示しなけ

ればならない。告示した事項に変更があったときも、また同様とする。

⑪ 認可地縁団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更があったときは、総務省令で定め

るところにより、市町村長に届け出なければならない。

⑫ 

！略

⑰ 
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備
考

第
二
十
一
条
[
略
]

2

市
町
村
長
は
、
前
項
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
末
尾
に
原
本
と
相
違
な
い
旨
を
記
載
し
た
第
十
八
条
の
三

第
一
項
の
台
帳
の
写
し
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
台
帳
に
次
に
掲
げ
る
事

項
が
記
載
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
事
項
を
表
示
し
な
い
措
置
を
講
じ
る
も
の
と
す
る
。

一
代
表
者
又
は
代
表
者
で
あ
っ
た
者
の
住
所

二
裁
判
所
に
よ
り
選
任
さ
れ
た
職
務
代
行
者
又
は
職
務
代
行
者
で
あ
っ
た
者
の
住
所

三
代
表
者
の
代
理
人
又
は
代
理
人
で
あ
っ
た
者
の
住
所

~
 

四
清
算
人
又
は
清
算
人
で
あ
っ
た
者
の
住
所

万
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
（
前
各
号
に
掲
げ
る
者
の
住
所
と
同
一
の
場
合
に
限
る
。
）

3

前
項
後
段
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
者
が
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
二
項

の
規
定
に
よ
る
請
求
者
で
あ
っ
て
、
当
該
者
の
住
所
を
表
示
す
る
こ
と
を
希
望
す
る
旨
申
し
出
た
場
合
そ
の
他

市
町
村
長
が
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
市
町
村
長
は
、
住
所
を
表
示
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
と
認
め
る
場

合
を
除
き
、
当
該
者
の
住
所
を
表
示
し
て
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
二
条
の
二
の
四
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
四
十
四
第
一
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項

は
、
第
十
八
条
の
三
第
一
項
の
台
帳
に
記
載
し
た
事
項
の
う
ち
同
条
第
六
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合
は
、
そ
の
住

所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
（
住
所
を
除
く
。
）
及
び
同
項
第
八
号
か
ら
第
十

一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
〕

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

[
削
る
]

（
別
記
）

台
帳
様
式
（
第
十
八
条
の
三
関
係
）

[
様
式
略
]

第
二
十
二
条
の
二
の
四
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
四
十
四
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
事
項

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
名
称

二
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
規
約
に
定
め
る
目
的

三
合
併
後
の
認
可
地
緑
団
体
の
区
域

四
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
主
た
る
事
務
所

五
合
併
後
の
認
可
地
緑
団
体
の
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

六
合
併
後
の
認
可
地
緑
団
体
の
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
並
び
に
職
務
代
行
者
の

選
任
の
有
無
（
職
務
代
行
者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

七
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

八
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

九
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
一
二
十
九
第
三
項
の
認
可
の
年
月
日

十
合
併
前
の
各
認
可
地
縁
団
体
の
名
称

十
一
合
併
に
よ
り
消
滅
す
る
認
可
地
縁
団
体
の
名
称
、

（
別
記
）

台
帳
様
式
（
第
二
十
一
条
関
係
）

[
様
式
同
上
]

表
中
の
[
]
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、
令
和
八
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
市
町
村
長
に
よ
る
告
示
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
自
治
法
施
行
規
則
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
前
に
認
可
地
緑
団
体
の
代
表
者
が
行
っ
た
次
に
掲
げ
る
申
請
、
通
知
又
は
届
出
に
基
づ
い

て
施
行
日
以
後
に
市
町
村
長
が
行
う
告
示
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
市
町
村
長
が
行
っ
た
告
示
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

一
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
二
項
（
同
法
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請

二
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
三
項
又
は
森
林
組
合
法
第
百
条
の
二
十
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

三
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
一
項
、
第
二
百
六
十
条
の
三
十
三
又
は
第
二
百
六
十
条
の
四
十
一
第
三
項
の
届
出

3

前
項
の
台
帳
の
様
式
は
、
別
記
の
と
お
り
と
す
る

第
二
十
一
条
[
同
上
]

2

市
町
村
長
は
、
第
十
九
条
及
び
第
二
十
二
条
の
二
の
四
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
台
帳
を
作
成
し
、
前
項

の
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
末
尾
に
原
本
と
相
違
な
い
旨
を
記
載
し
た
台
帳
の
写
し
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
[
新
設
]

区
域
及
び
主
た
る
事
務
所
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四
解
散
し
た
場
合
（
破
産
及
び
合
併
に
よ
る
場
合
を
除
く
。
）
前
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る

事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
及
び
第
四
項
第
一
号
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一

の
場
合
は
、
そ
の
住
所
を
除
く
。
）
並
び
に
同
項
に
掲
げ
る
事
項
（
同
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は

清
算
人
の
氏
名
に
限
る
。
）

五
清
算
結
了
の
場
合
前
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第

五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
及
び
第
四
項
第
一
号
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合
は
、
そ
の
住
所
を
除
く
。
）
、
同

項
第
一
号
の
事
項
（
清
算
人
の
氏
名
に
限
る
。
）
並
び
に
同
条
第
五
項
の
事
項

六
前
二
号
の
場
合
並
び
に
破
産
及
び
合
併
に
よ
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第

十
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
告
示
さ
れ
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
し
て
届
出
が
あ
っ
た
場
合
告
示
し
た
事

項
の
う
ち
変
更
が
あ
っ
た
事
項
に
係
る
前
条
第
一
項
各
号
（
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
に
よ
り
読
み
替
え
て

適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
掲
げ
る
事
項

[
2

略
]

3

市
町
村
長
は
、
第
一
項
の
告
示
を
行
っ
た
と
き
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
七
号
ま
で
及
び
第
四
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
並
び
に
同
条
第
五
項
の
事
項
の
告
示
年
月
日
を
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
台
帳

に
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
同
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
、
同
条
第
四
項
第
二
号
及

び
第
三
号
並
び
に
第
五
項
に
お
い
て
は
、
こ
の
条
第
一
項
第
一
号
の
告
示
を
行
っ
た
場
合
を
除
く
も
の
と
す
る
。

第
二
十
条
[
略
]

[
2

略
]

3

地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
市
町
村
長
は
、
当
該
届
出
に
係

る
事
項
に
つ
い
て
、
第
十
八
条
の
三
第
一
項
の
台
帳
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
も
当
該
台
帳
に
記
載
す

る
も
の
と
す
る
。

一
名
称
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
名
称
の
変
更
に
伴
う
規
約
変
更
の
認
可
年
月
日

二
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

イ
規
約
変
更
の
認
可
を
要
す
る
と
き
は
、
当
該
事
務
所
の
所
在
地
の
変
更
に
伴
う
規
約
変
更
の
認
可
年
月

日
口
規
約
変
更
の
認
可
を
要
さ
な
い
と
き
は
、
当
該
事
務
所
の
移
転
年
月
日

ハ
行
政
区
画
の
変
更
又
は
住
居
表
示
の
実
施
に
よ
る
と
き
は
、
そ
の
変
更
年
月
日
又
は
実
施
年
月
日

三
代
表
者
、
職
務
代
行
者
、
代
理
人
又
は
清
算
人
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

イ
変
更
の
原
因

・
口
当
該
原
因
が
発
生
し
た
年
月
日

四
規
約
に
定
め
る
目
的
を
変
更
し
た
場
合
目
的
の
変
更
に
伴
う
規
約
変
更
の
認
可
年
月
日

五
区
域
を
変
更
し
た
場
合
区
域
の
変
更
に
伴
う
規
約
変
更
の
認
可
年
月
日

第
二
十
条
[
同
上
]

[
2

同
上
]

[
新
設
]

[
2

同
上
]

[
新
設
]

四
解
散
し
た
場
合
（
破
産
及
び
合
併
に
よ
る
場
合
を
除
く
。
)

イ

名

称

ロ

区

域

ハ
主
た
る
事
務
所

二
清
算
人
の
氏
名
及
び
住
所

ホ
解
散
事
由

ヘ
解
散
年
月
日

五
清
算
結
了
の
場
合

イ

名

称

ロ

区

域

ハ
主
た
る
事
務
所

二
清
算
人
の
氏
名
及
び
住
所

ホ
清
算
結
了
年
月
日

六
前
二
号
の
場
合
並
び
に
破
産
及
び
合
併
に
よ
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第

十
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
告
示
さ
れ
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
し
て
届
出
が
あ
っ
た
場
合

告
示
し
た
事
項
の
う
ち
変
更
が
あ
っ
た
事
項
及
び
そ
の
内
容

＼ ＼ 
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第
十
九
条
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
項
（
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
四
項
及
び
森
林
組

剣
渕
第
百
条
の
二
十
二
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
告
示

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
の
場
合
に
該
当
す
る
旨
を
明
示
し
た
上

で
、
前
条
第
一
項
の
台
帳
に
記
載
し
た
事
項
の
う
ち
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
の
認
可
を
行
っ
た
場
合
前
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま

で
に
掲
げ
る
事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合

は
、
そ
の
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
（
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
八

号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
事
項

二
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
三
項
の
通
知
が
あ
っ
た
場
合
前
条
第
二
項
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
す
る
同
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第
五
号
か
ら

第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合
は
、
そ
の
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に

掲
げ
る
事
項
（
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
八
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
事
項

三
森
林
組
合
法
第
百
条
の
二
十
二
第
三
項
の
通
知
が
あ
っ
た
場
合
前
条
第
三
項
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用

す
る
同
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
、
同
項
第
四
号
の
事
項
（
同
項
第
五
号
か
ら
第

七
号
ま
で
に
掲
げ
る
住
所
と
同
一
の
場
合
は
、
そ
の
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲

げ
る
事
項
（
住
所
を
除
く
。
）
、
同
項
第
八
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
事
項

第
十
九
条
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
十
項
（
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）

第
七
十
六
条
の
十
三
第
四
項
及
び
森
林
組
合
法
（
昭
和
五
十
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
百
条
の
二
十
二
第
四

項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
告
示
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合

の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
の
場
合
に
該
当
す
る
旨
を
明
示
し
た
上
で
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
に

つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
の
認
可
を
行
っ
た
場
合

イ

名

称

口
規
約
に
定
め
る
目
的

ハ

区

域

二
主
た
る
事
務
所

ホ
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

ヘ
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
並
び
に
職
務
代
行
者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行

者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

ト
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

チ
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

リ
認
可
年
月
日

二
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
三
項
の
通
知
が
あ
っ
た
場
合

イ

名

称

．

口
規
約
に
定
め
る
目
的

ハ

区

域

二
主
た
る
事
務
所

ホ
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

ヘ
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
並
び
に
職
務
代
行
者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行

者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

ト
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

チ
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

リ
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
二
第
二
項
第
五
号
の
日
又
は
同
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
一
項
の
認
可

を
受
け
た
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日

三
森
林
組
合
法
第
百
条
の
二
十
二
第
三
項
の
通
知
が
あ
っ
た
場
合

イ

名

称

口
規
約
に
定
め
る
目
的

ハ

区

域

二
主
た
る
事
務
所

ホ
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

ヘ
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
並
び
に
職
務
代
行
者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行

者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

ト
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

チ
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

リ
森
林
組
合
法
第
百
条
の
二
十
第
二
項
第
七
号
の
日
又
は
同
法
第
百
条
の
二
十
二
第
一
項
の
認
可
を
受
け

た
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
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五
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

六
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
及
び
職
務
代
行
者
の
選
任
の
有
無
（
職
務
代
行
者
が

選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

七
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

八
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

九
認
可
年
月
日

十
台
帳
を
起
こ
し
た
年
月
日

2

前
項
の
規
定
は
、
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
七
十
六
条
の
十
三
第
三
項
の
通

知
が
あ
っ
た
場
合
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
第
九
号
中
「
認
可
年
月
日
」
と
あ
る
の

は
、
「
土
地
改
良
法
第
七
十
六
条
の
十
二
第
二
項
第
五
号
の
日
又
は
同
法
第
七
十
六
条
の
十
三
第
一
項
の
認
可
を

受
け
た
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
」
と
す
る
。

3

第
一
項
の
規
定
は
、
森
林
組
合
法
（
昭
和
五
十
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
百
条
の
二
十
二
第
三
項
の
通
知

が
あ
っ
た
場
合
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
第
九
号
中
「
認
可
年
月
日
」
と
あ
る
の

は
、
「
森
林
組
合
法
第
百
条
の
二
十
第
二
項
第
七
号
の
日
又
は
同
法
第
百
条
の
二
十
二
第
一
項
の
認
可
を
受
け
た

日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
」
と
す
る
。

4

市
町
村
長
は
、
認
可
地
縁
団
体
が
解
散
し
た
と
き
（
破
産
及
び
合
併
に
よ
る
場
合
を
除
く
。
）
は
、
次
に
掲
げ

る
事
項
を
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
台
帳
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

一
清
算
人
の
氏
名
及
び
住
所
並
び
に
就
任
年
月
日

二
解
散
事
由

三
解
散
年
月
日

5

市
町
村
長
は
、
認
可
地
縁
団
体
の
清
算
が
結
了
し
た
と
き
は
、
清
算
結
了
年
月
日
を
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

作
成
し
た
台
娠
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

6

市
町
村
長
は
、
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
を
行
っ
た
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事

項
を
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成
し
た
台
帳
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

一
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
名
称

二
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
規
約
に
定
め
る
目
的

三
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
区
域

四
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

五
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
代
表
者
の
氏
名
及
び
住
所

六
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
裁
判
所
に
よ
る
代
表
者
の
職
務
執
行
の
停
止
の
有
無
及
び
職
務
代
行
者
の
選

任
の
有
無
（
職
務
代
行
者
が
選
任
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

七
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
代
理
人
の
有
無
（
代
理
人
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
氏
名
及
び
住
所
）

八
合
併
後
の
認
可
地
縁
団
体
の
規
約
に
解
散
の
事
由
を
定
め
た
と
き
は
、
そ
の
事
由

九
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
三
十
九
第
三
項
の
認
可
の
年
月
日

合
併
前
の
各
認
可
地
縁
団
体
の
名
称

十十
一
合
併
に
よ
り
消
滅
す
る
認
可
地
縁
団
体
の
名
称
、
区
域
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

7

認
可
地
縁
団
体
は
、
前
各
項
に
掲
げ
る
事
項
（
次
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
を
除

く
。
）
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
旨
を
証
す
る
書
類
を
添
え
、
当
該
認
可
地
縁
団

体
の
区
域
を
包
括
す
る
市
町
村
の
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
届
出
を
受
け
た

市
町
村
長
は
、
当
該
届
出
に
係
る
事
項
に
つ
い
て
、
第
一
項
の
台
帳
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

8

第
一
項
の
台
帳
の
様
式
は
、
別
記
の
と
お
り
と
す
る
。
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改

第
十
八
条
の
三
市
町
村
長
は
、
地
方
自
治
法
第
二
百
六
十
条
の
二
第
一
項
の
認
可
を
行
っ
た
と
き
は
、
認
可
地

緑
団
体
ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
台
帳
を
作
成
す
る
も
の
と
す
る
。

一

名

称

二
規
約
に
定
め
る
目
的

三

区

域

四
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

正

後

[
新
設
]

改

正

前

0
総
務
省
令
第
八
十
六
号

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
六
月
三
十
日

地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
自
治
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
内
務
省
令
第
―
―
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
菫
傍

線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改

正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

総
務
大
臣

ホふ

芳
正
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茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準の一部を改正する内閣府令の改正に伴い、満 3歳以上満4歳未満の児童に対し

保育を提供する保育士等の数に関する経過措置の期限を定めるため提案する。

2 根拠法規

児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）第 34条の 16第 1項

3 条例の概要

(1) 満 3歳以上満4歳未満の児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関

する経過措置の期限を令和 10年 3月 31日までとすることとした。 （附則関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとした。
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1 

2 

3 

茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 月ヽ99 J 

附則 附則

略 1 略

保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、 2 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、

保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは 保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは

、令和 10年 3月31日までの間、改正後の第 、当分の間 、改正後の第

30条第2項、第32条第2項、第45条第2 30条第2項、第32条第2項、第45条第2

項及び第48条第2項の規定（満3歳以上満4 項及び第48条第2項の規定
ヽ

歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士

及び保育従事者の数に関する部分に限る。）は は

、適用しない。この場合において、改正前の第 、適用しない。この場合において、改正前の第

3 0条第2項、第32条第2項、第45条第2 30条第2項、第32条第2項、第45条第2

項及び第48条第2項の規定（満3歳以上満4 項及び第48条第2項の規定

歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士

及び保育従事者の数に関する部分に限る。）は は

、この条例の施行の日以後においても、なおそ 、この条例の施行の日以後においても、なおそ

の効力を有する。 の効力を有する。

保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、

保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは

、当分の間、改正後の第30条第2項、第32 

条第2項、第45条笙2項及び第48条第2項

の規定（満4歳以上の児童に対し保育を提供す

る保育士及び保育従事者の数に関する部分に限

る。）は、適用しない。この場合において、改

正前の笙30条第2項、第32条第2項、第4

5条第2項及び第48条第2項の規定（満4歳

以上の児童に対し保育を提供する保育士及び保

育従事者の数に関する部分に限る。）は、この

条例の施行の日以後においても、なおその効力

を有する。
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茅ヶ崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例の一部を改正する条例参照条文

0児童福祉法

第三十四条の十六 市町村は、家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営について、条

例で基準を定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、-精神的及び社会

的な発達のために必要な保育の水準を確保するものでなければならない。

② 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については内閣府令で定める基準に従

い定めるものとし、その他の事項については内閣府令で定める基準を参酌するものとする。

一家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業に従事する者及びその員数

二 家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の運営に関する事項であって、児童の適切な処遇及び

安全の確保並びに秘密の保持並びに児童の健全な発達に密接に関連するものとして内閣府令で定め

るもの

③ 家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。
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備
考
表
中
の
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る

一

附

則
（
施
行
期
日
）

1

こ
の
府
令
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
四
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

2

こ
の
府
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
期
間
内
に
お
い
て
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
新
児
童
福
祉
施
設
設
備
運
営
基
準
」
と
い

う
。
）
第
三
十
三
条
第
三
項
、
第
九
十
七
条
（
新
児
童
福
祉
施
設
設
備
運
営
基
準
第
三
十
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
理
学
療
法
士
等
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
第
九
十
八
条
並
び
に
第
三
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
後
の
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
新
家
庭
的
保
育
事
業
等
設
備
運
営
基
準
」
と
い
う
。
）
第
二
十
九
条
第
四
項
及
び
第
五
項
、
第
三
十
一
条
第
四
項
及
び
第
五
項
、
第
四
十
四
条

第
四
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
四
十
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
基
準
に
従
い
定
め
る
児
童
福
祉
法
第
三
十
四
条
の
十
六
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
の
条
例
又
は
同
法
第
四
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
の
条
例
が

制
定
施
行
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
新
児
童
福
祉
施
設
設
備
運
営
基
準
第
三
十
三
条
第
三
項
、
第
九
十
七
条
及
び
第
九
十
八
条
並
び
に
新
家
庭
的
保
育
事
業
等
設
備
運
営
基
準
第
二
十
九
条
第
四
項
及
び
第
五
項
、
第
三
十
一
条
第
四
項
及
び
第

五
項
、
第
四
十
四
条
第
四
項
及
び
第
五
項
並
び
に
第
四
十
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
基
準
は
、
当
該
市
町
村
の
条
例
又
は
当
該
都
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
基
準
と
み
な
す
。

（
学
校
設
置
者
等
及
び
民
間
教
育
保
育
等
事
業
者
に
よ
る
児
童
対
象
性
暴
力
等
の
防
止
等
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

3

学
校
設
置
者
等
及
び
民
間
教
育
保
育
等
事
業
者
に
よ
る
児
童
対
象
性
暴
力
等
の
防
止
等
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
令
和
七
年
内
閣
府
令
第
百
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る

附
則
第
七
条
の
表
改
正
後
欄
中
「
児
童
等
対
象
性
暴
力
等
」
を
「
児
童
対
象
性
暴
力
等
」
に
改
め
る
。

と
い
う
。
）
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二
項
、
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規

定
（
満
三
歳
以
上
満
四
歳
に
満
た
な
い
児
童
に
対
し
保
育
を
提
供
す
る
保
育
土
及
び
保
育
従
事
者
の
数
に
関
す

る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
児
童
福
祉
施
設
の

設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
び
に
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る

基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二
項
、
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
（
満

三
歳
以
上
満
四
歳
に
満
た
な
い
児
童
に
対
し
保
育
を
提
供
す
る
保
育
士
及
び
保
育
従
事
者
の
数
に
関
す
る
部
分

に
限
る
。
）
は
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
以
後
に
お
い
て
も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

3

保
育
士
及
び
保
育
従
事
者
の
配
置
の
状
況
に
鑑
み
、
保
育
の
提
供
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
き
は
、

3

前
項
の
場
合
を
除
き
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
期
間
内
に
お
い
て
、
設
備

当
分
の
間
、
設
備
運
営
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
び
に
家
庭
的
保
育
事
業
等
基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
運
営
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
び
に
家
庭
的
保
育
事
業
等
基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二
項
、

三
十
一
条
第
二
項
、
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
（
満
四
歳
以
上
の
児
童
に
対
し
保
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
基
準
（
満
三
歳
以
上
満
四
歳
に
満
た
な
い
児
童

育
を
提
供
す
る
保
育
士
及
び
保
育
従
事
者
の
数
に
関
す
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
及
び
満
四
歳
以
上
の
児
童
に
対
し
保
育
を
提
供
す
る
保
育
士
及
び
保
育
従
事
者
の
数
に
関
す
る
基
準
に
限
る
。

い
て
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
従
い
定
め
る
児
童
福
祉
法
第
三
十
四
条
の
十
六
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村

び
に
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二
項
、
第
の
条
例
又
は
同
法
第
四
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
の
条
例
が
制
定
施
行
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
設

四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
（
満
四
歳
以
上
の
児
童
に
対
し
保
育
を
提
供
す
る
保
育
士
備
運
営
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
び
に
家
庭
的
保
育
事
業
等
基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二

及
び
保
育
従
事
者
の
数
に
関
す
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
以
後
に
お
い
て
も
、
な
お
そ
の
項
、
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
基
準
は
、
当
該
市
町
村
の
条
例
又
は
当
該

効

力

を

有

す

る

。

都

道

府

県

の

条

例

で

定

め

る

基

準

と

み

な

す

。

条
第
二
項
、
第
四
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
三
十
三
条
第
二
項
並
び
に
家

庭
的
保
育
事
業
等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
二
十
九
条
第
二
項
、
第
三
十
一
条
第
二
項
、
第
四
十
四

条
第
二
項
及
び
第
四
十
七
条
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
以
後
に
お
い
て
も
、
な
お
そ
の
効
力

を
有
す
る
。
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2 
傍線を 次の条四^i 児童 考偏後Iる令

保士育 ＾ 経過措 附家の 基準和十
付し表に福祉児童 表中

庭＾年
規たより の的次三 及びツ置則

保項月 定 ‘施設 の -育に三

I ＾改 備設-事お十 以正の
業等 い一

`‘§鵞！ て日
のーま 者 対象＇に及び運営設設で の

規掲げ運営 に備備の 配 改
及運間 置

芭規るに関す でび営‘の
運基こ状

と定関`るあ営準の況 いの る゚
に-府に
関と令鑑
すいにみ

正基るうよ ‘ 
゜る保育準ヽ第~ 改
―正の
次^ニ十—後 提供
項二の に

に条児 斎を
おい 第二童福 後

後正順次の設備のーて項祉施昏

庭家 並びに 設の > 欄に対応備設及び

的こ設備 そ 掲げする及び運営保の れ
育府及び る改運営 に事令 が

も正 関す業に運 あ の後に
等よ営る

の欄す関る基るに と
準改関 き よう 掲にげ る基準
一正すは

に 基準 の
改る一

2 める規定ーの部改を

す関にる 面備運 分当の 保育士 措邑冦過 胄
゜の部を

傍線を 改正す

基準 営基平 問のご § 則 正る

付しす麿内閣

次^項に いと 府令に 保育従事者
部分たの霜府令閣 一の

おうよ
い-るの よ 部改
て第 改正 配置 改

にっ,S ＾ A 和-/T‘I 正、一
家,—十 後の

: 』i>＋ 
庭三 の状
的条
児童福 況鑑に魯三

事業等 項並び 祉施設 み‘ 正

基にの 保育 各八
準改設の 改 号ヽ
一正備贋 正

点麿§:に
畠竺

こう 家庭営運 即̀’ に［

第—的に 及ぼ 塁しの
—十保育！す関 す てよ

九る ぉ 胃已
条第 基準 そ る改

二の 次^ れが そ正
のす

項‘備設 項 あ ,~ 第及び に る＝ ぉと
干運い〗

に一営て、

重

5

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
看
護
師
等
及
び
特
定
理
学
療
法
士
等
の
い
ず
れ
も
が
保
育
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該

看
護
師
等
が
保
育
を
行
う
に
当
た
っ
て
、
当
該
保
育
所
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
の
保
育
士
（
前
項
た
だ
し
書

の
規
定
に
よ
る
支
援
を
行
う
保
育
士
を
除
く
。
）
に
よ
る
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
を
確
保
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

（
職
員
）

第
四
十
七
条
[
略
]

2

[

略
]

3

前
項
に
規
定
す
る
保
育
士
の
数
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
に
勤
務
す

る
看
護
師
等
を
、
一
人
に
限
り
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

4

第
二
項
に
規
定
す
る
保
育
士
の
数
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
に
勤
務

す
る
特
定
理
学
療
法
士
等
を
、
一
人
に
限
り
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
特
定
理
学

療
法
士
等
が
保
育
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
の
保
育
土
（
認
定
地
方
公

共
団
体
の
区
域
内
又
は
事
業
実
施
区
域
内
に
あ
る
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
に
あ
っ
て
は
、
保
育
士
、

当
該
認
定
地
方
公
共
団
体
の
区
域
に
係
る
地
域
限
定
保
育
士
又
は
当
該
事
業
実
施
区
域
に
係
る
国
家
戦
略
特
別

区
域
限
定
保
育
士
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
を
確
保
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

5

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
看
護
師
等
及
び
特
定
理
学
療
法
士
等
の
い
ず
れ
も
が
保
育
を
行
う
場
合
に
は
、
当
該

看
護
師
等
が
保
育
を
行
う
に
当
た
っ
て
、
当
該
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
の
保
育
土
（
前
項
た
だ
し
書

の
規
定
に
よ
る
支
援
を
行
う
保
育
士
を
除
く
。
）
に
よ
る
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制
を
確
保
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

附

則

第
九
条
前
二
条
の
規
定
を
適
用
す
る
時
は
、
保
育
士
（
認
定
地
方
公
共
団
体
の
区
域
内
又
は
事
業
実
施
区
域
内

に
あ
る
小
規
模
保
育
事
業
所
A
型
又
は
保
育
所
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
に
あ
っ
て
は
、
保
育
土
、
当
該
認
定

地
方
公
共
団
体
の
区
域
に
係
る
地
城
限
定
保
育
士
又
は
当
該
事
業
実
施
区
域
に
係
る
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定

保
育
士
を
い
い
、
第
二
十
九
条
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
若
し
く
は
第
四
十
四
条
第
三
項
若
し
く
は
第
四
項
又

は
前
二
条
の
規
定
に
よ
り
保
育
士
と
み
な
さ
れ
る
者
を
除
く
。
）
を
、
前
二
条
の
規
定
の
適
用
が
な
い
も
の
と
し

た
場
合
の
第
二
十
九
条
第
二
項
又
は
第
四
十
四
条
第
二
項
に
よ
り
算
定
さ
れ
る
保
育
士
の
数
の
三
分
の
二
以

上
、
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

第
九
条
前
二
条
の
規
定
を
適
用
す
る
時
は
、
保
育
士
（
法
第
十
八
条
の
十
八
第
一
項
の
登
録
を
受
け
た
者
を
い

い
、
第
二
十
九
条
第
三
項
若
し
く
は
第
四
十
四
条
第
三
項
又
は
前
二
条
の
規
定
に
よ
り
保
育
士
と
み
な
さ
れ
る

者
を
除
く
。
）
を
、
保
育
士
の
数
（
前
二
条
の
規
定
の
適
用
が
な
い
と
し
た
場
合
の
第
二
十
九
条
第
二
項
又
は
第

四
十
四
条
第
二
項
に
よ
り
算
定
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
の
三
分
の
二
以
上
、
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

[
項
を
加

xる
°
]

（
職
員
）

第
四
十
七
条
[
同
上
]

2

[

同
上
]

3

前
項
に
規
定
す
る
保
育
士
の
数
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
小
規
模
型
事
業
所
内
保
育
事
業
所
に
勤
務
す

る
保
健
師
、
看
護
師
又
は
准
看
護
師
を
、
一
人
に
限
り
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

[
項
を
加

xる
°
]

[
項
を
加
え
る
°
]
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（
趣
旨
）

第
一
条
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
五
条
第
二
項
の

内
閣
府
令
で
定
め
る
基
準
（
以
下
「
設
備
運
営
基
準
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
規
定
に
よ
る
基
準
と
す
る
。

一
法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
都
道
府
県
が
条

例
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
従
う
べ
き
基
準
第
八
条
第
二
項
（
入
所
し
て
い
る
者
の
保
護
に
直
接
従
事
す
る

職
員
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
十
七
条
、
第
二
十
一
条
、
第
二
十
二
条
、
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第

二
十
七
条
、
第
二
十
七
条
の
二
第
一
項
、
第
二
十
八
条
、
第
三
十
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
第
三

十
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
二
項
及
び
第
三
項
、
第
三
十
八
条
、
第
四
十
二
条
、

第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
三
条
、
第
四
十
九
条
、
第
五
十
八
条
、
第
六
十
三
条
、
第
七
十
三
条
、

第
七
十
四
条
第
一
項
、
第
八
十
条
、
第
八
十
一
条
第
一
項
、
第
八
十
二
条
、
第
八
十
三
条
、
第
八
十
八
条
の

三
、
第
八
十
八
条
の
六
、
第
八
十
八
条
の
七
、
第
九
十
条
並
び
に
第
九
十
四
条
か
ら
第
九
十
八
条
ま
で
の
規

定
に
よ
る
基
準

竺
S
四
略
]

[
2
.
3

略
]

（
職
員
）

第
三
十
三
条
[
略
]

2

[

略
]

3

前
項
の
保
育
士
の
数
の
算
定
に
当
た
つ
て
は
、
当
該
保
育
所
に
勤
務
す
る
理
学
療
法
士
、
作
業
療
法
士
、
言

語
聴
覚
士
、
心
理
担
当
職
員
（
第
四
十
九
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
心
理
担
当
職
員
を
い
う
。
）
又
は
障
害
児
の

療
育
に
関
す
る
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
障
害
児
の
療
育
の
指
導
を
行
う
業
務
に
五
年
以
上
従

事
し
た
経
験
を
有
す
る
も
の
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
、
か
つ
、
子
育
て
に
関
す
る
知
識
及
び
経
験
を
有
す
る
者

（
以
下
「
特
定
理
学
療
法
士
等
」
と
い
う
。
）
を
、
一
人
に
限
り
、
保
育
士
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、

当
該
特
定
理
学
療
法
士
等
が
保
育
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
保
育
所
の
保
育
士
（
認
定
地
方
公
共
団
体
の

区
域
内
又
は
事
業
実
施
区
域
内
に
あ
る
保
育
所
に
あ
っ
て
は
、
保
育
士
、
当
該
認
定
地
方
公
共
団
体
の
区
域
に

係
る
地
域
限
定
保
育
士
又
は
当
該
事
業
実
施
区
域
に
係
る
国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
を
い
い
、
第
九
十

五
条
、
第
九
十
六
条
又
は
児
童
福
祉
施
設
最
低
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
十
年
厚
生
省
令
第
五
十

一
号
）
附
則
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
保
育
士
と
み
な
さ
れ
る
者
を
除
く
。
）
に
よ
る
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
体
制
を
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

改

正

後

改

正

前
内
閣
総
理
大
臣

Tn
和

八

一

ハ

日

，
 

児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

（
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
の
一
部
改
正
）

第
一
条
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
を
加

え
る
。

（
趣
旨
）

第
一
条
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
五
条
第
二
項
の

内
閣
府
令
で
定
め
る
基
準
（
以
下
「
設
備
運
営
基
準
」
と
い
う
。
）
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
規
定
に
よ
る
基
準
と
す
る
。

一
法
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
都
道
府
県
が
条

例
を
定
め
る
に
当
た
つ
て
従
う
べ
き
基
準
第
八
条
第
二
項
（
入
所
し
て
い
る
者
の
保
護
に
直
接
従
事
す
る

職
員
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
十
七
条
、
第
二
十
一
条
、
第
二
十
二
条
、
第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
、
第

二
十
七
条
、
第
二
十
七
条
の
二
第
一
項
、
第
二
十
八
条
、
第
三
十
条
第
二
項
、
第
三
十
三
条
第
一
項
（
第
一
―
―

十
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
二
項
、
第
三
十
八
条
、
第
四
十
二
条
、
第
四
十
二

条
の
二
第
一
項
、
第
四
十
三
条
、
第
四
十
九
条
、
第
五
十
八
条
、
第
六
十
三
条
、
第
七
十
三
条
、
第
七
十
四

条
第
一
項
、
第
八
十
条
、
第
八
十
一
条
第
一
項
、
第
八
十
二
条
、
第
八
十
三
条
、
第
八
十
八
条
の
三
、
第
八

十
八
条
の
六
、
第
八
十
八
条
の
七
、
第
九
十
条
並
び
に
第
九
十
四
条
か
ら
第
九
十
七
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る

基
準

u
-
S
四
同
上
]

[
2
.
3

同
上
]

（
職
員
）

第
三
十
三
条
[
同
上
]

2

[

同
上
]

[
項
を
加
え
る
O

J

高
市

早
苗
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茅ヶ崎市景観条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

景観法の改正に伴い、所要の規定を整備するため提案する。

2 根拠法規

景観法（平成 16年法律第 11 0号）第16条第7項

3 条例の概要

(1) 所要の規定を整備することとした。 （第 9条関係）

戸―•

三竺竺ニニ〕

(2) この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和 8年法律第 23号

）の施行の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市景観条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（届出の適用除外） （届出の適用除外）

第9条法第16条第8項第 12号の条例で定め第9条法第 16条第7項第 11号の条例で定め

る行為は、次のいずれかに該当する行為とする。 る行為は、次のいずれかに該当する行為とする。

(1) 

！略

(5) 

(1) 

｝略

(5) 
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茅ヶ崎市景観条例の一部を改正する条例参照条文

0景観法（都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和 8年法律第 23号）第 7条

の規定による改正前のもの）

第十六条 景観計画区域内において、次に掲げる行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令

（第四号に掲げる行為にあっては、景観行政団体の条例。以下この条において同じ。）で定めるとこ

ろにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国士交通省令で定める事項を景

観行政団体の長に届け出なければならない。

ー 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色

彩の変更（以下「建築等」という。）

ニエ作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色
彩の変更（以下「建設等」という。）

三 都市計画法第四条第十二項に規定する開発行為その他政令で定める行為

四 前三号に掲げるもののほか、良好な景観の形成に支障を及ぼすおそれのある行為として景観計画

に従い景観行政団体の条例で定める行為

2 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項のうち、国土交通省令で定める事項を変更

しようとするときは、あらかじめ、その旨を景観行政団体の長に届け出なければならない。

3 景観行政団体の長は、前二項の規定による届出があった場合において、その届出に係る行為が景観

計画に定められた当該行為についての制限に適合しないと認めるときは、．その届出をした者に対し、

その届出に係る行為に関し設計の変更その他の必要な措置をとることを勧告することができる。

4 前項の勧告は、第一項又は第二項の規定による届出のあった日から三十日以内にしなければならな

し＼。

5 前各項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が行う行為については、第一項の届出をす

ることを要しない。この場合において、当該国の機関又は地方公共団体は、同項の届出を要する行為

をしようとするときは、あらかじめ、景観行政団体の長にその旨を通知しなければならない。

6 景観行政団体の長は、前項後段の通知があった場合において、良好な景観の形成のため必要がある

と認めるときは、その必要な限度において、当該国の機関又は地方公共団体に対し、景観計画に定め

られた当該行為についての制限に適合するようとるべき措置について協議を求めることができる。

次に掲げる行為については、前各項の規定は、適用しない。

通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

― 非常災害のため必要な応急措置として行う行為
― 景観重要建造物について、第二十二条第一項の規定による許可を受けて行う行為
四 景観計画に第八条第二項第四号口に掲げる事項が定められた景観重要公共施設の整備として

行う行為

石 景観重要公共施設について、第八条第二項第四号ハ(1) から (7) までに規定する許可（景観

計画にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行為

六 第万十五条第二項第一号の区域内の農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律第八条第

二項第一号に規定する農用地区域をいう。）内において同法第十五条の二第一項の許可を受け

て行う同項に規定する開発行為

七 国立公園又は国定公園の区域内において、第八条第二項第四号ホに規定する許可（景観計両

にその基準が定められているものに限る。）を受けて行う行為

八 第六十一条第一項の景観地区（次号において「景観地区」という。）内で行う建築物の建築

等

九 景硯計両に定められたエ作物の建設等の制限の全てについて第七十二条第二項の景観地区工

作物制限条例にJ::る制限が定められている場合における当該景観地区内で行う工作物の建設等

地区計面等（都市計画法第四条第九項に規定する地区計画等をいう。以下同じ。）の区域（

地区整備計両（同法第十二条の五第二項第一号に規定する地区整備計画をいう。第七十六条第

一項において同じ。）、特定建築物地区整備計画（密集市街地における防災街区の整備の促進
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に関する法律（平成九年法律第四十九号）第三十二条第二項第一号に規定する特定建築物地区

整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）、防災街区整備地区整備計画（同法第二

十二条第二項第二号に規定ずる防災街区整備地区整備計画をいう。第七十六条第一項において

同じ。）、歴史的風致維持向上地区整備計画（地域における歴史的風致の維持及び向上に関す

る法律（平成二十年法律第四十号）第三十一条第二項第一号に規定する歴史的風致維持向上地

区整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）、沿道地区整備計画（幹線道路の沿道

の整備に関する法律（昭和五十五年法律第三十四号）第九条第二項第一号に規定する沿道地区

整備計画をいう。第七十六条第一項において同じ。）又は集落地区整備計画（集落地域整備法

（昭和六十二年法律第六十三号）第五条第三項に規定する集落地区整備計画をいう。第七十六

条第一項において同じ。）が定められている区域に限る。）内で行う士地の区画形質の変更、

建築物の新築、改築又は増築その他の政令で定める行為

土二 その他政令又は景観行政団体の条例で定める行為
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令和 B年5月27日 水曜日 官 報 （号外第 11 7号） 24 

（
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
業
務
に
要
す
る
資
金
に
係
る
債
券
の
発
行
額
の
特
例
等
）

第
十
五
条
の
三
民
間
都
市
機
構
は
、
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
業
務
に
要
す
る
資
金
の
財
源
に
充
て
る

た
め
に
は
、
民
間
都
市
開
発
法
第
八
条
第
二
項
に
定
め
る
限
度
を
超
え
て
同
項
の
規
定
に
よ
る
債
券
を
発
行
す
る

．
こ
と
が
で
き
る
。

2

政
府
は
、
法
人
に
対
す
る
政
府
の
財
政
援
助
の
制
限
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
一
年
法
律
第
二
十
四
号
）
第

三
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
国
会
の
議
決
を
経
た
金
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
第
十
五
条
第
一
項
第
一
号
に
掲

げ
る
業
務
に
要
す
る
資
金
の
財
源
に
充
て
る
た
め
の
民
間
都
市
開
発
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
借
入
金
又

は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
債
券
に
係
る
債
務
（
国
際
復
興
開
発
銀
行
等
か
ら
の
外
資
の
受
入
に
関
す
る
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
政
府
が
保
証
契
約

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
債
務
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
、
保
証
契
約
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
十
二
条
第
一
項
中
「
第
五
条
第
十
二
項
（
同
条
第
十
三
項
」
を
「
第
五
条
第
十
三
項
（
同
条
第
十
四
項
」
に

改
め
る
。

（
地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
九
条
地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
四
十
号
）
の
一
部
を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

＇

第
二
条
第
二
項
第
一
号
中
「
又
は
口
」
を
「
か
ら
へ
ま
で
」
に
改
め
、
同
号
口
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

口
文
化
財
保
護
法
第
五
十
七
条
第
一
項
、
第
九
十
条
第
一
項
又
は
第
百
三
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登

録
さ
れ
た
建
造
物
の
用
に
供
さ
れ
る
土
地

第
二
条
第
二
項
第
一
号
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ハ
文
化
財
保
護
法
第
百
三
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
選
定
さ
れ
た
重
要
文
化
的
景
観
を
構
成
す
る
土
地

二
文
化
財
保
護
法
第
百
四
十
三
条
第
一
項
前
段
又
は
第
二
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
同
法
第
百
四

十
二
条
に
規
定
す
る
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
内
の
土
地

ホ
文
化
財
保
護
法
第
百
八
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
建
造
物
の
用
に
供
さ
れ
る
土
地

ヘ
文
化
財
保
護
法
第
百
八
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
同
法
第
二
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定

す
る
文
化
的
景
観
を
構
成
す
る
土
地

第
十
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
住
民
等
に
よ
る
提
案
）

第
十
条
の
二
第
二
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
土
地
の
区
域
の
う
ち
、
一
体
と
し
て
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び

向
上
を
図
る
べ
き
一
団
の
土
地
の
区
域
で
あ
っ
て
政
令
で
定
め
る
規
模
以
上
の
も
の
に
つ
い
て
、
当
該
土
地
の
所

有
権
又
は
建
物
の
所
有
を
目
的
と
す
る
対
抗
要
件
を
備
え
た
地
上
権
若
し
く
は
賃
借
権
（
臨
時
設
備
そ
の
他
一
時

使
用
の
た
め
に
設
定
さ
れ
た
こ
と
が
明
ら
か
な
も
の
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
「
借
地
権
」
と
い
う
。
）
を
有
す
る

者
（
次
項
に
お
い
て
「
土
地
所
有
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
一
人
で
、
又
は
数
人
が
共
同
し
て
、
市
町
村
に
対
し
、

歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
作
成
又
は
変
更
を
提
案
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
提

案
に
係
る
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
素
案
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2

前
項
の
規
定
に
よ
る
提
案
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
計
画
提
案
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
計
画
提
案
に
係
る
歴

史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
素
案
の
対
象
と
な
る
土
地
（
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
所
有
し
て
い
る
土
地
で
公
共

施
設
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
区
域
内
の
土
地
所
有
者
等
の
三
分

の
二
以
上
の
同
意
（
同
意
し
た
者
が
所
有
す
る
そ
の
区
域
内
の
土
地
の
地
積
と
同
意
し
た
者
が
有
す
る
借
地
権
の

目
的
と
な
っ
て
い
る
そ
の
区
域
内
の
土
地
の
地
積
と
の
合
計
が
、
そ
の
区
域
内
の
土
地
の
総
地
積
と
借
地
権
の
目

的
と
な
っ
て
い
る
土
地
の
総
地
積
と
の
合
計
の
三
分
の
二
以
上
と
な
る
場
合
に
限
る
。
）
を
得
て
い
る
場
合
に
、
主

務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
行
う
も
の
と
す
る
。

3

計
画
提
案
を
受
け
た
市
町
村
は
、
当
該
計
画
提
案
に
基
づ
き
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
作
成
又
は
変
更
を

す
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
遅
滞
な
く
、
当
該
計
画
提
案
を
し
た
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
歴
史
的
風
致
維
持
向
上
計
画
の
作
成
又
は
変
更
を
し
な
い
こ
と
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
理
由
を
明
ら
か

に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
」
の
下
に
「
（
同
法
第
百
四
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
選
定
さ
れ
た
重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区
を
い
う
。
第
十
七
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
加
え
る
。

第
十
五
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

8

都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
第
四
十
六
条
の
九
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
届
出
が
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
届
出
に
係
る
行
為
の
う
ち
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

第
三
十
八
条
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
及
び
第
七
条
第
一
項
」
を
「
、
第
七
条
第
一
項
及
び
第
十
条
の
二
第
二
項
」

に
改
め
る
。

附

則

第

に

。

戸

噂

炉

鱈

□畔
尺
鱈
昇
い
闘
江
鰭
顧
鰐
立
。
TJ

で
定
め
る
日
か
ら
施
[
-
.

一
附
則
第
五
条
の
規
定
公
布
の
日

二
第
一
条
の
規
定
（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
三
十
六
条
の
五
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
五
条
の
二
第
一
項
の

改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
五
条
の
六
第
一
項
及
び
第
二
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
五
条
の
八
第
二
項
の
改
正

規
定
、
同
法
第
四
十
五
条
の
十
三
第
一
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定
、
・
同
法
第
四
十
五
条
の
十
四
第
一
項
の
改
正
規

定
、
同
法
第
四
十
五
条
の
二
十
一
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
六
条
第
三
項
第
二
号
の
改
正
規
定
（
「
者
）
」

を
「
者
（
当
該
仮
換
地
と
し
て
指
定
さ
れ
た
土
地
の
上
の
空
間
又
は
地
下
に
特
定
都
市
計
画
施
設
が
存
す
る
場
合

に
あ
っ
て
は
当
該
特
定
都
市
計
画
施
設
の
管
理
者
を
含
み
、
当
該
従
前
の
土
地
の
上
の
空
間
又
は
地
下
に
特
定
都

市
計
画
施
設
が
存
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
特
定
都
市
計
画
施
設
の
管
理
者
を
除
く
。
）
）
」
に
改
め
る
部
分
に
限

る
。
）
、
同
条
第
十
四
項
第
四
号
の
改
正
規
定
、
同
条
第
二
十
五
項
の
改
正
規
定
、
同
条
第
二
十
四
項
の
改
正
規
定
、

同
法
第
七
十
三
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
四
十
六
条
第
二
十
四
項
」
を
「
第
四
十
六
条
第
二
十
八
項
」
に
改
め

る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
七
十
四
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
四
十
六
条
第
二
十
五
項
」
を
「
第
四
十
六
条
第

二
十
九
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
法
第
八
十
一
条
第
十
項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
百
九
条
の
四
第

一
項
の
改
正
規
定
（
「
第
八
十
一
条
第
十
項
」
を
「
第
八
十
一
条
第
十
一
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
に
限
る
。
）
、

第
二
条
の
規
定
（
建
築
基
準
法
第
六
十
九
条
の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
条
第
三
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定
、
同

法
第
七
十
四
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
十
五
条
の
二
第
二
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定

並
び
に
同
法
第
九
十
七
条
の
五
第
一
項
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
、
第
三
条
の
規
定
（
土
地
区
画
整
理
法
第
六
条
第

六
項
の
改
正
規
定
及
び
同
法
第
九
十
五
条
第
四
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
六
条
の
規
定
（
都
市
再
開
発
法
第

二
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
三
条
第
一
号
及
び
第
二
号
二
の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
条
の
四
第
一
項

の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
条
の
八
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
七
十
条
の
二
第
二
項
第
二
号
の
改
正
規
定
を
除

く
。
）
及
び
第
七
条
の
規
定
（
景
観
法
第
八
十
一
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
八
十
五
条
第
一
項
及
び
第
二
項

の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
第
八
十
七
条
第
二
項
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
並
び
に
附
則
第
七
条
か
ら
第
十
三
条
ま
で

の
規
定
、
附
則
第
十
四
条
の
規
定
（
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
九

年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
四
十
七
条
第
一
項
の
改
正
規
定
を
除
く
。
）
及
び
附
則
第
十
五
条
か
ら
第
十
七
条
ま
で
の

規
定
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
二
条
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前

日
ま
で
の
間
に
お
け
る
第
一
条
の
規
定
（
同
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
る
改
正

後
の
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
次
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
新
都
市
再
生
特
別
措
置
法
」
と
い
う
。
）
第
四
十
六
条

第
二
十
四
項
第
四
号
及
び
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
者
（
当
該

仮
換
地
と
し
て
指
定
さ
れ
た
土
地
の
上
の
空
間
又
は
地
下
に
特
定
都
市
計
画
施
設
が
存
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該

特
定
都
市
計
画
施
設
の
管
理
者
を
含
み
、
当
該
従
前
の
土
地
の
上
の
空
間
又
は
地
下
に
特
定
都
市
計
画
施
設
が
存
す

る
場
合
に
あ
っ
て
は
当
該
特
定
都
市
計
画
施
設
の
管
理
者
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
者
」
と
す
る
。

2

施
行
且
即
に
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
八
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
立
地
適
正
化
計
画
（
当
該
立
地
適
正
化
計
画
に
記
載
さ
れ
た
居
住
誘
導
区
域
に
、
建
築
基
準
法
第
三
十
九
条

第
一
項
に
規
定
す
る
災
害
危
険
区
域
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
条
例
に
よ
り
住
居
の
用
に
供
す
る
建
築
物
の

建
築
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
も
の
以
外
の
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
災
害
危
険
区
域
」
と
い
う
。
）
が
含

ま
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
（
当
該
期
間
内
に

当
該
立
地
適
正
化
計
画
が
変
更
さ
れ
、
か
つ
、
変
更
後
の
立
地
適
正
化
計
画
に
記
載
さ
れ
た
居
住
誘
導
区
域
に
災
害

危
険
区
城
が
含
ま
れ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
当
該
変
更
の
日
ま
で
の
間
）
は
、
新
都
市
再
生
特
別
措
置
法
第
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口
人
口
又
は
来
訪
者
の
減
少
に
よ
る
活
力
の
低
下
、
建
造
物
（
こ
れ
と
一
体
と
な
っ
て
景
観
を
形
成
し
て
い

る
土
地
そ
の
他
の
物
件
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
老
朽
化
等
に
よ
り
良
好
な
景
観
が
損
な
わ
れ
て
い
る
区
域

（
景
観
計
画
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
お
い
て
、
所
有
者
に
代
わ
っ
て
行
う
建
造
物
の
改
修
、
管
理

及
び
活
用
に
よ
り
、
当
該
区
域
内
の
良
好
な
景
観
を
再
生
す
る
事
業
（
以
下
「
景
観
再
生
事
業
」
と
い
う
。
）

の
実
施
に
関
す
る
事
項

第
八
条
第
十
一
項
中
「
第
二
項
第
四
号
ホ
」
を
「
第
二
項
第
四
号
へ
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、

同
条
第
十
項
中
「
第
二
項
第
四
号
二
」
を
「
第
二
項
第
四
号
ホ
」
に
、
「
及
び
第
四
号
二
」
を
「
及
び
第
四
号
ホ
」
に

改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
九
項
中
「
第
二
項
第
四
号
口
及
び
ハ
」
を
「
第
二
項
第
四
号
ハ
及
び

二
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
中
第
八
項
を
第
十
項
と
し
、
第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で
を
二
項

ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
四
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

5

第
二
項
第
四
号
口
に
掲
げ
る
事
項
に
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
指
針
に
従
い
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め

る
も
の
と
す
る
。

一
景
観
再
生
事
業
の
実
施
区
域

二
前
号
の
区
域
ご
と
の
事
業
実
施
方
針

6

景
観
計
画
は
、
当
該
景
観
計
画
区
域
に
つ
い
て
広
域
基
本
方
針
が
定
め
ら
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
広
域
基
本

方
針
に
基
づ
く
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
九
条
第
四
項
中
「
前
条
第
二
項
第
四
号
口
又
は
ハ
」
を
「
前
条
第
二
項
第
四
号
ハ
又
は
二
」
に
改
め
、
「
、
あ
ら

か
じ
め
」
を
削
り
、
同
条
第
五
項
中
「
前
条
第
二
項
第
四
号
ホ
」
を
「
前
条
第
二
項
第
四
号
へ
」
に
改
め
、
「
、
あ
ら

か
じ
め
」
を
削
る
。

第
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
口
又
は
ハ
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ハ
又
は
二
」

に
改
め
る
。

第
十
五
条
第
一
項
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
改
め
る
。

第
十
六
条
第
七
項
中
第
十
一
号
を
第
十
二
号
と
し
、
第
八
号
か
ら
第
十
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
項
第

七
号
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ホ
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
へ
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
八
号
と
し
、
同

項
第
六
号
を
同
項
第
七
号
と
し
、
同
項
第
五
号
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ハ
田
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ニ

m」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
六
号
と
し
、
同
項
第
四
号
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
口
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第

四
号
ハ
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
三
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

四
第
四
十
六
条
の
二
第
四
項
の
認
可
を
受
け
た
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
再
生
協
定
に
基
づ
き
行
う
行
為

（
広
域
景
観
協
議
会
）

第
七
条
の
三
都
道
府
県
は
、
一
の
市
町
村
の
区
域
を
超
え
、
か
つ
、
一
体
の
景
観
を
形
成
す
る
区
域
に
お
い
て
、

全
体
と
し
て
調
和
し
た
良
好
な
景
観
の
形
成
を
図
る
た
め
に
必
要
な
協
議
を
行
う
た
め
、
当
該
都
道
府
県
及
び
関

係
市
町
村
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
広
域
景
観
協
議
会
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
広
域
協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
組
織

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

2

市
町
村
で
あ
る
景
観
行
政
団
体
は
、
広
城
協
議
会
が
組
織
さ
れ
て
い
な
い
と
き
は
、
都
道
府
県
に
対
し
て
、
広

域

協

議

会

を

組

織

す

る

よ

う

要

請

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

'

3

前
項
の
規
定
に
よ
る
要
請
を
受
け
た
都
道
府
県
は
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
要
請
に
応
じ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

4

広
域
協
議
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
構
成
員
以
外
の
者
に
対
し
、
意
見
の
表
明
、
説
明
そ

の
他
の
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

5

第
一
項
の
協
議
を
行
う
た
め
の
会
議
に
お
い
て
協
議
が
調
っ
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
広
域
協
議
会
の
構
成
員
は
、

そ
の
協
議
の
結
果
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

6

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
広
域
協
議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
広
域
協
議
会
が
定
め
る
。

第
八
条
第
二
項
第
四
号
中
ホ
を
へ
と
し
、
口
か
ら
二
ま
で
を
ハ
か
ら
ホ
ま
で
と
し
、
イ
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え

る。

＿
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第
十
九
条
第
一
項
中
「
（
こ
れ
と
一
体
と
な
っ
て
良
好
な
景
観
を
形
成
し
て
い
る
土
地
そ
の
他
の
物
件
を
含
む
。
以

下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
削
る
。

第
二
十
条
第
二
項
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
、
「
こ
の
節
及
び
第
五
節
」
を
「
こ
の
章
」

に
改
め
る
。

第
二
十
一
条
第
一
項
、
第
二
十
九
条
第
二
項
及
び
第
三
十
条
第
一
項
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進

法
人
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
景
観
整
備

機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
改
め
、
「
、
あ
ら
か
じ
め
」
を
削
る
。

第
四
十
六
条
中
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
改
め
る
。

第
二
章
第
三
節
の
次
に
次
の
一
節
を
加
え
る
。

第
三
節
の
二
再
生
協
定

第
四
十
六
条
の
二
景
観
行
政
団
体
又
は
景
観
整
備
推
進
法
人
は
、
景
観
計
画
に
第
八
条
第
二
項
第
四
号
口
に
掲
げ

る
事
項
が
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
第
五
項
第
二
号
の
事
業
実
施
方
針
に
即
し
て
、
建
造
物
の

所
有
者
（
所
有
者
が
二
人
以
上
い
る
と
き
は
、
そ
の
全
員
）
と
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
協
定
（
以
下
こ
の
条

及
び
第
九
十
三
条
の
二
に
お
い
て
「
再
生
協
定
」
と
い
う
。
）
を
締
結
し
て
、
景
観
再
生
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

一
再
生
協
定
の
目
的
と
な
る
建
造
物
（
第
三
項
第
一
号
に
お
い
て
「
再
生
協
定
建
造
物
」
と
い
う
。
）

二
景
観
再
生
事
業
の
実
施
に
関
す
る
事
項

三
再
生
協
定
を
廃
止
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
由
及
び
廃
止
す
る
場
合
の
手
続

四
再
生
協
定
の
有
効
期
間

五
再
生
協
定
に
違
反
し
た
場
合
の
措
置

2

再
生
協
定
に
お
い
て
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
景
観
再
生
事
業
の
円
滑
な
実
施
の
た
め
、
普
通

財
産
（
地
方
自
治
法
第
二
百
三
十
八
条
第
四
項
に
規
定
す
る
普
通
財
産
を
い
い
、
前
項
の
景
観
整
備
推
進
法
人
を

指
定
し
た
景
観
行
政
団
体
の
所
有
に
属
す
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
九
十
三
条
の
二
に
お
い
て
同

じ
。
）
を
時
価
よ
り
も
低
い
対
価
で
貸
付
け
を
受
け
る
こ
と
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
景
観
整
備
推
進
法
人
が
普
通
財

産
を
使
用
す
る
こ
と
、
又
は
景
観
整
備
推
進
法
人
が
時
価
よ
り
も
低
い
対
価
で
譲
渡
を
受
け
る
こ
と
に
関
す
る
事

項
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

3

再
生
協
定
の
内
容
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
基
準
の
い
ず
れ
に
も
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
再
生
協
定
建
造
物
の
利
用
を
不
当
に
制
限
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
。
~

二
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も

の
で
あ
る
こ
と
。

4

景
観
整
備
推
進
法
人
が
再
生
協
定
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
景
観
行
政
団
体
の
長
の
認
可
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

5

前
節
第
三
款
（
第
三
十
六
条
及
び
第
四
十
二
条
を
除
く
。
）
の
規
定
は
、
再
生
協
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
第
三
十
七
条
第
一
項
中
「
前
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
六
条
の
二
第
四
項
」
と
、
第

三
十
八
条
中
「
第
三
十
六
条
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
六
条
の
二
第
四
項
」
と
、
同
条
第
二
号
中
「
第
三

十
六
条
第
二
項
各
号
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
六
条
の
二
第
三
項
各
号
」
と
、
第
四
十
条
中
「
第
三
十
六
条
第
二

項
及
び
第
三
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
六
条
の
二
第
三
項
及
び
第
四
項
」
と
、
第
四
十
一
条
中
「
協
定
建
造
物

又
は
協
定
樹
木
」
と
あ
る
の
は
「
第
四
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
再
生
協
定
建
造
物
」
と
読
み
替

え
る
も
の
と
す
る
。

第
四
十
七
条
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
口
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ハ
」
に
改
め
る
。

第
四
十
九
条
中
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
ハ
田
」
を
「
第
八
条
第
二
項
第
四
号
二
山
」
に
、
「
同
条
第
二
項
第
四
号

ハ
田
」
を
「
同
条
第
二
項
第
四
号
二
田
」
に
改
め
る
。
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第
百
十
八
条
の
二
十
二
第
二
項
中
「
第
百
二
条
第
二
項
か
ら
第
七
項
ま
で
」
を
「
第
百
二
条
第
三
項
か
ら
第
八
項

ま
で
」
に
、
「
前
項
」
を
「
前
二
項
」
に
、
「
同
条
第
二
項
」
を
「
同
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、

同
条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

2

管
理
処
分
計
画
に
お
い
て
建
築
施
設
の
部
分
を
譲
り
受
け
る
こ
と
と
な
る
者
と
当
該
建
築
施
設
の
部
分
に
係
る

施
設
建
築
物
の
一
部
に
つ
い
て
第
百
十
八
条
の
八
の
規
定
に
よ
り
賃
借
り
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
る
者

は
、
管
理
処
分
計
画
が
定
め
ら
れ
る
前
に
お
い
て
も
、
相
互
に
、
相
手
方
に
対
し
、
当
該
施
設
建
築
物
の
一
部
に

係
る
家
賃
そ
の
他
の
借
家
条
件
に
つ
い
て
協
議
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
四
章
第
一
節
第
三
款
の
二
の
款
名
中
「
道
路
等
」
を
「
施
設
」
に
改
め
る
。

第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
都
市
計
画
法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
掲

げ
る
地
区
計
画
の
区
域
（
地
区
整
備
計
画
が
定
め
ら
れ
て
い
る
区
域
の
う
ち
同
法
第
十
二
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
り

建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
の
敷
地
と
し
て
併
せ
て
利
用
す
べ
き
区
域
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
区
域
に
限
る
。
）
内
に

お
け
る
第
二
種
市
街
地
再
開
発
事
業
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
」
を
「
次
の
各
号
に
掲
げ
る
」
に
、
「
に
道
路
」
を
「
（
第

二
号
の
第
二
種
市
街
地
再
開
発
事
業
に
あ
っ
て
は
、
い
ず
れ
も
政
令
で
定
め
る
範
囲
内
に
位
置
す
る
も
の
に
限
る
。
）

に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
特
定
施
設
」
に
、
「
道
路
が
」
を
「
特
定
施
設
が
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を

加
え
る
。
一
都
市
計
画
法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
地
区
計
画
の
区
域
（
地
区
整
備
計
画
が
定
め
ら
れ
て

い
る
区
域
の
う
ち
同
法
第
十
二
条
の
十
一
の
規
定
に
よ
り
建
築
物
そ
の
他
の
工
作
物
の
敷
地
と
し
て
併
せ
て
利

用
す
べ
き
区
域
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
区
域
に
限
る
。
）
内
に
お
け
る
第
二
種
市
街
地
再
開
発
事
業
そ
の
他
政

令
で
定
め
る
第
二
種
市
街
地
再
開
発
事
業
道
路

二
都
市
計
画
施
設
の
区
域
を
そ
の
施
行
地
区
に
含
む
第
二
種
市
街
地
再
開
発
事
業
の
う
ち
施
設
建
築
物
を
立
体

的
に
利
用
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
立
体
的
に
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
と
し

て

政

令

で

定

め

る

都

市

計

画

施

設

（

道

路

を

除

く

。

）

‘

第
百
十
八
条
の
二
十
五
第
二
項
中
「
道
路
」
を
「
特
定
施
設
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
施
設
建
築
敷
地
の
道

路
部
分
」
を
「
施
設
建
築
敷
地
の
特
定
施
設
部
分
」
に
、
「
道
路
に
」
を
「
特
定
施
設
に
」
に
、
「
道
路
の
」
を
「
特
定

施
設
の
」
に
改
め
る
。

第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
を
削
る
。

第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
一
項
中
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
第
二
項
」
を
「
前
条
第
二
項
」
に
改
め
、
「
、
前

条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
百
九
条
の
三
第
二
項
後
段
」
を
削
り
、
同
条
第
三
項
の
表
第
百
十
八
条
の
二
十
一

第
二
項
の
項
中
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
三
第
二
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
第
二
項
」
に
改
め
、
第

四
章
第
一
節
第
四
款
中
同
条
を
第
百
十
八
条
の
二
十
五
の
二
と
す
る
。

第
百
三
十
五
条
の
見
出
し
を
「
（
書
類
の
送
付
等
）
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
一
項
中

「
そ
の
者
」
の
下
に
「
を
知
る
こ
と
が
で
き
ず
、
若
し
く
は
そ
の
者
」
を
、
「
で
き
な
い
と
き
」
の
下
に
「
そ
の
他
前

項
の
規
定
に
基
づ
く
政
令
の
規
定
に
よ
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
」
を
加
え
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に

第
一
項
と
し
て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

市
街
地
再
開
発
事
業
の
施
行
に
関
す
る
書
類
の
送
付
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
百
三
十
五
条
の
次
に
次
の
四
条
を
加
え
る
。

（
命
令
等
の
請
求
）

第
百
三
十
五
条
の
二
施
行
者
は
、
施
行
地
区
内
の
所
有
者
を
知
る
こ
と
が
で
き
ず
、
又
は
そ
の
所
在
を
知
る
こ
と

が
で
き
な
い
土
地
（
土
地
が
数
人
の
共
有
に
属
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
共
有
者
を
知
る
こ
と
が
で
き
ず
、
又
は

そ
の
所
在
を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
土
地
の
共
有
持
分
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
家
庭
裁
判
所
に
対
し
、
民
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
又
は
同
法
第
九
百
五
十
二

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
相
続
財
産
の
清
算
人
の
選
任
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

2

施
行
者
は
、
施
行
地
区
内
の
所
有
者
を
知
る
こ
と
が
で
き
ず
、
又
は
そ
の
所
在
を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
土
地

に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
裁
判
所
に
対
し
、
民
法
第
二
百
六
十
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
命
令
の
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
所
在
等
不
明
所
有
者
等
の
除
外
に
関
す
る
裁
判
）

第
百
三
十
五
条
の
三
第
七
条
の
二
第
六
項
、
第
十
四
条
の
二
又
は
第
五
十
条
の
四
の
二
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
係

る
事
件
は
、
当
該
裁
判
に
係
る
土
地
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
地
方
裁
判
所
の
管
轄
に
属
す
る
。

2

前
項
の
裁
判
は
、
裁
判
所
が
次
に
掲
げ
る
事
項
を
公
告
し
、
か
つ
、
第
二
号
の
期
間
を
経
過
し
た
後
で
な
け
れ

ば
、
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
号
の
期
間
は
、
一
月
を
下
つ
て
は
な
ら
な
い
。

一
前
項
の
裁
判
の
申
立
て
が
あ
っ
た
こ
と
。

二
裁
判
所
が
前
項
の
裁
判
を
す
る
こ
と
に
つ
い
て
異
議
が
あ
る
と
き
は
、
所
在
等
不
明
所
有
者
等
は
一
定
の
期

間
内
に
そ
の
旨
の
届
出
を
す
べ
き
こ
と
。

三
前
号
の
届
出
が
な
い
と
き
は
、
前
項
の
裁
判
が
さ
れ
る
こ
と
。

3

第
一
項
の
裁
判
は
、
確
定
し
な
け
れ
ば
そ
の
効
力
を
生
じ
な
い
。

4

第
一
項
の
裁
判
は
、
所
在
等
不
明
所
有
者
等
に
告
知
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

5

裁
判
所
は
、
第
一
項
に
定
め
る
土
地
に
つ
い
て
所
有
権
又
は
借
地
権
を
有
す
る
者
（
そ
の
共
有
持
分
を
有
す
る

者
を
含
む
。
）
及
び
そ
の
所
在
が
判
明
し
た
と
き
は
、
利
害
関
係
人
の
申
立
て
に
よ
り
、
同
項
の
裁
判
を
取
り
消
さ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
裁
判
に
係
る
第
七
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
要
請
又
は
第
十
一
条
第

一
項
若
し
く
は
第
二
項
若
し
く
は
第
五
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
が
さ
れ
た
後
は
、
当
該
裁

判
を
取
り
消
す
こ
と
は
で
き
な
い
。

6

第
一
項
の
裁
判
及
び
前
項
の
規
定
に
よ
る
取
消
し
の
裁
判
に
対
し
て
は
、
利
害
関
係
人
に
限
り
、
即
時
抗
告
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
非
訟
事
件
手
続
法
の
適
用
除
外
）

第
百
三
十
五
条
の
四
第
七
条
の
二
第
六
項
、
第
十
四
条
の
二
又
は
第
五
十
条
の
四
の
二
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
係

る
事
件
に
つ
い
て
は
、
非
訟
事
件
手
続
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
四
十
条
の
規
定
は
、
適
用
し

な
い
。
（
最
高
裁
判
所
規
則
）

第
百
三
十
五
条
の
五
前
二
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
七
条
の
二
第
六
項
、
第
十
四
条
の
二
又
は
第
五
十
条
の

四
の
二
の
規
定
に
よ
る
裁
判
に
係
る
事
件
に
関
す
る
裁
判
手
続
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
最
高
裁
判
所
規
則
で
定

め
る
。

七

条

景

観

法

（

平

成

十

六

年

法

律

第

百

十

号

）

の

一

―

”

[

｀

`

叶

:

」

条

）

一

目
次
中
「
第
一
章
総
則
（
第
一
条
ー
第
七
条
）
」
を
第
一
章
の
二
広
域
基
本
方
針
及
び
広
域
景
観
協
議
会
（
第

七
条
の
ニ
・
第
七
条
の
三
）
」
に
、
「
第
四
款
雑
則
（
第
四
十
三
条
ー
第
四
十
六
条
）
」
を
「
第
這
麟
直
二
雑
訓
土
芦
麟

十
三
条
—
第
四
十
六
条
）
に
、
「
景
観
整
備
機
構
」
を
「
景
観
整
備
推
進
法
人
」
に
改
め
る
。

（
第
四
十
六
条
の
二
）
」

第
一
章
の
次
に
次
の
一
章
を
加
え
る
。

第
一
章
の
二
広
域
基
本
方
針
及
び
広
域
景
観
協
議
会

（
広
域
基
本
方
針
）

第
七
条
の
二
都
道
府
県
は
、
一
の
市
町
村
の
区
城
を
超
え
、
か
つ
、
一
体
の
景
観
を
形
成
す
る
区
域
に
お
い
て
、

全
体
と
し
て
調
和
し
た
良
好
な
景
観
の
形
成
を
図
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
区
域
に
つ
い
て

良
好
な
景
観
の
形
成
に
関
す
る
計
画
の
策
定
に
関
す
る
基
本
方
針
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
八
条
第
六
項
に
お
い
て

「
広
城
基
本
方
針
」
と
い
う
。
）
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

2

広
域
基
本
方
針
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
広
域
基
本
方
針
の
対
象
と
な
る
区
域

二
全
体
と
し
て
調
和
し
た
良
好
な
景
観
の
形
成
を
図
る
た
め
の
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
景
観
計
画
の
策
定

又
は
変
更
に
関
す
る
方
針

3

都
道
府
県
は
、
広
域
基
本
方
針
を
定
め
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
関
係
市
町
村
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

4

都
道
府
県
は
、
広
域
基
本
方
針
を
定
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

5

前
二
項
の
規
定
は
、
広
域
基
本
方
針
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
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ー
一
法
律
第
后
戸
い
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第外号
第
一
条
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
•
第
二
条
」
を
「
—
第
二
条
」
に
、
「
第
四
十
五
条
）
」
を
「
第
四
十
四
条
の
二
）
」
に
、
「
第
七
節
都
市
再

「
第
六
節
の
二
都
市
再
生
整
備
等
協
定
（
第

生
歩
行
者
経
路
協
定
（
第
四
十
五
条
の
ニ
ー
第
四
十
五
条
の
十
二
）
」
を
第
七
節
都
市
再
生
歩
行
者
経
路
協
定
（
第

亭
丑
認
竺
1
麟
註
緊
十
二
）
」
に
、
「
第
四
十
六
条
の
八
」
を
「
第
四
十
六
条
の
九
」
に
、
「
特
例
（
第
六
十

二
条
）
」
を
「
特
例
等
（
第
六
十
一
条
の
二
•
第
六
十
二
条
）
」
に
改
め
、
「
第
六
十
二
条
の
十
四
」
の
下
に
「
•
第
六
十

二
条
の
十
五
」
を
加
え
、
「
認
定
の
申
請
手
続
の
特
例
（
第
六
十
二
条
の
十
五
」
を
「
作
成
等
の
提
案
及
び
認
定
の
申

請
手
続
の
特
例
（
第
六
十
二
条
の
十
六
•
第
六
十
二
条
の
十
七
」
に
、
「
第
五
節
都
市
再
生
整
備
歩
行
者
経
路
協
定

「
第
四
節
の
二
固
有
魅
力
維
持
向
上
協
定
（
第
七
十
二
条
の
二
）
に
、
「
第
六
款
特
定
用
途

（
第
七
十
三
条
）
」
を
第
五
節
都
市
再
生
整
備
歩
行
者
経
路
協
定
（
第
七
十
三
条
）
」

「
第
六
款
特
定
用
途
誘
導
地
区
（
第
百
八
条
の
三
）

第
七
款
特
定
業
務
施
設
等
誘
導
地
区
（
第
百
八
条
の
四
）

誘
導
地
区
（
第
百
九
条
）
」
を
第
八
款
防
災
施
設
管
理
協
定
（
第
百
八
条
の
五
ー
第
百
八
条
の
十
）

'
第
三
節
の
二
立
地
適
正
化
施
設
整
備
等
協
定
（
第
百
八
条
の
十
一
•
第
百
九
条
）
」

に
、
「
第
三
節
の
二
」
を
「
第
三
節
の
三
」
に
改
め
、
「
第
百
十
七
条
」
の
下
に
「
ー
第
百
十
七
条
の
六
」
を
加
え
る
。

第
一
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
基
本
理
念
）

第
一
条
の
二
都
市
の
再
生
は
、
都
市
が
我
が
国
の
活
力
の
源
泉
で
あ
り
、
安
全
か
つ
安
心
で
豊
か
な
国
民
生
活
の

実
現
に
重
要
な
役
割
を
果
た
す
も
の
で
あ
る
こ
と
、
及
び
そ
の
再
生
が
地
域
社
会
の
諸
課
題
を
解
決
す
る
上
で
極

め
て
重
要
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
都
市
機
能
の
集
約
を
推
進
す
る
こ
と
が
都
市
の
持
続
可
能
性
を
確
保
す
る
た
め

に
効
果
的
で
あ
る
と
の
基
本
的
認
識
の
下
に
、
都
市
の
脱
炭
素
化
の
推
進
等
に
よ
る
環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
、
自

然
的
環
境
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発
揮
及
び
自
立
的
で
個
性
豊
か
な
地
域
社
会
の
形
成
に
配
慮
し
つ
つ
、
多
様

な
主
体
が
相
互
に
連
携
及
び
協
力
を
し
な
が
ら
、
都
市
開
発
事
業
、
公
共
公
益
施
設
の
整
備
及
び
管
理
並
び
に
ま

ち
づ
く
り
の
推
進
を
図
る
活
動
等
を
効
果
的
に
実
施
し
、
併
せ
て
都
市
の
防
災
に
関
す
る
機
能
を
確
保
す
る
こ
と

に
よ
り
、
都
市
の
魅
力
及
び
国
際
競
争
力
の
向
上
と
快
適
で
質
の
高
い
生
活
環
境
の
創
出
を
図
る
こ
と
を
旨
と
し

て
、
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
四
条
第
一
項
中
「
内
閣
総
理
大
臣
は
」
の
下
に
「
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
」
を
加
え
、
同
条
第
二
項
に
次

の
一
号
を
加

x
る。

六
第
百
十
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
ま
ち
づ
く
り
推
進
活
動
計
画
の
作
成
に
関
す
る
基
本
的
な
事
項

第
十
四
条
第
三
項
を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
第
二
項
第
三
号
」
を
「
前
項
第
三
号
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

三
項
と
し
、
同
条
中
第
五
項
を
第
四
項
と
し
、
第
六
項
を
第
五
項
と
す
る
。

第
十
七
条
の
見
出
し
中
「
整
備
」
の
下
に
「
及
び
管
理
」
を
加
え
、
同
条
中
「
の
整
備
」
の
下
に
「
及
び
そ
の
適

切
な
管
理
」
を
加
え
る
。

第
十
九
条
の
二
第
八
項
中
「
（
第
三
十
条
に
お
い
て
「
国
際
競
争
力
強
化
施
設
」
と
い
う
。
）
」
を
削
る
。
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令
和
八
年
五
月
二
十
七
日

御

名

御

璽

都
市
再
生
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

」

第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
）
そ
の
他
」
を
「
）
、
地
域
に
お
け
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
を
図
る
活
動
の
拠

点
と
な
る
施
設
そ
の
他
の
当
該
活
動
の
実
施
に
必
要
な
施
設
（
以
下
「
ま
ち
づ
く
り
推
進
活
動
拠
点
施
設
等
」
と
い

う
。
）
（
第
四
十
四
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
都
市
再
生
整
備
等
協
定
に
記
載
さ
れ
た
同
条
第
八
項
に
規
定
す
る
事

項
に
係
る
も
の
又
は
第
百
十
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
ま
ち
づ
く
り
推
進
活
動
計
画
に
記
載
さ
れ
た
同
条
第
二

項
第
七
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
そ
の
他
」
に
改
め
る
。

第
三
十
条
中
「
（
整
備
計
画
に
記
載
さ
れ
た
第
十
九
条
の
二
第
八
項
に
規
定
す
る
事
項
に
係
る
国
際
競
争
力
強
化
施

設
を
有
す
る
建
築
物
の
整
備
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。
）
」
を
削
り
、
「
つ
い
て
の
同
号
」
を
「
係
る
同
項
」
に
改
め
、
「
同

号
中
」
の
下
に
「
「
同
じ
。
）
J

と
あ
る
の
は
「
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
都
市
再
生
特
別
措
置
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
二
十

二
号
）
第
二
十
五
条
に
規
定
す
る
認
定
事
業
で
あ
る
も
の
」
と
、
」
を
加
え
、
「
、
「
と
い
う
。
）
並
び
に
都
市
再
生
特
別
措

置
法
」
を
「
「
と
い
う
。
）
、
同
法
」
に
、
「
国
際
競
争
力
強
化
施
設
」
」
を
「
同
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
施
設
並
び

に
同
法
第
二
十
九
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
ま
ち
づ
く
り
推
進
活
動
拠
点
施
設
等
」
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
の
五
中
「
第
百
九
条
の
二
第
一
項
」
を
「
第
百
九
条
の
二
第
一
項
第
一
号
」
に
、
「
第
百
十
八
条
の
二

十
五
第
一
項
」
を
「
第
百
十
八
条
の
二
十
五
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
る
。
＇

第
四
十
五
条
を
第
四
十
四
条
の
二
と
す
る
。

第
四
章
第
六
節
の
次
に
次
の
一
節
を
加
え
る
。

第
六
節
の
二
都
市
再
生
整
備
等
協
定

（
都
市
再
生
整
備
等
協
定
の
締
結
等
）

第
四
十
四
条
の
三
都
道
府
県
又
は
市
町
村
は
、
都
市
再
生
事
業
等
に
係
る
次
に
掲
げ
る
都
市
計
画
の
案
を
作
成
し

よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
都
市
再
生
事
業
等
の
効
果
を
将
来
に
わ
た
っ
て
適
切
か
つ
十
分
に
発
揮
さ
せ

る
た
め
、
当
該
都
市
再
生
事
業
等
に
お
け
る
公
共
公
益
施
設
の
円
滑
か
つ
確
実
な
整
備
及
び
適
切
か
つ
効
率
的
な

管
理
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
公
共
公
益
施
設
の
整
備
及
び
管
理
（
当
該
公
共
公
益
施
設
を

利
用
し
て
行
わ
れ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
を
図
る
活
動
で
あ
っ
て
当
該
整
備
及
び
管
理
の
効
果
を
増
大
さ
せ
る
た

め
に
必
要
な
も
の
を
含
む
。
）
を
行
う
と
見
込
ま
れ
る
者
と
の
間
に
お
い
て
、
当
該
公
共
公
益
施
設
の
整
備
及
び
管

理
に
関
す
る
協
定
（
以
下
「
都
市
再
生
整
備
等
協
定
」
と
い
う
。
）
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
第
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
都
市
再
生
特
別
地
区
に
関
す
る
都
市
計
画

二
都
市
計
画
法
第
八
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
用
途
地
域
又
は
同
項
第
三
号
の
高
度
利
用
地
区
に
関
す
る

都
市
計
画

三
密
集
市
街
地
整
備
法
第
三
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
特
定
防
災
街
区
整
備
地
区
に
関
す
る
都
市
計
画

四
都
市
計
画
法
第
十
二
条
の
四
第
一
項
第
一
号
の
地
区
計
画
で
あ
っ
て
そ
の
区
域
の
全
部
に
同
法
第
十
二
条
の

五
第
三
項
に
規
定
す
る
再
開
発
等
促
進
区
又
は
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
開
発
整
備
促
進
区
を
定
め
る
も
の
に

関
す
る
都
市
計
画

五
市
街
地
再
開
発
事
業
に
関
す
る
都
市
計
画

六
防
災
街
区
整
備
事
業
に
関
す
る
都
市
計
画

七
土
地
区
画
整
理
事
業
に
関
す
る
都
市
計
画

八
都
市
施
設
で
政
令
で
定
め
る
も
の
に
関
す
る
都
市
計
画

九
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
都
市
計
画

2

都
市
再
生
整
備
等
協
定
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
都
市
再
生
整
備
等
協
定
の
目
的
と
な
る
公
共
公
益
施
設
（
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
「
協
定
施
設
」
と
い
う
。
）

二
協
定
施
設
の
整
備
に
必
要
な
都
市
計
画
（
前
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。
）
に
関
す
る
事
項

三

協

定

施

設

の

整

備

の

実

施

時

期

し

四
次
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
必
要
な
も
の

イ
協
定
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
項
（
当
該
協
定
施
設
の
整
備
に
要
す
る
費
用
の
負
担
の
方
法
を
含
む
。
）

口
協
定
施
設
の
管
理
に
関
す
る
事
項
（
当
該
協
定
施
設
の
管
理
に
要
す
る
費
用
の
負
担
の
方
法
を
含
む
。
）

ハ
協
定
施
設
の
用
途
の
変
更
の
制
限
そ
の
他
の
協
定
施
設
の
存
置
の
た
め
の
行
為
の
制
限
に
関
す
る
事
項

五
都
市
再
生
整
備
等
協
定
に
違
反
し
た
場
合
の
措
置

六
都
市
再
生
整
備
等
協
定
の
有
効
期
間

七
そ
の
他
協
定
施
設
の
整
備
及
び
管
理
の
た
め
に
必
要
な
事
項
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茅ヶ崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の改正に伴い、非常勤消防団員

等に係る葬祭補償の額を改定するため提案する。

2 根拠法規

(1)消防組織法（昭和 22年法律第 22 6号）第 24条第 1項

(2) 消防法（昭和 23年法律第 18 6号）第 36条の 3

(3)水防法（昭和 24年法律第 19 3号）第45条

(4) 災害対策基本法（昭和 36年法律第 22 3号）第 84条第 1項

3 条例の概要

(1) 非常勤消防団員等が公務等により死亡した場合における葬祭補償の定額部分を 33 

0, 0 0 0円に引き上げることとした。 （第 18条関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとし、所要の経過措置を設けることとした

゜
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茅ヶ崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例新旧対照表

改

（葬祭補償）

正 後 改 正 ‘’ 
目IJ

（葬祭補償）

第 18条 非常勤消防団員等が公務により、又は 1第18条 非常勤消防団員等が公務により、又は

消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力 消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力

し、又は応急措置の業務に従事したことにより

、死亡した場合においては、市は、葬祭を行う

者に対して、葬祭補償として、 33 0, 0 0 0 

旦に補償基礎額の 30倍に相当する金額を加え

た金額を支給する。

附則

1 

i 略
3 6 

（葬祭補償の額に関する暫定措置）

し、又は応急措置の業務に従事したことにより

、死亡した場合においては、市は、葬祭を行う

者に対して、葬祭補償として、 31 5, 0 0 0 

旦に補償基礎額の 30倍に相当する金額を加え

た金額を支給する。

附則

1 

!，略

3 6 

（葬祭補償の額に関する暫定措置）

3 7 当分の間、第 18条の規定による金額が補 3 7 当分の間、第18条の規定による金額が補

償基礎額の 60倍に相当する額に満たないとき 償基礎額の 60倍に相当する額に満たないとき

は、同条の規定にかかわらず、当該60倍に相 は、同条の規定にかかわらず、当該60倍に相

当する額を葬祭補償の額とする。 当する額を葬祭補償の額とする。
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茅ヶ崎市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例参照条文

0消防組織法

（非常勤消防団員に対する公務災害補償）

第二十四条 消防団員で非常勤のものが公務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は公務

による負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障害の状態となった場合においては、市町村は、政

令で定める基準に従い条例で定めるところにより、その消防団員又はその者の遣族がこれらの原因に

よって受ける損害を補償しなければならない。

2 前項の場合においては、市町村は、当該消防団員で非常勤のもの又はその者の遺族の福祉に関して

必要な事業を行うように努めなければならない。

〇消防法

第三十六条の三 第二十五条 二項（第三十六条第八項において準用する場合を含む。）又は第二十九条

第五項（第三十条の二及び第三十六条第八項において準用する場合を含む。）の規定により、消火若し

くは延焼の防止若しくは人命の救助その他の消防作業に従事した者又は第三十五条の十第一項の規定

により市町村が行う救急業務に協力した者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり又は

障害の状態となった場合においては、市町村は、政令で定める基準に従い条例の定めるところにより

、その者又はその者の遣族がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。

盈 消防対象物が構造上区分された数個の部分で独立して住居、店舗、事務所又は倉庫その他建物とし
ての用途に供することができるもの（以下この条において「専有部分」という。）がある建築物その他

の工作物であり、かつ、専有部分において火災が発生した場合であって、第二十五条第一項の規定に

より、消火若しくは延焼の防止又は人命の救助に従事した者のうち、次に掲げる者以外の者が、その

ため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり又は障害の状態となったときも、前項と同様とする。

ニ火災が発生した専有部分の各部分の所有者、管理者、占有者その他の総務省令で定める者

二火災が発生した専有部分の各部分及び当該各部分以外の部分を、一の者が、総務省令で定めると

ころにより、住居、店舗、事務所又は倉庫その他建物としての用途に一体として供している場合に

は、これらの用途に一体として供されている専有部分の各部分の所有者、管理者、占有者その他の

総務省令で定める者（前号に掲げる者を除く。）

＠ 第一項の規定は、都道府県が行う救急業務に協力した者について準用する。

0水防法

（第二十四条の規定により水防に従事した者に対する災害補償）

第四十五条 第二十四条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡し、負傷し、

若しくは病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障

害の状態となったときは、当該水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村又は水防事務組合

にあっては条例で、水害予防組合にあっては組合会の議決で定めるところにより、その者又はその者

の遺族がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。

0災害対策基本法

（応急惜置の業務に従事した者に対する損害補償）

第八十四条 市町村長又は警察官、海上保安官若しくは災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官が、第六

十百条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）の規定又は同条第二項において準用する

第六十三条第二項の規定により、当該市町村の区域内の住民又は応急措置を実施すべき現場にある者

を応急措置の業務に従事させた場合において、当該業務に従事した者がそのため死亡し、負傷し、若

しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、当該市町村は、政令で定める基準に従い、条

例で定めるところにより、その者又はその者の造族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける

損害を補償しなければならない。

2 都道府県は、第七十一条の規定による従事命令により応急措置の業諮に従事した者がそのため死亡
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し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定める基準に従い、条

例で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によっ｀て受ける

損害を補償しなければならない。

〇原子力災害対策特別措置法

（災害対策基本法の規定の読替え適用等）

第二十八条 原子力災害についての災害対策基本法の次の表の上欄に掲げる規定（石油コンビナート等

災害防止法 三十二条第二項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句

略 略 略

笙八十四条第一項 災害派遣を命ぜられた部隊等の 原子力災害派遣等を命ぜられ

自衛官 た部隊等の自衛官

略 略 略

2 原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言があるまでの間における災害対策基本

法の次の表の上欄に掲げる規定（石油コンビナート等災害防止法第三十二条第二項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

略

3 原子力緊急事態宣言があった時以後における災害対策基本法の次の表の上欄に掲げる規定の適用に

ついては、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。

略

4 原子力災害については、災害対策基本法第八十七条及び第八十八条第二項の規定は、適用しない。

5 原子力緊急事態宣言があった時から原子力緊急事態解除宣言があるまでの間においては、当該原子

力緊急事態宣言に係る原子力緊急事態に関しては、災害対策基本法第五十条、第五十四条、第五十九

条及び第六十六条の規定は、適用しない。

6 緊急事態応急対策又は原子力災害事後対策を実施する地方公共団体の長は、第二項の規定により読

み替えて適用される災害対策基本法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十条第一項の規定によ

るもののほか、指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対し、放射線による人体の障害の予防

、診断及び治療に関する助言その他の緊急事態応急対策又は原子力災害事後対策を実施するために必

要な援助を求めることができる。

0非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（非常勤消防団員等に係る損害補

償の基準を定める政令の一部を改正する政令（令和8年政令第17 9号）の規定による

改正前のもの）

（損害補償の種類）

第一条 消防組織法第二十四条第一項の規定による非常勤消防団員に係る損害補償及び消防法第三十六

条の三の規定による消防作業に従事した者又は救急業務に協力した者に係る損害補償並びに水防法第

六条の二第一項の規定による非常勤の水防団長又は水防団員（以下「非常勤水防団員 という。）に

係る損害補償及び同法 四十五条の規定による水防に従事した者に係る損害補償の種類は、次に掲げ

るものとする。

療養補償

― 休業補償
― 傷病補償年金
四障害補償

イ 障害補償年金

ロ 障害補償一時金
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五介護補償

六遺族補償

イ 遺族補償年金

ロ 遺族補償一時金

上葬祭補償

（葬祭補償）

第十一条 非常勤消防団員等が公務により、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力したこ

とにより、死亡した場合においては、葬祭を行う者に対して、葬祭補償として三十一万五千円に補償

基礎額の三十倍に相当する金額を加えた金額を支給する。

附則

（葬祭補償の額に関する暫定措置）

第四条 当分の間、第十一条の規定による金額が補償基礎額の六十倍に相当する額に満たないときは、

同条の規定にかかわらず、当該六十倍に相当する額を葬祭補償の額とする。

0災害対策基本法施行令

（損害補償の基準）

第三十六条 法第八十四条第一項に規定する損害補償の基準は、非常勤消防団員等に係る損害補償の基

準を定める政令（昭和三十一年政令第二百三十五号）中消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第

二十五条第一項若しくは第二項（これらの規定を同法第二十六条第八項において準用する場合を含む

。）若しくは第二十九条第五項（同法第三十条の二及び第三十六条第八項において準用する場合を含

む。）の規定により消防作業に従事した者、同法第三十五条の十第一項の規定により救急業務に協力

した者又は水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第二十四条の規定により水防に従事した者に係

る損害補償の規定の定めるとおりとする。

2 法第八十四条第二項に規定する損害補償の基準は、災害救助法施行令中扶助金に係る規定の定める

とおりとする。
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令和 8年5月27日 水曜日 官 報 （号外第 11 7号） 28 

御

名

御

璽

高

市

早

苗

非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
八
年
五
月
二
十
七
日

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
百
七
十
九
号

非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
消
防
組
織
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項
、
消
防
法
（
昭
和
二
十
三

年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
三
十
六
条
の
三
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並
び
に
水
防

法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
三
号
）
第
六
条
の
二
第
一
項
及
び
第
四
十
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を

制
定
す
る
。

非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
三
十
一
年
政
令
第
三
百
三
十
五
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
一
条
中
「
三
十
一
万
五
千
円
」
を
「
三
十
三
万
円
」
に
改
め
る
。

総

務

大

臣

林

芳

正

国
土
交
通
大
臣
金
子
恭
之

内

閣

総

理

大

臣

高

市

早

苗

附

則

（
施
行
期
日
）

1

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

2

こ
の
政
令
に
よ
る
改
正
後
の
非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
第
十
一
条
の
規
定

は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定

め
る
政
令
第
一
条
第
七
号
に
規
定
す
る
葬
祭
補
償
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
同
号

に
規
定
す
る
葬
祭
補
償
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。



-121-

--0123456789

1 電子入札区分

2 年度

3 入札執行部局名／入札執行所属名

4 入札方式

5 決定者

6 営業種目

7 開札日

8 件名

9 履行箇所

10 履行期間（契約期間）

11 予定価格（税抜）

予定価格（税込）

12 落札金額（税抜）

落札金額（税込）

13 結果

No. 法人番号 参加事業者

電子入札

令和8年度

入札結果表

経営総務部 契約検査課

一般競争入札

日本船舶薬品株式会社

医療機器

令和08年6月22日（月）

高度救命処置用資機材

茅ヶ崎市消防署本署

ー•

|― 議案第1-1-3号―――□I 

市議会議決の日から令和8年12月18日（金）まで

¥24,564,940 

¥27,021,434 

落札

第 1回入札額 I第2回入札額 I第 3回入札額 I第4回入札額 I摘要
1 I 7020001028081 I日本船舶薬品株式会社 24,564,940 ー，落札
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議案第11 5号 1 
て•---- - ---」［一

「議案第 11 5号和解について」 の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 8年 3月 20日 午後 4時 05分頃

寒川町倉見 80 0番地先

市外在住の男性

茅ヶ崎市

相手方

当 方

経

令和 8年

令和 8年

令和 8年

過

3月 20日

3月 23日

3月 23日

事故発生

消防総務課より資産経営課へ事故発生の連絡をする。

事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会へ

システムにて登録後、電話で報告する。

和解内容

ノ＼
刀

損害額 l 0円| 49  6, 1 5 5円
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - ．鴫 0• ~ -----•• --― -----------------疇彎・ 呻 ― ---------・・ -～ • … ---・・ •• ----- --▲” ⇔ - - - •- - - - - - ・・ - ・-~ ⇔ - - ～ --------~ --------

区 茅 ヶ 崎 市 相 手 方

（算出内訳）
（修繕費等）

4 9 6, 1 5 5円

過失割合 100% 0%  

賠償額 l 49 6, 1 5 5円
------------------------~--------------------------------------------------------k--------------------------=------; 

（相手方の損害額）

（算出内訳） 4 9 6, 1 5 5円Xl00%

= 4 9 6, 1 5 5円
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報告第 17号
報告第 18号

令和7年度決算に基づく茅ヶ崎市の健全化判断比率等について

平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が成立・公布されました。
地方公共団体は、国の算定基準に甚づき、財政の健全性を判断するための4つの指標（健全化判断比率）
と公営企業の経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）を公表することが義務付けられたため、本市も平
成19年度から健全化判断比率等を監査委員の審査に付した上で、議会に報告するとともに、市民のみなさま
に対して公表を行っております。
平成21年4月から法律全体が施行されたため、地方公共団体は、健全化判断比率により、「健全段階」・「早
期健全化段階」・「財政再生段階」の3つの段階に区分され、 4つの健全化判断比率のうち、ひとつでも基準を
超えた場合、「財政健全化計画」や「財政再生計画」を定め、財政の健全化を図らなければなりません。

1健全化判断比率について

令和7年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下表のとおりいずれの指標についても早期健
全化基準を下回りました。

- ＼  本市の健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率
（黒字）

11.25% 20.00% 

②連結実質赤字比率
（黒字）

16.25% 30.00% 

③実質公債費比率 5.0% 25.0% 35.0% 

④将来負担比率 20.3% 350.0% / 
①実質赤字比率

一般会計等（本市の場合、一般会計及び公共用地先行取得事業特別会計を合算し、会計間の重複を調整
したもの）を対象とした実質赤字額の標準財政規模（人口、面積等から算定するその団体の標準的な一般財
源の規模）に対する比率であり、これが生じた場合には、赤字の早期解浩を図る必要があります。
本市の一般会計等の令和7年度決算の実質収支は黒字であったため、前年度同様、実質赤字比率は発生
しておりません。

②連結実質赤字比率

病院事叢会計等の公営企業会計を含砂全会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規
模に対する比率であり、これが生じた場合には、閤題のある会計が存在することになるため、赤字の早期解消
を図る必要があります。
本市の全会計の令和7年度決算の実質赤字（収支）額及び資金不足（剰余）額を合算した結果は黒字て
あったため、前年度同様、．連結実質赤字比率は発生しておりません。

③実質公債費比率

一般会計等か負担する元利償還生などの標準財政規模に対する比率であり、 18％以上で起債が許可制と
なり、 25％以上で一部の起債が制限されます。
令和7年度の本市の実質公債費比率(3カ年平均）は、 5.0％で、前年度の4.8％から0.2ポイント悪化しまし
たが、早期健全化基準を大きく下回っています。悪化した主な要因は、 畠般会叶に係る公債費の増などによる
ものでず。
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④将来負担比率

地方債残高や職員の退職手当に係る負担見込額など、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すストック指
標です。この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要が生じることから、今後の財政運営が
圧迫される等の間題が生じる可能性が高くなります。
令和7年度の本市の将来負担比率は20.3％で、前年度の17.2％から3.1ポイント悪化しておりますが、早
期健全化基準である350％を大幅に下回っています。悪化の主な要因は、地方債残高の増などによるもので
す。

早期健全化基準とは・・・

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、財政健

全化計画を定めなければなりません。

財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣等への報告を

行います。

また、財政健全化計画を定めている財政健全化団体は、その実施状況を毎年度議会に報告し、公

表を行います。

財政再生基準とは…

実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上の場合

は、「財政再生段階」となり、財政再生計画を定めなければなりません。

財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣と協議し、その同

意を求めることができます。

財政再生計画を定めている財政再生団体は、その実施状況を毎年度議会に報告し、公表を行い

ます。

2 各公営企業の資金不足比率について

資金不足比率は、公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率であり、経営健全化基準(20%)
以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなりません。
令和7年度決算においては、下表のとおり資金不足を生じた公営企業はないため、資金不足比率の該当は
ありませんでした。

②資金不足額
資金不足比率（％）ム

含ロJ「 名 ①事業の規模
②／① 

云

公共下水道事業会計 4,257,316千円
（資金不足なし）

13,029,296千円病 院 事 辛未 ム 計
（資金不足なし）

コ
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［ 報告第 19号
「報告第 19号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 8年 1月 24日 午後 1時 00分頃

新栄町 8番 6号地先

相手方 市外在住の女性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 8年

令和 8年

令和 8年

1月 24日 事故発生

1月 26日 事故発生を損害保険ジャパン株式会社に報告。

7月 2日 専決処分をする。

示談内容

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 2 7, 9 1 2円

（算出内訳）

（治療費等）

9, 0 7 2円

（通院慰謝料）

18,840円

過失割合 100% 0%  

賠償額

（算出内訳）

27,912円
---- -- -

（相手方の損害額）

27,912円 X 1 0 0 % 

=27, 912円
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報告第20号

「報告第 20号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

経過

令和 8年 3月 16日 午後 4時 35分頃

市立体育館敷地内

相手方 市内の法人

当方茅ヶ崎市

令和 8年 3月 16日 事故発生

令和 8年 3月 16日 梅田中学校より学務課へ事故発生の連絡を受ける。

令和 8年 3月 17日 事故発生を保険会社に連絡する。
令和 8年 7月 8日 専決処分（示談の締結）をする。

示談内容

区 ／刀＼ |＼ 茅ヶ崎市 相手方

損 害 額 412,090円

（算出内訳）

＼ 

（修理費等）

412,090円

過失割合 100% 0%  

賠 償 額 412,090円

（相手方の損害額）

（算出内訳） 1412, 090円Xl00%

412,090円
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報告第21号

「報告第 21号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 8年 5月 29日 午前 7時 10分頃

萩園 30 2 8番地 39 

相手方 市内在住の女性

当方茅ヶ崎市

経過

令和 8年

令和 8年

令和 8年

令和 8年

5月 29日 事故発生

6月 1日 消防総務課より資産経営課へ事故発生の連絡を受

ける。

6月 3日 事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会

の基幹システムにて事故登録し、電話で連絡する。

7月 8日 専決処分をする。

損害賠償の額の内訳

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 13,200円

（算出内訳）
（修理費）

13,200円

過失割合 100% 0%  

賠償額 13,200円

（算出内訳）

（相手方の損害額）

13,200円Xl00%

=13, 200円
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